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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 382,001 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 2,539 人

団体名 長野県長野市 面積 834.81 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 86,592,996 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 202011 類似団体区分 中核市 実質公債費率 2.1 ％

将来負担比率 33.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 667,184 純経常行政コスト 123,265
負債 188,744 純行政コスト 122,969
資産 983,576 純経常行政コスト 190,124
負債 410,658 純行政コスト 189,826
資産 1,010,473 純経常行政コスト 234,230
負債 424,083 純行政コスト 235,186

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 7,049 業務活動収支 10,059
△ 6,257 投資活動収支 △ 13,425
478,440 財務活動収支 1,252
△ 2,724 業務活動収支 22,002
△ 1,840 投資活動収支 △ 17,723
572,918 財務活動収支 △ 4,114
△ 2,544 業務活動収支
△ 1,653 投資活動収支
586,390 財務活動収支

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等では、学校給食センター建設、消防署移転改築、健康施設改修など投資的経費の増加等により、例年より大きい予算規模となったた
め、開始時（平成27年度末時点）との比較で資産の「事業用建物」が6,662百万円増加し負債総額も944百万円増加した。
　また、全体では資産のうち約90％が「有形固定資産」である。有形固定資産のうち約45％を占めるのが、「インフラ工作物」である。道水路・上下水
道などのインフラ資産は、市民生活と密接に関係する公共施設であり、総量縮減や新規整備の抑制が難しい施設である。
　連結対象団体（19団体）の資産総額約396億円のうち約47％、負債総額約240億円の約64％を占め、規模が一番大きいのが（地独）長野市民病院
である。平成２８年４月１日から地方公営企業を廃止し地方独立行政法人化している。なお、この団体の負債の約58％が地方独立行政法人移行前地
方債の償還債務であるため相殺消去している。
　類似団体と比較すると、合併の経過から市域が広く、資産、負債ともに上位であることから、引き続き、公共施設マネジメント指針の基本的な考え方
に基づく中長期的な取組を推進していく。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等において、税収等の財源（115,920百万円）が純行政コスト（122,969百万円）を下回っており、本年度差額は△7,049百万円となり、純資
産残高は△6,257百万円の減少となった。
　全体では、国民健康保険等の特別会計の保険料が税収等に含まれ、また、公営企業の料金収入が経常収益に含まれることから「本年度純資産変
動額」が△1,840百万円となり、一般会計等に比べ減少幅は小さくなった。
　連結対象団体（19団体）の税収等に計上される約326億円のうち約33％にあたる約109億円については当市からの補助金等であり、マニュアルに従
い相殺消去している。

分析：
　一般会計等では、例年より大きい予算規模となった本年度は、財務活動収支の「地方債償還支出」（13,504百万円）より「地方債発行収入」
（14,981百万円）が上回り、また、業務活動収支でも「基金積立金支出」（1,677百万円）より「基金取崩収入」（2,577百万円）が上回る積極的な資金
調達を行った年度となった。
　今後は、大規模事業が減少するため、地方債の発行額と償還額が均衡～マイナスに転じる見込みであり、それに伴い投資活動収支のマイナス
分も減少する見込みである。一方、中長期的には、過去に建設したオリンピック施設等大規模施設の改修に要する多大な経費が必要となり、その
財源として地方債の発行も必要となるため、収支の規模は増加に転ずることも見込まれる。
　全体では、上下水道事業などが地方債の新規発行より償還額が多いため、「地方債発行収入」（18,240百万円）より「地方債等償還支出」（22,128
百万円）が上回りマイナスとなり、負債総額も開始時（平成27年度末）と比べ5,359百万円減少している。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等では、「移転費用」の「補助金等」（25,161百万円）、「社会保障給付」（22,669百万円）、「業務費用」の「物件費」（22,332百万円）の順で
多く、これらのコストが、純行政コストの約57％を占めている。
　また、全体では本市が保有する資産が類似団体平均よりも多いことから、これに伴い発生する減価償却費が類似団体平均より約31％多くなって
いる。逆に「補助金等」や「社会保障給付」は、類似団体平均より約16％低くなり、住民一人当たり行政コストは類似団体平均を僅かに下回ってい
る。
　連結対象団体（19団体）の経常収益約192億円のうち約7％にあたる約14億円は当市からの指定管理料であり、相殺消去している。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
66,718,415 667,184 544,300

382,001 153,259 891,708
174.7 4.4 61.0
149.6 3.7 58.8

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

478,440 93,399 12,296,897
667,184 607,774 382,001

71.7 15.4 32.2
70.8 16.7 32.0

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
18,874,433 11,476 7,361

382,001 △ 14,325 130,626
49.4 △ 2,849 5.6
43.7 2,028.0 5.1

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　住民一人当たり資産・負債ともに類似団体平均を上回って
いるが、資産と負債の比率は平均的である。
　学校給食センター建設、消防署改築事業などの大規模工事
のしゅん工により地方債残高は開始時（平成27年度末時点）
と比較し15億円程度増加している。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　資産保有量が他団体より多いことから、これにより発生する
減価償却費や維持補修費が他団体より多くなっている。
　また、本市の市道の総延長は、類似団体内トップクラスであ
るが、道路台帳整備が法定化される前から存在した市道につ
いては取得年月日が不明である。このため、本市の統計上最
も市道延長が伸びた昭和52年を一律設定した。従って2027年
度以降償却済みとなり、年間70億円程度のコスト減少となる。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　「市町村施設類型別ストック情報分析表」によると、オリン
ピック施設を含む【体育館・プール】のほか、合併や市域の広
さにより【道路】、支所等の【庁舎】、【公民館】など多くの分類
で、平均値を上回る施設保有量となった。
　このため、「住民一人当たり資産額」、「歳入額対資産比率」
ともに類似団体平均を上回っている。
　持続的な住民サービスの維持・向上を考慮しながら、公共
施設マネジメント指針に基づき、将来的に床面積で２割程度
の施設保有量の削減を目指している。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　平均値を僅かに上回る結果となっているが、公会計導入初
年度ということもあり、固定資産台帳の修正事案も出ている。
これに伴い経常費用（減価償却費）の再計算なども出ている
ことから、分析については、数年間のデータ蓄積のうえで実施
することとしている。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　資産の多さに比例し、負債も平均値を上回っている。
　負債総額のうち85％程度を占める地方債残高は、1,618百
万円であるが、このうち7割程度は将来において交付税措置さ
れるものである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 241,272 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 1,494 人

団体名 長野県松本市 面積 978.47 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 57,475,414 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ △

団体コード 202029 類似団体区分 特例市 実質公債費率 4.7 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 352,365 純経常行政コスト 74,153
負債 93,891 純行政コスト 74,423
資産 534,304 純経常行政コスト 118,859
負債 208,891 純行政コスト 119,119
資産 558,608 純経常行政コスト 147,688
負債 214,551 純行政コスト 148,100

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
566 業務活動収支 11,811
601 投資活動収支 △ 9,840

258,474 財務活動収支 △ 4,158
3,036 業務活動収支 19,650
2,967 投資活動収支 △ 11,926

325,414 財務活動収支 △ 8,696
3,430 業務活動収支 20,380
3,334 投資活動収支 △ 13,228

344,057 財務活動収支 △ 7,763

　平成２８年度の純資産残高は、一般会計等において、純行政コスト７４，４２３百万円に対する財源が７４，９８９百万円で差引５６６百万円上回ってお
り、無償所管換等を加えた結果、６０１百万円の増となっている。純資産を形成する財源の将来世代における負担割合を示す将来世代負担比率は、
類似団体平均を下回っており、地方債の新規起債額を同年度の元金償還額以下に抑える取組みを継続してきた結果として、将来世代への負担軽減
につながっている。
　全体会計における純資産残高は３２５，４１４百万円で、期首に比べて２，９６７百万円の増となっている。また、連結会計における純資産残高は３４
４，０５７百万円で、期首に比べて３，３３４百万円の増となっている。いずれも、純行政コストよりも財源である税収等と国県等補助金の合計が上回っ
ており、発生したコストを、税や使用料を主とする一般財源で賄えている。

分析：
　本年度の現金預金残高は、一般会計等で２，５９７百万円、全体会計で１１，４８８百万円、連結会計で１３，７７２百万円であり、市民１人当たりに
換算すると、一般会計等で１万円、全体会計で４万７千円、連結会計で５万７千円となっている。
　一般会計等における業務活動収支は１１，８１１百万円だった一方、投資活動収支は△９，８４０百万円、財務活動収支は△４，１５８百万円となっ
ている。特に、財務活動収支については、地方債の償還額以内での発行に努めていることから、マイナスとなっており、本市の起債残高を減少させ
る取組みが、色濃く反映されている。
　全体会計における業務活動収支は１９，６５０百万円、投資活動収支は△１１，９２６百万円の不足となったが、業務活動収支と投資活動収支で見
る、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は９，５６０百万円の黒字となっている。また、財務活動収支は、△８，６９６百万円となったが、市債償
還が進んでいることを示している。
　連結会計においても傾向は同じで、業務活動収支は２０，３８０百万円、投資活動収支は△１３，２２８百万円の不足だが、プライマリーバランスは
９，０１５百万円の黒字となっている。また、財務活動収支△７，７６３百万円も、市債償還が進んでいることを示している。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は７７，４６３百万円となり、そのうち、人件費等の業務費用は４０，９２１百万円、補助金や社会保障給付等の
移転費用は３６，５４２百万円であり、業務費用が移転費用を上回っている。業務費用で最も大きいのは、減価償却費を含む物件費２４，５８８百万
円であり、施設の老朽化に伴う減価償却が大きな要因の一つとなっている。今後、平成２８年度に策定した「公共施設等総合管理計画」に基づき、
施設の整理・再配置を進め、公共施設の適切管理に努めることにより、経費の縮減に努める。
　全体会計における経常費用は１３７，９００百万円で一般会計等の１．７８倍、行政サービスの対価として市民が負担する使用料及び手数料など
の経常収益は１９，１１１百万円となっている。この結果、純経常行政コストは１１８，８５９百万円、臨時損失・臨時利益を加味した純行政コストは１１
９，１１９百万円となった。経常費用のうち割合が大きいものは補助金等の４５．２％で、国民健康保険事業等における国民健康保険団体連合会へ
の負担金支出が主な要因である。また、使用料及び手数料の額が一般会計等に比べ大きく、水道事業等の使用料によるものである。
　連結会計における経常費用は１６８，３６４百万円で、一般会計等の２．１７倍となっている。純経常行政コストは１４７，６８８百万円、臨時損失・臨
時利益を加味した純行政コストは１４８，１００百万円となった。全体会計よりも補助金等が小さく、内部取引による相殺によるものである。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等において、平成２８年度一般会計等貸借対照表と、平成２８年度末と期首となる平成２７年度末の普通会計貸借対照表を「統一的な基
準」に基づき修正したものと比較した場合、減価償却等が進み、有形固定資産が２，６２１百万円減少したものの、固定負債では、地方債が３，６２８百
万円減少するなど、全体で３，４５１百万円の減少となった（本市では、平成２７年度まで、総務省基準モデルにより財務諸表を整備）。また、平成２８
年度中は、資産の減少（２，８６７百万円）より、負債の減少（３，４６９百万円）が進み、差引きである純資産は、６０２百万円増加している。このことは、
世代の負担が大きくならないよう、市債の借入を抑制する取組みの結果が反映されたものと考えられる。
　全体会計における資産合計は５３４，３０４百万円で一般会計等の１．５２倍、負債総額は２０８，８９１百万円で一般会計等の２．２２倍となっている。
特に、総資産に対する負債の割合が、一般会計等２２．５％に対し、全体会計では２８．１％になっているのが特徴で、これは水道事業や下水道事業
において、将来の使用料収入で資金の回収をすることを前提として市債を活用する仕組みとなっていることに加えて、市債の償還年限が一般会計等
よりも長いことが主な要因と考えられる。
　連結会計における資産合計は５５８，６０８百万円で一般会計等の１．５９倍、負債総額は２１４，５５１百万円で一般会計等の２．２９倍となっている。

分析：

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般会計等 純経常行政コスト 一般会計等 純行政コスト 全体 純経常行政コスト

全体 純行政コスト 連結 純経常行政コスト 連結 純行政コスト

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

平成26年度 平成27年度 平成28年度

資産 負債

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

本
年
度
差
額
、
本
年
度
純
資
産
変
動
額

純
資
産
残
高

一般会計等 純資産残高 全体 純資産残高 連結 純資産残高

一般会計等 本年度差額 一般会計等 本年度純資産変動額 全体 本年度差額

全体 本年度純資産変動額 連結 本年度差額 連結 本年度純資産変動額

△ 15,000

△ 10,000

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般会計等 業務活動収支 一般会計等 投資活動収支 一般会計等 財務活動収支 全体 業務活動収支 全体 投資活動収支

全体 財務活動収支 連結 業務活動収支 連結 投資活動収支 連結 財務活動収支

4



平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
35,236,508 352,365 283,860

241,272 92,289 475,368
146.0 3.8 59.7
138.9 3.8 57.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

258,474 36,136 7,442,279
352,365 308,485 241,272

73.4 11.7 30.8
73.3 13.7 29.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
9,389,136 12,422 3,310

241,272 △ 7,668 77,463
38.9 4,754 4.3
37.1 769.1 5.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均を下回っており、行政
サービスの提供に対する直接的な住民の負担の割合は低く
なっている。
　他団体と比較して、住民は低負担で行政サービスを利用で
きる環境となっているものの、反面、経常費用が高額であると
も判断できるため、経常的な経費の縮減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たりの負債額は、類似団体平均を上回ってい
る。今後も、起債額を償還元金の範囲内にする取組みを進め
ることにより負債の減少につなげていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たりの資産額は、類似団体平均を上回ってお
り、合併による資産の増加が主な原因と考えられる。
　反面、有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値を上
回っており、平成２８年度に策定した「公共施設等総合管理計
画」に基づき、施設の統廃合を進めながら適切な管理に努め
る。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体と同程度であるが、将来世代負担
比率は類似団体平均を下回っている。
　これは、地方債の新規起債額を同年度の元金償還額以下
に抑える取組みを継続してきた結果として、将来世代への負
担軽減につながっているものである。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　市民一人当たりの純経常行政コストは、類似都市平均を若
干上回っており、前年度決算対比では、自立支援福祉事業に
おける給付の増や、一部事務組合・企業会計等への繰出金
の増が要因となっているものと見られる。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 159,271 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 1,055 人

団体名 長野県上田市 面積 552.04 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 39,768,341 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 202037 類似団体区分 都市Ⅳ－２ 実質公債費率 4.7 ％

将来負担比率 42.2 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 375,840 純経常行政コスト 56,079
負債 80,227 純行政コスト 56,103
資産 530,703 純経常行政コスト 86,175
負債 199,253 純行政コスト 86,106
資産 546,313 純経常行政コスト 102,441
負債 205,613 純行政コスト 102,400

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 3,918 業務活動収支 4,599
△ 3,631 投資活動収支 △ 4,189
295,612 財務活動収支 △ 1,098
△ 995 業務活動収支 10,571
△ 746 投資活動収支 △ 5,364

331,450 財務活動収支 △ 5,404
△ 1,112 業務活動収支

△ 798 投資活動収支
340,702 財務活動収支

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が期首から4,697百万円の減少（-1.2％）となった。金額の変動が大きいものはインフラ資産であり、減価償却によ
る資産の減少が、資産の取得額（1,300百万円）を上回ったこと等から4,235百万円減少した。
　水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額は、上水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計
等に比べて154,863百万円多くなるが、負債総額も下水道管の長寿命化対策事業に地方債（固定負債）を充当したこと等から、119,026百万円多くなっ
ている。
　上田市土地開発公社、上田地域広域連合等を加えた連結では、資産総額は、土地開発公社が保有している公有地等に係る資産を計上しているこ
と等により、一般会計等よりも170,473百万円多くなるが、負債総額も土地開発公社の借入金等があること等から、125,386百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（52,185百万円）が純行政コスト（56,103百万円）を下回っており、本年度差額は▲3,918百万円となり、純資
産残高は3,631百万円の減少となった。税収等の増加及び特定財源の確保に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が21,354百万円多くなっており、本年度差額は▲995百万円となり、純資産残高は746百万円の減少となった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が49,104百万円多くなってお
り、本年度差額は▲1,112百万円となり、純資産残高は798百万円の減少となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は4,599百万円であったが、第三中学校耐震補強・大規模改修事業等を行ったことから、投資活動収支に
ついては▲4,189百万円となっている。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから▲1,098百万円となってお
り、本年度末資金残高は前年度から688百万円減少し、1,964百万円となった。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より5,972百万円多い10,571百万円となっている。投資活動収支では、下水道管の更新事業等により、▲5,364百万円となってい
る。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲5,404百万円となり、本年度末資金残高は期首から197百万円減
少し、12,422百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は59,351百万円となり、期首と比べて1,939百万円の増加（+3.4％）となった。業務費用が移転費用よりも多く、
もっともの金額が大きいのは減価償却費や維持補修費を含む物件費等（20,825百万円）であり、純行政コストの37.1％を占めている。公共施設等
の適正管理により、経費の縮減に努める。
　全体では、一般会計等に対し、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が5,927百万円多くなっている一方、国民健康保
険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が25,415百万円多くなり、純行政コストは30,002百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に対し、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が8,314百万円多くなっている一方、移転費用が38,172百万円多
くなっているなど、経常費用が54,675百万円多くなり、純行政コストは46,297百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
37,583,955 375,840 212,885

159,271 71,323 414,677
236.0 5.3 51.3
169.8 4.4 56.0

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

295,612 38,312 5,610,343
375,840 348,292 159,271

78.7 11.0 35.2
74.9 13.0 30.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
8,022,720 5,176 3,272

159,271 △ 4,340 59,351
50.4 836 5.5
42.6 938.8 5.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均と上回っている。なお、負債
のうち、地方交付税の不測を補うために特例的に発行してい
る臨時財政対策債は、29,149百万円である。
　将来世代負担比率は、類似団体平均を下回っている。新規
に発行する地方債の抑制を行うとともに、償還を進め、地方
債残高を圧縮し、引き続き将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均を上回っている。
純行政コストのうち、補助金等が25.7％を占めており、補助金
の見直し等の取り組みを通じて、コストを抑えるよう努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は、合併前に旧市町村ごとに整備し
た公共施設があることなどから、保有する施設数が非合併団
体よりも多く、類似団体平均を上回っている。
　歳入額対資産比率は、類似団体平均を上回っており、公共
施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の適正管理に努
める。
　有形固定資産減価償却率は、類似団体平均を下回っている
が、引き続き適切な資産形成を図るための投資活動に努め
る。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体と同程度である。経常費用は
期首より1,939百万円増加しており、中でも補助金等の増加が
顕著であることから、補助金の内容の見直しを行う等により、
経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っている。地
方債の新規発行を抑制し、償還を進めることで、地方債残高
の縮小に努める。
　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を
除いた投資活動収支の赤字分を業務活動収支の黒字分が
上回ったため、836百万円となっている。投資活動収支が赤字
となっているのは、地方債を発行して第三中学校耐震補強・
大規模改修事業など公共施設等の必要な整備を行ったため
である。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 50,853 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 403 人

団体名 長野県岡谷市 面積 85.10 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 11,827,424 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 202045 類似団体区分 都市Ⅱ－２ 実質公債費率 11.8 ％

将来負担比率 131.1 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 62,585 純経常行政コスト 15,608
負債 28,833 純行政コスト 15,670
資産 106,415 純経常行政コスト 21,925
負債 55,796 純行政コスト 21,987
資産 125,768 純経常行政コスト 284,562
負債 59,022 純行政コスト 284,954

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 70 業務活動収支 1,760

△ 377 投資活動収支 △ 1,700
33,752 財務活動収支 △ 106
△ 62 業務活動収支 2,781

△ 255 投資活動収支 △ 1,749
50,620 財務活動収支 △ 1,073
2,285 業務活動収支 5,275
2,092 投資活動収支 △ 2,534

66,746 財務活動収支 △ 501

　一般会計等においては、税収等の財源（12,825百万円）が純行政コスト（15,670百万円）を下回っており、本年度差額は△70百万円となり、純資産残
高は377百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が4,986百万円多くなっている。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が271,638百万円多くなって
いる。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は1,760百万円であったが、投資活動収支については、中学校整備事業等を行ったことから、△1,700百万
円となっている。財務活動収支については、地方債の償還支出額が地方債発行収入額を上回ったことから、△106百万円となり、本年度末資金残
高は前年度から46百万円減少し、706百万円となった。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より1,021百万円多い2,781百万円となっている。
　連結では、湖周行政事務組合において一般廃棄物処理施設の建築を行ったため、投資活動収支は△2,534百万円となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等において、経常費用は16,722百万円となり、前年度と同額程度であった。ただし、人口減少等により市税収入の確保も難しく、また、行
政サービスの縮小も避けられない現状を踏まえると、人件費についても前年度と同水準であることについては、今後改善が必要である。直営で
行っている施設について、民間でも実施可能な部分については、指定管理者制度を導入するなどにより、コスト削減に努める。
　全体及び連結については、前年度と比較し大きな増減はないものの、一般会計等と同様、コスト削減に努める必要がある。公営企業等において
は、使用料や手数料、人件費等の削減がサービス低下に繋がることも考慮しながら見直しを行う。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末（※）から355百万円の減少（△0.6％）となった。主な要因としては、建物及び工作物の減価償却累計
額が、資産の取得等による増加額を上回っていることによるものである。以上の理由等から、有形固定資産については減少傾向にあるものの、将来
の維持修繕費等の支出を伴うものであるため、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めるなど、引き続き公共施設等の適
正管理に努めていく。
　全体及び連結については、前年度末と比較し大きな変動は見られないものの、公営企業会計のインフラ資産（上水道管、下水道管及び病院施設に
係る資産等）を計上していること等により、資産総額は一般会計等に比べ多くなっており、また、負債総額も地方債を充当していること等から多くなっ
ている。

　※前年度末・・・総務省改訂モデルにより作成したものと比較

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
6,258,504 62,585 55,040

50,853 21,430 87,529
123.1 2.9 62.9
168.6 3.9 57.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

33,752 14,747 1,567,049
62,585 58,283 50,853

53.9 25.3 30.8
72.5 14.7 34.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,883,270 1,958 1,114

50,853 △ 1,579 16,722
56.7 379 6.7
46.4 120.7 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均を上回っている状況にあ
る。公共サービスの費用に対する受益者負担の考え方を明
確にし、税負担の公平性・公正性や透明性の確保に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っているもの
の、前年度比では減少（△2.7万円）している。新規に発行する
地方債の抑制を行うとともに、可能な限り繰上償還を行うな
ど、地方債残高の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　有形固定資産減価償却率については、整備から年数が経
過した古い建物が多く、更新時期を迎えているなどから、類似
団体より高い水準にある。公共施設等総合管理計画に基づ
き、老朽化した施設について、長寿命化や統廃合を進めてい
くなど、公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　将来世代負担比率は、類似団体平均を上回っている。新規
に発行する地方債の抑制を行うとともに、可能な限り繰上償
還を行うなど、地方債残高を圧縮し、将来負担の減少に努め
る。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均と同程度であり、
また、昨年度から減少（△3.8万円）している。ただし、今後も
人口減少が続く中で、社会保障費等の増加が予想されること
から、引き続き事業実施の見直しや、行財政改革に取り組
み、行政コストの縮減に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 103,507 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 721 人

団体名 長野県飯田市 面積 658.66 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 27,368,904 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ○

団体コード 202053 類似団体区分 都市Ⅲ－１ 実質公債費率 7.9 ％

将来負担比率 11.2 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 188,330 純経常行政コスト 36,873
負債 50,913 純行政コスト 37,410
資産 282,388 純経常行政コスト 55,632
負債 125,245 純行政コスト 56,261
資産 292,285 純経常行政コスト 66,868
負債 128,828 純行政コスト 67,501

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 406 業務活動収支 3,623
△ 265 投資活動収支 △ 2,510

137,416 財務活動収支 △ 1,236
951 業務活動収支 7,196

1,658 投資活動収支 △ 2,569
157,143 財務活動収支 △ 4,190

2,141 業務活動収支 8,236
2,722 投資活動収支 △ 4,412

163,457 財務活動収支 △ 3,207

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額が前年度と比べ約1,500百万円の減となりました。金額の変動が大きいのは、事業用資産と基金であり、事業用資
産では減価償却累計額の増に加え公共施設の解体・譲渡により大幅な減となりました。また、基金においては本庁舎等の公共施設整備の実施の取
崩により減となりました。負債の部では、主に地方債の償還が進み約1,200百万円の減、純資産の部は行政コストの増加と資産の減少の影響により
約300百万円の減となりました。今後は、基金取崩等に頼らないために行財政改革を推進する必要があります。
・水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額は282,388百万円となり、負債総額は125,245百万円となりました。資産総額は、上
水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて94,058百万円多くなっていますが、負債総額も地方債等が加え
られていることから74,332百万円多くなっています。
・南信州広域連合等を加えた連結では、資産総額は292,285百万円となっており、負債総額は128,828百万円となりました。資産総額は、連結団体の
保有する資産を計上していること等により、一般会計等に比べて103,955百万円多くなりますが、負債総額も地方債等が加えられていることから、
77,915百万円多くなっています。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

・一般会計等については、税収等の財源（37,004百万円）が純行政コスト（▲37,410百万円）を下回っており、本年度差額は▲406百万円となりました。
今後は人口減少に伴う税収減が想定される中、引き続き地方税の税収等の確保に努めていく必要があります。

・全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれていることから、一般会計等比べて
税収等が13,154百万円多くなっており、本年度差額は951百万円となり、純資産残高は157,143百万円となりました。

・連結では、長野後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が32,638百万円多くなってお
り、本年度差額は2,141百万円となっています。

分析：
・一般会計等については、業務活動収支では、税収や国県等補助金収入が38,102百万円あったのに対して、庁舎周辺整備や企業会計等への補
助金、社会保障給付等の支出が34,479百万円であり、収支は3,623百万円となりました。投資活動収支では、資金預託金回収金や国県補助金収
入、基金取崩等により収入が2,936百万円あったのに対して、同預託金や本庁舎をはじめとする各種公共施設の整備費等の支出が5,446百万円あ
り、収支は▲2,510百万円となりました。財務活動収支は、主に地方債の借入と償還の差額により、▲1,236百万円となりました。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入などから、業務活動収支は一般
会計等より3,573百万円多い、7,196百万円となりました。投資活動収支は、▲2,569百万円で、財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収
入を上回ったことから▲4,190百円となりました。
・連結では、業務活動収支は一般会計等より4,613百万円多い8,236百万円となっており、投資活動収支は▲4,412百万円、財務活動収支は、地方
債の償還が地方債発行収入を上回ったことから、▲3,207百万円となりました。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等において、経常費用は39,140百万円となり、そのうち人件費等の業務費用は7,547百万円、補助金や社会保障給付等の移転費用は
20,014百万円であり、移転費用の方が業務費用よりも多くなりました。一方、経常収益は、受託工事収入等の影響から約400百万円の増となり、純
経常行政コストは36,873百万円となりました。なお臨時損失については、保育園等施設の除却により約500百万円の損失が発生したため、純行政
コストは37,410百万円となりました。

・全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が16,780百万円多くなっている一方、国民健康
保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が16,430百万円多くなり、純行政コストは18,851百万円多くなっています。

・連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が17,533百万円多くなっている一方、移転費用が25,406百万
円多くなっているなど、経常費用が47,529百万円多くなり、純行政コストは30,091百万円多くなっています。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
18,832,954 188,330 106,389

103,507 45,755 206,818
181.9 4.1 51.4
175.5 3.7 57.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

137,416 22,735 3,741,029
188,330 165,211 103,507

73.0 13.8 36.1
69.0 19.7 38.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
5,091,336 3,895 2,268

103,507 △ 2,533 39,140
49.2 1,362 5.8
54.4 561.2 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

・純資産比率は、飯田市は類似団体平均値と比べると高い数
値となっており、資産に対する借金が少ないといえますが、数
値が50％を超えていることからこれまでの世代の負担が大き
く、将来世代への負担が少ないことがわかります。

・将来世代負担比率は、飯田市は類似団体平均値と比較す
ると低い数値となっており、将来世代への負担が少ないことが
わかります。しかし、地方債は原則として将来世代にも受益が
及ぶ施設等の建設に充てられていること、また地方交付税措
置が講じられている地方債もあることなども踏まえ、将来世代
と現世代の負担のバランスを取ることに注意が必要です。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり純行政コストは、類似団体平均値と比べると
効率が良いという結果が出ていますが、経常的な行政活動を
見直し行政の構造的な改革を進め、物件費等や人件費の削
減等に努めていく必要があります。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たり資産額が飯田市は類似団体平均値よりも高
い数値となっています。これは、道路用地等のインフラ資産が
多いことが要因と考えられます。

・歳入額対資産比率については、類似団体を少し上回った結
果となりましたが、引き続き道路や公共資産の整備を進める
必要があります。

・有形固定資産減価償却率については、飯田市の状況は、類
似団体平均値と比較すると低い数値となっていますが、事業
用資産は老朽化した施設が多いため、計画的に長寿命化な
どを進めていくなど、適正管理に努める必要があります。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・受益者負担比率は、類似団体平均値と比較すると高い水準
となっています。今後は人口減少に伴う税収減が想定される
中、持続的な行政サービスの提供に必要となる適正な受益者
負担の割合を分析して検討していく必要があります。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たり負債額は、類似団体平均値よりも低い数値
であり、地方債残高を含む負債の残高は健全な状況にあると
いえます。地方債については、2020年度末時点の地方債（臨
時財政対策債を除く）残高の財政運営目標では「550億円以
下に抑制する」としており、目標達成のために更なる行財政改
革の取組が必要な状況です。

・基礎的財政収支は、黒字であり、更に類似団体平均値を大
きく上回っていることから、地方債に依存しない健全な財政状
況にあるといえます。しかし、収入には国県補助金など外部
からの財源が含まれていることから、税収等の比率をより高
めて健全な財政運営を維持していく必要があります。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 50,428 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 425 人

団体名 長野県諏訪市 面積 109.17 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 11,434,201 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 202061 類似団体区分 都市Ⅱ－２ 実質公債費率 4.2 ％

将来負担比率 96.4 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 64,910 純経常行政コスト 15,056
負債 29,006 純行政コスト 14,662
資産 110,554 純経常行政コスト 20,661
負債 55,441 純行政コスト 20,068
資産 120,457 純経常行政コスト 29,008
負債 62,974 純行政コスト 28,415

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
908 業務活動収支 1,416
931 投資活動収支 △ 1,316

35,904 財務活動収支 △ 445
1,906 業務活動収支 3,234
1,996 投資活動収支 △ 2,137

55,113 財務活動収支 △ 1,377
2,202 業務活動収支
2,292 投資活動収支

57,484 財務活動収支

　一般会計等においては、財源（15,570百万円）が純行政コスト（14,662百万円）を上回ったこと、また、土地の寄附を受けたことによる無償所管換等
（23百万円）があったことにより、本年度末純資産残高が前年度末純資産残高より931百万円増加した。
　税収等については、市税の現年課税分の徴収強化等により市税徴収率の向上を図っていくこと、また、国県等補助金については補助事業の情報
収集・活用促進を図ることにより、財源を確保していくことで純資産額の適正な維持に努める。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は1,416百万円であったが、投資活動収支については、橋梁長寿命化事業等の大型建設事業にともなう
公共施設等整備支出の影響で、△1,316百万円となった。財務活動収支については、地方債償還支出が地方債発行収入を上回ったことから、△
445百万円となった。
　結果、本年度資金収支額は、△345百万円となり、本年度末資金残高は756百万円となった。
　今後も大型建設事業を控えている状況であり、投資活動収支については、公共施設等整備支出と基金取崩収入の抑制、財務活動収支について
は、地方債発行収入が地方債償還支出を上回らないよう留意するとともに、貸借対照表の基金残高と地方債残高と併せて注意をしていく必要があ
る。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等において、経常費用は15,904百万円となった。
　最も大きいものは、移転費用の補助金等で3,905百万円であり、一部事務組合への負担金、下水道事業会計への補助金が主なものである。
　人件費に関しては職員給与費が2,697百万円であり、公の施設への指定管理者制度の導入や、学校及び保育園の給食調理業務の委託化など、
人件費の抑制等を図っていく。
　また経常費用の見直しに併せ、適正な受益者負担を求めることにより、純経常行政コストの縮減に努める。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

   一般会計等においては、資産総額は64,910百万円である。資産総額のうち有形固定資産が、58,617百万円であり、資産総額の90.3％となってい
る。
　今後、公共施設等の老朽化により、維持修繕費用の増加が予想されることから、諏訪市公共施設等総合管理計画に基づき、適正な公共施設の維
持管理を進めるとともに、施設の集約化等を図ることで、資産の適正管理に努める。
　また、負債総額は29,006百万円であり、　最も大きいものは、地方債（固定負債、流動負債　計19,142百万円）である。また、損失補償引当金は諏訪
市土地開発公社に関する将来負担額で4,427百万円である。今後、地方債の借入を抑制していくとともに、諏訪市土地開発公社健全化計画に基づい
て公社保有地の買取を計画的に進めることで、負債の縮減に努める。
  水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、一般会計等より資産額45,644百万円、負債額は26,435百万円高くなっており、今後、資産・負
債のバランスを取りながら、施設の維持管理等を進める。諏訪広域連合等を加えた連結では、一般会計等より資産額55,547百万円、負債額は33,968
百万円高くなっている。今後、繰出金等への影響が懸念されることから、連結団体の負債額も注視していく。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
6,491,000 64,910 44,521

50,428 19,686 74,436
128.7 3.3 59.8
168.6 3.9 57.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

35,904 8,901 1,466,200
64,910 58,688 50,428

55.3 15.2 29.1
72.5 14.7 34.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,900,600 1,515 848

50,428 △ 1,224 15,904
57.5 291 5.3
46.4 120.7 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は5.3％で、類似団体平均値を上回ってい
る。
　今後、規模の大きな公共施設や、見直しを要する事務事業
等についてのセグメント分析等を通し、適正な受益者負担の
確保を図る。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たりの負債額は、57.5万円で、類似団体平均を
上回っている。
　負債のうち、地方債については借入の抑制を図るとともに、
損失補償引当金については、諏訪市土地開発公社の健全化
を進めることで、負債の縮減に努める。
　基礎的財政収支は、業務活動収支の黒字分が投資活動収
支の赤字分を上回ったため、291百万円となっている。
　今後も大型建設事業を控える状況であり、投資活動収支に
ついては、補助事業活用による国県等補助金等の収入確保
を図ることで赤字額の縮減を図るとともに、経常的な業務活動
支出の抑制による業務活動収支の改善により、基礎的財政
収支の黒字額維持に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たりの資産額は、128.7万円であり、類似団体平
均を下回っている。
　歳入額対資産比率は、3.3年で、類似団体平均を下回ってい
る。
　有形固定資産減価償却率は、59.8％であり、類似団体平均
を上回っている。
　資産額のうち、90.3％を占める有形固定資産について、適正
な資産管理が課題であり、特に公共施設等において、市民文
化系施設、庁舎、市営住宅等で老朽化が著しい状況である。
　今後、諏訪市公共施設等総合管理計画に基づき、適正な公
共施設の維持管理を進めるとともに、施設の集約化等を図る
ことで、資産規模の適正化に努める。
　

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は55.3％であり、類似団体平均を下回っている。
　将来世代負担比率は、15.2％で類似団体平均を上回ってい
る。
　負債について、地方債に次いで大きいものは、損失補償引
当金である。これは諏訪市土地開発公社に関する将来負担
額である。
　今後、地方債の借入を抑制していくとともに、諏訪市土地開
発公社健全化計画に基づいて公社保有地の買取を計画的に
進めることで、負債の縮減に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは29.1万円で、類似団体平均
を下回っている。
　今後も費用面においては、予算編成段階における一般財源
の枠配分、行政評価を活用した事務事業の見直し等により歳
出削減を図るとともに、収益面においては、諏訪市広告掲載
取扱要綱に基づき広告料収入等、自主財源を確保していくこ
とで、純行政コストの抑制に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 51,368 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 425 人

団体名 長野県須坂市 面積 149.67 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 11,840,359 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ ○

団体コード 202070 類似団体区分 都市Ⅱ－１ 実質公債費率 8.0 ％

将来負担比率 33.4 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 104,598 純経常行政コスト 19,303
負債 21,362 純行政コスト 19,303
資産 152,932 純経常行政コスト 28,059
負債 56,329 純行政コスト 28,060
資産 155,053 純経常行政コスト 33,507
負債 56,606 純行政コスト 33,508

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 2,540 業務活動収支 1,324
△ 2,513 投資活動収支 △ 910

83,237 財務活動収支 △ 375
△ 1,394 業務活動収支 3,416
△ 1,367 投資活動収支 △ 1,383

96,603 財務活動収支 △ 1,614
△ 1,332 業務活動収支 3,447
△ 1,305 投資活動収支 △ 1,415

98,447 財務活動収支 △ 1,564

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、期首時点と比較すると負債総額が約5千3百万円の減少（-0.25％）となった。金額の変動が最も大きいものは地方債（固定
負債）であり、投資的経費を抑制したことにより起債発行額が少なかったことから、地方債償還額が発行額を上回り負債総額が減少した。
　水道事業会計や下水道事業会計等を加えた全体では、上下水道管等のインフラ資産を計上しているため、一般会計等と比較すると資産総額は大
きく増えているが、負債総額もインフラ整備に地方債を充当したこと等から349億6千7百万円の増となっている。
　須坂市土地開発公社や（一財）須坂市文化振興事業団等を加えた連結では、一般会計等と比較すると資産及び負債は大きく増えているが、全体と
の比較では概ね横ばいである。
　今後は学校給食センターの建設や、インター周辺の観光集客施設整備などの大型事業が予定されており、投資的経費の増加が見込まれるため、
増加していくことが予想される。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（167億6千3百万円）が純行政コスト（193億3百万円）を下回っており、本年度差額は▲25億4千万円となり、
純資産残高は25億1千3百万円の減少となった。
　全体と連結においても、税収等の財源が純行政コストを下回っており、本年度差額はそれぞれ▲13億9千万円、▲13億3千万円となり、純資産残高
はそれぞれ13億7千万円、13億円の減少となった。
　本市は県内他市に比べ、一般財源の中心である市税が少ない状況にあり、財政基盤は脆弱である。今後も税収が急激に好転することは考えられ
ず、受益者負担で賄えない経常経費などの行政コストを削減していくかが課題である。

分析：
　一般会計等において、業務活動収支の部における収支余剰13億2千4百万円に対し、投資活動収支の部で収支不足9億1千万円、財務活動収支
の部で収支不足は3億7千5百万円であり、本年度資金収支額は約4千万円ほどの黒字であった。基金取り崩しや臨時財政対策債の発行等により
財源対策をしているため、今後も行財政改革を積極的に進める必要がある。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれることなどから業務活動収支は一般会計等より20億9千2百万円多い34億1千6
百万円となっている。財務活動収支の部で収支不足は16億1千4百万円であり、本年度資金収支額は約4億2千万円の黒字であった。
　連結では、宅地造成事業の未収金や（一財）須坂市文化振興事業団の事業収入などが業務収入に含まれることなどから業務活動収支は一般会
計等より21億2千3百万円多い34億4千7百万となっている。財務活動収支の部で収支不足は15億6千4百万円であり、本年度資金収支額は約4億7
千万円の黒字であった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等において、純行政コストは193億3百万円となり、そのうち人件費や物件費等の業務費用が128億5千8百万円で66.6％を占めている。
また、市が提供する様々な行政サービスに対し、サービスの直接の対価である受益者からの収入は6.1％程度となっており、不足する財源は市税
等で賄っている。今後は各施設が完成してからの維持補修費や減価償却費について、その施設利用者がどの程度を負担すべきかなど、適正な使
用料への見直しを行う必要がある。
　一般会計等と比較すると、全体では純行政コストが87億5千7百万円の増、連結では142億5百万円の増となっている。主なものは社会保障給付
などの移転費用であり、それぞれ85億2千2百万円、135億8千1百万の増となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
10,459,810 104,598 135,992

51,368 21,814 211,500
203.6 4.8 64.3
207.2 4.0 58.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

83,237 8,542 1,930,328
104,598 96,748 51,368

79.6 8.8 37.6
71.4 17.9 40.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,136,156 1,468 1,251

51,368 △ 1,005 20,554
41.6 463 6.1
59.3 744.6 4.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　負債の約半数を占めていているのは地方交付税の不足を
補うために特例的に発行している臨時財政対策債である。こ
のため臨時財政対策債などの特例的な地方債を除いた将来
世代負担比率は類似団体平均を下回っている。今後も新規
に発行する地方債を抑制し、将来世代の負担の減少に努め
る。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている
が、行政コストの状況を見ると市が提供する様々な行政サー
ビスに対して直接の対価である受益者からの収入は6.1％程
度となり、適正な施設の使用料への見直しを行う必要があ
る。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　有形固定資産減価償却率は、類似団体平均を上回っており
64.3％となっている。新しい施設の建設は行っておらず、今あ
る施設を大事に使い続けているが、全体的に老朽化が進んで
おり公共施設等総合管理計画に基づき長寿命化を進めていく
など、公共施設の適正管理に努めていく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均を上回っているが、行政
サービスに対しての直接的な対価の比率としてはまだまだ低
いものとなっている。公共施設等の利用回数を上げるための
取組みを行うなど、受益者負担の適正化に努めるとともに、老
朽化した施設の長寿命化を行うことにより経常経費の削減に
努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っている。投
資的経費を抑制し、地方債残高の縮小に努めてきており、基
礎的財政収支も類似団体平均を下回っている。
　しかしながら、今後予定している学校給食センターの建設
や、インター周辺の観光集客施設整備などにより、投資的経
費の増加が見込まれ、地方債の借入額が償還額を上回るこ
とにより地方債残高は増加し、それぞれの指標は悪化してい
くことが予想される。
　これらの大型事業が終了してからは、投資的経費を抑制し
地方債残高を縮小させるためにメリハリのある財政運営を
行っていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 42,954 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 286 人

団体名 長野県小諸市 面積 98.55 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 9,998,438 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 202088 類似団体区分 都市Ⅰ－１ 実質公債費率 9.3 ％

将来負担比率 30.5 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 96,570 純経常行政コスト 15,314
負債 20,958 純行政コスト 15,346
資産 129,886 純経常行政コスト 23,578
負債 44,302 純行政コスト 23,654
資産 132,566 純経常行政コスト 27,533
負債 45,456 純行政コスト 27,608

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 1,072 業務活動収支 1,157
△ 1,078 投資活動収支 △ 1,219

75,612 財務活動収支 143
△ 698 業務活動収支 3,040
△ 707 投資活動収支 △ 1,516
85,581 財務活動収支 △ 379
△ 573 業務活動収支 3,256
△ 575 投資活動収支 △ 1,570
87,111 財務活動収支 △ 500

　一般会計等においては、税収等の財源（10,758百万円）が純行政コスト（15,346百万円）を下回っており、本年度差額は▲1,072百万円となり、純資
産残高は1,078百万円の減少となった。減少の主な要因は、一般会計において平成27年度に完成した新庁舎、ごみ焼却施設などの有形固定資産の
減価償却が開始となったことや「こもろ医療センター」移転新築補助などの直接市の資本形成にあたらない支出が多額になったこと等による。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が5,845百万円多くなっているが、上記要因により、本年度差額は、▲698百万円となり、純資産残高は、704百万円の減少となった。
　連結では、上記要因により、税収等が純行政コストを下回っており、本年度差額は▲573百万円となり、純資産残高は、575百万円の減少となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は1,157百万円であったが、投資活動収支については、都市再生整備計画事業等を行ったことから、▲
1,219百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還を上回ったことから、143百万円となっており、本年度末資金
残高は、1,048百万円となった。来年度以降も、こもろ医療センター移転新築補助や複合型中心拠点誘導施設、消防庁舎等の整備事業を行うこと
から、財務活動収支は現状の傾向を維持すると考えられる。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より1,883百万円多い3,040百万円となっている。投資活動収支では、下水道管の建設改良等を実施したため、▲1,516百万円と
なっている。
　連結では、小諸市土地開発公社における事業収入等が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より2,099百万円多い
3,256百万円となっている。投資活動収支では、小諸市土地開発公社において土地造成事業による支出等があり、▲1,570百万円となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は15,823百万円となっている。そのうち、人件費等の業務費用は、8,424百万円、補助金や社会保障給付等の
移転費用は、7,399百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは、物件費等（5,184百万円）、次いで人件費（3,057百
万円）であり、純行政コストの54.8%を占めている。公共施設等の適正管理の推進等により、経費の抑制に努める。
　全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が1,472百万円多くなっている一方、国民健康
保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が7,404百万円多くなり、純行政コストは8,308百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象の事業収益を計上し、経常収益が1,785百万円多くなっている一方、人件費が821百万円多くなってい
るなど、経常費用が14,005百万円多くなり、純行政コストは12,262百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が、平成28年度期首時点から82百万円の増加（+8.5%）となった。負債総額と関連するが、金額変動の要因の1つと
して、地方債の借入と償還がある。都市再生整備計画事業、防災行政無線のデジタル化事業などにより、借入は1,575百万円となり、償還額は1,432
百万円となった。地方債の償還以上の借入を行い、負債総額は143百万円増加した。
　水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額は平成28年度期首時点から1,146百万円増加（+36.1%）した。資産総額は、上水道
管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて33,316百万円多くなるが、負債総額も上水道管の建設改良費等の
財源に地方債（固定負債）を充当したこと等から、23,344百万円多くなっている。
　小諸市土地開発公社、佐久広域連合等を加えた連結では、資産総額は平成28年度期首時点から1,186百万円の増加（+32.3%）となった。資産総額
は、土地開発公社が保有している公有地等を計上していること等により、一般会計等に比べて、35,996百万円多くなるが、負債総額も土地開発公社
の借入金等があることなどから24,498百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
9,657,000 96,570 63,445

42,954 17,805 123,555
224.8 5.4 51.3
256.3 4.2 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

75,612 10,449 1,534,600
96,570 85,510 42,954

78.3 12.2 35.7
71.5 18.2 49.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,095,800 1,287 509

42,954 △ 1,376 15,823
48.8 △ 89 3.2
73.2 469.2 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。定期的に適正な受益者負担となるよう見直しを行ってい
く。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っている。
　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を
除いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を
上回ったため、▲89百万円となっている。類似団体平均を下
回っているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方
債を発行して、都市再生整備計画事業など公共施設等の必
要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は類似団体平均を下回っているが、
歳入額対資産比率については上回っている。
　有形固定資産減価償却率については、類似団体平均を下
回っているが、これは、平成27年度に完成した新庁舎、ごみ
焼却施設などの大型施設の減価償却が平成28年度から開始
となったため、未償却の資産が多くなっている。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体平均を上回っているが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少してい
る。
　将来世代負担比率は、類似団体平均を下回っている。引き
続き、新規に発行する地方債を圧縮し、将来世代の負担の減
少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている。
引き続き、直営で運営している施設について、指定管理者制
度を導入するなど、行財政改革への取組を通じて人件費の削
減に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 69,059 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 550 人

団体名 長野県伊那市 面積 667.93 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 20,680,600 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 202096 類似団体区分 都市Ⅱ－１ 実質公債費率 9.9 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 107,423 110,153 純経常行政コスト 25,842 30,153
負債 39,539 39,056 純行政コスト 26,131 30,320
資産 185,136 186,771 純経常行政コスト 38,903 43,227
負債 110,673 108,802 純行政コスト 39,216 43,379
資産 209,196 純経常行政コスト 49,273
負債 121,664 純行政コスト 49,430

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,271 3,101 業務活動収支 5,625 7,029
4,449 3,213 投資活動収支 △ 5,637 △ 5,456

67,883 71,097 財務活動収支 △ 105 △ 1,603
3,330 3,383 業務活動収支 7,695 9,045
4,521 3,506 投資活動収支 △ 6,162 △ 5,890

74,463 77,968 財務活動収支 △ 1,486 △ 2,642
4,301 業務活動収支 10,970
4,494 投資活動収支 △ 7,150

87,531 財務活動収支 △ 2,707

　一般会計等においては、税収等の財源（33,420百万円）が純行政コスト（30,320百万円）を上回ったことから、本年度差額は3,101百万円（前年度比
△170百万円）となり、純資産残高は3,213百万円の増加となった。ふるさと納税（寄附）により、純行政コスト及び財源が増加したことで規模は大きく
なったが、差額については前年度と比較して大きな増減はなかった。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が8,737百万円多くなっており、本年度差額は3,383百万円となり、純資産残高は前年度と比較して3,506百万円の増加となった。
　連結では、長野県後期高齢者広域連合への国県等補助金により、全体と比較して国県等補助金が3,713百万円多くなっており、本年度差額は4,301
百万円となり、純資産残高は全体と比較して9,563百万円の増加となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は7,029百万円であったが、投資活動収支は、高齢者福祉施設整備、学校給食施設改築及び公民館建設
やふるさと納税（寄附）による基金への積立等により△5,456百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が発行額を上回ったことによ
り、△1,603百万円となり、本年度末資金残高は、前年度から29百万円減少し、1,099百万円となった。しかし、地方債の償還は進んでおり、経常的
な活動に係る経費は税収等の収入で賄えている状況である。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれること、水道料金や下水道使用料が使用料及び手数料に含まれることにより、業務
活動収支が一般会計等より2,016百万円多い9,045百万円となっている。また、下水道事業の地方債の償還額が多いため、財務活動収支が一般会
計等より1,039百万円少ない△2,642百万円となっている。本年度資金残高は前年度より513百万円多くなり、3,534百万円となった。
　連結では、伊那中央病院の外来・入院収益等の収入が業務収入に含まれることから、業務活動収支が全体と比較して1,925百万円多い10,970百
万円となっている。投資活動収支は、伊那中央病院の機器・施設整備等により全体より1,260百万円少ない△7,150百万円となっている。本年度資
金残高は、前年度より1,113百万円多い6,679百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は31,180百万円となり、前年度比3,687百万円の増加（＋13.4％）となった。人件費（19.6％）、物件費（26.7％）、
減価償却費（11.0％）が大きな割合を占めている。物件費は、ふるさと納税者に対する返礼品の増加により、前年度比2,618百万円の増加（＋
45.8％）となった。次年度以降は、ふるさと納税返礼品の見直しにより純行政コストは減少する見込み。
　全体では、一般会計等と比較して経常費用が15,895百万円増加しているが、これは国民健康保険特別会計や介護保険特別会計の給付費が補
助金等に含まれることによる。また、水道料金や下水道使用料が使用料及び手数料に含まれるため、経常収益が2,822百万円増加している。以上
から、純行政コストは、13,059百万円の増加となった。
　連結では、全体と比較して、人件費の増加等により経常費用が14,443百万円の増加、病院事業の収益等により経常収益が8,397百万円増加し、
純行政コストは、6,051百万円増加した。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末から2,730百万円の増加（＋2.5％）となった。金額の変動が大きいものは、投資その他の資産（3,108
百万円増：＋23.2％）及び基金（660百万円増：＋16.5％）である。投資その他の資産は、ふるさと納税（寄附）の積立によるふるさと応援基金の増加
（基金残高約3,700百万円増）。基金は決算剰余金の積立などによる財政調整基金の増加。負債総額は、前年度末から483百万円（△1.2％）の減少と
なった。金額の変動が大きいものは、固定負債の地方債（1,527百万円減：△5.1％）及び退職手当引当金（1,067百万円増：＋19.0％）である。地方債
は「返すより多く借りない」の徹底により年々減少してきている。退職手当引当金は上伊那広域連合や伊那中央行政組合へ移管した職員に支払う退
職手当（伊那市負担分）についても将来負担の中に入れることになったことによる増加。
　水道事業会計や下水道事業会計等を加えた全体では、一般会計等と比較して資産総額が76,618百万円の増加、負債総額が69,746百万円の増
加。資産総額は、上水道管や下水道管等のインフラ資産により増加。負債総額は、資産形成等に伴う地方債により増加した。
　上伊那広域連合や伊那中央行政組合を加えた連結では、全体と比較して資産総額が22,425百万円の増加、負債総額が12,862百万円の増加。資
産総額は、上伊那広域連合や伊那中央行政組合の事業用資産等により増加。負債総額は、地方債により増加した。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
10,742,278 11,015,277 107,423 110,153 85,499 87,616

69,479 69,059 37,177 43,988 147,363 148,476
154.6 159.5 2.9 2.5 58.0 59.0
184.3 207.2 3.8 4.0 58.9 58.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

67,883 71,097 20,775 18,844 2,613,098 3,031,957
107,423 110,153 88,810 87,786 69,479 69,059

63.2 64.5 23.4 21.5 37.6 43.9
73.2 71.4 16.2 17.9 37.0 40.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,953,934 3,905,606 5,916 7,273 1,652 1,027

69,479 69,059 △ 2,734 △ 1,871 27,493 31,180
56.9 56.6 3,182 5,402 6.0 3.3
49.4 59.3 741.0 744.6 4.1 4.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率について、前年度は類似団体平均を上回っ
ているが、今年度は下回った。これは、ふるさと納税（寄附）に
係る返礼品を経常費用に計上したことが要因だと考えられ
る。次年度以降、ふるさと納税（寄附）の影響額が減少する見
込みだが、類似団体平均等を参考に受益者負担の適正化や
経常費用の削減に努めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額について、前年度は類似団体平均を
大きく上回っているが、今年度は、類似団体平均並みとなって
いる。類似団体平均が大きく増加しているが、前年度は統一
的な基準で財務４表を作成していない団体があったためだと
考えられる。地方債の「返すより多く借りない」を引き続き行
い、地方債残高の減少に努める。
　基礎的財政収支は類似団体平均を大きく上回っている。こ
れはふるさと納税（寄附）によるものと考えられる。来年度以
降はふるさと納税（寄附）の減少が見込まれるため、数値の
動きに注視する必要がある。

※本市作成の財務４表に掲載されている住民一人当たり負
債額との差額は、算出人口の違いによる

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額及び歳入額対資産比率が類似団体
平均を下回っているが、当団体では、道路や河川の敷地のう
ち、取得価額が不明であるために、備忘価額1円で評価して
いるものが大半を占めているためである。また、歳入額対資
産比率については、ふるさと納税（寄附）により歳入額が大き
くなっているのも要因である。
　有形固定資産減価償却率が類似団体平均よりも数値が高
いのは、小中学校や公民館の老朽化が要因だと考えられる。
「伊那市公共施設等総合管理計画」では事業用資産の総量
15％減を目標としており、個別施設計画を策定し、施設の統
廃合、長寿命化を進めるなど、公共施設等の適正管理に努
める。
※本市作成の財務４表に掲載されている住民一人当たり資
産額との差額は、算出人口の違いによる
※本市作成の財務４表に掲載されている有形固定資産減価
償却率との差額は、物品を非償却資産として計算していること
による

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率が類似団体平均を下回っており、将来世代負担
比率は類似団体平均を上回っているが、これらは地方債残高
が多いことが要因と考えられる。このことについては、「返すよ
り多く借りない」を徹底してきており、年々地方債残高は減少
してきており、指標も前年度よりも改善されている。
　「返すより多く借りない」方針は、地方債残高が減少してきた
ことにより、償還額も減少しているため、年々厳しくなってきて
いるが、繰上償還等行うなど、今後も引き続き方針の堅持に
努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストについて、前年度は類似団体平
均と同程度であったが、今年度は類似団体平均を上回ってい
る。これはふるさと納税（寄附）に係る返礼品の費用が増加し
たことが要因だと考えられる。次年度以降はふるさと納税返
礼品の見直しにより、行政コストは減少する見込み。

※本市作成の財務４表に掲載されている住民一人当たり行
政コストとの差額は、算出人口の違いによる
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 33,207 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 244 人

団体名 長野県駒ヶ根市 面積 165.86 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 8,959,502 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 202100 類似団体区分 都市Ⅰ－２ 実質公債費率 14.2 ％

将来負担比率 191.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 72,237 純経常行政コスト 13,958
負債 23,819 純行政コスト 13,938
資産 97,961 純経常行政コスト 19,990
負債 44,934 純行政コスト 19,979
資産 106,432 純経常行政コスト 23,259
負債 49,684 純行政コスト 23,456

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 1,363 業務活動収支 △ 960

△ 202 投資活動収支 △ 1,052
48,418 財務活動収支 2,028
△ 952 業務活動収支 98

217 投資活動収支 △ 1,355
53,027 財務活動収支 1,616
△ 108 業務活動収支 963
1,073 投資活動収支 △ 1,649

56,748 財務活動収支 1,407

一般会計等においては、本年度差額が、△1,363百万円となったが、主な要因は、第三セクターの抜本的改革に伴う代位弁済（1,217百万円）の増加
である。一方で、無償所管換等に仕訳されてる第三セクターの抜本的改革に伴う土地等の代物弁済（1,161百万円）の増加により、本年度純資産変動
額は△202百万円となった。全体会計においては、国民健康保険、介護保険等の保険税（料）が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等が6,258百万円多くなっており、本年度差額は△952百万円となり、純資産残高は4,609百万円の増加となった。連結会計では、後期高齢者医療広
域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計と比べて財源が10,773百万円多くなっており、本年度差額は△108百万円となり、
純資産残高は8,330百万円の増加となった。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支では、第三セクターの抜本的改革に伴う代位弁済（2,256百万円）により、△960百万円であったが、財務活
動収支で、第三セクター改革推進債の発行（2,254百万円）により+2,028百万円となった。全体会計では、国民健康、介護保険等の保険税（料）が税
収等に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は一般会計等より1,058百万円多い98百万円となっ
ている。本年度末資金残高は前年度から360百万円増加し、1,528百万円となった。連結会計では、伊南行政組合（病院事業）等における入院・外
来収益等の収入が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より1,951百万円多い991百万円となっている。本年度末資金残
高は前年度から721百万円増加し、3,622百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、純経常コストが、13,938百万円となったが主な要因は、経常費用のうち、移転費用で、第三セクターの抜本的改革に伴う
代位弁済（2,256百万円）から損失補償の実行による引当金の取り崩し額（1,039百万円）を相殺した、差し引き1,217百万円が増加したことである。
平成28年度は第三セクターの抜本的改革による要因が大きいが、高齢化等の進展などにより社会保障給付関係費用が増加することが見込まれ
ることから、事業見直しや、優先順位付けにより、歳出の抑制に努めていく必要がある。全体会計においては、一般会計等に比べて、水道料金等
を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が1,130百万円多くなっている一方、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上し
ているため、移転費用が、5,346百万円多くなり、純行政コストは6,041百万円多くなっている。連結会計では、一般会計等に比べて、連結対象企業
等の事業収益を計上し、経常収益が6,486百万円多くなっている一方、人件費が3,366百万円多くなっているなど、経常費用が15,787百万円多くな
り、純行政コストは9,518百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が前年度（開始貸借）から711百万円の増加（+1％）となった。経塚保育園及び子育て世代活動支援センターの建
設（659百万円）、市営経塚団地の建設（390百万円）などの大型事業が増加の主な要因である。また、負債総額は前年度（開始貸借）から913百万円
の増加（+4％）となった。第三セクターの抜本的改革に伴う、第三セクター改革推進債の発行（2,254百万円）などが主な要因である。資産総額のうち
有形固定資産の割合が94.9％となっており、これらの資産は将来の更新等を伴う支出が見込まれることから、公共施設等の在り方等について、公共
施設等総合管理計画に位置付け、適正管理していかなければならない。全体会計においては、連結会計のうち前年度と比較して、資産総額が水道
事業で12百万円の減少、下水道事業238百万円の減少した。負債総額では、固定負債のうち地方債が、水道事業で45百万円の減少、公共下水道事
業で338百万円の減少した。連結会計においては、連結団体（会計）のうち前年度と比較して、資産総額が土地開発公社で第三セクターの抜本的改
革により流動資産のうち棚卸資産が1,834百万円減少した。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
7,223,694 72,237 65,603

33,207 18,286 114,510
217.5 4.0 57.3
205.6 4.1 58.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

48,418 13,543 1,393,803
72,237 68,744 33,207

67.0 19.7 42.0
70.9 17.5 40.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,381,898 △ 833 481

33,207 △ 1,086 14,439
71.7 △ 1,919 3.3
59.9 253.9 4.5

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は、類似団体平均値を下回っている。今後
は、公共サービスの費用に対する適正な受益者負担の考え
方を明らかにするとともに、受益者負担の公平性や透明性の
確保に努めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額は類似団体平均値を上回っている。こ
れは、第三セクター改革推進債の発行（225,400万円）、また、
大型建設事業等を短期間で積極的に進めるうえで、新規の地
方債を発行してきたことなどによるものである。今後は、新規
に発行する地方債を抑制し、地方債残高を圧縮し、将来世代
の負担減少に努めていく。
基礎的財政収支では、類似団体平均値を下回っている。これ
は、業務活動収支において、第三セクターの抜本的改革に伴
う代位弁済（225,564万円）によるものであり、この要因を除け
ば、当該値は337百万円で、類似団体平均値を上回る。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たりの資産額は、類似団体平均値を上回ってい
る。これは、快適で住みやすい都市基盤づくりのために、大型
建設事業（伊南バイパス関連整備、南田市場区画整理等）や
学校施設の耐震化など、インフラ整備や防災事業を積極的に
進めてきたことによるものである。有形固定資産減価償却率
については、新しい資産が多いことなどから、類似団体平均
値を下回っている。　歳入対資産比率は4.0年で、類似団体平
均値と同程度である。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率では、類似団体平均値を下回り、将来世代負担
比率では、類似団体平均値を上回っている。これは、大型建
設事業等を短期間で積極的に進めるうえで、新規の地方債を
発行してきたことによるものである。今後は、新規に発行する
地方債を抑制し、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担減少
を図っていかなければならない。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均値を上回ってい
る。これは、第三セクターの抜本的改革による代位弁済
（121,687万円）によるものであり、この要因を除けば、38.3万
円となり、類似団体平均値を下回る。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 45,361 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 384 人

団体名 長野県中野市 面積 112.18 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 12,463,052 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 202118 類似団体区分 都市Ⅰ－０ 実質公債費率 6.7 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 63,857 純経常行政コスト 16,773
負債 22,840 純行政コスト 16,759
資産 108,382 純経常行政コスト 26,293
負債 63,146 純行政コスト 26,287
資産 116,392 純経常行政コスト 30,100
負債 64,686 純行政コスト 30,100

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 76 業務活動収支 1,019
△ 55 投資活動収支 △ 1,888

41,018 財務活動収支 344
297 業務活動収支 2,634

△ 1,028 投資活動収支 △ 2,308
45,236 財務活動収支 △ 506

845 業務活動収支
△ 480 投資活動収支
51,707 財務活動収支

・一般会計等においては、税収等の財源が純行政コストを下回ったことから、本年度差額は△76百万円となり、純資産残高は41,018百万円となってい
る。行政コストの削減や、地方税の徴収業務の強化等により、税収等の増加に努める。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が多くなっており、本年度差額は297百万円と
なり、純資産残高は4,218百万円の増加となった。
・連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、本年度差額は845百万円となり、純資産残高は10,689
百万円の増加となった。

分析：
・一般会計等においては、業務活動収支は1,019百万円であったが、投資活動収支については、公共施設整備等（新みなみ保育園、新庁舎）を
行ったことから、△1,888百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、344百万円となっ
た。来年度は、新庁舎関連の地方債発行額の増額により、財務活動収支が大幅に増えることが考えられる。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があること等から、業務活動収支
は一般会計等より1,615百万円多い、2,634百万円となっている。投資活動収支では、公共施設等整備費が多かったため、△2,308百万円となってい
る。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△506百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用は17,801百万円となった。多くを占めるのは、主に新みなみ保育園建設、旧中野高等学校解体撤去工事等の
物件費支出である。これは、本年度で終了することから、来年度以降は発生しないが、新庁舎関連の工事費が本年度よりも更に計上されることか
ら、来年度も同水準になる見込みである。
・全体では、一般会計等に比べて、水道料金、下水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が1,670百万円多くなっている。国
民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用は7,567百万円、純行政コストは9,528百万円多くなっている。
・連結では、一般会計等に比べて、連結対象団体の事業収益を計上し、経常収益が3,206百万円多くなっている一方、人件費が2,023百万円、物件
費が3,806百万円多くなっているなど、経常費用が16,533百万円多くなり、純行政コストは13,341百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額のうち有形固定資産割合が約80％となっており、これらの資産は将来の支出（維持管理や更新等）を伴うものであ
るから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めていくなど公共施設等の適正管理に努める。負債については、固定負債
が多くを占めており、その中でも地方債が大半である。来年度は新庁舎建設のために公共施設等適正管理推進事業債を借りるため、更に固定負債
が増加すると予測される。
・水道事業会計、下水道事業会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計を加えた全体会計では、
上水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、資産総額は一般会計等より44,525百万円多くなっている。負債総額も配水施設改
良事業等に地方債（固定負債）を充当したこと等から、40,306百万円多くなっている。
・岳南広域消防組合、北信保健衛生施設組合、北信広域連合、中野市土地開発公社、第三セクター等を加えた連結会計では、特別養護老人ホー
ム、ごみ処理施設、斎場等の資産を計上していること等により、一般会計等に比べて52,535百万円多くなっている。負債総額も一般廃棄物処理事業
等に地方債（固定負債）を充当したこと等から、41,846百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
6,385,742 63,857 40,723

45,361 22,170 69,616
140.8 2.9 58.5
277.1 4.8 55.7

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

41,018 10,812 1,675,885
63,857 50,777 45,361

64.2 21.3 36.9
76.4 15.3 47.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,283,991 1,171 1,028

45,361 △ 1,598 17,801
50.4 △ 427 5.8
65.5 814.3 4.9

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

・受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、要因と
しては、新庁舎、新みなみ保育園建設、旧中野高等学校解体
撤去工事に係る維持補修費が増加したためである。来年度
は、新みなみ保育園建設、旧中野高等学校解体撤去工事の
経常費用が削減される予定であり、受益者負担比率も下がる
ことが予測される。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たりの負債額は類似団体平均を下回っている。
来年度以降は、新庁舎整備にかかる公共施設等適正管理推
進事業債の発行により負債が増え、数値が上がる見込みで
ある。
・基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を
除いた投資活動収支の赤字分が営業活動収支の黒字分を
上回ったため、△427万円にとなっている。類似団体平均を下
回っているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方
債を発行して、公共施設等の必要な整備を行ったためであ
る。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、当市では、道路や河川の敷地のうち、取得価格が不明
であるものについて、備忘価格を１円で評価しており、それが
大半を占めていることが大きな要因である。
・歳入額対資産比率については、類似団体平均を下回る結果
となった。これは、これまでに形成されたストックとしての資産
が、歳入の何年分に相当するかを表し、資産形成の度合いを
測ることができる指標であり、来年度も大きな変化はなく同水
準が見込まれる。
・有形固定資産減価償却率は、類似団体平均と同程度であ
る。有形固定資産減価償却率が高ければそれだけ年数も経
過している事になるので、資産も古くなり、資産が古くなってく
ると効率性の低下や修繕コストの増加といった問題が出てく
るため、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設
について、点検・診断や計画的な予防保全よる長寿命化を進
めていくなど公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・純資産比率は、類似団体平均を下回っている。純行政コスト
が税収等の財源を上回ったことから純資産が減少する。純資
産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代
が費消して便益を享受したことを意味するため、行政コストの
削減に努める。
・将来世代負担比率は、類似団体平均を上回っている。新規
に発行する地方債の抑制を行うとともに、高利率の地方債の
借換えを行うなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の
減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている。
来年度は新庁舎整備にかかる費用が更に増加するが、今年
度で新みなみ保育園建設、旧中野高等学校解体撤去工事と
大きなものが終了するため、物件費を抑える事が可能であ
る。また、人件費等の削減により純行政コストを今年度より抑
える事が可能なため、来年度も同水準となる見込みである。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 28,476 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 306 人

団体名 長野県大町市 面積 565.15 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 10,669,723 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 202126 類似団体区分 都市Ⅰ－１ 実質公債費率 7.4 ％

将来負担比率 61.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 38,921 37,760 純経常行政コスト 14,440 15,226
負債 16,892 17,238 純行政コスト 14,364 15,293
資産 75,656 74,308 純経常行政コスト 18,607 18,506
負債 47,119 46,612 純行政コスト 18,510 18,601
資産 75,821 79,755 純経常行政コスト 18,608 24,918
負債 47,119 49,611 純行政コスト 18,511 25,013

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 285 △ 1,608 業務活動収支 1,166 △ 116
△ 191 △ 1,506 投資活動収支 △ 783 38
22,029 20,523 財務活動収支 △ 571 166
△ 471 △ 1,344 業務活動収支 2,238 1,172
△ 364 △ 841 投資活動収支 △ 1,261 △ 316
28,537 27,696 財務活動収支 △ 1,007 △ 613
△ 472 △ 1,211 業務活動収支 2,237 1,400
△ 365 1,442 投資活動収支 △ 1,261 △ 501
28,702 30,144 財務活動収支 △ 1,007 △ 437

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、負債総額が前年度末より346百万円の増加となった。中でも、地方債（固定負債）については、平成28年度から本格着工と
なった広域ごみ処理施設建設事業に係る借入が発生したことから、今後の負債総額が大きく変動すると見込まれている。
　水道事業会計や病院事業会計等を加えた全体では、水道管や病院施設をインフラ資産を計上していることや施設改修に伴う地方債（固定負債）の
充当があったことから、規模が大きくなっている。
　連結については、平成28年度決算から財務書類の作成を行っている団体が多く、その分が純増という形になっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源が純行政コストを依然下回っており、本年度差額は△1,608百万円となり、純資産残高も△1,506百万円の減
少となっている。純行政コストの削減と税収等の増加を両輪で行っていく必要があることを認識し、課題解決に努める。
  全体については、水道事業会計で109百万円の純資産増となっていることなどから一般会計等に比べ、純資産残高の減少幅が小さくなっている。
　連結で純資産残高が増加しているのは、平成28年度から連結団体に北アルプス広域連合等の財務書類の作成ができた団体を加えたためである。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支については、△116百万円となっており、物件費等支出・補助金等支出・他会計への繰出支出の増加が課
題となっているため、抜本的な見直しが迫られている。投資活動収支は38百万円となっているが、基金積立金支出よりも基金取崩収入が大きく
なっており、今後の基金残高の減少が見込まれる。財務活動収支では、地方債の償還額が地方債の発行を下回ったことから、166百万円となって
いる。
　全体においては、業務活動収支では、病院事業会計で△244百万円を計上しているものの、水道事業会計や公共下水道事業会計などで補完し
ており、全体で1,172百万円となっている。
　連結においては、大きな事業規模として、介護保険事業を行っている北アルプス広域連合の業務などが加わった数値となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等において、経常費用は15,226百万円となり、前年度と比較すると、786百万円の増加となった。この要因としては、業務費用の中では、
人件費は減少しているものの、維持補修費や減価償却費を含む物件費等の増加が大きく、今後の公共施設等の適正管理が課題となっている。ま
た、移転費用における補助金等や他会計への繰出金も増加しており、補助金交付基準の見直しや他会計への繰出金のさらなる精査を実施してい
く必要がある。
　全体においては、前年度末とほぼ横ばいとなっているが、病院事業会計における人件費分の高さが懸念材料となっている。
　連結については、平成28年度決算から財務書類の作成を行っている団体が多く、その分が純増という形になっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,892,136 3,776,041 38,921 37,760 49,508 50,611

28,901 28,476 18,057 18,300 71,758 72,296
134.7 132.6 2.2 2.1 69.0 70.0
233.4 256.3 3.9 4.2 56.1 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

22,029 20,523 6,240 6,349 1,436,403 1,529,277
38,921 37,760 31,440 30,826 28,901 28,476

56.6 54.4 19.8 20.6 49.7 53.7
71.4 71.5 17.9 18.2 48.0 49.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,689,200 1,723,767 1,311 6 1,003 979

28,901 28,476 △ 492 △ 600 15,442 16,205
58.4 60.5 819 △ 594 6.5 6.0
66.9 73.2 616.8 469.2 4.4 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率が類似団体平均より下回っている中で、純行政
コストが前年度より増加しており、純資産の減少につながって
いる。そのため、純行政コストの削減が課題となっている。一
方、将来世代負担比率は類似団体平均と同程度となっている
が、今後、大型事業に係る起債の発行が見込まれることから
適切な財政運営を行っていくことで、将来世代の負担をできる
限り減少することに努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストについては、平成28年度では
類似団体平均を上回るほどに増加している。特に、公共施設
の維持補修や補助金等、他会計への繰出金の増加が顕著で
あり、これまで以上に事業の選択と集中を進める必要に迫ら
れている。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、当市では過去に整備された道路など取得額が不明なも
のが多いことや老朽化した施設が多いことが挙げられる。ま
た、老朽化した施設が多いことは、有形固定資産減価償却率
が類似団体平均と比較し、高い水準であることからも伺うこと
ができる。今後は公共施設等総合管理計画に基づいた適正
な公共施設等の管理・運営を行っていく必要がある。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度ではあるが、今
後の公共サービスの費用負担の在り方を検討する時期に
なっていることから、市としての考え方を明らかにしながら、順
次見直しを図ることに努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っており、起
債に頼りすぎない財政運営ができているため、今後もこの方
針を継続していきたい。基礎的財政収支では、業務活動収支
において、前年度より大きく減少している。業務支出を抑制で
きるような抜本的な見直しに着手する時期となっている。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 21,847 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 210 人

団体名 長野県飯山市 面積 202.43 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 7,717,853 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 202134 類似団体区分 都市Ⅰ－１ 実質公債費率 10.7 ％

将来負担比率 43.6 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 73,010 純経常行政コスト 12,547
負債 14,567 純行政コスト 12,690
資産 80,323 純経常行政コスト 17,794
負債 18,047 純行政コスト 17,936
資産 85,331 純経常行政コスト 19,562
負債 19,962 純行政コスト 19,710

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 1,509 業務活動収支 838
△ 1,509 投資活動収支 △ 1,443

58,442 財務活動収支 412
△ 1,418 業務活動収支 1,182
△ 1,393 投資活動収支 △ 1,438

62,276 財務活動収支 320
△ 1,428 業務活動収支
△ 1,403 投資活動収支

65,368 財務活動収支

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額が当該年度の期首時点から1,109百万の減少（－0.15%）となった。金額の変動が大きいものは事業用資産であり、
道路関係の減価償却による資産の減少が主な要因となっている。負債総額については399百万の増加（＋2.8％）しているが、金額の変動が大きいも
のは地方債（固定負債）であり、過疎債を活用した各種事業の実施による借入による影響が主な要因となっている。
・全体では、一般会計等と比較して資産総額は水道管等のインフラ資産の計上により7,313百万多くなるが、負債総額も水源整備に伴う井戸の掘削や
水道管の布設等で起債（固定負債）を充当したため、3,480百万多くなっている。
・岳北広域行政組合、北信広域連合等を加えた連結では、資産総額は北信広域連合が保有している基金や岳北広域行政組合の各種施設等に係る
資産を計上していること等により全体会計と比較して12,321百万多くなるが、負債総額も岳北広域行政組合の地方債（固定負債）等により5,395百万
多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

・一般会計等においては、税収等の財源（9,397百万）が純行政コスト（12,690百万）を下回ったことから、純資産残高は1,509百万の減少となった。未
収金の徴収業務の強化や国県等補助金の活用等により、財源の増加に努める。
・全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等は3,409百万多くなっているが、純行政コストも5,246百万多くなっているため、結果純行政コストを下回り、純資産残高は1,393百万の減少となった。
・連結では、長野県後期高齢者医療広域連合の税収等が多く、その影響により一般会計等と比べて4,723百万多くなっているが、純行政コストも7,020
百万多くなっているため、結果純行政コストを下回り、純資産残高は1,403百万の減少となった。

分析：
・一般会計等においては、業務活動収支は838百万であったが、投資活動収支については、中学校及び給食センターの移転事業等の実施により、
△1,443百万となった。財務活動収支については、地方債の発行収入が償還額を上回ったことから、412百万となっており、本年度資金残高は当該
年度の期首時点から194百万減少し、809百万となった。行政活動に必要な資金を基金の取り崩しと地方債の発行収入によって確保している状況
であり、行財政改革を更に推進する必要がある。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料があることなどから、業務活動収支は一般会
計等より344百万多い1,182百万となっている。投資活動収支では基金取崩収入の影響等により、△1,438百万となっている。財務活動収支につい
ては、地方債の発行収入が償還額を上回ったことから、320百万となっており、本年度資金残高は当該年度の期首時点から63百万多くなり、1,607
百万となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用は13,220百万となり、そのうち物件費等の業務費用は8,350百万、補助金や社会保障給付等の移転費用は
4,870百万であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。業務費用が多い主な要因としては、物件費（3,404百万）及び減価償却費（2,617百万）であ
り、純行政コストの47.4％を占めている。物件費については、ふるさと納税に要する経費分によるところが大きく、今後も寄付状況によっては大幅な
増減の要因となりうる。減価償却については、施設の集約化・複合化事業に着手するなど、公共施設の適正管理に努めることにより、経費の縮減
に努める。
・全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が470百万多くなっている一方、国民健康保険
や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が4,999百万多くなり、純行政コストは5,246百万多くなっている。
・連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が943百万多くなっている一方、人件費が840百万多くなってい
るなど、経常費用が7,958百万多くなり、純行政コストは7,020百万多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
7,300,988 73,010 118,712

21,847 15,278 169,784
334.2 4.8 69.9
256.3 4.2 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

58,442 9,379 1,268,971
73,010 66,731 21,847

80.0 14.1 58.1
71.5 18.2 49.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,456,742 891 673

21,847 △ 970 13,220
66.7 △ 79 5.1
73.2 469.2 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

・純資産比率は類似団体平均より高いが、純行政コストが税
収等の財源を上回ったことから、純資産が減少し、昨年度か
ら約2.5%減少している。純資産の減少は将来世代が利用可能
な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受したことを意
味するため、現在策定中の「第６次行財政改革大綱」に基づ
き、行政コストの削減に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり行政コストは、類似団体平均を上回っている
が、主な要因として、経常費用の物件費の影響が大きい。物
件費については、ふるさと納税に要する経費分によるところが
大きく、今後も寄付状況によっては大幅な増減の要因となりう
る。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たりの資産額は類似団体平均を上回っている
が、当市は日本有数の豪雪地帯であることから、消融雪施設
等の整備により道路（インフラ）資産が多くなっていることや、
平成26年度末の北陸新幹線飯山駅開業に合わせた、各種大
型事業による駅周辺整備によることなどが、主な要因である。
・歳入額対資産比率については、類似団体平均を上回ってお
り、社会資本整備が進んでいるが、これは近年の駅周辺整備
による影響が大きい。
・有形固定資産減価償却率については、公共施設のうち建築
後30年以上経過している施設が半数近くあること等により類
似団体平均より高い水準にある。公共施設等総合管理計画
に基づき、老朽化した施設について、点検・診断や計画的な
予防保全による長寿命化を進めていくなど、公共施設等の適
正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・受益者負担比率は類似団体平均を若干上回っているが、そ
の要因としては、一般会計等に含まれるケーブル事業特別会
計のCATV使用料が多いことなどが挙げられる。なお、受益者
負担の水準については、現在策定中の「第６次行財政改革大
綱」において公共サービスの費用に対する受益者負担の考え
方を明らかにするとともに、税負担の公平性・公正性や透明
性の確保に努めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たり負債額については、類似団体平均を下回っ
ているが、近年過疎債を活用した各種事業を数多く実施して
いることから、地方債残高については今後増加が見込まれ
る。しかし、将来世代への負担も考慮し、「飯山市第５次総合
計画」に基づき、事業精査を行うなど負債額の減少に努める。
・基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を
除いた投資活動収支の赤字分が、業務活動収支の黒字分を
上回ったため、△79百万となっている。投資活動収支の赤字
分は地方債に依存する形となっているため、新規事業につい
ては優先度の高いものに限定するなど、地方債発行の抑制
に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 56,101 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 468 人

団体名 長野県茅野市 面積 266.59 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 14,413,164 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ○

団体コード 202142 類似団体区分 都市Ⅱ－２ 実質公債費率 9.3 ％

将来負担比率 96.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 108,513 純経常行政コスト 18,834
負債 31,336 純行政コスト 18,830
資産 158,011 純経常行政コスト 24,926
負債 48,616 純行政コスト 24,922
資産 174,591 純経常行政コスト 32,657
負債 60,685 純行政コスト 32,661

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 656 業務活動収支 1,971

△ 1,315 投資活動収支 △ 1,402
77,177 財務活動収支 △ 544

88 業務活動収支 3,937
△ 158 投資活動収支 △ 1,904

109,395 財務活動収支 △ 1,762
△ 217 業務活動収支

△ 2,314 投資活動収支
113,906 財務活動収支

　一般会計等においては、開始固定資産台帳に登録した土地のうち、実質的に財産区有の土地や共有地などの計上を改めたため（無償所管換等△
563百万円）、本年度純資産変動額は1,315百万円の減少となった。
　全体においては、水道事業や下水道事業、国保診療所といった公営企業会計において、一般会計からの補助金はあるものの、黒字経営を続けて
いることにより、その額は大きく減少して158百万円の減少となっている。
　連結においては、白樺湖下水道組合が実質的に業務を終了し、所有資産の一部を茅野市へ譲渡する際の評価差額（△1,851百万円）を計上した特
殊要因があったこともあり、連結の本年度純資産変動額は2,314百万円の減少となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は1,971百万円であったが、投資活動収支については、△1,402百万円となった。財務活動収支について
は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△544百万円となっており、本年度末資金残高は前年度末から25百万円増加し、
1,061百万円となった。地方債の償還は進んでおり、市が経常的に行う行政サービスの提供や業務に係る経費は税収等の収入で賄えている状況
である。
　全体においては、公営企業が黒字経営を続けていることにより、業務活動収支は一般会計等と比較して1,966百万円の増加となっている。財務活
動収支は一般会計等と同様に償還額が発行収入を上回っており、地方債の償還が進んでいる。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、業務費用の方が移転費用よりも多く、中でも減価償却費や維持補修費を含む物件費等（8,385百万円）が最も金額が大
きくなっており、行政コストの44.5％を占めている。施設の集約化・複合化を検討するなど、公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減
に努める。
　全体においては、人件費をはじめとした経常経費が増加（30.9％増）となったが、一方で公営企業の料金収入等により経常収益も大きく増加
（76.1％増）している。
　連結においては、経常経費は、職員数も多く、医師等も抱える諏訪中央病院組合の人件費（5,109百万円）の影響などにより39.4％の増となる一
方、経常収益も諏訪中央病院組合の収益（8,076百万円）等により75.2％の大幅増となっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が平成28年度期首時点から2,536百万円の減少（△2.3％）となった。資産総額のうち有形固定資産の割合は
93.4％を占めており、これらの資産は将来、維持管理や更新等の支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づいた維持管理、施
設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努める。
　全体においては、主に水道事業会計（16,043百万円）、下水道事業会計（32,464百万円）の資産が計上されたことにより49,500百万円の増、負債の
部は主に下水道事業会計の地方債（15,922百万円）が計上されたことにより17,280百万円増となった。
　連結においては、主に諏訪中央病院組合の資産（13,654百万円）が計上されたことにより16,580百万円の増、負債の部は諏訪中央病院の地方債
（7,509百万円）、退職手当引当金（1,742百万円）等が計上されたことで12,069百万円の増となった。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
10,851,284 108,513 79,944

56,101 23,865 163,172
193.4 4.5 49.0
168.6 3.9 57.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

77,177 17,275 1,883,035
108,513 101,572 56,101

71.1 17.0 33.6
72.5 14.7 34.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,133,608 2,111 852

56,101 △ 1,657 19,686
55.9 454 4.3
46.4 120.7 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は、累計団体平均と同程度である。
　今後は施設の老朽化等により維持補修費の増加が見込ま
れるため、施設の長寿命化や集約化・複合化を行うことによ
り、経常費用の削減に努めるほか、施設使用料についても適
正な見直しを必要に応じて行う。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っているもの
の、地方債償還支出は地方債発行収入を上回っており、地方
債の残高は減少している。今後は保育園の大規模改修、小
中学校の建替え等で負債額の増加が見込まれるため、計画
的な償還に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額、歳入額対資産比率ともに類似団体
平均を上回っている。各地区ごとにコミュニティーセンターを設
置するなど公共施設が多いことに加え、市の面積が広いこと
により道路等のインフラ資産も多く、高い水準となっている。
　これらの資産は今後維持補修費の増加が見込まれるため、
将来の公共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減す
るため、公共施設等総合管理計画に基づいた長寿命化や集
約化・複合化に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率、将来世代負担比率ともに類似団体平均値と同
程度となっている。
　純行政コストが税収等の財源を上回ったことにより純資産が
減少し、昨年度から約1.7％の減少となっている。純資産の減
少は将来世代が利用可能な資源を現在までの世代が消費し
て便益を受けたことを意味するため、行政コストの削減に努め
る。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは類似団体平均を下回ってい
るが、今後も高齢化の進展などにより、補助金等や社会保障
給付は増加が続くことが見込まれるため、現在の水準を維持
していけるよう努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 67,534 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 508 人

団体名 長野県塩尻市 面積 289.98 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 16,754,877 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ △

団体コード 202151 類似団体区分 都市Ⅱ－２ 実質公債費率 7.3 ％

将来負担比率 41.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 112,210 純経常行政コスト 21,824
負債 33,092 純行政コスト 21,737
資産 173,435 純経常行政コスト 34,439
負債 81,927 純行政コスト 34,355
資産 182,113 純経常行政コスト 41,713
負債 83,932 純行政コスト 41,883

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 287 業務活動収支 1,836
△ 422 投資活動収支 △ 1,593
79,118 財務活動収支 △ 673

224 業務活動収支 3,928
107 投資活動収支 △ 2,688

91,508 財務活動収支 △ 1,911
125 業務活動収支 4,476

2 投資活動収支 △ 3,041
98,181 財務活動収支 △ 1,872

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等の資産については、基金残高が期首から1.6億円（+2.5％）増加したものの、減価償却による資産の減少額が大規模改修などによる資産
の増加額を上回り、事業用資産が5.8億円（-1％）、インフラ資産が4.4億円（-1％）それぞれ減少したため、総額で14.4億円（-1.3％）減少し、1,122億円
となった。負債については、地方債残高が期首から6.3億円（-2.3％）減少したことなどにより、総額で10.1億円（-3％）減少し、331億円となった。
・全体会計の資産については、水道管などインフラ資産の減価償却による減少額が更新などによる増加額を上回ったため、期首から30.1億円（-
1.7％。うち一般会計等以外15.7億円）減少し、1,734億円となった。負債については、公営企業債の残高が減少したため、期首から31.2億円（-3.7％。
うち一般会計等以外21.1億円）減少し、819億円となった。
・連結会計の資産については、期首から28.8億円（-1.6％）減少し、1,821億円となったが、連結対象団体に限ると、土地開発公社の棚卸資産の増加な
どにより1.3億円増加した。負債については、期首から28.8億円（-3.3％）減少し、839億円となったが、連結対象団体に限ると、未払金の増加などによ
り2.3億円増加した。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

・一般会計等の本年度差額については、純行政コストに対して税収等の財源が不足したことから、△2.9億円となった。純資産残高については、本年
度差額がマイナスだったことや、障害者福祉センター及び精神障害者授産施設を社会福祉協議会に無償譲渡したことなどにより、期首から4.2億円（-
0.5％）減少し、791億円となった。
・全体会計の本年度差額については、国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、財源が純行政コストを上回り、2.2億円となった。
純資産残高は、期首から1.1億円（+0.1％）増加し、915億円となった。
・連結会計の本年度差額は1.2億円となったが、連結対象団体に限ると、両小野国保病院組合が解散に伴い純資産を大幅に減らしたため、△1.0億円
であった。純資産残高については、期首から2百万円（+0.003％）増加し、981億円となった。

分析：
・一般会計等の業務活動収支は18.4億円であったが、投資活動収支については、大門地区センター建設事業などを行ったことから、△15.9億円と
なった。また、財務活動収支については、地方債の償還額（支出額）が地方債発行額（収入額）を上回ったことから、△6.7億円となり、地方債残高を
縮小させることができた。
・全体会計の業務活動収支は39.3億円であったが、投資活動収支については、水道企業会計で東山水系水道システム再構築事業などのインフラ
整備を行ったことから、△26.9億円となった。また、財務活動収支については、公営企業債の償還額が地方債発行額を上回ったことから、△19.1億
円となり、地方債残高を縮小させることができた。
・連結会計の業務活動収支及び投資活動収支は、一般会計等及び全体会計と同じ状況であったが、財務活動収支については、松塩地区広域施
設組合がごみ焼却施設延命化など大型事業の財源として地方債を発行したため、連結対象団体に限ると0.4億円の増額となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等の純経常行政コストは、経常費用232.2億円から経常収益14億円を差し引いた218.2億円となった。経常費用のうち、業務費用は136.8
億円（構成比59％）、移転費用は95.4億円（同41％）で、業務費用の内訳を見ると、人件費が53.2億円（業務費用中構成比39％）、物件費が46.3億
円（同34％）、減価償却費が30.4億円（同22％）などとなった。
・全体会計の純経常行政コストは、経常費用387.4億円から経常収益43億円を差し引いた344.4億円となった。経常費用の内訳を見ると、業務費用
が183.8億円（構成比47％）、移転費用が203.6億円（同53％）となった。全体会計において移転費用の占める割合が大きくなるのは、国民健康保険
事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業などが対象に加わるためである。
・連結会計の純経常行政コストは、経常費用476.4億円から経常収益59.3億円を差し引いた417.1億円となった。経常費用の内訳を見ると、業務費
用が221.9億円（構成比46.6％）、移転費用が254.5億円（同53.4％）となった。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
11,220,986 112,210 67,478

67,534 27,670 134,127
166.2 4.1 50.3
168.6 3.9 57.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

79,118 14,013 2,173,748
112,210 103,571 67,534

70.5 13.5 32.2
72.5 14.7 34.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,309,234 2,072 1,401

67,534 △ 1,434 23,225
49.0 638 6.0
46.4 120.7 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率及び将来世代負担比率が類似団体平均値より
低いことから、本市の将来世代の負担は他の類似団体より低
いと考えられる。
　今後も、引き続き適正規模の資産を維持しながら、地方債
の発行抑制を行い、将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストが類似団体平均値より低いこと
から、本市行政は他の類似団体より効率的だと考えられる。
　しかし、本市は主要財政指標の一つである経常収支比率が
高く、財政の弾力性に乏しいことが課題となっていることから、
経常費用の約4割を占める人件費を抑制するため、現在、人
的資源管理計画の作成を進めている。

※本市ホームページでは、平成27年度国勢調査人口を用い
た住民一人当たり行政コストについて、長野県内19市で比較
した資料を公表している。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額及び歳入額対資産比率が類似団体
平均値と同水準であることから、本市の資産保有量は平均的
な水準にあると考えられる。また、有形固定資産減価償却率
が類似団体平均値を下回っていることから、他の類似団体よ
り施設の老朽化が進んでいないと考えられる。
　今後、新体育館の建設など資産の大幅な増加が見込まれ
ることから、平成27年度に策定した公共施設等総合管理計画
に基づく資産総量の更なる適正化に努める。

※本市ホームページでは、平成27年度国勢調査人口を用い
た住民一人当たり資産額などについて、長野県内19市で比較
した資料を公表している。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均値を上回っている状況に
ある。その要因としては、受益者負担割合の高い公営住宅や
教職員住宅を多く有していることや、土地の貸付による財産
収入が多いことなどが挙げられる。
　なお、受益者負担の水準については、３年毎に使用料・手数
料の見直しを実施し、公共サービス提供にかかる費用に対す
る受益者負担の考え方を明らかにするとともに、公平性・公正
性・透明性の確保に努めている。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は、類似団体平均値を若干上回って
いる。また、2019年度から2020年度にかけて建設する新体育
館の財源として合併特例債などの発行を予定しているため、
2020年度決算では更に負債額が増える見込みである。
　第五次塩尻市総合計画に掲げる「住みよい持続可能な地域
の創造」を実現するためにも、大型公共事業が予定されてい
ない年度は基礎的財政収支の黒字を確保し、地方債残高の
縮小に努める。

※本市ホームページでは、平成27年度国勢調査人口を用い
た住民一人当たり負債額について、長野県内19市で比較した
資料を公表している。また、基礎的財政収支については、基
金積立金支出及び基金取崩収入を含めて算出している。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 99,497 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 723 人

団体名 長野県佐久市 面積 423.51 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 27,850,994 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × △

団体コード 202177 類似団体区分 都市Ⅱ－１ 実質公債費率 0.0 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 214,438 純経常行政コスト 36,647
負債 56,642 純行政コスト 38,339
資産 289,772 純経常行政コスト 54,321
負債 120,448 純行政コスト 56,009
資産 330,209 純経常行政コスト 54,867
負債 132,900 純行政コスト 56,528

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 2,041 業務活動収支 3,791
△ 2,045 投資活動収支 △ 5,349
157,796 財務活動収支 983
△ 875 業務活動収支 6,365
△ 872 投資活動収支 △ 7,755

169,323 財務活動収支 1,873
△ 994 業務活動収支
△ 745 投資活動収支

197,309 財務活動収支

　一般会計等において平成28年度は、純行政コスト38,339百万円に対し、地方税などの財源が36,297百万円で、本年度差額は2,041百万円のマイナ
スとなった。この要因としては、施設解体に係る物件費が発生していたことなどが挙げられる。
　今後も、国・県の予算編成の動向を十分注視したうえで、積極的に補助金など特定財源の確保に努める。また、市税確保につながる人口減少克服
に向けた対策に、取り組んでいく。
　全体においては、主には下水道事業会計の純資産残高取込等により、一般会計等と比較して、純資産残高が11,527百万円の増となっている。
　連結においては、主には佐久水道企業団の純資産残高取込等により、全体と比較して、純資産残高が27,986百万円の増となっている。

分析：
　一般会計等において平成28年度は、業務活動収支は3,791百万円のプラス、投資活動収支は5,349百万円のマイナス、財務活動収支は983百万
円のプラスとなり、年度末資金残高は歳計外現金残高を含めると、1,392百万円となった。
　当期収支としては、575百万円のマイナスとなったが、これは、投資活動収支において地方債を財源とした各種大型事業の実施によるものであ
る。
　今後も、人口減少の克服や将来の発展に資するための各種大型事業が継続することが見込まれるが、一方で地方債の償還は進んでおり、「純
資産比率」及び「将来世代負担比率」からも、将来世代に負担を先送りしすぎず、現役世代での財政運営が行われている。
　全体においては、一般会計等と比較し、主には病院事業会計の使用料手数料収入や国保特別会計の保険料収入等により業務活動収支が2,574
百万円の増、病院事業会計の公共施設等整備費支出等により投資活動収支が2,406百万円の減、病院事業会計の地方債等発行収入等により財
務活動収支が890百万円の増となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等におけるコストの大部分は、物件費等43.5％と、移転費用（社会保障給付や補助金等）39.0％が占めている。
　性質別においては、最も高いのは物件費で経常費用合計の28.4％となっている。
　これらのことから、公共施設等の老朽化に対する減価償却費や維持補修費や、社会保障給付費の増大が今後の課題であり、より充実した行政
サービスの実施とともにコスト減少の検討を進めていく。
　全体においては、主には、病院事業会計人件費や下水道事業会計の減価償却費等により、一般会計等と比較して、純経常行政コストで17,674百
万円、純行政コストで17,670百万円増となっている。
　連結においては、主には、佐久広域連合の人件費等により、全体と比較して、純経常行政コストで546百万円、純行政コストで519百万円増となっ
ている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

  一般会計等において、平成28年度中の有形固定資産は、岩村田小学校（普通教室棟）建設事業」などの整備が完了し、資産が増（6,970百万円）と
なる一方で、減価償却等の減額（△8,020百万円）の影響により1,050百万円減少した。
　純資産の割合が高いことから、現在までの世代による負担で形成し、将来の世代へ引き継ぐ割合が高い状況である。
　対して、地方債などの負債は、資産総額の４分の１程度となっている。
　全体においては、主には、病院事業会計や下水道事業会計の建設改良に伴う地方債残高の増などにより、一般会計等と比較して、負債が63,806
百万円増となっている。
　連結においては、主には佐久水道企業団のインフラ資産等により、全体と比較して、40,437百万円増となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
21,443,791 214,438 153,618

99,497 50,916 276,657
215.5 4.2 55.5
207.2 4.0 58.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

157,796 32,701 3,833,893
214,438 173,775 99,497

73.6 18.8 38.5
71.4 17.9 40.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
5,664,159 4,111 2,043

99,497 △ 5,720 38,690
56.9 △ 1,609 5.3
59.3 744.6 4.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均を上回っている状況にあ
るが、市民負担の公平性確保の観点と受益者負担の原則に
立って、物価や税、他市の状況や類似施設の動向等を把握
し、適正な水準確保に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　「⑦住民一人当たり負債額」においては、類似団体平均値と
比較して、下回っている状況である。
　「⑧基礎的財政収支」については、マイナスとなり、類似団体
平均値と比較しても下回っている状況である。
　これは、投資活動収支において、岩村田小学校建設事業な
ど、地方債を財源とした各種大型事業の実施によるものであ
る。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　類似団体平均値と比較して、「①住民一人当たりの資産額」
及び「②歳入額対資産比率」は、それぞれ上回っており、資
産、歳入共に平均値以上の確保ができている。　また、資産
の維持更新は今後も継続した課題であるが、「③有形固定資
産減価償却率」は類似団体平均値を下回っており、比較にお
いては、資産の老朽化の進行はやや抑えられている状況で
ある。

※「③有形固定資産減価償却率」の市公表値：54.9％
　市公表値は「物品」も算定式に考慮しているため。
 （統一基準における具体的な算定式が示されていなかった
　 ことから、改訂モデルによる財務書類作成時の算定式
　 を使用）

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　「④純資産比率」及び「⑤将来世代負担比率」においては、
類似団体平均値との比較においては、どちらもやや上回って
いる状況であるが、将来世代に負担を先送りしすぎず、現役
世代での財政運営が行われていることがあらわれている。従
前より計画的に行ってきた市債の繰上償還も影響しているも
のとも言える。

※「⑤将来世代負担比率」の市公表値：28.9％
　市公表値は「特例地方債残高」も算定式に考慮しているた
め。
 （統一基準における具体的な算定式が示されていなかった
　 ことから、改訂モデルによる財務書類作成時の算定式
　 を使用）

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

  類似団体平均値と比較して下回っている。
　今後も、行政需要に的確に対応するため、限りある行政資
源や地域の特性を最大限に活用するとともに、歳入確保と事
務事業の検証・評価・見直しを図る。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 61,356 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 430 人

団体名 長野県千曲市 面積 119.79 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 16,307,937 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 202185 類似団体区分 都市Ⅱ－２ 実質公債費率 7.1 ％

将来負担比率 20.1 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 90,299 純経常行政コスト 19,097
負債 31,248 純行政コスト 18,978
資産 148,386 純経常行政コスト 30,055
負債 86,610 純行政コスト 29,927
資産 154,189 純経常行政コスト 36,736
負債 88,179 純行政コスト 36,607

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,599 業務活動収支 3,384
2,604 投資活動収支 △ 3,002

59,051 財務活動収支 △ 420
3,029 業務活動収支 5,077
3,198 投資活動収支 △ 3,621

61,776 財務活動収支 △ 1,404
3,370 業務活動収支 5,371
3,540 投資活動収支 △ 3,943

66,011 財務活動収支 △ 1,274

一般会計等においては純行政コスト189億7800万円に対し財源等は215億7700万円となり、純資産残高は26億400万円の増加となった。
全体においては純行政コスト299億2700万円に対し財源等は329億5600万円となり、純資産残高は31億9800万円の増加となった。
連結においては純行政コスト366億700万円に対し財源等は399億7800万円となり、純資産残高は35億4千万円の増加となった。
現在補助事業として戸倉上山田中学校改築事業、新庁舎等建設事業を行っており、今後純資産残高が増加する見込みだが、それに対しての行政コ
ストは減価償却により後年徐々になされていく。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は33億8400万円、投資活動収支は△30億200万円、財務活動収支は△4200万となった。
全体においては、業務活動収支は50億7700万円、投資活動収支は△36億2100万円、財務活動収支は△12億7400万円となった。
連結においては、業務活動収支は53億7100万円、投資活動収支は△39億4300万円、財務活動収支は△12億7400万円となった。
新庁舎等建設事業、戸倉上山田中学校改築事業を実施中のため、投資活動収支、財務活動収支についてはいずれもマイナス数値であり、今後も
大型ハード事業のため地方債の償還額が増加する見込みである。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等区分：経常費用201億1千万円となり、業務費用105億2300万円、移転費用95億8700万円となっている。業務費用の大半は人件費39
億6800万円（37.7％）、物件費41億800万円（39.0％）、減価償却費18億1500万円（17.2％）である。また移転費用の大半は補助金34億8千万円
（36.3％）、社会保障給付33億2800万円（34.7％）となっている。
・全体区分：経常費用が322億6100万円となり、これは一般会計等区分に比べ、特別会計等の補助金が加わることにより移転費用の補助金等の割
合が増すことが要因となる。
・連結区分：経常費用は396億1600万円となったが、その内訳は福祉サービスに係る給付や補助金などの「移転費用」が２４３億２９００万円
（61.4％）を占めた。内容は補助金が最も多く今後もこの傾向が続くことが見込まれるため、事業の見直しや経費の抑制に努める。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等区分：資産の総額は902億9900万円となり、、このうち庁舎や市民利用施設、学校などその用地を含む事業用資産が456億9千万円
（50.6％）、道路などのインフラ資産が287億3700万円（31.8％）となり、資産の大半を占めている。負債については地方債が241億9200万、1年以内償
還予定地方債が31億400万円となり負債の大半を占めている。
・全体区分：資産の総額は1483億8600万となり、上下水道のインフラ資産が加わったためインフラ資産が772億9200万（52.1％）となった。負債につい
ては地方債が527億4400万、1年以内償還予定地方債が47億3600万となり、一般会計等区分同様負債の大半を占めている。
・連結区分： 資産の総額は１５４１億８９００万円であり、「事業用資産」が４９１億３１００万円（31.9％）、「インフラ資産」が７７４億９２００万円（50.3％）を
占めた。負債については、借入金である「地方債」５３５億６３００万円（34.7％）と「１年以内償還予定地方債」４８億１９００万円（3.1％）になった。また、
資産から負債を差し引いた「純資産」は６６０億１千万円（42.8％）となった。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
9,029,934 90,299 58,675

61,356 27,921 101,291
147.2 3.2 57.9
168.6 3.9 57.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

59,051 14,405 1,897,806
90,299 75,056 61,356

65.4 19.2 30.9
72.5 14.7 34.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,124,826 3,577 886

61,356 △ 3,056 19,983
50.9 521 4.4
46.4 120.7 4.7

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体と同程度であるが、今後は税収
の低下が見込まれている中、長期にわたって持続的なサービ
スを提供していくために必要となる適正な受益者負担の割合
を検討していく必要がある。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人あたりの負債額は類似団体平均値をやや上回って
おり、大型ハード事業実施による起債の発行等によるもので
ある。
基礎的財政収支については、類似団体平均値を上回ってい
るが、収入には国や県からの補助金など依存財源も多いた
め、今後は自己資本の比率を高めることによりさらなる財政
の安定化を図っていく必要がある。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人あたりの資産額が類似団体平均を下回っているが、
道路等の取得価格が不明であるため、備忘価格1円で評価し
ているものがあるためである。
歳入額対資産比率についても類似団体平均を下回っている
が現在大型ハード事業実施中のため完了すれば平均値に近
づく見込み。
有形固定資産減価償却率については類似団体平均値と同じ
数値を示しており、今後も老朽化した施設について、点検・診
断や計画的な予防保全による長寿命化を進めるなど、公共施
設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率は類似団体を下回っている。
将来世代負担比率についてはほぼ類似団体を上回ってい
る。
公共資産は将来世代にも引き継がれて利用するものである
ため適正な負担割合となるよう検討していく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たりの行政コストは類似団体よりも低い数値を示
しているが、経常費用の多くが福祉サービスに係る給付や補
助金等の移転費用が占めており、社会保障給付の増加傾向
に歯止めがかかるよう検討していく必要がある。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 30,586 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 247 人

団体名 長野県東御市 面積 112.37 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 8,966,910 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 202193 類似団体区分 都市Ⅰ－１ 実質公債費率 7.7 ％

将来負担比率 54.4 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 62,932 純経常行政コスト 10,122
負債 22,926 純行政コスト 10,092
資産 98,675 純経常行政コスト 17,912
負債 49,658 純行政コスト 17,886
資産 101,164 純経常行政コスト 18,043
負債 50,124 純行政コスト 18,017

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,111 業務活動収支 2,013
3,120 投資活動収支 △ 1,077

40,005 財務活動収支 △ 971
4,219 業務活動収支 3,216
4,765 投資活動収支 △ 1,185

49,017 財務活動収支 △ 1,700
4,145 業務活動収支 3,247
4,692 投資活動収支 △ 1,216

51,040 財務活動収支 △ 1,700

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

分析： 分析：

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高
本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高
本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

一般会計等においては、資産総額が前年度末から4.7百万円の増加（＋8.1％）となった。ただし、資産総額のうち有形固定資産の割合が78.6％となっ
ており、これらの資産は将来の（維持管理・更新等の）支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を
進めるなど公共施設等の適正管理に努める。水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額のうち有形固定資産の割合が83.6％と
なっており、有形固定資産の割合が一般会計等より増加している。資産総額は、上水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、
一般会計等に比べて35,743百万円多くなるが、負債総額も下水道管の長寿命化対策事業に地方債（固定負債）を充当したこと等から、26,732百万円
多くなっている。上田地域広域連合、（株）信州東御市振興公社等を加えた連結では、資産総額は、一般会計等に比べて38,232百万円多くなるが、負
債総額も27,198百万円多くなっている。

一般会計等においては、経常費用は10,991百万円となり、前年度とほぼ同額であった。ただし、業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大
きいのは減価償却費や維持補修費を含む物件費等（2,614百万円）であり、純行政コストの26％を占めている。
施設の集約化・複合化事業に着手するなど、公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。全体では、一般会計等に比べて、
水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が2,500百万円多くなっている一方、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金
等に計上しているため、移転費用が6,425百万円多くなり、純行政コストは7,794百万円多くなっている。

一般会計等においては、税収等の財源（13,203百万円）が純行政コスト（10,092百万円）を上回ったことから、本年度差額は3,120百万円となり、純資
産残高は40,005百万円の増加となった。特に、本年度は、補助金を受けて公営住宅建設事業を行ったため、財源に当該補助金の額が計上される一
方、当該施設取得による行政コストの計上は減価償却により徐々になされるため、純資産が増加していることが考えられる。全体では、国民健康保険
特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が6,664百万円多くなっ
ており、本年度差額は4,219百万円となり、純資産残高は4,765百万円の増加となった。連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助
金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が8,959百万円多くなっており、本年度差額は4,145百万円となり、純資産残高は4,691百万
円の増加となった。

一般会計等においては、業務活動収支は2,013百万円であったが、投資活動収支については、公営住宅建設事業等の老朽化対策事業を行ったこ
とから、▲1,077百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲971百万円となっており、本
年度末資金残高は前年度から35百万円減少し、500百万円となった。しかし、地方債の償還は進んでおり、経常的な活動に係る経費は税収等の収
入で賄えている状況である。全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があ
ることなどから、業務活動収支は一般会計等より1,203百万円多い3,216百万円となっている。投資活動収支では、下水道管の老朽化対策事業を実
施したため、▲1,185百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲1,700百万円となり、本年度
末資金残高は前年度から331百万円増加し2,168百万円となった。連結では、業務活動収支は一般会計等より1,234百万円多い3,247百万円となっ
ている。投資活動収支は、▲1,216百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲1,700百万円
となり、本年度末資金残高は前年度から330百万円増加し、2,262百万円となった。

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

分析： 分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
6,293,226 62,932 39,055

30,586 16,680 75,628
205.8 3.8 51.6
256.3 4.2 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

40,005 14,289 1,009,235
62,932 49,447 30,586

63.6 28.9 33.0
71.5 18.2 49.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,292,600 2,144 868

30,586 △ 2,083 10,991
75.0 61 7.9
73.2 469.2 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

資産合計 資産合計 減価償却累計額
人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値
類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト
資産合計 有形・無形固定資産合計 人口
当該値 当該値 当該値

負債合計 業務活動収支　※１

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

３．行政コストの状況

４．負債の状況

経常収益
人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

受益者負担比率は類似団体平均より上回っている。その要因
としては、類似団体と比較して多くの公営住宅を有しており、
総額として公営住宅の使用料が多いことが挙げられる。
適正な受益者負担を確保するため、公共施設等総合管理計
画に基づき、老朽化した施設の集約化・複合化や長寿命化を
行うことにより、経常費用の削減に努めます。

５．受益者負担の状況

歳入額対資産比率については、類似団体平均を少し下回る
結果となった。しかし、平成28年度予定していた大型事業が
次年度に繰越になったため、次年度以降の資産の増加が見
込まれる。
有形固定資産減価償却率が類似団体平均を下回っている
が、これは、市町村合併後に合併特例債等を利用して庁舎等
の施設の増改築を行ったことが要因である。

（社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を示す）将来
世代負担比率は、類似団体平均を上回っているため、新規に
発行する地方債の抑制を行うとともに、高利率の地方債の借
換えを行うなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の減
少に努めます。

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っていま
す。これは定員適正化計画が順調に達成されているためで
す。しかし、今後行政の役割が専門化高度化する中で、職員
一人ひとりの資質向上が不可欠です。職員が少ないことが行
政サービスの低下とならないように努めます。

住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っているが、地
方債の繰上償還を行うなど、地方債残高の縮小に努めます。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 98,099 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 665 人

団体名 長野県安曇野市 面積 331.78 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 25,995,733 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ×

団体コード 202207 類似団体区分 都市Ⅱ－１ 実質公債費率 9.6 ％

将来負担比率 22.2 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 178,725 純経常行政コスト 35,401
負債 47,775 純行政コスト 35,882
資産 273,798 純経常行政コスト 53,084
負債 123,002 純行政コスト 53,581
資産 283,950 純経常行政コスト 64,141
負債 124,672 純行政コスト 64,634

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 3,407 業務活動収支 3,368
△ 4,679 投資活動収支 △ 3,128
130,950 財務活動収支 △ 324
△ 2,490 業務活動収支 6,133
△ 4,503 投資活動収支 △ 2,986
150,795 財務活動収支 △ 3,016
△ 2,383 業務活動収支 6,753
△ 4,683 投資活動収支 △ 3,295
159,277 財務活動収支 △ 3,166

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等における資産額のうち、大半を占める有形固定資産額は約1,604億3,400万円であり、その多くが道路等のインフラ資産-工作物で、有形
固定資産額の63.1%を占めている。また、新規資産形成分の主なものとして、平成28年度では温泉施設である「しゃくなげの湯」の整備（事業用資産-
建物　取得価格　約5億9千4百万円）、穂高支所建設事業建築工事（事業用資産-建物　取得価格　約2億4千8百万円）、三郷交流学習センター建設
工事（事業用資産-建設仮勘定　約2億8千5百万円）が挙げられ、事業用資産への投資がインフラ資産への投資を上回っている状況である。また、負
債については、地方債が大半を占め、その額は、固定負債で約364億6千3百万円、流動負債で約52億9千4百万円となります。
全体については、上水道事業会計、下水道事業会計が大半を占めており、資産では有形固定資産が上水道事業会計で約231億7千万円、下水道事
業会計で約611億5千万円となっている。負債についてはその大半を地方債が占めており、その額は、上水道事業会計で固定負債が約70億5千4百万
円、流動負債が約5億6千3百万円、下水道事業会計で固定負債が約325億9百万円、流動負債が約21億9千万円となっている。
連結は一部事務組合（11組合）、第三セクター等（6団体）が対象となっており、資産、負債共に全体額に占める割合は僅かである。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等では純行政コストが約△358億8千3百万円のところ、税収、国県補助金等の財源が約324億7千5百万円となり、本年度差額が約△34億7
百万円となった。固定資産の変動等を加味した本年度の純資産変動額は約△46億7千9百万円となり、本年度純資産残高1,309億5千万円となった。
全体では、純資産変動額が上水道事業会計、下水道事業会計で特に大きく、上水道事業会計で約4億6千4百万円、下水道会計で約4億8千2百万円
であった。なお連結は、全体に占める割合が僅かである。
純資産は過去の世代や国、県が負担した将来返済しなくても良い財産であるため、純行政コストを抑える等、将来世代への負担を抑えるべく、資産形
成を進める必要がある。

分析：
一般会計等では、本年度資金収支額が約△8千4百万円となり、前年度末資金残高の約7億8千9百万円から本年度末資金残高が7億5百万円と
なった。業務活動収支では業務収入（約329億2千6百万円）の大半を占める市税、交付税等の税収等収入が約267億3千3百万円となり、業務支出
（業務費用支出　約141億3千3百万円、移転費用支出　約154億1千5百万円）を約33億6千8百万円上回る結果となった。なお、臨時支出は約9百万
円となっている。また、投資活動収支は投資活動支出が約68億7千6百万円、投資活動収入が約37億4千8百万円となり、投資活動収支は△31億2
千8百万円となった。なお、投資活動収入の大半を占める財政調整基金等の取崩収入は約21億8千9百万円となっている。また、財務活動収支で
は、起債の元金償還分となる地方債等償還支出が44億9千4百万円、財務活動収入では地方債発行収入が約41億7千万円となり、財務活動収支
が約△3億2千4百万円となった。なお、業務活動収支（支払利息を除く）と投資活動収支（基金積立金支出、基金取崩収入）の合算額である基礎的
財政収支は約△1億5千5百万円となり、プラスに転じる行財政運営を目指す方向である。　全体、連結については、本年度末現金残高が上水道事
業会計（約33億3百万円）、下水道事業会計（約8億1千9百万円）で比較的高い割合を示しており、その他の団体等においては、それぞれ占める割
合は低い状況である。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等では、経常費用約365億2百万円のうち、業務費用では物件費等が38.3%、人件費が18.3%、減価償却費が19.2%を占めており、移転費用
では各団体への補助金等が15.1%、扶助費等の社会保障給付が14.3%となっており、経常費用では物件費の占める割合が多くなっている。また、経
常収益は約11億円となっており、経常収益/経常費用×100で計算される受益者負担割合は約3％となり、類似団体平均4.3％に比べ、低い数値と
なっている。
一方、全体では大半を国民健康保険特別会、介護保険特別会計が占めており、純行政コストで国民健康保険特別会計が116億7千6百万円、介護
保険特別会計が84億7千6百万円となっている。なお、その他の純行政コストは下水道会計で12億2千4百万円、上水道会計で△3億4千4百万円と
なっている。また、連結は一部事務組合（11組合）、第三セクター等（6団体）対象となっているが、全体に占める割合は僅かである。
本市では、H28年度より「統一的な基準による地方公会計」を整備しており、今後、データ蓄積を進めるなか、公共施設の利用料等、適正なコストバ
ランスを検証する方向である。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
17,872,505 178,725 151,642

98,099 41,633 298,349
182.2 4.3 50.8
207.2 4.0 58.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

130,950 25,639 3,588,215
178,725 160,591 98,099

73.3 16.0 36.6
71.4 17.9 40.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
4,777,458 3,659 1,101

98,099 △ 3,814 36,502
48.7 △ 155 3.0
59.3 744.6 4.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

④純資産比率は類似団体平均値と比べ1.9ポイント上回って
おり、比較的に現世代の負担によって将来世代も利用可能な
資源を蓄積していることが伺える。また、純資産は固定資産
等形成分が約1,771億3百万円、余剰分が約△461億5千3百
万円となっており、純行政コストを減らし、税収、国県補助金
等を増やすことで余剰分の不足額を減らし、より資産形成を
進める必要がある。
⑤将来世代負担比率は類似団体平均値より1.9ポイント下
回っており、社会資本等形成に係る将来世代への負担が比
較的少ないことが伺える。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

⑥住民一人当たり行政コストは類似団体平均値を4.1ポイント
下回ってはいるが、受益者負担比率（5受益者負担比率の状
況⑨より）も類似団体平均値を下回っている。このことから、
使用料等、行政サービスに対する受益者が支払う対価の割
合が比較的少ないことが伺われ、使用料及び手数料等、利用
料金などの妥当性についても検証の余地があると分析され
る。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

①住民一人当たり資産額は、合併後（H17年合併）、旧合併特
例債を用いたなか、認定こども園等、老朽化した施設の更新
等を進めているが、全体的には老朽化した施設も多く、類似
団体平均を下回っている。本市ではH28年度に策定された公
共施設再配置計画に基づき、公共施設等の集約化及び複合
化を進めているところである。
②歳入額対資産比率については、類似団体平均値を0.3年上
回っており、比較的に資産形成が進んでおり、将来世代に残
る資産も多いことが伺える。
③有形固定資産減価償却率については、類似団体平均値と
比べ7.7ポイント下回っており、老朽化した施設もあるものの、
比較的に施設更新が進み、全体的に耐用年数が残っている
ことが伺える。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

⑨受益者負担比率は類似団体平均値と比較し△1.3ポイント
となる。これは、本市行政サービスの提供に対し、受益者負担
の割合が低いことを意味しており、コスト縮減による経常経費
の削減、また、公共施設の利用料金改定等、バランス意識を
持った行財政運営が必要である。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

⑦住民一人当たりの負債額は類似団体平均値と比較し、10.6
万円下回っているが、住民一人当たりの資産額（１．資産の状
況①より）も25万円下回っているため、住民一人当たりの純資
産額は類似団体平均値より14.4万円下回った計算となり、負
債額より純資産の減少額が上回る結果となった。負債額を減
らすことは純資産の増加に繋がり、将来世代の負担額を減ら
すこととなるため、安易な起債を控える等、健全な行財政運営
を展開する必要がある。⑧基礎的財政収支は△1億5千5百万
円のマイナスとなった。投資活動収支における基金取崩収入
と基金積立金支出の収支は6億8千7百万円となり、この基金
収支を加味した場合、5億3千2百万円のプラス収支となる。た
だし、有限な基金をいつまでもプラス収支とすることは出来な
いため、予算編成等、基金依存から脱却する必要がある。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,759 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 55 人

団体名 長野県小海町 面積 114.20 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,444,967 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 203033 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 7.0 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 22,325 純経常行政コスト 2,966
負債 5,225 純行政コスト 2,981
資産 23,609 純経常行政コスト 4,204
負債 5,811 純行政コスト 4,219
資産 24,944 純経常行政コスト 4,653
負債 6,051 純行政コスト 4,668

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
81 業務活動収支 519
79 投資活動収支 △ 645

17,099 財務活動収支 △ 35
70 業務活動収支 568

101 投資活動収支 △ 658
17,798 財務活動収支 △ 49

55 業務活動収支 601
88 投資活動収支 △ 677

18,894 財務活動収支 △ 52

　一般会計等においては、税収等の財源（30億6千2百万円）が純行政コスト（29億8千1百万円）を上回ったことから、自らの負担によって、将来世代も
利用可能な資源が8千1百万円増加しました。
　住民一人当たりの行政コストが類似団体平均を下回っていることから、効率的な行政運営を行っていると言え、引続き行政コストと税収等のバラン
スが保てるよう、財源確保と効率的な行政運営に努めます。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支の部で発生した収支余剰（黒字）が発生していますが、投資活動収支の部と財務活動収支の部の収支不
足（赤字）により資金が減少しています。
　投資活動収支と財務活動収支の収支不足は、地方債の発行による公共施設等整備費支出の増や、地方債発行額より償還額が上回っているこ
とによりますが、基金取崩収入より基金積立金支出が上回っており、将来への積立もできている状況です。

分析：

全体

連結

一般会計等

　平成28年度決算による経常行政コスト（経常費用）は、54億2千2百万円です。
　職員給与費などの人件費が16.1％、物件費や減価償却費などの物件費等が37.3%、補助金等移転費用が45.0％を占めています。
　連結財務書類を一般会計等財務書類と比較すると、少子高齢社会の進展により、社会保障給付が1,909百万円増加しています。
　住民一人当たりの経常行政コストは、113万9千円となっています。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　平成28年度決算による資産は249億4千4百万円で、88.2％を固定資産が占めています。
　負債は60億5千1百万円で、68.8％を地方債が占めています。
　連結財務書類を一般会計等財務書類と比較すると、固定負債中「その他」が482百万円増加しています。
　住民一人当たりでは、資産は524万1千円。負債は127万1千円となっています。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,232,497 22,325 14,576

4,759 4,828 26,317
469.1 4.6 55.4
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

17,099 2,701 298,087
22,325 18,546 4,759

76.6 14.6 62.6
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
522,514 552 377

4,759 △ 595 3,343
109.8 △ 43 11.3
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は11.3％で、類似団体平均値を上回ってい
ます。財源充当率が高いことが見てとれます。
　引き続き条例により受益者負担金を賦課してまいります。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は109.8万円で、類似団体平均値を
下回っています。
　住民にとって財政に持続可能性があるかなど理解しやすい
情報で、引き続き健全な財政運営に努めてまいります。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　有形固定資産減価償却率について、類似団体平均値を下
回っており、資産の取得から時間がたっていないものの、今
後、維持・更新のための投資が必要となる可能性がありま
す。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　将来世代負担比率について、類似団体平均値を上回ってお
り、将来世代の負担の割合が高いことが見られます。起債に
当たっては将来の財政運営に及ぼす影響を考慮する必要が
あります。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは62.6万円で、類似団体平均値
を下回っています。
　引き続き財政規模に応じた行政サービスを効率的に提供し
てまいります。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,025 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 57 人

団体名 長野県川上村 面積 209.61 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,937,987 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 203041 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 2.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 32,943 純経常行政コスト 3,680
負債 3,842 純行政コスト 3,673
資産 39,150 純経常行政コスト 4,966
負債 6,753 純行政コスト 4,959
資産 39,739 純経常行政コスト 5,853
負債 7,040 純行政コスト 5,847

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 264 業務活動収支 790
△ 192 投資活動収支 △ 723
29,101 財務活動収支 △ 188
△ 190 業務活動収支 1,141
△ 118 投資活動収支 △ 880
32,398 財務活動収支 △ 349
△ 190 業務活動収支 1,161
△ 118 投資活動収支 △ 892
32,699 財務活動収支 △ 356

　一般会計等は、純行政コストが△3,673百万、財源が3,410百万円で、本年度差額が△264百万円となり純資産残高は29,101百万円となっている。全
体は、純行政コストが△4,959百万、財源が4,769百万円で、本年度差額が△190百万円となり純資産残高は32,398百万円となっている。一般会計等と
比べ、純行政コストより財源の割合が増加しているため、本年度差額が74万円減っており、国民健康保険税や介護保険保険料に含まれているのが
主たる理由である。連結は、純行政コストが△5,847百万、財源が5,657百万円で、本年度差額が△190百万円となり純資産残高は32,699百万円となっ
ている。財源の確保がそれぞれの会計において課題である。

分析：
　一般会計等は、業務活動収支が790百万円、投資活動収支が△723百万円、財政活動収支が△188百万円になったことにより、本年度末資金残
高は147百万円となった。投資的活動収支のマイナスが大きいが、これの主たる理由は庁舎整備等の基金積立金支出581百万円である。財政活
動収支がマイナスなのは、地方債の償還が借入より上回っているからである。全体は、業務活動収支が1,141百万円、投資活動収支が△880百万
円、財政活動収支が△349百万円になったことにより、本年度末資金残高は227百万円となった。連結は、業務活動収支が1,161百万円、投資活動
収支が△892百万円、財政活動収支が△356百万円になったことにより、本年度末資金残高は357百万円となった。全般的にマイナスの理由は基
金積立金支出によるものであり、継続して健全な財政運営に努める。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等の純行政コストは3,680百万円で、業務費用が2,715百万円、移転費用が1,110百万円となっている。業務費用の主な内訳は物件費
2,057百万円、人件費624百万円となっており、人件費等の抑制を図り、現在の数値を維持してきている。全体の純行政コストは4,966百万円で、業
務費用が3,350百万円、移転費用が2,014百万円となっている。移転費用が業務費用と比べ増加割合が高いのは、国民健康保険特別会計や介護
保険特別会計等の社会保障の費用が計上されたため、移転費用が904百万円増となっている。連結の純行政コストは5,853百万円で、業務費用が
4,087百万円、移転費用が2,393百万円となっている。業務費用が移転費用と比べ増加割合が高いのは、主に人件費450万円増によるものである。
一般会計等は引き続き、人件費等の抑制を継続し、全体は社会保障費の抑制、連結は人件費の抑制を図り、今後も効率の良い財政運営に努め
る。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
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全体
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純資産残高

　一般会計等は、負債は資産の1/9程度である。全体では一般会計等から、資産が6,207百万円増えているのに対し、負債はその1/2程度の2,911万
円増えており、負債の主たる理由は水道・下水道特別会計を含めた地方債2,667万円による。連結は全体より、資産が589百万円増えているのに対
し、負債はその1/2程度の287百万円増えており、負債の主たる理由は退職手当引当金205百万円による。　全般的に、負債より資産が大幅に上回っ
ており、引き続き、健全な財政運営に努める。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,294,335 32,943 23,976

4,025 4,115 44,702
818.5 8.0 53.6
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

29,101 2,756 367,324
32,943 27,279 4,025

88.3 10.1 91.3
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
384,186 808 144

4,025 △ 152 3,825
95.4 656 3.8

144.2 50.9 5.6
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　類似団体平均値と比べ、1.8％低くなっている。料金の見直
しや独自の行政サービスとして維持していくもの等の検討を
行っていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均値と比べ、48.8万円
低くなっている。今後、統合小学校や庁舎等の大規模施設建
設が検討されていることから、それらの実施時期等を考慮し、
極端な増加にならないよう計画していく必要がある。
　基礎的財政収支は類似団体平均値と比べ、605.1百万円高
くなっている。投資活動収支はマイナスとなっており、起債の
比率については今後も注視した財政運営を行っていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は類似団体平均値を75.2万円上
回っており、引き続き、健全な財政運営を図る。
　歳入額対資産比率は類似団体平均値を2.6％上回ってお
り、継続して健全な財政運営に努める。
　有形固定資産減価償却率は類似団体平均値を3.3％下回っ
ているが、修繕・機器等の更新が増加する施設が増えてきて
いることから、より耐性の強い素材・機器等への更新等を図っ
ていく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体平均値と比べ、7.6％高くなってい
る。引き続き、将来世代への利用可能な資源の蓄積を図って
いく。
　将来世代負担比率は類似団体平均値と比べ、3.3％低くなっ
ている。今後、統合小学校や庁舎等の大規模施設建設が見
込まれることから、それらの実施時期や内容等を検討し、極
端な増加にならないよう計画していく必要がある。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均値と比べ19.2万
円低くなっている。人件費の抑制等によりこの数値を維持して
おり、今後も効率のよい行政サービスに努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 3,198 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 49 人

団体名 長野県南牧村 面積 133.09 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,438,263 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 203050 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 0.3 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 29,872 純経常行政コスト 2,812
負債 4,083 純行政コスト 2,826
資産 33,044 純経常行政コスト 3,784
負債 4,763 純行政コスト 3,793
資産 33,623 純経常行政コスト 4,436
負債 4,978 純行政コスト 4,445

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
95 業務活動収支 822

102 投資活動収支 △ 833
25,789 財務活動収支 143

103 業務活動収支 948
110 投資活動収支 △ 833

28,281 財務活動収支 67
99 業務活動収支 953

106 投資活動収支 △ 844
28,645 財務活動収支 69

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が期首から120百万円減少（△0.5％）した。金額の変動が大きいのは事業用資産であり、中でも建物において資
産の取得額（168百万円）が、減価償却による資産の減少額（273百万円）を下回ったことが要因である。また、資産総額のうち有形固定資産の割合が
74.1％を占め、さらに有形固定資産のうち基金を含む投資その他の資産が29.5％を占めるため、基金等の適正な管理や計画的な運用に努める。ま
た、一般会計等において負債総額が137百万円増加（+3.6％）した。金額の変動が最も大きいのは地方債（固定負債）であり、償還額（559百万円）を
地方債発行額（702百万円）が上回ってしまったためである。
　簡易水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額は期首から142百万円減少（△0.4％）し、負債総額は前年度末から143百万円
増加（+3.1％）した。資産総額は、上水道管・下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて3,172百万円多くなるが、負
債総額も下水道（農業集落排水）の施設長寿命化対策事業に地方債（固定負債）を充当したこと等から、680百万円多くなっている。
　南牧村振興公社、佐久広域連合等を加えた連結では、広域連合等所有の資産等を計上したため、一般会計等に比べ資産総額は3,751百万円多く
なり、負債総額も895百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（2,921百万円）が純行政コスト（2,826百万円）を上回ったことから、本年度差額は95百万円となり、純資産残
高は25,789百万円となった。当村の財源は地方税や地方交付税の占める割合が大きいことから、今後地方税の徴収業務の強化（5年間で2％の向
上）等により、財源確保に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料等が税収等に含まれることから、一般会計等に比べて
税収等が617百万円多くなっており、本年度差額は103百万円となり、純資産残高は28,281百万円となった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等に比べて財源が1,623百万円多くなって
おり、本年度差額は99百万円となり、純資産残高は28,645百万円となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は822百万円であったが、投資活動収支については道路改良事業や公営住宅建設事業を行ったこと、ま
た社会教育施設整備基金へ新規積立（100百万円）をおこなったことから、△833百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額を地
方債発行収入が上回ったことから、143百万円の増加となり、本年度末資金残高は前年度から132百万円増加し、551百万円となった。地方債の償
還額を地方債発行収入が上回ったことを鑑み、今後これまで以上に適正な起債発行に努める。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があること等から、業務活動収支
は一般会計等より126百万円多い948百万円となっている。本年度末資金残高は前年度から182百万円増加し、626百万円となった。
　連結においても、業務活動収支（953百万円）が投資活動収支（△844百万円）を上回ったことから、本年度末資金残高は前年度から178百万円増
加し、691百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は2,991百万円となっている。物件費等が経常費用の58.9％（1,763百万円）を占めており、人件費等の割合に
比して高くなっている。物件費等の中で大きな費用は減価償却費（896百万円）であるが、次いで物件費（680百万円）の割合が高い。これは、中学
生海外研修事業に係る費用や各種業務の委託料が大きな割合を占めるが、各種業務委託については委託先の選定を今まで以上に厳しく行い、コ
スト削減に努める。
　全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が89百万円多くなっている一方、国民健康保
険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が812百万円多くなり、純行政コストは967百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、社会保障給付費が487百万円多くなっていること等により、経常費用が1,695百万円多くなり、純行政コストは
1,619百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,987,200 29,872 24,398

3,198 4,217 44,646
934.1 7.1 54.6
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

25,789 2,929 282,594
29,872 22,128 3,198

86.3 13.2 88.4
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
408,284 841 179

3,198 △ 724 2,991
127.7 117 6.0
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均を上回っている。今後、純資
産が急激に減少することの無いよう、人件費の削減等を行
い、行政コストの全体的な削減に努める。
　また、将来世代負担比率は、類似団体平均と同程度である
が、今後地方債残高は増加する見込み（9％程度）であるた
め、新規に発行する地方債の抑制を行い地方債残高を圧縮
し、将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均を大きく下回っ
ている。これは、窓口業務の民間委託（平成20年6月から）等
の行政改革による職員数の減に伴う人件費の削減が大きな
要因と考えられる。
　しかしながら、近年は業務委託に伴い物件費等が増加傾向
にあるため、人事配置や事務の効率化を図り、増加傾向に歯
止めをかけるよう努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額や歳入額対資産比率が類似団体平
均値よりも高くなっているのは、当村の面積が広く道路や橋
りょうといったインフラ資産が多いことや、後年度の施設整備
のための基金保有額が多い（6,041百万円）ことが挙げられ
る。
　しかし、保有する資産は老朽化した施設が多いため、将来
の公共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減するた
め、平成27年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づ
き、今後21年間の取組として公共施設等の集約化・複合化を
進め、施設保有量が課題にならないよう努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均を上回っている状況にあ
る。その要因としては自治体規模の割に多くの公営住宅（58
戸）を有していることや、高原野菜の産地であるため土地改良
事業に係る負担金が多いことが挙げられる。なお、受益者負
担の水準については、平成28年度から事業費の3％を2％に
引き下げ、受益者からの理解が得られるよう努めている。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は、類似団体平均を大きく下回って
いるが、今後地方債残高が9％程度増加する見込みであるた
め、数値は上昇すると予想される。今後は、地方債の繰上償
還を計画的に行うなど、地方債残高の縮小に努める。
　基礎的財政収支は、投資活動収支の赤字分を業務活動収
支の黒字分が上回ったため、+117百万円となっている。投資
活動収支が大きく赤字となっているのは、地方債を発行して
道路整備事業など公共施設等の必要な整備を行ったためで
ある。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 1,061 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 43 人

団体名 長野県南相木村 面積 66.05 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,147,993 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 203068 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 0.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 16,723 純経常行政コスト 1,731
負債 1,262 純行政コスト 1,738
資産 17,113 純経常行政コスト 2,029
負債 1,302 純行政コスト 2,035
資産 17,462 純経常行政コスト 2,176
負債 1,396 純行政コスト 2,181

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 434 業務活動収支 150
△ 434 投資活動収支 △ 323
15,461 財務活動収支 134
△ 458 業務活動収支 151
△ 458 投資活動収支 △ 332
15,811 財務活動収支 130
△ 465 業務活動収支 159
△ 465 投資活動収支 △ 336
16,066 財務活動収支 129

・　一般会計等においては、税収等の財源（1,304百万円）が純行政コスト（1,738百万円）を下回っており、本年度差額は△434百万円となり、純資産残
高は434百万円の減少となった。農業の６次産業化の推進など地域産業の振興と雇用の拡大を推進し税収等の増加に努める。
・　全体でも、税収等の財源（1,577百万円）が純行政コスト（2,035百万円）を下回っており、本年度差額は△458百万円となり、純資産残高は458百万
円の減少となった。
・　連結では、税収等の財源が一般会計等に比べて209百万円多くなっている。一方、純行政コストについても428百万円多くなり、純資産残高は434
百万円の減少となった。

分析：
・　一般会計等においては、業務活動収支は150百万円であったが、投資活動収支については、防災行政無線デジタル化整備事業等を行ったこと
から△323百万円となった。財務活動収支については、地方債の発行収入が償還額を上回ったことから、134百万円となっており、本年度末資金残
は前年度から39百万円減少し、46百万円となった。行政活動に必要な資金を地方債の発行収入によって確保している状況であり、行財政改革を
更に推進する必要がある。
・　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があるが、業務活動収支は一般会
計等とほぼ同額（151百万円）となっている。投資活動収支も一般会計等とほぼ同額の△332百万円となっている。財務活動収支は、地方債の発行
収入が償還額を上回ったことから、130百万円となっており、本年度末資金残は前年度から51百万円減少し、65百万円となった。
・　連結の業務活動収支は、159百万円、投資活動収支は、△336百万円となった。財務活動収支については、地方債の発行収入が償還額を上
回ったことから、129百万円となっており、本年度末資金残は前年度から48百万円減少し、87百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・　一般会計等においては、経常費用は1,854百万円となった。そのうち人件費等の業務費用は1,431百万円（77.2％）、補助金や社会保障給付等
の移転費用は423百万円（22.8％）であり、業務費用の方が移転費用より多い。最も金額が大きいのは、減価償却費496百万円で経常費用の
26.8％を占めている。次いで、物件費389百万円(21％）、職員給与費280百万円（15.1％）となっている。なお、減価償却費や維持補償費を含む物件
費等は968百万円で行政コストの55.6％を占めている。施設の機能集約・複合化の検討に着手するなど公共施設等の適正管理に努めることによ
り、経費の縮減に努める。
・　全体では、一般会計等に比べて水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため経常収益が28百万円多くなっている。一方、国民健康保
険や介護保険の負担を補助金計上しているため移転費用が214百万円多くなり、純行政コストは297百万円多くなっている。
・　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が179百万円多くなっている。一方、人件費が157百万円多く
なっているなど、経常費用が609百万円多くなり、純行政コストは428百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・　一般会計等においては、資産総額が期首から217千円の減少(△1.3％）となった。金額の変動が大きいものはインフラ資産であり、減価償却による
資産の減少が資産の取得額（57百万円）を上回ったこと等から217百万円減少した。投資その他の資産では財政調整基金24百円増加し、現金39百万
円減少した。
・　一般会計等においては、負債総額が期首から215百万円増加（+20％）している。負債の増加額が最も大きいものは地方債であり、平成28年度に
実施した防災行政無線デジタル化移行事業等に係る緊急防災・減災事業債149百万円の発行である。
・　簡易水道事業特別会計等を加えた全体では、資産総額は期首から244百万円減少（△1.4％）し、負債総額は217百万円増加（+19％）した。資産総
額は、水道施設等のインフラ資産を計上していることにより、一般会計等に比べて390百万円多くなるが、負債総額も簡易水道事業特別会計で施設
整備に簡易水道事業債等の地方債を充当していること等から、40百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,672,323 16,723 12,187

1,061 1,822 22,082
1,576.2 9.2 55.2

743.3 5.4 56.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

15,461 946 173,757
16,723 11,856 1,061

92.5 8.0 163.8
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
126,193 157 123

1,061 △ 357 1,853
118.9 △ 200 6.6
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

・　受益者負担比率は類似団体平均を上回っている。その要
因としては、類似団体と比較して多くの公営住宅を有している
ことから住宅使用料となっていることが挙げられる。公共施設
等の使用料の検討に取り組むなど受益者負担の適正化に努
める。また、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等
の統廃合や廃止を適宜進めるとともに、施設更新の際は機能
集約・複合化の検討、計画的な予防保全による長寿命化など
により、施設保有量の適正化・適正管理に取り組む。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・　住民一人あたり負債額は類似団体平均を下回っている。
引き続き、新規に発行する地方債の抑制を行い地方債残高
を圧縮し将来世代の負担の減少に努める。
・　基礎的財政収支は、業務活動収支は黒字（＋157百万円）
であったが、投資活動収支が赤字（△357百万円）であったた
め、赤字（△200百万円）となっている。投資活動収支が赤字
となっているのは、地方債を発行して防災行政無線デジタル
化移行事業等を行ったためであり、地方債に依存する形に
なっている。業務の民間委託等の導入により削減に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・　住民一人あたりの資産額は、1,576.2万円である。これは、
道路施設等のインフラ資産が多いことに加え、スポーツ・レク
リエーション施設、村営住宅といった公共建築物が多いこと等
によるものが主な要因で、類似団体平均値の2.1倍となってい
る。
・　歳入額対資産比率については、類似団体平均を大幅に上
回る（1.7倍）結果となった。また、有形固定資産減価償却率に
ついては、類似団体を下回っている。
・　公共施設等の全庁的、総合的な管理を推進を図るため、
平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、
長期的な視点をもって利活用の促進や統廃合・長寿命化の
施策を計画的にに施設保有量の適正化・適正管理に取り組
む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・　純資産比率は、類似団体平均を上回っているが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回ったことから純資産が期首から減
少している。純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を
過去及び現世代が費用して便益を享受したことを意味するた
め、人件費の削減などにより、行政コストの削減に努める。
・　社会資本等形成に係る将来世代の負担程度を示す将来
世代負担比率は、類似団体平均を下回っている。この要因と
して、住民一人あたり資産が多いことも影響しているが、引き
続き、新規に発行する地方債の抑制を行い地方債残高を圧
縮し将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・　住民一人あたり行政コストは、類似団体平均を上回ってい
る。これは、資産が多いことによる減価償却費の多さが大きな
要因（減価償却費　496百万円、経常費用の26.8％）と考えら
れる。前項の記載同様、平成28年度に策定した公共施設等
総合管理計画に基づき、公共施設等の統廃合や廃止を適宜
進めるとともに、施設更新の際は機能集約・複合化の検討を
進め、施設保有量の適正化・適正管理に取り組む。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 786 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 24 人

団体名 長野県北相木村 面積 56.32 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 902,350 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ △

団体コード 203076 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 3.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 13,671 純経常行政コスト 1,289
負債 1,702 純行政コスト 1,292
資産 14,634 純経常行政コスト 1,563
負債 1,753 純行政コスト 1,566
資産 14,746 純経常行政コスト 1,670
負債 1,812 純行政コスト 1,672

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 204 業務活動収支 217
△ 195 投資活動収支 △ 66
11,969 財務活動収支 △ 78
△ 221 業務活動収支 245
△ 212 投資活動収支 △ 83
12,881 財務活動収支 △ 80
△ 223 業務活動収支 248
△ 214 投資活動収支 △ 86
12,934 財務活動収支 △ 81

・一般会計等においては、税収等の財源（1,088百万円）が純行政コスト（1,292百万円）を下回っており、本年度差額は▲204百万円となり、純資産残
高は195百万円の減少となった。地方税は横ばい若しくは減少傾向にあり、増加は見込めないことから行財政コストの縮減に努める。
・全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等が141百万円多くなっておりますが行財政コストも増加のため、本年度差額は▲221百万円となり、純資産残高は212百万円の減少となった。
・連結では、後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が360百万円多くなっております
が、本年度差額は▲223百万円となり、純資産残高は212百万円の減少となった。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は217百万円であったが、投資活動収支については、山村留学拠点住宅建設事業等を行ったことから、▲
66百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲78百万円となっており、本年度末資金残
高は前年度から72百万円増加し、137百万円となった。しかし、行政活動に必要な資金を基金の取崩しと地方債の発行収入によって確保している
状況であり、行財政改革を更に推進する必要がある。
・ 全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より28百万円多い245百万円となっている。投資活動収支では、国保支払準備基金へ積立を実施したため、▲83百万円となってい
る。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲80百万円となり、本年度末資金残高は前年度から82百万円増加
し、151百万円となった。
・ 連結では、業務活動収支は一般会計等より3百万円多い248百万円となっている。投資活動収支では、▲86百万円となっている。財務活動収支
は、▲81百万円となり、本年度末資金残高は前年度から81百万円増加し、160百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用は1,397百万円で、このうち人件費等の業務費用は1,080百万円、補助金や社会保障給付等の移転費用は317
百万円で経常費用の77.3％が業務費用である。業務費用で約73％を占めるのが減価償却費を含む物件費等で782百万円で、その中でも54％が
減価償却費であり施設の集約化、複合化をを検討し公共施設等の適正管理に努め、経費の縮減に努める。
・全体では、一般会計等に比べ水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため経常収益が41百万円多くなっている一方、国民健康保険や介
護保険の負担金を補助費等に計上しているため、移転費用が183百万円多くなり、純行政コストは274百万円多くなっている。
・連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が21百万円多くなっている一方、人件費が57百万円多くなって
いるなど、経常費用が127百万円多くなり、純行政コストは106百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額のうち有形固定資産の割合が85％となっており、これらの資産は将来の（維持管理・更新等の）支出を伴うもので
あることから、公共施設等総合管理計画を策定し、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努める。
・水道事業会計、介護保険会計等を加えた全体では、資産総額は、介護施設等の建物及び上水道管など、インフラ資産を計上していること等により、
一般会計等に比べて947百万円多くなり、、負債総額は水道管更新事業に地方債（固定負債）を充当したこと等から、41百万円多くなっている。
・連結では、南佐久環境衛生組合や佐久広域連合等を加えることから資産・負債とも増えているが人口が少ないこともあり増加額は僅かである。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,367,141 13,671 10,011

786 1,429 18,681
1,739.4 9.6 53.6

743.3 5.4 56.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

11,969 945 129,188
13,671 10,759 786

87.6 8.8 164.4
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
170,216 229 107

786 △ 128 1,397
216.6 101 7.7
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

・受益者負担比率は、類似団体平均を上回っている状況にあ
るが、平均的な値は2％～8％の間と言われており、妥当だと
思われる。今後も税負担の公平性・公正性や透明性の確保
に努めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っており、28
年度の公営住宅の建設で過疎債の借入が一時的に多くなっ
たが、来年度からは起債の発行額も抑制されることから地方
債残高は減少していく見込みである。
・基礎的財政収支は、業務活動収支は黒字、投資活動収支
は赤字であったため、101百万円となっている。投資活動収支
が赤字となっているのは、地方債を発行して、住宅整備事業
など公共施設等の整備を行ったためであり地方債に依存する
形になっている。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たり資産額が類似団体を上回っているが、農
道、林道を中心としたインフラ資産が多いが人口が少ないこと
によると思われる。
・歳入額対資産比率については、類似団体を上回っており、
過疎対策として社会資本整備を積極的に行ってきたことが要
因と考える。
・有形固定資産減価償却率については、類似団体とほぼ同水
準にある。今後公共施設等総合管理計画を策定し、老朽化し
た施設について、点検・診断や計画的な予防保全による長寿
命化を進めていくなど、公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少し、昨
年度から約２％減少している。純資産の減少は、将来世代が
利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受し
たことを意味するため、人件費の削減などにより、行政コスト
の削減に努める。
・（社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を示す）将
来世代負担比率は、類似団体平均を下回っており、今後も新
規に発行する地方債の抑制を行うとともに、高利率の地方債
の借換えを行うなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担
の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり行政コストは類似団体平均を上回っており、
特に、純行政コストのうち6割を占める物件費等が、類似団体
と比べて住民一人当たり行政コストが高くなる要因となってい
ると考えられる。人口が少ないことで一人あたりのコストは高く
なってしまう。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 11,591 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 151 人

団体名 長野県佐久穂町 面積 188.15 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 5,737,990 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 203092 類似団体区分 町村Ⅲ－１ 実質公債費率 9.3 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 44,719 純経常行政コスト 6,279
負債 8,271 純行政コスト 6,265
資産 47,652 純経常行政コスト 8,721
負債 12,044 純行政コスト 8,730
資産 48,667 純経常行政コスト 9,507
負債 12,681 純行政コスト 9,517

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
538 業務活動収支 1,691
538 投資活動収支 △ 647

36,448 財務活動収支 △ 1,073
573 業務活動収支 1,552
573 投資活動収支 △ 693

35,608 財務活動収支 △ 1,247
575 業務活動収支 1,575
575 投資活動収支 △ 701

35,986 財務活動収支 △ 1,251

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、負債総額が前年度末から357百万円の減少（－4.4％）となった。金額の変動が最も大きいものは地方債（固定負債）であ
り地方債償還額が発行額を上回り、2,118百万円減少した。
　全体では、資産総額は前年度末から987百万円増加（+2.1％）し、負債総額は前年度末から987百万円増加（+20.5％）した。
  連結では一般会計等に比べて3,948百万円多くなるが、負債総額も4,410百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源（6,803百万円）が純行政コスト（6,279百万円）を上回ったことから、純資産残高は538百万円の増加となっ
た。
全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が2,500百万円多くなっており、純資産残高は573百万円の増加となった。
連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が3,289百万円多くなって
おり、純資産残高は、575百万円の増加となった。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は1,691百万円であったが、投資活動収支については、▲647百万円となった。財務活動収支について
は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲1,073百万円となっており、本年度末資金残高は前年度から29百万円減少し、418
百万円となった。
全体では、業務活動収支は一般会計等より139百万円多い1,552百万円となっている。投資活動収支では、▲46百万円となっている。財務活動収
支は、▲174百万円となり、本年度末資金残高は前年度から389百万円減少し、546百万円となった。
連結では、業務活動収支は一般会計等より116百万円少ない1,575百万円となっている。投資活動収支では、▲701百万円となっている。財務活
動収支は、▲1,251百万円となり、本年度末資金残高は前年度から377百万円減少し、611百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

 一般会計等においては、経常費用は6,549百万円となり、、前年度比1,650百万円の増加となった。ただし、業務費用の方が移転費用よりも多く、
最も金額が大きいのは減価償却費や維持補修費を含む物件費等（2,572百万円）であり、施設の集約化に着手するなど、公共施設等の適正管理
に努めることにより、経費の縮減に努める。
  全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が1,784百万円多くなっている一方、国民健
康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が1,960百万円多くなり、純行政コストは2,465百万円多くなっている。
・連結では、一般会計等に比べて、経常収益が1,890万円多くなっている。また、経常費用は人件費が1,355百万円多くなっているなどで5,118百万
円多くなり、純行政コストは3,252百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
4,471,884 44,719 31,083

11,591 8,641 59,745
385.8 5.2 52.0
260.8 4.3 59.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

36,448 4,342 626,524
44,719 35,470 11,591

81.5 12.2 54.1
75.2 13.7 49.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
827,134 1,743 270
11,591 △ 417 6,549

71.4 1,326 4.1
64.7 200.0 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

将来世代負担比率は、類似団体平均を下回っております。行
財政改革を進めながら財政の健全化に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を上回っており、
また、純行政コストのうち1.7割を占める人件費が、類似団体
と比て住民一人当たり行政コストが高くなる要因となっている
と考えられる。直営で運営している施設について、指定管理
者制度を導入するとともに、行財政改革への取組を通じて人
件費の削減に努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額（歳入額対資産比率）は、合併前に旧
市町毎に整備した公共施設があるため、保有する施設数が
非合併団体よりも多く、類似団体平均を上回っている。
将来の公共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減す
るため、平成29年度に策定した公共施設等総合管理計画に
基づき、公共施設等の集約化・複合化を進めるなどにより、施
設保有量の適正化に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、昨年度
からは減少している。公共施設等総合管理計画に基づき、老
朽化した施設の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、
経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っているが、平
成２３年から平成２６年にかけて発行した学校建設債につい
ては、償還のピークが過ぎており、前年度から42百万円減少
している。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 20,295 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 249 人

団体名 長野県軽井沢町 面積 156.03 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 8,675,798 千円 連結実質赤字比率 － ％ × △ ×

団体コード 203211 類似団体区分 町村Ⅳ－２ 実質公債費率 0.3 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 76,277 純経常行政コスト 9,840
負債 7,190 純行政コスト 9,858
資産 93,505 純経常行政コスト 13,764
負債 14,565 純行政コスト 13,784
資産 96,223 純経常行政コスト 16,391
負債 15,632 純行政コスト 16,411

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,420 業務活動収支 2,339

827 投資活動収支 △ 2,448
69,087 財務活動収支 11
1,881 業務活動収支 4,433
1,289 投資活動収支 △ 3,867

78,941 財務活動収支 △ 719
1,952 業務活動収支 5,562
1,472 投資活動収支 △ 4,910

80,592 財務活動収支 △ 736

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計においては、資産総額が前年度末から、3億4,800万円の増加（＋0.5％）となった。金額の変動が大きいものは、事業用資産と基金であり、
事業用資産は、中学校改築に伴う中学校グラウンド人工芝化他整備実施による資産の取得額（7億3,884万円）が増加し、基金については、庁舎周辺
整備事業基金として基金（流動）3億円増加している。
　特別会計、水道企業会計、病院企業会計を加えた全体では、資産総額は、上下水道管等のインフラ資産や病院の事業資産を計上していることによ
り、一般会計に比べ、172億2,814万円多くなっている。
　佐久広域連合、佐久市・北佐久郡清掃施設組合等の一部組合を加えた連結では、ごみ処理施設等を計上していることにより、資産総額が一般会計
に比べ、199億4,611万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（103億767万円）が純行政コスト（98億5,759万円）を上回ったことから、本年度差額は14億1,971万円（前年度
比－1億1,835万円）となり、純資産残高は8億2,688万円の増加となった。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が34億329万円多くなっており、本年度差額は14億1,971万円となり、純資産残高は8億2,688万円の増加となった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が70億8,633万円多くなって
おり、本年度差額は19億5,224万円となり、純資産残高は14億7,237万円の増加となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は23億3,912万円であったが、投資活動収支については、中学校建設事業等を行ったことから、▲24億
4,839万円となっている。
　財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、1,082万円となっており、これは借宿バイパス線大型事業に
伴う起債の発行を行ったことからプラスとなったが、今後は大型事業の減少に伴い、起債の借入を行わないことから財務活動収支はマイナスに転
じることが考えられる。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より20億9,343万円多い44億3,255万円となっている。投資活動収支では、下水道施設の長寿命化事業を実施したため、▲38億
6,679万円となっている。
　連結の投資活動収支では、佐久広域連合にて養護老人ホームの改修を行う用地購入を行ったこともあり、▲49億996万円となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常経費は103億279万円で、そのうち、物件費等に係る費用は、40億1,336万円となっている。今年度は大型事業であ
る軽井沢中学校建設事業が完了し、平成30年度までには他の大型事業も終了予定であることから、今後は維持補修費が増加することが想定され
る。既存施設の維持管理は、公共施設等総合管理計画に基づき、事後保全ではなく予防保全をすることで、計画的に管理し、増加が見込まれる財
政負担の平準化をしていく。　また、補助金や社会保障給付費等の移転費用は43億3,157万円であり、今後も高齢化の進展などにより、この傾向が
続くことが見込まれる。以上のことから、事業の見直しや介護予防の推進等により、経費の抑制に努めていく。
　全体では、一般会計等に比べて、水道料金・下水道負担金を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が一般会計より、26億9,620万円
多くなっている一方、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が30億2,590万円多くなり、純行政コストは39
億2,384万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が30億6,833万円多くなっている一方、人件費が21億965万円
多くなっているなど、経常費用が96億1,925万円多くなり、純行政コストは65億5,091万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
7,627,721 76,277 50,437

20,295 14,707 78,104
375.8 5.2 64.6
205.5 4.1 59.0

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

69,087 4,848 985,759
76,277 66,249 20,295

90.6 7.3 48.6
73.4 14.8 41.0

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
719,012 2,384 463
20,295 △ 1,650 10,303

35.4 734 4.5
54.6 161.4 4.9

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　当町において、近年継続してきた旧まちづくり交付金事業や
中学校建設事業、直売所建設事業などの大型事業の財源不
足を補うために借入れた地方債の償還も始まり、財政負担の
増加が見込まれる。しかし、10数年後に庁舎周辺整備事業を
予定していることから、現在は、起債発行を抑制した財政運営
を行っており、将来負担比率は、類似団体平均より下回って
いる。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

当町は保健休養地として、別荘が約15,000戸あり、常住では
ない別荘住人に合わせた政策を行っていることから、住民一
人当たり行政コストは類似団体平均を上回っている。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく上回ってい
るが、これは当町が保健休養地として、別荘が約15,000戸あ
り、常住ではない別荘所有者に対しても行政対応が必要に
なっている状況の中、インフラ施設への投資額が対人口での
算出しているため、類似団体平均を大きく上回っていると考え
る。
　また、歳入額対資産比率についても、類似団体平均を大きく
上回っているが、主な税収が固定資産税によることから常住
ではない別荘所有者からの税収を含んだ収入を常住者での
人口で算出している結果によると考える。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、使用
料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の見直しを
行っているところではあるが、経常費用のうち維持補修費の
増加が顕著であることから、公共施設等総合管理計画に基づ
き、老朽化した施設の集約化・複合化や長寿命化を行うこと
により、経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っているが、
当町が保健休養地として、別荘が約15,000戸あり、常住では
ない別荘所有者に対しても行政対応が必要であり、インフラ
施設への投資額は、常住者以外へも投資していることとなる
中、限られた財源をもとに健全な財政運営をしているといえ
る。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 15,505 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 117 人

団体名 長野県御代田町 面積 58.79 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,006,145 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ △

団体コード 203238 類似団体区分 町村Ⅳ－１ 実質公債費率 6.0 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 21,629 純経常行政コスト 4,455
負債 7,839 純行政コスト 4,460
資産 32,648 純経常行政コスト 7,035
負債 14,522 純行政コスト 7,040
資産 35,825 純経常行政コスト 8,248
負債 15,804 純行政コスト 8,253

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
601 業務活動収支 897
632 投資活動収支 △ 295

13,790 財務活動収支 △ 544
798 業務活動収支 1,341
828 投資活動収支 △ 354

18,126 財務活動収支 △ 820
896 業務活動収支 1,499
926 投資活動収支 △ 463

20,021 財務活動収支 △ 871

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては資産総額が前年度末から９１百万円の増加(＋０．４％)となった。ただし、資産総額のうち有形固定資産の割合が７２．５％と
なっており、これらの資産は将来(維持管理・更新等)の支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を
進めるなど公共施設等の適正管理に努める必要がある。
全体においては資産総額のうち有形固定資産の割合が７７．１％となっており一般会計等と比較すると約５％多くなっている。連結においても同割合
は７６．７％で一般会計等と比較すると多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源(５，０６２百万円)が純行政コスト(４，４６０百万円)を上回ったことから、本年度差額は６０２百万円(前年度比＋
２５０百万円)となり、純資産残高は６３２百万円の増加となった。
全体では税収等の財源(７，８３８百万円)が純行政コスト(７，０４０百万円)を上回ったことから本年度差額７９８百万円となり純資産残高は８２８百万円
となった。連結では税収等の財源(９，１４９百万円)が純行政コスト(８，２５３百万円)を上回ったことから本年度差額８９６百万円となり純資産残高は９２
６百万円となった。
一般会計等では財源における国県等補助金の割合は約１８％であるが、全体・連結についてはそれぞれ約２７％、約３０％となっている。一般会計等
と比較すると全体・連結ともに約１０％多くなっている。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は８９７百万円であったが、投資活動収支については、▲２９５百万円となった。財務活動収支については、
地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲５４４百万円となっており、本年度末資金残高は４６０百万円となった。
全体では業務活動収支は１，３４１百万円であったが、投資活動収支については、▲３５４百万円となった。財務活動収支については、▲８２０百万
円となっており、本年度末資金残高は１，６６６百万円となった。連結では業務活動収支は１，４９９百万円であったが、投資活動収支については、
▲４６３百万円となった。財務活動収支については、▲８７１百万円となっており、本年度末資金残高は２，２６８百万円となった。
一般会計等では業務支出の移転費用支出のうち補助金等支出が４３．７％社会保障給付費支出が２７．４％を占めているが、全体については補助
金等支出が８５．６％、連結では社会保障給付費支出が３６．６％を占めている。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は４，７７０百万円となり、前年度比率３７８百万円の減少(－７．３％)となった。そのうち人件費等の業務費用は
２，７７５百万円、補助金や社会保障給付等の移転費用は１，９９５百万円であり、業務費用のほうが移転費用よりも多い。金額が大きいのは人件
費(９８３百万円、前年度比＋１８３百万円)となっている。職員の適切な人員配置により経費抑制に努める必要がある。
全体においては経常経費は７，８６８百万円となっており、人件費等の業務費用は３，４９３百万円、補助金や社会保障給付費等の移転費用は４，３
７９百万円であり、移転費用の方が業務費用より多くなっている。連結においても経常経費は９，２９６百万円となっており、人件費等の業務費用は
３，８９５百万円、補助金や社会保障給付費等の移転費用は５，４０１百万円であり、移転費用の方が業務費用より多くなっている。
一般会計等では移転費用のうち補助金等が４３．７％社会保障給付費が２７．４％を占めているが、全体については補助金等が８５．６％、連結で
は社会保障給付が３６．６％を占めている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,162,920 21,629 13,444

15,505 6,664 22,832
139.5 3.2 58.9
244.4 3.9 63.0

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

13,790 3,698 446,042
21,629 15,684 15,505

63.8 23.6 28.8
75.3 14.4 45.4

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
783,875 947 314
15,505 △ 619 4,770

50.6 328 6.6
60.3 △ 318.7 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

純資産比率をみると類似団体平均値を下回っている。これは
御代田町の保有する資産が類似団体と比べ少ないことや施
設について過剰に整備をしてこなかったことが要因と考えられ
る。また純資産比率が類似団体平均値よりも低く、将来世代
負担比率が類似団体平均値よりも約10％高い状態にあるの
は、世代間の負担の公平を図るため「受給者負担の原則」
「負担公平の原則」の観点から、社会資本の投資に有利な地
方債を選択したことによるものである。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

当町の資産について類似団体平均値と比べると大幅に少な
い状況であり、それに伴い減価償却費も少ないことから住民
一人当たりの行政コストについても大きく下回っている。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
る。内訳として一人当たり、有形固定資産が101.2万円、投資
その他資産が16.2万円、流動資産が22.1万円となっている。
また有形固定資産減価償却率は58.9%で類似団体平均を下
回っており、建物についてみると50％以下であるが、インフラ
工作物が耐用年数の折り返しを過ぎており、今後計画的な更
新及び統合等が必要である。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

類似団体平均値と比べても当町における受益者負担比率約
2％上回っており、標準的な範囲内である。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額が類似団体平均を下回っている。負債
合計の中で地方債等が全体の64.4%となっており１年以内償
還予定地方債等は全体の11.3%となっている。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 7,538 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 70 人

団体名 長野県立科町 面積 66.87 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,750,695 千円 連結実質赤字比率 － ％ × △ ×

団体コード 203246 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 5.8 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 25,122 純経常行政コスト 4,545
負債 4,324 純行政コスト 4,561
資産 31,364 純経常行政コスト 6,011
負債 5,837 純行政コスト 6,028
資産 32,265 純経常行政コスト 6,446
負債 6,156 純行政コスト 6,464

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 933 業務活動収支 158
△ 587 投資活動収支 △ 160
20,798 財務活動収支 △ 20
△ 955 業務活動収支 402
△ 610 投資活動収支 △ 332
25,527 財務活動収支 △ 86
△ 970 業務活動収支 434
△ 625 投資活動収支 △ 361
26,109 財務活動収支 △ 64

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額が前年度末から2億3,500万円の増となった。金額の変動が大きいものは事業用資産と基金であり、事業用資産
は辺地対策事業による観光施設等の整備、基金については教育施設等の整備のための積立（積増）をしたことによる。
　負債では、地方債が29億4,500万円と負債全体の68％となっているが、地方債の借入を抑制しており、年々減少している。

・全体では、水道事業、索道事業（スキー場等）が加わることから、一般会計等と比べ、事業用資産が15億4,200万円、インフラ資産が29億9,700万円
の増となる。一方で、負債についても、地方債や流動負債等により、負債合計が15億1,200万円の増となる。施設の老朽化が進んでいることから、今
後に備え、健全な経営に努める。

・連結では、現時点で、対象となる会計で、資産、負債ともに少ないことから、全体と大きく変わらない状況である。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

・一般会計等では、税収等の財源（36億2,800万円）が、純行政コスト（45億6,000万円）を下回っており、本年度差額は、△9億3,300万円となった。今後
も更なる町税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。

・全体では、国民健康保険税、介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等に比べ、税収等が8億7,000万円増となるが、こちらも純行政コス
トを下回っており、本年度差額が、△9億5,500万円であった。全体についても、保険料等の見直しも含め、税収等の増加に努める。

・連結についても、本年度差額が△9億7,000万円となっているが、一般会計等と同程度の差額であるため、一般会計等において、財源の確保、純行
政コストの削減に努める。

分析：
・一般会計等では、業務活動収支が1億5,900万円、投資活動収支が△1億6,000万円、財務活動収支が△2,000万円であり、本年度資金収支額
は、△2,100万円であった。投資活動支出では、公共施設等の整備で1億4,400万円、基金の積立金が1億7,000万円と投資活動収入を上回った。財
務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△2,000万円となったが、地方債の償還は進んでいる。

・全体では、業務活動収支で4億円、投資活動収支で△3億3,000万円、財務活動収支で△8,600万円となった。全体では、水道事業、索道事業（ス
キー場等）が加わるため、一般会計等と比べ、公共施設等の整備費が増となっており、投資活動の収支額のマイナスが大きくなっている。財務活
動については、一般会計等と同様に、収支額はマイナスとなっているが、地方債の償還は進んでいる状況である。

・連結では、業務活動収支が4億3,500万円、投資活動収支が△3億6,000万円、財務活動収支が△6,400万円と全体と比べ大きな変動なない。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等では、業務費用の方が移転費用よりも多く、減価償却費（14億5,200万円）、物件費（9億2,000万円）等の金額が多くなっており、経常費
用の50％を占めている。経費節減には既に取り組んでいるところであるが、今後も維持補修費等が増加する見込みから、公共施設等の適正管理
に努めることにより、更なる経費の節減に努める。

・全体では、一般会計等に比べ、移転費用（補助金等）が13億8,200万円の増となっている。これは、国民健康保険、介護保険等の負担金を補助金
等に計上しているためであり、今後も増加が見込まれる。

・連結では、一般会計等に比べ、人件費が3億2,000万円増となるなど、業務費用が主に増となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,512,186 25,122 12,368

7,538 5,084 21,911
333.3 4.9 56.4
344.8 4.6 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

20,798 998 456,068
25,122 19,874 7,538

82.8 5.0 60.5
76.9 14.0 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
432,434 176 381

7,538 △ 17 4,927
57.4 159 7.7
79.6 △ 35.2 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

・純資産比率は類似団体を若干上回っているが、純行政コス
トが税収等の財源を上回ったことから、前年度よりわずかであ
るが純資産が減少した。純資産の減少は、将来世代が利用
可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受したこと
を意味するため、今後も経費の節減により、行政コストの削減
に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たりの行政コストは、類似団体平均と同程度と
なっている。
　しかしながら、物件費（委託料）、維持補修費、移転費用（社
会保障給付）が年々増加している状況である。現在も経費節
減、人件費の抑制等に努めているところであるが、今後も更
なる行財政改革の推進に努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たり資産額は、類似団体平均を下回っている状
況である。健全な財政運営により、計画的な基金の積立等を
行っているが、施設等の老朽化が進んでいることから、このよ
うな結果となっている。
　今後、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の更新（集
約化、複合化等）を進めていくこととなるが、将来、過剰な負
担とならないよう計画的に事業を進めていく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・受益者負担比率は、類似団体平均を上回っている。全体的
に施設の老朽化が進んでおり、維持補修費が増加しているこ
とから、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設
の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、経常費用の
削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たりの負債額は、類似団体平均を下回ってい
る。これは、地方債の借入の抑制、繰上償還の実施などの結
果であるが、今後は、施設等の老朽化対策のために多額の
地方債の借入を行うことも予想されるため、公共施設等整備
基金等に、計画的に積立（積増）を行うことにより、地方債の
借入の抑制に努めていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計
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0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり資産額（万円）

当該値 類似団体平均値

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

平成26年度 平成27年度 平成28年度

歳入額対資産比率（年）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

有形固定資産減価償却率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

純資産比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

将来世代負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

60

70

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり行政コスト（万円）

当該値 類似団体平均値

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり負債額（万円）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

平成26年度 平成27年度 平成28年度

受益者負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

△ 50

0

50

100

150

200

平成26年度 平成27年度 平成28年度

基礎的財政収支（百万円）

業務活動収支 投資活動収支 当該値 類似団体平均値

57



平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,517 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 50 人

団体名 長野県青木村 面積 57.10 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,975,611 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ △

団体コード 203491 類似団体区分 町村Ⅰ－１ 実質公債費率 7.0 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 18,599 純経常行政コスト 2,718
負債 2,435 純行政コスト 2,720
資産 18,686 純経常行政コスト 3,789
負債 2,435 純行政コスト 3,791
資産 19,810 純経常行政コスト 4,263
負債 2,624 純行政コスト 4,271

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 72 業務活動収支 218
△ 72 投資活動収支 △ 223

16,164 財務活動収支 67
△ 99 業務活動収支 192
△ 99 投資活動収支 △ 213

16,252 財務活動収支 67
△ 118 業務活動収支 208
△ 116 投資活動収支 △ 219
17,187 財務活動収支 68

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等において、資産総額が当該年度期首時点から338百万円の増加（＋2.1％）となった。ただし、資産総額のうち有形固定資産の割合が
86.0％となっており、これらの資産は将来の（維持管理・更新等の）支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約
化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努める。
　全体では、簡易水道事業会計、特定環境保全公共下水道事業会計については、公営企業法適用の移行期間中のため含めていません。
2020年度移行後は、資産総額は、上水道管、下水道管等のインフラ資産の計上により、また負債総額も下水道管の長寿命化対策事業に地方債（固
定負債）を充当したことにより、一般会計等に比べて多くなると見込まれる。
　青木村土地開発公社、上田地域広域連合等を加えた連結では、資産総額は、土地開発公社が保有している公有用地に係る資産を計上しているこ
と等により、一般会計等に比べて949百万円多くなるが、負債総額も189百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（2,648百万円）が純行政コスト（2,720百万円）を下回っており、本年度差額は▲72百万円となり、純資産残高
は72百万円の減少となった。地方税等の増加が見込めないため純行政コストの経費削減に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が672百万円多くなっており、本年度差額は99百万円となり、純資産残高は16,252百万円となった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が1,505百万円多くなってお
り、本年度差額は118百万円となり、純資産残高は17,187百万円となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は218百万円であったが、投資活動収支については、道の駅あおき高機能拠点施設整備事業を行ったこ
とから、▲223百万円となった。財務活動収支については、地方債発行収入が償還額を上回ったことから、67百万円の増となっており、本年度末資
金残高は、1,968百万円となった。また、平成29年度までに大型事業が予定されているため新規の地方債発行を見込んでいるが最小限の発行に
努めたい。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より1,072百万円多い3,424百万円
となっている。投資活動収支では、国民健康保険基金を取崩したため▲10百万円となっている。財務活動収支は、一般会計等と同額であった。
　連結では、青木村土地開発公社における公有地取得事業等の収入が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より1,560
百万円多い4,130百万円となっている。投資活動収支では、219百万円となっている。財務活動収支は、68百万円となり、本年度末資金残高は前年
度から58百万円増加し、494百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は2,873百万円となった。そのうち、人件費等の業務費用が経常費用の66.4％を占め1,909百万円となっている
が、人件費の割合（28.2％）より物件費等（70.3％）が占め、1,342百万円と大きくなっている。これは、人件費の抑制に努め民間事業への委託や指
定管理者制度を導入していることによる。
　全体では、一般会計等に比べて、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が1,030百万円多くなり、純行政
コストは1,071百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が93百万円多くなっている一方、人件費が129百万円多くなっ
ているなど、経常費用が1,638百万円多くなり、純行政コストは1,551百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,859,870 18,599 11,003

4,517 3,438 20,102
411.7 5.4 54.7
565.3 5.0 58.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

16,164 652 271,972
18,599 16,025 4,517

86.9 4.1 60.2
79.8 13.8 85.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
243,464 218 155

4,517 △ 196 2,873
53.9 22 5.4

114.5 89.9 5.8
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少した。
純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現
世代が費消して便益を享受したことを意味するため、行政コス
トの削減に努める。

　（社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を示す）将
来世代負担比率は、類似団体平均を下回っているが、平成29
年度以降大型事業を予定しており新規の地方債発行を見込
んでいる。今後、発行予定の地方債の抑制を行うとともに、高
利率の地方債の借換えを行うなど、地方債残高を圧縮し、将
来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均を大きく下回って
いる。
　職員数、人件費の抑制によるところが大きいが、人口減少、
高齢社会に向けて多様化する住民ニーズに応えられるよう行
政サービスの提供に努めたい。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、当団体では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不
明であるため、備忘価額１円で評価しているものが大半を占
めているためである。また、平成28年度に策定した公共施設
等総合管理計画に基づき、公共施設等の適正化に取り組
む。
　歳入額対資産比率については、類似団体平均を少し上回る
結果となった。道の駅あおき高機能拠点施設整備を進めた結
果であるが、地方創生事業にあわせ平成29年度まで関連施
設の整備を進める予定である。
　有形固定資産減価償却率が類似団体平均をわずかに下
回っているが、新しい施設が比較的多いわけではなく、道路
等の資産について、統一的な基準以前から取替法を採用して
いるためである。また、公共施設等の老朽化に伴い、公共施
設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設について、点
検・診断や計画的な予防保全による長寿命化を進めていくな
ど、公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、経常
費用のうち維持補修費の増加が見込まれるため、公共施設
等総合管理計画に基づき、老朽化した施設の集約化・複合化
や長寿命化を行うことにより、経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を大きく下回ってい
るが、地方交付税の不足を補うために臨時財政対策債を平
成13年度から発行し続けており、残高が1,305百万円（地方債
残高の66.3％）となっている。

　基礎的財政収支は、基金積立支出及び基金取崩収入を除
いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を下
回ったため、22百万円となっている。類似団体平均を下回って
いるが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方債を発
行して、道の駅あおき高機能拠点施設整備事業など公共施
設等の必要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 20,744 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 175 人

団体名 長野県下諏訪町 面積 66.87 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,804,436 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 203611 類似団体区分 町村Ⅴ－２ 実質公債費率 0.5 ％

将来負担比率 94.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 42,405 純経常行政コスト 6,510
負債 12,981 純行政コスト 6,081
資産 52,745 純経常行政コスト 8,940
負債 19,262 純行政コスト 8,508
資産 55,898 純経常行政コスト 12,322
負債 20,594 純行政コスト 12,296

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 59 業務活動収支 235

209 投資活動収支 △ 343
29,423 財務活動収支 114

124 業務活動収支 813
392 投資活動収支 △ 778

33,483 財務活動収支 53
187 業務活動収支 1,247
358 投資活動収支 △ 957

35,304 財務活動収支 △ 176

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等の資産の部では、赤砂崎公園整備事業（＋1億3,700万円）、街なみ環境整備事業（＋7,400万円）によりインフラ資産が8,800万円の増となった一方、
事業用資産では旧労災リハビリテーション施設の取得や埋蔵文化財センター改修事業による資産の増加分をマイナス要因である減価償却が上回ったため、資産
総額では前年度末から△1億2,000万円の減少（－0．2％）となった。
　負債の部では、地方債において大型投資的事業（赤砂崎公園整備、リサイクル施設整備事業など）を実施した影響もあり、新規借入が償還額を上回ったことか
ら、前年度末よりも1億4,600万円の増となった一方、計画的に進めている赤砂崎開発用地等の売価損の解消により、損失補償等引当金が前年度と比較して4億
600万円の減となり、負債総額では前年末から3億2,900万円の減となった。
　全体では、資産の減価償却による減はあったものの、水道事業の浄水場整備や下水道雨水渠整備、温泉事業における新井戸掘削などのインフラ資産の増加
が要因となり期首と比較すると1億8,400万円の増となっている。連結では、資産の部において、全体会計から31億5,300万円増の558億9,800万円となっており、湖
北行政事務組合の火葬場・し尿処理施設や湖周行政事務組合のごみ処理施設などが主な要因となっている。負債の部においては、全体会計から13億3,200万円
の増となっており、湖周行政事務組合のごみ処理施設建設のために借り入れた地方債などが主な要因となっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、純行政コスト60億8,100万円に対し、財源が60億2,200万円となっており、本年度差額は△5,900万円となることから、純資産
は減少しているが、これは純行政コストに減価償却費の8億7,600万円が含まれており、資産の老朽化が進んでいることなどが一因になっていると考
えられる。無償所管替等においては、公衆用道路用地等の寄附による増額（6,200万円）のほか、旧労災リハビリテーション施設用地の取得に伴い、
現存する建物（2億600万円）の無償譲渡をうけたことによる資産の増加により、28年度末の純資産総額では、2億900万円の増加となった。
　全体では、334億8,300万円で、本年度純資産変動額は、一般会計等（2億900万円）と比較し、1億8,300万円増の3億9,200万円となっており、特別会
計及び地方公営企業会計においても前年度末から純資産は増加している。
　連結では、353億400万円となっており、全体・連結純資産を通じて純資産残高が増加していることから、今後の世代の負担は減少していることにな
る。連結においては、資産評価差額△9,700万円の影響により本年度純資産変動額は、全体と比較して△3,400万円減の3億5,800万円となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は、2億3,500万円となったが、投資活動収支については、収入において公共施設等の整備に充当した国
県等補助金（1億6,400万円）や貸付金の元金回収（7億1,000万円）、特定目的基金の取崩（7,800万円）など総額9億8,600万円の収入があったもの
の、支出では、固定資産を形成する公共施設等整備支出（6億7,600万円）、資金の貸付金（5億1,300万円）、基金の積立（1億4,000万円）等の影響
により合計では13億3,000万円となったことで、この結果、投資活動収支額は△3億4,300万円の赤字となった。
　財務活動収支額では1億1,400万円の黒字となり、総括すると、28年度の１年間で600万円の歳計現金が増加し、期末の歳計現金残高は3億5,500
万円となった。
　全体では、平成28年度の資金収支額は8,800万円の黒字で、全体会計の期末資金残高は8億9,400万円となった。
　連結では、経常的な行政活動に伴う業務活動収支は全体と比較し4億3,400万円の増、12億4,700万円の黒字、町の資産形成に伴う投資活動収
支は△9億5,700万円の赤字となり、業務活動収支と投資活動収支を合算した基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、2億9,000万円の黒字と
なった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用が前年度に比べて＋4億8,100万円の大幅増となっているが、これは投資的事業のうち、旧清掃センターの解
体に要する経費（3億300万円）が資産の形成につながらない費用として、物件費等に仕訳されていることから、一過性のものとして増額となってい
る。
　全体では、一般会計等と比較すると、純行政コスト総額で24億2,700万円の増となっており、連結することによって人件費や物件費の経常費用が
10億5,800万円の増のほか、国民健康保険特別会計の給付費などの補助金等により移転費用が25億8,900万円増加している。また水道料金や下
水道使用料などにより経常収益が12億1,800万円の増となっており、収入も増となっていることがわかる。
　連結では、全体会計等と比較すると、純行政コスト総額で37億8,800万円の増の122億9,600万円となっている。この要因としては、諏訪広域連合
の所管する介護保険特別会計の給付費などにより補助金等が増額となっているほか、長野県後期高齢者医療広域連合による社会保障給付が計
上されていることなどにより、移転費用が37億6,600万円の増となっている。また収益としても、経常収益として介護保険等にかかる収入が計上され
ていることから10億1,700万円の増となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
4,240,455 42,405 23,737

20,744 8,326 40,047
204.4 5.1 59.3
151.0 3.9 58.5

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

29,423 5,348 608,119
42,405 38,702 20,744

69.4 13.8 29.3
74.6 12.6 31.3

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,298,139 316 342

20,744 △ 281 6,852
62.6 35 5.0
38.4 33.3 5.1

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は類似団体平均を若干下回っているが、負債の
大半を占めているのは、地方交付税の不足を補うために特例
的に発行している臨時財政対策債である。このため、臨時財
政対策債等の特例的な地方債を除いた地方債残高を分子と
した場合、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を
示す将来世代負担比率は、類似団体平均と同程度の13.8％
となっている。有利な財源である国庫補助金、交付税措置の
ある起債等を活用しながら資産を形成してきた結果がこの数
値に現れていると思われる。今後も世代間の負担バランスに
配慮しながら事業等を進めていく。なお、仮に臨時財政対策
債の残高を負債額から除いた場合、純資産比率は、80.2％と
なる。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは、類似団体と比べ△2万円の
減の29.3万円となっている。平成28年度においては、旧清掃
センターの解体に要する経費（3億300万円）が資産の形成に
つながらない費用として、物件費等に仕訳されていることか
ら、一過性のものとしてその分が増額となっているが、例年
ベースで計算すると一人当たり約28万円と類似団体と比べて
も低い数値となる。これは、純行政コストのうち大きな割合をし
める人件費について、『行財政経営プラン』に基づいて計画的
に人件費の削減を図ってきた成果であり、引き続き、定員適
正化計画等を基に、職員の定員管理に努め、人件費抑制を
進めていく。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は類似団体平均に比べ53万4千円
の増となっている。住民の資産が多いことはプラスと考えるこ
とができる一方、資産が多ければ多いほど今後の維持コスト
もかかってくることになるため、後年度の見通しについて適切
に行い持続可能な財政運営に努める。
　歳入額対資産比率においては、類似団体と比べると高く、過
去に道路や公共施設などの社会資本整備を重点的に進めて
きた結果だといえる。
　有形固定資産減価償却率は類似団体との比較では、当町
の数値はほぼ同数値と標準的な水準となっている。今後は、
公共施設総合管理計画に基づき計画的な改修を行っていくこ
とでこの数値を維持、更には改善していく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均と同程度となっている。
引き続き各使用料については、受益者負担の原則に基づき、
適正かつ公平な徴収を目指していく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　負債の状況では、当町の数値は類似団体平均を大幅に上
回っており、近年実施してきた大型の投資的事業により、地方
債の残高が増えてきていることが影響している。また、赤砂崎
開発用地等の売却損における損失補償等引当金15億7,800
万円の計上も数値を引き上げる大きな要因となっている。
　地方債残高の抑制に努めるほか、経常的な財源の確保や
経常経費の見直しを図る必要があり、行財政経営プランや公
共施設等総合管理計画により、計画的な事業展開を進めて
いくことが大切となる。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 14,956 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 145 人

団体名 長野県富士見町 面積 144.76 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 5,051,353 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 203629 類似団体区分 町村Ⅲ－１ 実質公債費率 6.6 ％

将来負担比率 23.5 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 38,957 純経常行政コスト 6,684
負債 7,785 純行政コスト 6,684
資産 63,732 純経常行政コスト 8,310
負債 25,064 純行政コスト 8,321
資産 64,644 純経常行政コスト 10,438
負債 26,155 純行政コスト 10,449

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 569 業務活動収支 498
△ 569 投資活動収支 △ 191
31,173 財務活動収支 △ 233
△ 106 業務活動収支 1,634
△ 106 投資活動収支 △ 468
38,668 財務活動収支 △ 954
△ 85 業務活動収支
△ 85 投資活動収支

38,490 財務活動収支

　一般会計等において、税収等の財源（6,115百万円）が純行政コスト（6,684百万円）を下回っており、本年度差額は△569百万円となり、純資産残高
は569百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計等の保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べ税収等が1,766百万円
多くなっており、本年度差額は△106百万円となり、純資産残高は7,495百万円の増額となった。
　連結では、後期高齢者医療広域連合への国庫補助金等が含まれることから、一般会計等と比べて財源が4,249百万円多くなっており、本年度差額
は△85百万円となり、純資産残高は7,317百万円の増額となった。

分析：
　一般会計等において、業務活動収支は498百万円であったが、投資活動収支については、継続的に道路や橋梁の修繕に多額の費用がかかって
いるため△191百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△233百万円となっているが、
本年度末資金残高は前年度から74百万円増加し、477百万円となった。地方債の償還は進んでおり、経常的な活動に係る経費は税収等の収入で
賄えている状況である。
　全体では、国民健康保険料等が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は一般会
計等より1,136百万円多い1,634百万円となっている。投資活動収支は△468百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行
収入を上回ったことから、△954百万円となり、本年度末資金残高は前年度から211百万円増加し、3,035百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等において、経常費用は6,990百万円であり、そのうち、人件費等の業務費用は4,112百万円、補助金や社会保障給付等の移転費用は
2,878百万円である。業務費用で最も金額が大きいのは減価償却費や維持補修費を含む物件費等であり、純行政コストの44.9％を占めている。公
共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減を図る。
　全体では、一般会計等に比べて、水道使用料等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が1,148百万円多くなっている一方、国民健
康保険や後期高齢者医療保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が1,042百万円多くなり、純行政コストは1,637百万円多くなって
いる。
　連結では、連結対象団体の事業収益を計上し、一般会計等に比べて、経常収益が3,399百万円多くなっている一方、人件費が566百万円多くなっ
ているなど、経常費用が7,154百万円多くなり、純行政コストは3,756百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等において、資産総額が当該年度の開始時点から843百万円の減少（-2.1％）となった。事業用資産では建物減価償却が進み累計額は
289百万円増加し、インフラ資産では工作物減価償却が進み累計額は941百万円増加した。基金は、財政調整基金への積立てを計画的に行っている
ため、185百万円の増加となった。負債総額は273百万円の減少（-3.4％）となった。地方債の償還が着実に進んでおり、241百万円減少（固定負債）し
た。
　全体では、水道事業会計、下水道事業会計の資産額が262億円、観光施設貸付事業特別会計の資産額が1,488百万円のため、資産総額は63,732
百万円となっている。負債額は、水道事業会計、下水道事業会計で17,628百万円と多額ではあるが、地方債の償還は着実に進んでいる。また観光施
設貸付事業特別会計では2,951百万円となっている。
　第三セクターの富士見町開発公社や富士見メガソーラー株式会社等を加えた連結では、総資産額は64,644百万円、総負債額は26,155百万円と
なっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,895,718 38,957 35,185

14,956 7,494 62,797
260.5 5.2 56.0
260.8 4.3 59.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

31,173 2,321 668,358
38,957 30,396 14,956

80.0 7.6 44.7
75.2 13.7 49.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
778,461 554 307
14,956 24 6,990

52.1 578 4.4
64.7 200.0 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度である。施設の
老朽化に伴い、維持補修費等の増加が見込まれることから、
公共施設等総合管理計画に基づき、集約化・複合化や長寿
命化を行うことにより、経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たりの負債額は類似団体平均を12.6％下回って
おり、開始時点から1.8万円減少している。地方債の発行額が
償還額を下回っているため減少しているが、地方債の大半を
占める臨時財政対策債は発行し続けており、残高が3,573百
万円（地方債残高の59.7％）となっている。なお、臨時財政対
策債以外の負債については、315百万円減少している。
　基礎的財政収支は、業務活動収支及び投資活動収支とも
に黒字であったため、578百万円となっており、類似団体平均
を378百万円上回っている。経常的な支出を税収等の収入で
賄えている状況である。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たりの資産額は類似団体平均を0.3万円下回っ
ている。減価償却費の増加により開始時点から1万円減少し
ている。有形固定資産減価償却率では、類似団体平均を
3.3％下回っているものの、老朽化した施設について、点検・
診断や計画的な予防保全による長寿命化を進めていくなど、
公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体平均を4.8％上回るが、純行政コス
トが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少し、開始
時点から1.8％減少している。純資産の減少は、将来世代が
利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受し
たことを意味し、今後、職員の大量定年退職を控えることから
も、人員の適正管理により人件費等の行政コストの削減に努
める。
　将来世代負担比率は6.1％下回っており、また、開始時点と
比べて0.7％減少している。償還は進んでいるものの、新規に
発行する地方債の抑制を行うとともに、地方債残高を圧縮し、
将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは類似団体平均を5.1万円下
回っているが、人口減少が続く中、老朽化した施設の改修や
地方創生に係る取り組みを推進しており、今後は増加していく
要素があるため、事業の適正化を図る。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 20,056 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 171 人

団体名 長野県辰野町 面積 169.20 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 5,664,989 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 203823 類似団体区分 町村Ⅳ－１ 実質公債費率 8.5 ％

将来負担比率 24.6 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 30,704 29,831 純経常行政コスト 7,861 7,889
負債 9,576 9,426 純行政コスト 7,858 7,981
資産 39,846 38,422 純経常行政コスト 12,038 11,950
負債 16,070 15,494 純行政コスト 12,036 12,042
資産 41,368 純経常行政コスト 14,587
負債 16,657 純行政コスト 14,836

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 524 △ 940 業務活動収支 1,104 631
△ 744 △ 723 投資活動収支 △ 849 △ 666
21,128 20,405 財務活動収支 △ 4 △ 94
△ 481 △ 846 業務活動収支 1,473 1,070
△ 421 △ 848 投資活動収支 △ 1,102 △ 1,033
23,776 22,928 財務活動収支 △ 46 △ 239

△ 1,044 業務活動収支 1,298
△ 1,030 投資活動収支 △ 1,083

24,711 財務活動収支 △ 400

一般会計等において差額の対前年比で416百万円の減、純資産変動額において21百万円の増、純資産残高において723百万円の減となっている。
全体においては差額で365百万円の減、純資産変動額において427万円の減、純資産残高において848百万円の減となっている。
一般会計等における差額及び純資産残高の減少要因は歳入の基幹的な収入である地方交付税や国県等補助金の減少、臨時損失ではあるが資産
徐売却損の増加が主なものである。純資産変動額について微増となっているが、特別会計で運営していた介護老人保健施設が閉鎖となり普通財産
へ無償所管替等を行ったことによるものである。
今後は、保有している有形資産の減価償却についても意識した計画的な施設の更新を行い、収入面では基幹的な収入である税、また、ふるさと納税
の増加対策を図る。

分析：
一般会計等において業務活動収支対前年比で473百万円の減、投資活動収支において183百万円の増、財務活動収支において90百万円の減と
なっている。全体においては業務活動収支で403百万円の減、投資活動収支において69百万円の増、財務活動収支において193百万円の減と
なっている。
業務活動収支の減少要因は歳入の基幹的な収入である地方交付税の減少が主なものである。投資活動収支の増加要因では公共施設の一部を
民間へ売却したことで資産売却収入が増加したことが主なものである。財務活動収支の減少要因は地方債の繰上げ償還により地方債償還支出が
一時的に増加していることが主なものである。
各活動収支の増加対策として、収入面では基幹的な収入である税、また、ふるさと納税の増加対策を図りつつ、支出面では人件費・物件費の抑
制、公共施設等の計画的な改修や選択と集中の徹底による行政コスト削減に取り組む。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等における行政コスト対前年比で28百万円の増、純行政コストで123百万円の増となっており、全体では88百万円の減、6百万円の減と
なっている。一般会計等における行政コストが微増し、純行政コストにおいては臨時損失における資産除却売却損が増加したことが影響している。
経常費用を個別に見ても人件費・物件費においてはほぼ横ばいである。
今後は今以上にコストを意識した業務に取組み経常費用の抑制に努める。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等の資産は対前年比で873百万円の減、負債は150百万円の減であり、全体の資産は対前年比で1,424百万円の減、負債は△576百万円
の減となっている。資産における減少要因としては一般会計等における学校施設等を中心とした建物や道路・水路・他会計におけるインフラ施設の経
年による減価償却累計額の増加が主なものである。負債における減少要因としては地方債の借入れの抑制や過去に行った公共事業に対して借入れ
た起債の繰上げ償還により、地方債が減少となったことが主なものである。
今後は、現状でも取り組んではいるが、学校施設環境改善交付金や交付税措置のある起債を活用した学校施設等の改修、また、インフラ資産におい
ては社会資本整備総合交付金事業などを活用した道路整備など、町の実施計画や公共施設等総合管理計画に基づいた計画的な更新を行っていく。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,070,360 2,983,077 30,704 29,831 56,248 57,905

20,321 20,056 8,886 9,200 75,951 76,705
151.1 148.7 3.5 3.2 74.1 75.5
172.5 244.4 4.0 3.9 66.6 63.0

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

21,128 20,405 3,006 2,929 785,849 798,077
30,704 29,831 26,272 25,446 20,321 20,056

68.8 68.4 11.4 11.5 38.7 39.8
76.5 75.3 8.9 14.4 36.5 45.4

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
957,563 942,623 1,151 668 324 393
20,321 20,056 △ 741 △ 643 8,184 8,282

47.1 47.0 410 25 4.0 4.7
40.6 60.3 194.3 △ 318.7 3.8 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　各種公共施設は老朽化等により維持管理にかかる費用が
増加しているなか、多くの施設では設置当初から使用料を見
直すことなく据え置きを行っているため財源充当率が低くなっ
ている。

　消費税増税に合わせて各公共施設の利用料について値上
げを行うなど、利用、維持管理費用の状況から、これらに見
合った受益者負担を利用者に求めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　起債の発行を抑制、更に繰上償還を行ったことにより起債
残高が減少したため値が低下した。

　今後も起債発行額の抑制に努めていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　資産については減価償却や老朽化により資産価値が下
がっている影響が伺える。基金総額は39百万円増加したがイ
ンフラ資産をはじめ、学校施設など公共施設の多くは減価償
却が進んでいるため資産価値が減少している。また、運営を
終了した介護老人保険施設の売却を行ったことも減少の要因
となっている。
　歳入額資産比率については経常経費がかさみ、普通建設
事業費等が抑制されている状況から社会資本整備が前年度
に比較して比率が落ちている。
　有形固定資産減価償却率については資産の多くが耐用年
数を経過しするなかで、財源不足の状況から施設の建替、新
築等が行われずに老朽化が進んでいる状況にある。
　
　建物の面積の割合が大部分を占める学校施設については
公共施設等総合管理計画（個別計画）の作成を行っており、
大規模改修事業等を計画的に実施していく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率については0.4ポイント減少、将来世代負担比率
は0.1ポイント上昇しており、その分が将来世代に負担が先送
りされた状態となった。事業実施の際の財源とした起債の借り
入れが該当すると思われる。

　今後も、借り入れの際には事業の内容により世代間の負担
が公平であるか判断し、財政措置のある起債を利用、償還額
と比較して借入額が上回らないよう抑制に努めていく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　税収等が減少し、H28は資産価値のある大きな資産売却が
ありこの売却による損失計上分や、売却による繰上償還金の
発生、保育園耐震工事、小学校体育館改修工事に多額な費
用がかかったことが行政コストの上昇につながったと考えられ
る。

 人口減少が進むなか、今後は財政規模を縮小していくことが
求められる。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 25,081 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 187 人

団体名 長野県箕輪町 面積 85.91 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 6,398,403 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 203831 類似団体区分 町村Ⅴ－１ 実質公債費率 9.9 ％

将来負担比率 55.2 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 37,076 36,131 純経常行政コスト 8,177 8,407
負債 11,132 10,855 純行政コスト 8,175 8,416
資産 64,281 62,795 純経常行政コスト 12,436 12,654
負債 34,029 32,912 純行政コスト 12,434 12,664
資産 70,120 純経常行政コスト 14,923
負債 36,932 純行政コスト 14,935

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 479 △ 639 業務活動収支 815 640
△ 479 △ 667 投資活動収支 △ 647 △ 519
25,945 25,277 財務活動収支 1 △ 183
△ 259 △ 340 業務活動収支 1,625 1,543
△ 260 △ 369 投資活動収支 △ 797 △ 645
30,251 29,883 財務活動収支 △ 627 △ 817

△ 83 業務活動収支 2,095
△ 85 投資活動収支 △ 1,035

33,188 財務活動収支 △ 840

・ 一般会計等においては、税収等の財源（6,490百万円）が純行政コスト（8,416百万円）を下回っており、本年度差額は△639百万円となり、純資産残
高は667百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
・ 全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が3,029百万円多くなっており、本年度差額は△340百万円となり、純資産残高は△369百万円の減少となった。
・ 連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が7,075百万円多くなって
おり、本年度差額は△83百万円となり、純資産残高は△85百万円の減少となった。

分析：
・ 一般会計等においては、業務活動収支は640百万円であったが、投資活動収支については、上古田保育園長寿命化修繕工事等の老朽化対策
事業を行ったことから、△519百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△183百万円と
なっており、本年度末資金残高は前年度から61百万円減少し、538百万円となった。しかし、地方債の償還は進んでおり、経常的な活動に係る経費
は税収等の収入で賄えている状況である。
・ 全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること等から業務活動収支は一般会計等より903百万円多い1,543百万円と
なっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△817百万円となっているが、本年度末資金残高は前年度
から79百万円増加し、1,731百万円となった。
・ 連結では、伊那中央病院における入院・外来収益等の収入が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より1,455百万円多
い2,095百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△840百万円となっているが、本年度末資
金残高は前年度から221百万円増加し、2,779百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用は8,647百万円となり、前年度比202百万円の増加（＋2.4％）となった。そのうち、人件費等の業務費用は4,916
百万円、補助金や社会保障給付等の移転費用は3,731百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは物件費（2,750
百万円、前年度比＋79百万円）、次いで人件費（2,055百万円、前年度比△24百万円）であり、業務費用は、純行政コストの58.4％を占めている。職
員を削減してきた中で、委託業務等が増加している状況であるが、今後もこの傾向が続くことが見込まれるため、事業の見直し等により、経費の抑
制に努める。
・全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が823百万円多くなっている一方、国民健康保
険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が3,423百万円多くなり、純行政コストは4,248百万円多くなっている。
・ 連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が3,374百万円多くなっている一方、人件費が1,808百万円多く
なっているなど、経常費用が9,889百万円多くなり、純行政コストは6,519百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・ 一般会計等においては、資産総額が前年度末から945百万円の減少（△2.5％）となった。
金額の変動が大きいものは事業用建物の減価償却により419百万円、インフラ資産工作物の減価償却により806百万円、資産が減少した。
・ 水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額は前年度末から1,486百万円減少（△2.5％）し、負債総額は前年度末から1,117百
万円減少（△2.5％）した。資産総額は、上水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて26,664百万円多くな
るが、負債総額も平準化債等の地方債（固定負債）を計上していること等から、22,057百万円多くなっている。
・ 伊那中央行政組合、長野県上伊那広域水道用水企業団会計等を加えた連結では、資産総額は、伊那中央病院の資産などが事業用資産に、長野
県上伊那広域水道用水企業団会計の配水管等の資産などがインフラ資産として計上していること等により、一般会計等に比べて33,989百万円多くな
るが、負債総額も借入金等があること等から、26,077百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,707,557 3,613,115 37,076 36,131 36,253 37,516

25,115 25,081 9,427 9,537 62,139 62,477
147.6 144.1 3.9 3.8 58.3 60.0
160.9 173.4 3.7 4.0 60.0 57.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

25,945 25,277 4,034 3,761 817,485 841,590
37,076 36,131 33,221 32,276 25,115 25,081

70.0 70.0 12.1 11.7 32.5 33.6
69.8 76.1 17.3 12.1 32.9 34.3

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,113,164 1,085,464 909 721 268 239

25,115 25,081 △ 606 △ 448 8,445 8,647
44.3 43.3 303 273 3.2 2.8
48.6 41.4 191.9 214.0 4.3 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

・ 受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、昨年
度からは減少している。特に、経常費用が昨年度から202百
万円増加しており、中でも経常費用のうち補助金等の増加が
顕著であることから、補助金の見直しを行うことにより、経常
費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・ 住民一人当たり負債額は類似団体平均と同程度であるが、
前年度から27,700万円減少している。これは、地方債の発行
額が償還額を下回ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額が類似団体平均を下回っているが、当
団体では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不明である
ため、備忘価額１円で評価しているものが大半を占めている
ためである。平成28年度に上古田保育園長寿命化修繕工事
等を実施したが、減価償却費用の方が多いため、開始時点か
らは94,442万円減少している。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・ 純資産比率は類似団体平均を下回っているが、負債の大
半を占めているのは、地方交付税の不足を補うために特例的
に発行している臨時財政対策債である。このため、臨時財政
対策債等の特例的な地方債を除いた地方債残高を分子とし
て、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を示す将
来世代負担比率は、類似団体平均と同程度の11.7％となって
いる。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・ 住民一人当たり行政コストは類似団体平均と同程度である
が、昨年度から増加（＋24,105万円）している。特に、障がい
サービス給付費が増加傾向にあることなどから、資格審査等
の適正化や各種手当への独自加算等の見直しを進め、社会
保障給付の増加傾向に歯止めをかけるよう努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 9,708 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 99 人

団体名 長野県飯島町 面積 86.96 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,274,725 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ ×

団体コード 203840 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 8.3 ％

将来負担比率 49.6 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 26,354 25,701 純経常行政コスト 4,773 4,747
負債 6,446 6,449 純行政コスト 4,806 4,746
資産 29,853 29,195 純経常行政コスト 6,783 6,730
負債 8,618 8,546 純行政コスト 6,816 6,728
資産 30,822 純経常行政コスト 7,686
負債 9,674 純行政コスト 7,718

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 540 △ 655 業務活動収支 665 594

△ 2,929 △ 657 投資活動収支 △ 580 △ 672
19,908 19,252 財務活動収支 27 △ 13
△ 560 △ 584 業務活動収支 732 760

△ 2,949 △ 586 投資活動収支 △ 636 △ 724
21,235 20,649 財務活動収支 △ 12 △ 71

△ 490 業務活動収支 949
△ 486 投資活動収支 △ 794
21,148 財務活動収支 △ 163

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末から653百万円の減少（△2.5％）となった。金額の変動が大きいものはインフラ資産であり、主に工作
物（道路、橋りょう等）において減価償却による資産の減少が資産の取得額を上回ったことから、684百万円減少となった。公共施設等総合管理計画
に基づき、これまで整備してきたインフラ施設において「長寿命化修繕計画」を策定するなど、計画的に点検、修繕を実施していくことで長寿命化を図
り、更新サイクルを伸ばすことにより、維持管理のトータルコスト削減に努める。
　全体では、資産総額は、水道事業会計において上水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて3,494百万円多くなる
が、負債総額も2,097百万円多くなっている。
　連結では、資産総額は、一般会計等に比べて5,121百万円多くなるが、負債総額も3,225百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（4,091百万円）が純行政コスト（4,746百万円）を下回っており、本年度差額は△655百万円となり、純資産残
高は前年度より657百万円の減少となった。町税の徴収業務の強化により、税収等の増加に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が1,385百万円多くなっており、本年度差額は△584百万円となり、純資産残高は1,397百万円の増加となった。
　連結では、一般会計等と比べて税収等が1,920百万円多くなっており、本年度差額は△490百万円となり、純資産残高は1,896百万円の増加となっ
た。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は594百万円であったが、投資活動収支については、飯島町キッズ防災拠点施設の建設事業等、また減
債基金やふるさといいじま応援基金への積立を行ったことから、△672百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行
収入を上回ったことから、△13百万円となっており、本年度末資金残高は前年度より91百万円減少し、284百万円となった。今後も新規事業等に対
する地方債発行の精査を行いながら、計画的な繰上償還の実施に努める。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より166百万円多い760百万円と
なっている。投資活動収支では、水道事業会計において配水管布設替え等を実施したため、△724百万円となっている。財務活動収支は、地方債
の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、△71百万円となり、本年度末資金残高は前年度から36百万円減少し、762百万円となった。
　連結では、業務活動収支は一般会計等より355百万円多い949百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上
回ったことから、△163百万円となり本年度末資金残高は1,104百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は4,904百万円となり、前年度比46百万円の減少（△0.9％）となった。
これは、移転費用によるもので、主に経営所得安定対策事業における交付金や臨時福祉給付金における補助金が減少したことにより、補助金等
が前年度より156百万円減少したことによる。一方、業務費用は前年度より140百万円増加しており、主に地方公共団体情報セキュリティ強化対策
に係る費用やふるさといいじま応援寄附金に係るＰＲ特産品等により物件費が増加したことによる。
　全体では、一般会計等に比べて、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が1,888百万円多くなり、純行政
コストは1,982百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が867百万円多くなっている一方、人件費や社会保障給付な
ど、経常費用が3,806百万円多くなり、純行政コストは2,972百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,635,447 2,570,096 26,354 25,701 40,769 42,055

9,795 9,708 5,436 5,391 59,862 60,473
269.1 264.7 4.8 4.8 68.1 69.5
246.6 344.8 3.9 4.6 60.8 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

19,908 19,252 2,848 2,858 480,609 474,581
26,354 25,701 23,446 22,746 9,795 9,708

75.5 74.9 12.1 12.6 49.1 48.9
76.2 76.9 12.3 14.0 51.4 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
644,568 644,927 732 653 177 157

9,795 9,708 △ 489 △ 504 4,950 4,904
65.8 66.4 243 149 3.6 3.2
58.6 79.6 251.0 △ 35.2 5.0 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少し、昨
年度から3.3％減少している。今後は、引続き定員管理の適正
化による人件費削減や、町税等の徴収に努めるとともに、後
世への負担を少しでも軽減するよう、事業の厳選を行い健全
な財政運営に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり純行政コストは類似団体平均を下回ってお
り、また、昨年度に比べても減少している。主に、経営所得安
定対策事業における交付金や臨時福祉給付金における補助
金が減少したことによる。
　一方、地方公共団体情報セキュリティ強化対策に係る費用
やふるさといいじま応援寄附金に係るＰＲ特産品等により物
件費が増加している。今後も引続き各業務内容の精査を行う
とともに、細部を含めて経費削減を図る。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、当町では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不明
であるため、備忘価額１円で評価しているものが大半を占め
ているためである。
　また、有形固定資産減価償却率については、主に道路や学
校施設等について老朽化が進んでおり、類似団体より高い水
準にある。公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等
の集約化・複合化を進めるなどにより、施設保有量の適正化
に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。
公共施設等の使用料の見直しを行うとともに、公共施設等の
利用回数を上げるための取組みを行うなどにより、受益者負
担の適正化に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は、類似団体平均を下回っている。
基礎的財政収支は、類似団体平均を上回っているが、投資活
動収支が赤字となっているのは、地方債を発行して、緊急防
災・減災事業など、公共施設等の必要な整備を行ったことに
よる。今後も新規事業等に対する地方債発行の精査を行うと
ともに、併せて繰上償還を引続き実施するなど、地方債残高
の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 15,314 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 134 人

団体名 長野県南箕輪村 面積 40.99 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,034,573 千円 連結実質赤字比率 － ％ × ○ ×

団体コード 203858 類似団体区分 町村Ⅳ－１ 実質公債費率 5.3 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 36,084 35,723 純経常行政コスト 5,369 5,522
負債 5,524 5,698 純行政コスト 5,367 5,712
資産 51,786 51,139 純経常行政コスト 7,774 7,965
負債 19,898 19,579 純行政コスト 7,772 8,155
資産 55,223 純経常行政コスト 9,042
負債 22,248 純行政コスト 9,393

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 360 △ 597 業務活動収支 451 424
△ 361 △ 535 投資活動収支 △ 758 △ 537
30,560 30,025 財務活動収支 234 149
△ 460 △ 389 業務活動収支 823 887
△ 349 △ 328 投資活動収支 △ 812 △ 644
31,887 31,559 財務活動収支 △ 90 △ 188

△ 362 業務活動収支 1,060
△ 304 投資活動収支 △ 919
32,976 財務活動収支 △ 5

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計においては、資産総額が前年末から360百万円減少（前年度比１％減）している。金額の変動が大きいものはインフラ資産（前年度比144百
万円減）と出資金（前年度比185百万円減）である。インフラ資産は減価償却による資産の減少（主に工作物：前年度比223百万円減）が新規取得額を
上回ったことによる。
水道・下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額は前年度から647百万円減少（▲１％）している。インフラ資産の減少が主な要因で、年度比
444百万円の減少となっている。
一部事務組合・広域連合・開発公社等を加えた連結でも同様に、減価償却に伴うインフラ資産の減少が資産総額の減少の主因であることが言える
が、水道・下水道事業会計等を含めた全体のインフラ資産減少分444百万円（内一般会計144百万円）が大きく反映するものと考察される。（連結財務
書類は、平成28年度から作成。前年度比較不可。）

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源（5,115百万円）が純行政コスト（5,711百万円）を下回っており、本年度差額は▲596百万円となり、純資産残高
は535百万円の減少となった。財源である税収等（前年度比108百万円増）は堅調な伸びを示しているので、国県等補助金制度を有効に活用、純行政
コストの抑制（主に物件費：前年度比278百万円増）で、さらなる財政健全化に努める。
全体では、一般会計等に比べて、純資産残高は1,534百万円多い31,559百万円で、純資産残高は前年度末との比較で▲328百万円（一般会計等の
前年度末比▲535百万円）である。
連結では、一般会計等に比べて、2,951百万円多い32,976百万円である。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は424百万円であったが、投資活動収支については、就園・就学児童、生徒の増加に伴う子育て支援総合
施設・保育園・小中学校の新増設を継続して行っていることから、▲537百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債
償還支出を上回ったことから、149百万円となっており、本年度末資金残高は前年度から36百万円増加し、422百万円となっている。
全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等に収入に含まれ、また水道料金・下水道使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動
収支は一般会計等より462百万円多い887百万円となってが、投資活動収支は▲644百万円（内一般会計等▲537百万円）である。
連結では、業務活動収支1,060百万円、投資活動収支▲919百万円である。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は5,857百万円となり、前年度比318百万円の増加（+５％）となった。そのうち、業務費用は206百万円、移転費用
は112万円である。なかでも業務費用の物件費は、村が標榜している「子育てにやさしい村」の施策に伴う子育て・教育関係の臨時職員賃金・社会
保険料等の増加に伴うもので、278百万円増となる。引続き人口の増加が予想される中で、職員の適正配置・事務の効率化による経費の抑制に努
める。
全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が492百万円多くなっている一方、国民健康保
険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が2,026百万円多くなり、純行政コストは2,443百万円多くなっている。
連結では、一般会計等に比べて、連結対象会計等の事業収益を計上し、経常収益が1,938百万円多くなっている一方、移転費用が2,560百万円多
くなっているなど、経常費用が5,457百万円多くなり、純行政コストは3,681百万円多い9,393百万円となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,608,353 3,572,315 36,084 35,723 24,110 25,021

15,155 15,314 6,439 6,520 40,355 41,278
238.1 233.3 5.6 5.5 59.7 60.6
172.5 244.4 4.0 3.9 66.6 63.0

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

30,560 30,025 1,395 1,493 536,700 571,179
36,084 35,723 31,610 31,583 15,155 15,314

84.7 84.0 4.4 4.7 35.4 37.3
76.5 75.3 8.9 14.4 36.5 45.4

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
552,355 569,847 501 466 170 336
15,155 15,314 △ 675 △ 704 5,539 5,858

36.4 37.2 △ 174 △ 238 3.1 5.7
40.6 60.3 194.3 △ 318.7 3.8 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

住民１人当たり純資産比率・将来世代負担比率ともに類似団
体平均値を上回り、かつ極端な増減は見受けられない（純資
産比率前年度比0.8％減、将来世代負担比率７％増）。村とし
ての自立を選択した際から長期的視点に立った財政運営に
努めており、今後も行財政改革への取組を通じて経費削減、
効率的な行財政運営を行う。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民１人当たり行政コストは類似団体平均を下回っているが、
前年度比で1.9万円増加している。子育て・教育関係の臨時職
員賃金、それに伴う社会保険料等の増加が顕著であるが、子
育て環境整備に重きを置く村施策の現れであり、今後も人員
の適正配置及び事務効率化に努めた上で、特色ある村づくり
を目指す。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民１人当たり資産額、歳入対資産比率、有形固定資産減価
償却率の３指標から、当村は平成27年度・平成28年度比較に
おいて大きな数値の変動は見受けられないが、歳入額対資
産比率は類似団体平均値を上回り、計画的な社会資本整備
が進み、結果として類似団体平均値を下回る有形固定資産
減価償却率となっている。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

受益者負担比率は、平成28年度において類似団体平均を上
回っている状況にあるが、今後増加が予想される維持補修費
を含む物件費等経常費用を、公共施設等総合管理計画（平
成29年度～40年間）の観点から抑制する。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民１人当たり負債額は類似団体平均を大きく下回っている
が、平成28年度以降も子どもの増加に対応するための施設
整備事業（子育て支援総合施設・保育園及び学校の増改築）
を引続き実施するため地方債を発行するため、一定期間は増
加割合の上昇が想定されるが、平成30年度にて施設不足の
解消に概ね目途がつくため、以降は財政状況と事業のバラン
スを見極め、財政健全化に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 5,022 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 69 人

団体名 長野県中川村 面積 77.05 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,414,842 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 203866 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 2.8 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 30,990 29,853 純経常行政コスト 3,674 3,752
負債 3,793 3,513 純行政コスト 3,671 3,757
資産 32,414 31,302 純経常行政コスト 4,767 4,794
負債 4,691 4,371 純行政コスト 4,765 4,799
資産 31,947 純経常行政コスト 5,219
負債 4,713 純行政コスト 5,236

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 683 △ 858 業務活動収支 724 651
△ 679 △ 857 投資活動収支 △ 306 △ 477
27,197 26,340 財務活動収支 △ 272 △ 296
△ 704 △ 793 業務活動収支 783 721
△ 662 △ 791 投資活動収支 △ 336 △ 537
27,722 26,931 財務活動収支 △ 290 △ 299

△ 763 業務活動収支 778
△ 758 投資活動収支 △ 576
27,235 財務活動収支 △ 302

一般会計等においては、税収等の財源（2,899百万円）が純行政コスト（3,757百万円）を下回っており、本年度差額は▲858百万円となり、純資産残高
は857百万円の減少となった。地方税の適正な課税と徴収業務の強化等による徴収率（現在97.9％）の向上により、税収等の増加に努める。
全体においては、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べ
て税収等が733百万円多くなっており、本年度差額は▲793百万円となり、純資産残高は791百万円の減少となった。地方公営企業法の財務規程等
の適用に向けた作業に着手している公共下水道事業及び農業集落排水事業の２事業については、集中取組期間を移行期間とし、連結していない。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は651百万円であったが、投資活動収支については、高度情報化基金や公共施設整備基金への積み増し
を行ったことから、▲477百万円となった。財務活動収支については、繰上償還（134百万）も行った地方債の償還額が地方債発行収入を上回った
ことから、▲296百万円となっており、本年度末資金残高は前年度から122百万円減少し、241百万円となった。過去の大型の地方債発行の元金償
還が始まっており、今後も地方債の償還額は増加していく見込みであり、計画的な起債発行と、より効率的な財政運営に努める。
全体においては、地方公営企業法の財務規程等の適用に向けた作業に着手している公共下水道事業及び農業集落排水事業の２事業について
は、集中取組期間を移行期間とし、連結していない。全体、連結ともに、一般会計等における要因が主な要因といえる。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は3,867百万円となり、前年度比51百万円の増加（＋1.3％）となった。主に県営農村災害対策整備事業に対する
負担金（49百万円）により、補助金等が昨年度より53百万円増加しているためである。ただし、業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大
きいのは減価償却費や維持補修費を含む物件費等（2,078百万円）であり、純行政コストの55.3％を占めている。公共施設等の適正管理に努めるこ
とにより、経費の縮減に努める。
全体においては、地方公営企業法の財務規程等の適用に向けた作業に着手している公共下水道事業及び農業集落排水事業の２事業について
は、集中取組期間を移行期間とし、連結していない。全体、連結ともに、一般会計等における増要因が主な要因といえる。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が前年度末から1,137百万円の減少（▲3.7％）となった。金額の変動が大きいものはインフラ資産と基金であり、イ
ンフラ資産は、村道４路線の道路改良工事や舗装修繕工事の実施による資産の取得額（84百万円）があったが、減価償却による資産の減少が上
回ったこと等から1,028百万円減少し、基金は、今後の公共施設の大規模改修等のために新たに積み立てた公共施設整備基金や、高度情報化基金
の積み増し等により、基金（固定資産）が196百万円増加した。
全体においては、地方公営企業法の財務規程等の適用に向けた作業に着手している公共下水道事業及び農業集落排水事業の２事業については、
集中取組期間を移行期間とし、連結していない。全体、連結ともに、一般会計等における増減要因が主な要因といえる。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,098,975 2,985,309 30,990 29,853 32,051 33,566

5,082 5,022 3,546 3,598 57,794 58,117
609.8 594.4 8.7 8.3 55.5 57.8
721.4 743.3 5.3 5.4 59.6 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

27,197 26,340 2,811 2,546 367,127 375,682
30,990 29,853 28,624 27,414 5,082 5,022

87.8 88.2 9.8 9.3 72.2 74.8
79.0 80.6 14.4 13.4 120.8 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
379,321 351,293 749 671 142 115

5,082 5,022 △ 293 △ 280 3,816 3,867
74.6 70.0 456 391 3.7 3.0

148.5 144.2 231.1 50.9 5.1 5.6
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。
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人口
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地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値
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人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。また、昨年度から減少しており、特に、経常収益が昨年度
から27百万円減少している。公共施設等の使用料の見直しを
検討するとともに、公共施設等の利用回数を上げるための取
組を行うなどにより、受益者負担の適正化に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額は、平成28年度までに行った繰上償
還により地方債残高が縮小されてきたことなどにより、類似団
体平均を下回っている。しかしながら、村道関係の改良・維持
補修、学校教育・社会教育施設関係の老朽化等、その対策
経費などの負担も増加することから、計画的な起債発行と、よ
り効率的な財政運営に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額が類似団体平均を下回っているが、道
路や河川について、取得価額が不明であるため、備忘価額１
円で評価しているものが大半を占めているためである。
歳入額対資産比率については、類似団体平均を上回る結果
となった。しかし、前年度と比較すると、道路改良工事等の実
施による資産の取得額を減価償却による資産の減少が上
回ったこと等から資産合計額が減少し、歳入額対資産比率は
0.4年減少することと
なった。
有形固定資産減価償却率については、昭和50年代に整備さ
れた役場庁舎や学校等の資産が整備から40年程が経過して
おり、間もなく更新時期を迎えることなどから、類似団体より高
い水準にある。また、これらの公共施設等の老朽化に伴い、
前年度より2.3％上昇している。老朽化した施設について、点
検・診断や計画的な予防保全による長寿命化を進めていくな
ど、公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

民間企業の自己資本比率に相当する純資産比率は高く、類
似団体平均を上回っており、また、将来世代負担比率は低く、
類似団体平均を下回っているため、村の財務的な安定性は
高い言える。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている
が、昨年度から増加（＋8,555万円）している。これは、県営農
村災害対策整備事業に対する負担金（4,884万円）により、補
助金等が昨年度より5,347百万円増加しているためであり、当
該事業の終了後は前年度並みの水準となる見込みである。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 9,113 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 88 人

団体名 長野県宮田村 面積 54.50 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,668,531 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 203882 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 13.9 ％

将来負担比率 25.5 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 14,870 14,625 純経常行政コスト 3,475 3,373
負債 4,577 4,382 純行政コスト 3,495 3,377
資産 21,723 21,292 純経常行政コスト 4,942 4,809
負債 7,955 7,395 純行政コスト 4,962 4,813
資産 23,304 純経常行政コスト 5,654
負債 8,583 純行政コスト 5,677

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 205 △ 49 業務活動収支 376 468
△ 41 △ 49 投資活動収支 △ 147 △ 352

10,292 10,243 財務活動収支 △ 209 △ 175
△ 113 127 業務活動収支 639 738

73 127 投資活動収支 △ 149 △ 366
13,769 13,896 財務活動収支 △ 459 △ 430

194 業務活動収支 850
205 投資活動収支 △ 427

14,721 財務活動収支 △ 449

一般会計等においては、税収等の財源（３，３２７百万円）が純行政コスト（３，３７６百万円）を下回っており、本年度差額は▲４９百万円となり、純資産
残高は４１百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会
計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等に比べて税収等が１，６１３百万円多くなっており、本年度差額は１７
６百万円となり、純資産残高は３，６５３百万円の増加となった。連結は本年度差額が１９４百万円、本年度純資産変動額が２０５百万円、純資産残高
１４，７２１百万円であった。一般会計と比較して、本年度差額は税額等や国県等補助金が純行政コストを上回ったため、一般会計と同じ傾向ではな
い。本年度純資産変動額は資産評価差額が６百万円、無償所管換等が６百万円あるため、数値の変動があるが、一般会計は数値がないため差が
生じない。純資産残高は前項に準じた数値となっている。前年比較は次年度以降に再分析すること。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は４６８百万円であったが、投資活動収支については、▲３５１百万円となった。財務活動収支については、
地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲１７４百万円となっており、本年度末資金残高は前年度から５８百万円減少し、１４２百
万円となった。しかし、地方債の償還は進んでおり、経常的な活動に係る経費は税収等の収入で賄える状況である。全体では、国民健康保険税や
介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は一般会計等より２７０百万
円多い７３８百万円となっている。投資活動収支は▲３６６百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったこ
とから、▲４３０百万円となり、本年度末資金残高は前年度から５８百万円減少し、５７１百万円となった。連結は業務活動収支８５０百万円、投資活
動収支▲４２７百万円、財務活動収支▲４４９百万円であった。一般会計と比較して、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支が同様の数値
の動きとなっている。業務活動収支には連結で国県等補助金収入等が１０百万円計上される。前年比較は次年度以降に再分析すること。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては経常費用は３，５１７百万円となり、前年度比５９百万円の減少となった。そのうち、人件費等の業務費用は２，０８０百万円、
補助金や社会保障給付等の移転費用は１，４３７百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは物件費（７５２百万
円、前年度比＋１４６百万円）、次いで職員給与費（６６１百万円、前年度費－３３百万円）であり、純資産コストの４２％を占めている。今後もこの傾
向が続くことが見込まれるため、経費の抑制に努める。全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経
常収益が２９４百万円多くなっている一方、国民健康保険や介護保険の負担金を助成金に計上しているため、移転費用が１，２２９百万円多くなり、
純行政コストは１，４３６百万円多くなっている。連結は、純経常行政コストが５，６５４百万円、純行政コストが５，６７７百万円である。一般会計と比
較して、純経常行政コストは人件費の職員給与費４８３百万円や物件費３３７百万円多くなっている。純行政コストは臨時損失等１９百万円多くなっ
ている。前年比較は次年度以降に再分析すること。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が前年度２４５百万の減額となった。金額の変動が大きいものは事業用資産とインフラ資産であり、事業用資産は、
建物（１４７百万円）が減少、工作物（１２百万円）が減少となった。インフラ資産は、工作物（２２５百万円）が減少となっている。負債総額が前年度末か
ら１９５百万円の減少となった。金額が最も大きいものは地方債（固定負債）である。水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では、資産総額
は前年度末から４３１百万円減少し、負債総額は前年度末から５６０百万円減少した。資産総額は上下水道管のインフラ資産を計上していること等に
より、一般会計等に比べて６，６６７百万円多くなるが、負債総額も地方債（固定負債）などから３，０１３百万円多くなっている。広域連合等を加えた連
結では一般会計等に比べて、資産総額が８，６７９百万円の増加、負債総額４，２０１百万円の増加をしている。資産は主に工作物５，４５４百万円、現
金預金８００百万円多くなっている。負債は主に地方債６８６百万円多くなっている。前年比較は次年度以降に再分析すること。

分析：

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般会計等 純経常行政コスト 一般会計等 純行政コスト 全体 純経常行政コスト

全体 純行政コスト 連結 純経常行政コスト 連結 純行政コスト

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

平成26年度 平成27年度 平成28年度

資産 負債

△ 250

△ 200

△ 150

△ 100

△ 50

0

50

100

150

200

250

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

本
年
度
差
額
、
本
年
度
純
資
産
変
動
額

純
資
産
残
高

一般会計等 純資産残高 全体 純資産残高 連結 純資産残高

一般会計等 本年度差額 一般会計等 本年度純資産変動額 全体 本年度差額

全体 本年度純資産変動額 連結 本年度差額 連結 本年度純資産変動額

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

800

1,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般会計等 業務活動収支 一般会計等 投資活動収支 一般会計等 財務活動収支 全体 業務活動収支 全体 投資活動収支

全体 財務活動収支 連結 業務活動収支 連結 投資活動収支 連結 財務活動収支

74



平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,487,031 1,462,463 14,870 14,625 22,570 23,094

9,175 9,113 4,015 4,044 31,579 31,714
162.1 160.5 3.7 3.6 71.5 72.8
246.6 344.8 3.9 4.6 60.8 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

10,292 10,243 1,401 1,227 349,494 337,675
14,870 14,625 13,086 12,710 9,175 9,113

69.2 70.0 10.7 9.7 38.1 37.1
76.2 76.9 12.3 14.0 51.4 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
457,702 438,181 416 502 101 144

9,175 9,113 △ 118 △ 160 3,576 3,517
49.9 48.1 298 342 2.8 4.1
58.6 79.6 251.0 △ 35.2 5.0 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。昨年度から増加しているが引き続き、公共施設等の使用
料の見直しを行うとともに、公共施設等の地用回数を上げる
ための取組を行うなどにより、受益者負担の適正化に努め
る。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っている。前年
度から１．８万円減少している。地方債の大半を占める臨時財
政対策債については数年前より発行し続けており、今後も毎
年借り入れをする見込みである。基礎的財政収支は、業務活
動収支は黒字、投資活動収支の赤字分は基金の取崩収入及
び基金積立支出を除いた分は赤字であった。投資活動収支
が赤字となっているのは、地方債を発行して各事業や公共施
設等の必要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額は類似団体平均を下回っている。当団
体では、道路等の取得価格が不明であるため、備忘価格１円
で評価しているものが大半を占めているためである。歳入額
対資産比率については、類似団体平均を下回る結果となっ
た。有形固定資産減価償却率が類似団体平均を大きく上回っ
ている。これは比較的新しい施設が少ないためである。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率は、類似団体平均を大幅に下回っているが、負債
の大半を占めているのは、地方交付税の不足を補うために特
例的に発行している臨時財政対策債である。このため、臨時
財政対策債等の特例的な地方債を除いた地方債残高を分子
として、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を示す
将来世代負担比率は、類似団体平均と同程度の９．７％と
なっている。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を大幅に下回って
いる。純行政コストのうち２割を占める人件費は類似団体と同
等程度である。引き続き人件費の抑制を図るため、新規採用
や行財政改革への取り組みを通じで削減に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 13,549 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 93 人

団体名 長野県松川町 面積 72.79 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,099,408 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ×

団体コード 204021 類似団体区分 町村Ⅲ－０ 実質公債費率 7.2 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 25,440 純経常行政コスト 5,458
負債 5,365 純行政コスト 5,544
資産 30,003 純経常行政コスト 8,138
負債 6,937 純行政コスト 8,224
資産 32,099 純経常行政コスト 9,834
負債 7,673 純行政コスト 9,900

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 148 業務活動収支 756

165 投資活動収支 △ 830
20,074 財務活動収支 △ 50
△ 119 業務活動収支 949

193 投資活動収支 △ 967
23,066 財務活動収支 △ 117

14 業務活動収支 1,214
327 投資活動収支 △ 1,429

24,426 財務活動収支 76

・一般会計等については、純行政コスト（5,544百万円）が税収等や国県等補助金の財源（5,396百万円）を上回っており、本年度差額は△148百万円と
なっているものの、無償所管替等の資産が313百万円あり、純資産額は165百万円増加している。
・全体会計についても一般会計等と同様の傾向にあり、純行政コスト（8,224百万円）が財源（8,105百万円）を上回り、本年度差額は△119百万円ある
が、無償所管替等の資産313百万円の増加があったため、純資産額は193百万円増加している。
・連結会計については、純行政コスト（9,900百万円）が財源（9,914百万円）を下回っている状況である。

分析：
・一般会計等について、業務活動収支を見ると、業務支出（4,858百万円）に対して業務収入（5,614百万円）を上回っている状況であるものの、投資
活動収支が、中央公民館改築事業を行ったため、△830百万円となった。財務活動収支においては、地方債の発行が、元利償還金を下回ったた
め、△50百万円となった。本年度末資金残高は462百万円であり、前年度末に比べて124百万円の減少となった。
・全体会計、連結会計についても、本年度資金収支がそれぞれ△135百万円、△140百万円となっており、前年度末資金残高から減少している。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等における経常費用は5,609百万円となっており、そのうち業務費用が2,920百万円と、移転費用の2,689百万円を上回っている。業務費
用のうち最も大きな割合を占める物件費等（1,843百万円）について、システム運用管理経費や各種計画の策定にかかる委託費用などで近年上昇
傾向にあり、業務のスリム化（効率化）や、費用の適正化に努め、上昇を抑制していく必要がある。また、移転費用のうち、社会保障給付（634百万
円）は、高齢化の進展などにより、上昇していくと考えられる。
・全体会計になると、国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療にかかる特別会計が含まれ、保険給付等の支出が増えるため、社会保障給付の
額が一般会計等に比べて2,683百万円増加し、3,317百万円となっていることなどがあり、純行政コストは8,224百万円となっている。
・一部事務組合等を含めた連結会計においては、連結対象団体の事業収益を計上しているため、一般会計等に比べて経常収益が849百万円増の
1,000百万円となっている一方、人件費等の業務費用が1,563百万円増の4,483百万円となっており、純行政コストは9,900百万円となっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産合計額のうち、有形固定資産の割合が86.3％となっている。有形固定資産の減価償却率は55.2％となっており、これら
については将来、維持管理や更新の支出を伴ってくると考えられることから、公共施設等総合管理計画と個別施設計画等に基づき、計画的な資産管
理に努める。また、負債について、負債総額のうち79.0％を占める地方債について、元利償還金額以上の地方債新規発行を行わないように努めるな
ど、地方債残高の大幅な増加を抑制していく必要がある。
・国民健康保険事業などの各特別会計や水道事業会計を含めた全体会計、一部事務組合等を加えた連結会計においても、一般会計等と同様のこと
が言えるが、資産総額に対する負債総額の割合は、一般会計等、全体会計、連結会計の順に低くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,543,968 25,440 21,562

13,549 6,914 39,059
187.8 3.7 55.2
296.5 3.9 60.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

20,074 2,191 554,380
25,440 21,957 13,549

78.9 10.0 40.9
70.8 19.0 62.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
536,520 784 151
13,549 △ 887 5,609

39.6 △ 103 2.7
86.5 235.1 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

・受益者負担比率は類似団体平均値を下回っており、行政
サービスに対する住民の直接負担は低くなっている。同時
に、経常費用に対しての税収等の財源充当率が高いというこ
とも言える。経常経費の削減とともに、受益者負担の適正化
が求められている。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たり負債額は類似団体平均値を大きく下回って
おり、これは、定期償還に加え繰上償還を適宜実施し、地方
債現在高の圧縮を図ってきた経過があるためである。今後
も、償還額以上の新規地方債の発行を可能な限り抑制するな
ど、地方債残高の圧縮に努める。
・基礎的財政収支については、支払利息支出を除く業務活動
収支が、基金積立金支出及び基金取崩収入を除いた投資活
動収支を下回ったため、△103百万円となっている。類似団体
平均値を下回っており、投資活動収支が赤字となっているの
は、地方債を発行して、中央公民館改築などの大型公共施設
整備を行ったためである。投資活動収支について、新規事業
については優先度の高い事業に限定するなどにより、基礎的
財政収支の赤字分縮減に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たりの資産額は、類似団体平均値を大きく下
回っているのに対して、歳入額対資産比率は、類似団体平均
値と同程度となっている。
・有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値と比べ5％程
度下回っており、これまでも改修・改築等を行ってきている施
設等があることから、類似団体に比べ有形固定資産が比較
的新しいということが言える。しかし、今後は老朽化した施設
等について、維持管理や更新、集約複合化などを含めた検討
を行っていく必要があり、公共施設等総合管理計画に基づ
き、適切な資産管理に努めていくことが求められている。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・純資産比率は、類似団体平均値を上回っており、これは繰
上償還等により地方債の残高を圧縮してきている経過がある
ためである。
・また、地方債の残高の約5割が臨時財政対策債等の特例地
方債であることから、将来負担比率が類似団体平均値に比べ
大きく下回っている。
・しかし、将来的な資産形成の際には、地方債を有効に発行
していくことが考えられ、今年度から来年度に渡って町民体育
館の耐震補強工事など公共施設等の大型工事が予定されて
いることもあるため、地方債残高は増加する見込みであり、
伴って将来負担比率も上昇することが予測できる。将来世代
の負担が過度にならないように努めていく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり行政コストは、類似団体平均値を大きく下
回っているものの、社会保障給付などは高齢化などの影響で
今後は伸びていくことが予想できるため、伴って行政コスト全
体も上昇していくことが予測できる。物件費などの経常経費の
徹底して抑制していく必要があり、特に近年増加傾向にある
各種システム関連経費について、「ICT最適化計画」を基に、
過剰な経費がかからないように努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 13,245 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 84 人

団体名 長野県高森町 面積 45.36 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,954,680 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ ○

団体コード 204030 類似団体区分 町村Ⅲ－１ 実質公債費率 15.0 ％

将来負担比率 118.4 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 30,533 純経常行政コスト 5,286
負債 7,231 純行政コスト 5,292
資産 33,877 純経常行政コスト 7,537
負債 8,083 純行政コスト 7,543
資産 35,899 純経常行政コスト 8,740
負債 8,856 純行政コスト 8,749

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
451 業務活動収支 1,240
911 投資活動収支 △ 1,447

23,302 財務活動収支 189
669 業務活動収支 1,466

1,127 投資活動収支 △ 1,503
25,794 財務活動収支 184

847 業務活動収支 1,579
1,305 投資活動収支 △ 1,792

27,043 財務活動収支 359

・一般会計においては、純資産残高が23,302百万円となっている。純行政コスト（5,292百万円）が税収等の財源（5,743百万円）を下回っている。本年
度は、学校教育施設等整備事業（給食センター整備）を行ったため、財源に当該補助金の額が計上される一方、当該施設取得による行政コストの計
上は減価償却により徐々になされるため、純資産が増加していることが考えられる。
・水道事業会計や下水道事業会計等を加えた全体については、現在下水道会計が公営企業会計へ移行中であり、反映されていない。
・広域連合や一部事務組合、まちづくり振興公社等を加えた連結においても、一般会計と同じく純行政コスト（8,749百万円）が税収等の財源（9,596百
万円）を下回っている。

分析：
・一般会計においては、業務活動収支が1,240百万円、投資活動収支が▲1,447百万円、財務活動収支が189百万円となっている。近年は地方債
の償還額が地方債発行額を上回らない（返す以上に借りない）方針の下、財務活動を行っている。地方債の償還は進んでおり、基金の繰入は行い
つつ、経常的な活動に係る経費は税収等の収入で賄えている。
・水道事業会計や下水道事業会計等を加えた全体については、現在下水道会計が公営企業会計へ移行中であり、反映されていない。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計においては、純経常行政コストは5,286百万円となっているおり、そのうち人件費等の業務費用は3,064百万円、補助金や社会保障給付
費等の移転費用は2,429百万円、ついで、物件費等が2,154百万円となっている。高齢化の進展などにより、今後はさらに社会保障給付費の全体を
占める割合が高い傾向となることが見込まれるため、事業の見直しや介護予防の推進等により、経費の抑制に努める必要がある。
・水道事業会計や下水道事業会計等を加えた全体については、現在下水道会計が公営企業会計へ移行中であり反映されていない。
・広域連合や一部事務組合、まちづくり振興公社等を加えた連結では、経常費用9,722百万円のうち、移転費用（5,450百万円）が人件費等の業務
費用（4,272百万）を上回っており、一般会計以上に社会保障給付費の全体を占める割合が高い傾向が続くことが見込まれるため、事業の見直しや
介護予防の推進等により、経費の抑制に努める必要がある。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計においては、総資産額が30,533百万円となっており、負債は7,231百万円となっている。統一的な基準による財務書類等の作成初年度であ
り、前年度との比較ができないが、現状では、特に資産総額のうち有形固定資産が93％を占めており、これらの資産は将来の維持管理・更新のため
の支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画や個別施設計画に基づき、施設の集約化を進めるなど、公共施設等の適正管理に努め
る。
・水道事業会計や下水道事業会計等を加えた全体については、現在下水道会計が公営企業会計へ移行中であり反映されていない。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,053,276 30,533 20,830

13,245 7,439 41,856
230.5 4.1 49.8
260.8 4.3 59.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

23,302 3,489 529,209
30,533 28,679 13,245

76.3 12.2 40.0
75.2 13.7 49.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
723,092 1,277 206
13,245 △ 1,345 5,492

54.6 △ 68 3.8
64.7 200.0 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担の状況について、受益者負担比率は3.8％と、類
似団体平均と同程度であるが、今後は経常費用のうち維持補
修費の増加が見込まれることから、公共施設等総合管理計
画や現在策定中の個別施設計画に基づき、老朽化した施設
の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、経常費用の
削減に努めるなどの取り組みが必要である。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

負債の状況については、住民一人あたりの負債額が54.6万
円と類似団体よりは低い傾向にあり、起債の償還は進んでい
るものの、実質公債費比率は長野県内で最も高い状況が続
いている。個別施設計画を加味した中長期の財政シミュレー
ションを早期に作成するとともに、来年度以降も「発行額が償
還額を上回らない」方針の下、起債残高の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

資産の状況について、住民一人当たりの資産額は230.5万
円、歳入額対資産比率は4.1年、有形固定資産減価償却率は
49.8％となっている。住民一人当たりの資産額は類似団体と
比較しても低い傾向にあり、有形固定資産の原価償却率は類
似団体と比較して低い傾向にある。現在策定中の町内施設を
対象とした個別施設計画（長寿命化計画）に基づき、中長期
の取り組みとして公共施設等の集約化等を進めるなどによ
り、施設保有量の適正化に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

資産と負債の比率について、純資産比率は76.3％、将来世代
の負担比率は12.2％となっている。現在策定中の町内施設を
対象とした個別施設計画（長寿命化計画）に基づき、中長期
の取り組みとして公共施設等の集約化等を進めるなどによ
り、施設保有量の適正化に取り組む。今後将来世代負担比
率の増加を抑えるため、発行額が償還額を上回ることのない
ようにするなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の減
少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

行政コストの状況について、住民一人当たりの行政コストは
40万円と、類似団体と比較しても低い傾向にあり、純行政コス
トを占める人件費の割合も16％と低いが、直営で運営してい
る施設の指定管理者制度の導入の検討や、行財政改革への
取り組みにより、各種経費の削減に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,831 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 67 人

団体名 長野県阿南町 面積 123.07 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,681,046 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204048 類似団体区分 町村Ⅰ－１ 実質公債費率 2.5 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 26,440 純経常行政コスト 3,396
負債 3,217 純行政コスト 3,417
資産 26,570 純経常行政コスト 4,528
負債 3,228 純行政コスト 4,549
資産 28,616 純経常行政コスト 5,191
負債 3,650 純行政コスト 5,212

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
136 業務活動収支 989
139 投資活動収支 △ 889

23,223 財務活動収支 △ 53
160 業務活動収支 1,013
163 投資活動収支 △ 904

23,342 財務活動収支 △ 64
262 業務活動収支 1,111
270 投資活動収支 △ 1,086

24,965 財務活動収支 10

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が26,440百万円となった。金額が大きいものは有形固定資産と基金であり、有形固定資産は、事業用資産が9,876
百万円、インフラ資産が12,513百万円の合計22,672百万円である。また、基金は固定資産及び流動資産に計上されているものの合計3,364百万円が
計上されている。これらを合わせると26,036百万円となり、総資産に占める割合は、98.4%となる。
全体会計においては、水道及び下水道事業が法適化移行中である。これらの特別会計の資産が合算されていないこともあり、総資産は微増の26,570
百万円となっている。特別会計の基金が合算されていることが増加要因である。
連結会計については、連結対象団体の資産負債が合算され、資産総額は28,616百万円であり、負債総額は3,650百万円、差引の純資産は24,965百
万円となっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源（3,554百万円）が純行政コスト（3,417百万円）を上回ったことから、本年度差額は136百万円となり、純資産残
高は23,223百万円の増加となった。新規取得資産の増加より、減価償却による資産の減少が大きいため、当年度においては、余剰分が増加してい
る。
全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等が704百万円多くなっており、本年度差額は160百万円となり、純資産残高は23,342百万円の増加となった。
連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、全体会計と比べて財源が766百万円多くなっており、本
年度差額は262百万円となり、純資産残高は24,965百万円の増加となった。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は989百万円であったが、投資活動収支については、▲889百万円となった。財務活動収支については、地
方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲53百万円となっており、本年度末資金残高は前年度から46百万円増加し、227百万円と
なった。経常的な活動に係る経費は税収等や国県等からの補助金の収入で賄えている状況である。
全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支
は一般会計等より24百万円多い1,013百万円となっている。投資活動収支は、一般会計等より15百万円増加し、▲904百万円となった。財務活動収
支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲64百万円となり、本年度末資金残高は前年度から46百万円増加し、228百万円と
なった。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は3,700百万円となった。業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大きいのは減価償却費や維持補修費
を含む物件費等（1,999百万円）であり、純行政コスト（3,417百万円）の58.5％を占めている。施設の集約化・複合化事業に着手するなど、公共施設
等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。
全体会計について、水道会計、下水道会計は法適化移行中であり、数値に含まれていないため、水道料金等の使用料及び手数料は含まれていな
い。全体会計の純行政コストは4,549百万円となっており、1,132百万円増加しているが、主な要因は、特別会計である国民健康保険や後期高齢者
医療保険、介護保険の負担金である補助金が増加しているものである。
連結では、全体会計に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が984百万円多くなっている一方、人件費が750百万円多くなってい
るなど、経常費用が1,647百万円多くなり、純行政コストは663百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,644,001 26,440 30,011

4,831 4,238 50,368
547.3 6.2 59.6
565.3 5.0 58.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

23,223 1,807 341,737
26,440 22,672 4,831

87.8 8.0 70.7
79.8 13.8 85.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
321,704 1,004 304

4,831 △ 574 3,700
66.6 430 8.2

114.5 89.9 5.8
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

純資産比率は、類似団体平均を若干上回っている。税収等が
純行政コストを上回ったことから、地方債の償還が進んでいる
ため、純資産が増加している。
また、将来負担比率が類似団体平均値を上回っていることか
らも、地方債の償還が進んでいると考えられる。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは、類似団体平均値を大きく下
回っている。職員の新陳代謝や定員管理により人件費が抑
制されていることが要因の一つと考えられる。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額が類似団体平均を若干下回っている
が、当町では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不明で
あるものについては、備忘価額１円で評価しているためであ
る。
また、歳入額対資産比率については、類似団体平均を大きく
上回っている。これは、道路や公共施設などのインフラの整備
を重点的に進めてきた結果が表れていると考えられる。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

受益者負担比率は、類似団体平均値より若干上回っている。
これは、行政サービスに対する対価が大きいというより、1人
当たり行政コストが低いことから、全体的に行政コストが抑制
されているためと考えられる。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民1人当たり負債額は、類似団体平均値を大きく下回った。
また、基礎的財政収支も類似団体平均値を大きく上回ってお
り、行政コスト及び必要な投資を、税収等と国県からの補助金
で賄えており、また、余剰分で地方債の償還が進んでいると
考えられる。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 6,639 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 87 人

団体名 長野県阿智村 面積 214.43 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,834,914 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ ×

団体コード 204072 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 0.1 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 26,097 26,217 純経常行政コスト 4,019 4,532
負債 4,050 3,743 純行政コスト 4,016 4,573
資産 29,653 29,589 純経常行政コスト 5,357 5,979
負債 6,287 5,836 純行政コスト 5,354 6,020
資産 31,106 純経常行政コスト 6,699
負債 6,365 純行政コスト 6,629

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
788 111 業務活動収支 1,143 741

1,002 426 投資活動収支 △ 296 △ 282
22,048 22,474 財務活動収支 △ 729 △ 335

867 70 業務活動収支 1,306 907
3,643 387 投資活動収支 △ 319 △ 301

23,366 23,753 財務活動収支 △ 869 △ 481
127 業務活動収支 923
443 投資活動収支 △ 401

24,741 財務活動収支 △ 386

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が平成27年度末から120百万円の増加（+0.5％）となった。金額の変動が最も大きいものは財政調整基金であり、
積立により263百万円増加した。
また、負債総額が平成27年度末から307百万円の減少（△7.6％）となった。金額の変動が最も大きいものは地方債（固定負債）であり、地域総合整備
事業債の繰上償還を含めた償還額が新たに借り入れを行った分を上回り、362百万円の減少となった。
　一方で特別会計においては、新規取得資産がほとんどなく、建物等の減価償却による減少が大半を占めており、全体の資産総額は平成27年度末
から64百万円の減少（△0.2％）となった。
　平成28年度の連結においては、西部衛生施設組合等の一部事務組合や(株)阿智昼神観光局等の第三セクターが加わっており、一般会計等と比較
して資産総額は4,889百万円多い31,106百万円、負債総額は2,622百万円多い6,365百万円となっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（4,683百万円)が純行政コスト（4,573百万円）を上回ったことから、平成28年度における本年度差額は111百
万円となり、純資産残高は426百万円の増加となった。
　全体においては、純行政コストが一般会計等と比べて1,447百万円の増加に対し、国民健康保険税や介護保険料などが含まれる税収等は一般会
計等と比べて1,406百万円の増加により、平成28年度における本年度差額は70百万円となり、純資産残高は387百万円の増加となった。
　連結においては、純行政コストが一般会計等と比べて2,057百万円の増加に対し、財源は一般会計等と比べて2,072百万円増加したことで、平成28
年度における本年度差額は127百万円となり、純資産残高は一般会計等と比べて2,267百万円の増加となった。
　一方で平成27年度の本年度差額と比較すると、一般会計等においては677百万円、全体においては3,256百万円の減となっており、特に税収等の
減少（一般会計等で△118百万円、全体で△132百万円）がみられる。村税等の徴収業務体制の見直しにより税収等の増加に努める。

分析：
　平成28年度における業務活動収支について、税収等収入をはじめとした業務収入が業務支出を上回っていることから、一般会計等においては
741百万円、全体においては907百万円、連結においては923百万円となっている。
　投資活動収支について、橋りょう架替事業や庁舎非常用電源設備整備事業を行ったことから一般会計等においては△282百万円、全体において
は△301百万円、連結においては△401百万円となっている。
　財務活動収支について、繰上償還を含む地方債の償還額が地方債発行収入額を上回ったことから、一般会計においては△335百万円、全体に
おいては△481百万円、連結においては△386百万円となっている。
　本年度末資金残高について、業務活動収支の黒字分が大半を占めていることから、一般会計等においては671百万円（+124百万円）、全体にお
いては757百万円（+126百万円）、連結においては851百万円（+136百万円）となった。経常的な活動に係る経費は税収等収入をはじめとした収入
で賄えている状況である。

分析：

全体

連結

一般会計等

　平成28年度純行政コストについて、一般会計等においては4,573百万円（前年度比+557百万円）、全体においては6,020百万円（前年度比+666百
万円）、連結においては6,629百万円となっている。
　一般会計等においては、経常費用は4,820百万円となり、前年比403百万円の増加（+9.1％）となった。そのうち、人件費等の業務費用は3,144百
万円、補助金や社会保障給付等の移転費用は1,676百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは減価償却費や維
持補修費を含む物件費等（2,124百万円、前年度比+223百万円）であり、経常費用の44.1％を占めている。現在村で保有している施設について、集
約化・複合化事業の検討など、公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,609,726 2,621,677 26,097 26,217 17,415 18,013

6,682 6,639 5,895 5,789 30,255 30,318
390.6 394.9 4.4 4.5 57.6 59.4
246.6 344.8 3.9 4.6 60.8 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

22,048 22,474 3,404 3,098 401,639 457,250
26,097 26,217 19,562 19,232 6,682 6,639

84.5 85.7 17.4 16.1 60.1 68.9
76.2 76.9 12.3 14.0 51.4 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
404,972 374,307 1,182 768 398 288

6,682 6,639 45 46 4,417 4,820
60.6 56.4 1,227 814 9.0 6.0
58.6 79.6 251.0 △ 35.2 5.0 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

純資産比率については、類似団体平均を少し上回る数値で
推移している。一方で、平成28年度における将来世代負担比
率については、類似団体平均を少し上回っているものの、平
成27年度と比較して1.3％減少している。財政に余裕のある時
に繰上償還を進めることにより、地方債残高を圧縮し、将来世
代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストについては、類似団体平均を上
回っており、平成27年度と比較しても増加している。村では保
育園を6園運営しており、施設の整備に係る物件費及び、各
保育園に配置する保育士の人件費が、類似団体と比べて住
民一人当たり行政コストが高くなっている要因と考えられる。
今後については、村の総合計画に基づき、6園体制のあり方
の研究、検討を行う。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額については、合併前に旧市町村毎に
整備した公共施設があるため、保有する施設数が非合併団
体よりも多く、類似団体平均を上回っている。また有形固定資
産減価償却率については、類似団体平均よりも若干少なく
なっているものの、近い将来公共施設の修繕や更新に多額
の負担が見込まれる。今後3年間の取組として、村保有の公
共施設について個別施設計画を策定し、公共施設等の集約
化・複合化を進めるなどにより、施設保有量の適正化に取り
組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

平成28年度における受益者負担比率については、類似団体
平均を上回っているが、平成27年度と比較すると3.0％減少し
ている。特に、経常費用の人件費が427百万円増加しており、
新規職員の採用が例年より多かったことが要因と考えられ
る。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

基礎的財政収支については、平成27年度と比較して△413百
万円減少しているものの、類似団体平均を大きく上回ってい
る。特に、業務活動収支について、税収等収入が業務収入の
8割以上を占めており、768百万円の黒字である。
一方、投資活動収支については、46百万円とわずかながら黒
字となっている。（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり資産額（万円）

当該値 類似団体平均値

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

平成26年度 平成27年度 平成28年度

歳入額対資産比率（年）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

有形固定資産減価償却率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

純資産比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

将来世代負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり行政コスト（万円）

当該値 類似団体平均値

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり負債額（万円）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

平成26年度 平成27年度 平成28年度

受益者負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

△ 200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成26年度 平成27年度 平成28年度

基礎的財政収支（百万円）

業務活動収支 投資活動収支 当該値 類似団体平均値

83



平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 450 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 13 人

団体名 長野県平谷村 面積 77.37 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 655,873 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × △

団体コード 204099 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 3.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 11,022 純経常行政コスト 830
負債 711 純行政コスト 830
資産 11,353 純経常行政コスト 977
負債 834 純行政コスト 977
資産 11,711 純経常行政コスト 1,027
負債 999 純行政コスト 1,027

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 36 業務活動収支 162
△ 36 投資活動収支 134

10,311 財務活動収支 △ 338
0 業務活動収支 221
0 投資活動収支 42

10,518 財務活動収支 △ 296
△ 8 業務活動収支
△ 9 投資活動収支

10,717 財務活動収支

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が機首時点から300百万円の減少（-3％）となった。金額の変動が大きいものは基金であり、小学校改築事業に
係る学校教育施設等整備事業債の繰上償還のために基金を取り崩したことにより、基金（固定資産）が200百万円減少した。負債総額は期首時点か
ら300百万円の減少（-32％）となった。金額の変動が最も大きいものは地方債（固定負債）であり、小学校改築事業に係る学校教育施設等整備事業
債の繰上償還により300百万円減少した。
　簡易水道会計、農業集落排水事業会計等を加えた全体では、資産総額は期首時点から43百万減少（-0.4％）し、負債総額は期首時点から214百万
円減少（-20％）した。資産総額は上水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて331百万円多くなる。負債総額も水道
管の更新事業に地方債（固定負債）を充当したこと等から、123百万円多くなっている。
　西部衛生施設組合、長野県後期高齢者医療広域連合等を加えた連結では、資産総額は期首時点から66百万円増加（+0.6％）し、負債総額は期首
時点から132百万円減少（-12％）した。資産総額は、西部衛生施設組合が保有しているし尿処理施設に係る資産を計上していること等により、一般会
計等に比べて689百万円多くなる。負債総額は長野県市町村総合事務組合の退職手当準備金等があることから、288百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（794百万円）が純行政コスト（830百万円）を下回っており、本年度差額は▲36百万円となり、純資産残高は
36百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化（5年間で5％の向上）等により税収等の増加に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が182百万円多くなっており、本年度差額は0百万円となり、純資産残高に変動はなかった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が225百万円多くなってい
るが、本年度差額は▲8百万円となり、純資産残高は8百万円の減少となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は162百万円、投資活動収支は134百万円となり、財務活動収支については、地方債の発行額が地方債
償還支出を上回ったことから、▲338百万円となっており、本年度末資金残高は期首時点から41百万円減少し、84百万円となった。行政活動に必
要な資金を基金の取崩しと地方債の発行収入によって確保している状況であり、行財政改革を更に推進する必要がある。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より59百万円多い221百万円となっている。投資活動収支では、水道管更新事業を実施したため、42百万円となっている。財務活
動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲296百万円となり、本年度末資金残高は期首時点から32百万円減少し、129
百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は900百万円となり、期首時点比111百万円の減少（-11％）となった。そのうち、人件費等の業務費用は652百
万円、補助金や他会計への繰出金等の移転費用は249百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは維持補修費
や減価償却費を含む物件費等（513百万円、期首時点比-136百万円）であり、純行政コストの61.8％を占めている。施設の集約化・複合化事業に
着手するなど、公共施設の適正管理、経費の縮減に努める。
　全体では、一般会計に比べて、水道料金等を使用料に計上しているため、経常収益が191百万円多くなっている。一方で国民健康保険や介護保
険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が71百万円多くなり、純行政コストは147百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が796百万円多くなっている。一方で人件費181百万円多くなっ
ているなど、経常費用が796百万円多くなり、純行政コストは196百万円多くなっている。

分析：

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般会計等 純経常行政コスト 一般会計等 純行政コスト 全体 純経常行政コスト

全体 純行政コスト 連結 純経常行政コスト 連結 純行政コスト

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

平成26年度 平成27年度 平成28年度

資産 負債

△ 40

△ 35

△ 30

△ 25

△ 20

△ 15

△ 10

△ 5

0

10,100

10,200

10,300

10,400

10,500

10,600

10,700

10,800

平成26年度 平成27年度 平成28年度

本
年
度
差
額
、
本
年
度
純
資
産
変
動
額

純
資
産
残
高

一般会計等 純資産残高 全体 純資産残高 連結 純資産残高

一般会計等 本年度差額 一般会計等 本年度純資産変動額 全体 本年度差額

全体 本年度純資産変動額 連結 本年度差額 連結 本年度純資産変動額

△ 400

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

300

平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般会計等 業務活動収支 一般会計等 投資活動収支 一般会計等 財務活動収支 全体 業務活動収支 全体 投資活動収支

全体 財務活動収支 連結 業務活動収支 連結 投資活動収支 連結 財務活動収支

84



平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,102,232 11,022 4,386

450 1,344 7,730
2,449.4 8.2 56.7

758.0 5.0 58.2
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

10,311 345 83,041
11,022 9,734 450

93.5 3.5 184.5
77.5 15.8 116.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
71,117 168 71

450 △ 40 901
158.0 128 7.9
170.4 2.3 6.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均より若干上回っている。純行
政コストが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少し、
期首時点から▲0.3％減少している。純資産の減少は、将来
世代が利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を
享受したことを意味するため、人件費の削減などにより、行政
コストの削減に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、平成27年度より大規模な水
道管改修事業を開始した簡易水道会計に対して例年を大きく
上回る27百万円の繰出金を支出したことにより、類似団体平
均を大きく上回ることとなった。ただし、簡易水道会計への繰
出金が例年を大きく上回る状況は、当該事業が終了するまで
の7年間の一過性のものであり、当該事業の終了後は類似団
体平均並みの水準となる見込みである。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく上回ってい
るが、これは村所有山林が半数を占めている。残りは老朽化
した施設が多く、期首時点に比べて374百万円減少している。
将来の公共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減す
るため、平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画に
基づき、今後10年間の取組として公共施設等の集約化・複合
化を進めるなどにより、施設保有量の適正化に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、期首
時点からは増加している。特に、経常費用が期首時点から
136百万円減少しており、中でも経常費用のうち維持補修費
の減少が顕著である。今後も公共施設等総合管理計画に基
づき、老朽化した施設の集約化・複合化や長寿命化を行うこ
とにより、経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回っている。こ
れは平成26年に発行した学校教育施設等整備事業債につい
て、今年度繰上償還を実施しており、期首時点から300百万
円減少している。来年度以降も、緊急・防災事業に係る地方
債の繰上償還を行うなど、地方債残高の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 976 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 24 人

団体名 長野県根羽村 面積 89.97 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,191,878 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ △ △

団体コード 204102 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 0.8 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 14,651 純経常行政コスト 1,148
負債 1,695 純行政コスト 1,148
資産 15,498 純経常行政コスト 1,409
負債 2,215 純行政コスト 1,409
資産 15,714 純経常行政コスト 1,563
負債 2,294 純行政コスト 1,563

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
299 業務活動収支 417
299 投資活動収支 △ 242

12,956 財務活動収支 △ 184
303 業務活動収支 465
303 投資活動収支 △ 242

13,282 財務活動収支 △ 224
300 業務活動収支 486
300 投資活動収支 △ 244

13,417 財務活動収支 △ 224

「一般会計等」においては期首より約300百万増となっている。有形固定資産では資産増（約200百万）より資産減（減価償却分227百万）が多い反面、
基金積立(約273百万)が取崩(約134百万)を上回ってい
る。純資産増加の要因は基金積立によるものである。
「全体」及び「連結」については、特別会計、連結団体による純資産変動が僅かである為、共に微増となっている。

分析：
「一般会計等」において業務活動収入が支出を上回っているので業務活動収支は417百万となっている。投資活動収支では△242百万となっており
一見収入不足と見受けられるが、基金積立において不足分を
上回る273百万を積み立てているので一概に財源不足とは言い切れない。
財務活動収支では△184百万となっているが、地方債発行額(197百万)に対し償還額(381百万)が上回っている結果で当村における借入が改善の
傾向にある。
「全体」においては、特別会計における資金収支はほぼ業務活動によるもので一部財務活動収支において「一般会計等」と同様に借入が改善(△
224百万)となっている。
「連結」についても連結団体においてほぼ業務活動によるものである。なお、連結団体として第三セクターの企業があるがその分は含まれていな
い。

分析：

全体

連結

一般会計等

「一般会計等」においては「人件費」「物件費」「減価償却費」「補助金等」がそれぞれ約４分の１（200百万～300百万）を占めていて主な構成要素と
なっている。「減価償却費」が約４分の１を占めている事かがコストに大きく影響していると考えられ、これらの資産の有用性についてが課題となると
思われる。「物件費」「補助金等」についてもコスト削減の観点から同様に検討する必要があると思われる。
「全体」については構成要素として「人件費」「物件費」「減価償却費」「補助金等」が挙げられるが、「補助金等」が高くなっている(約280百万増)。特
別会計では、連合会等との連携も有りこのような状況にあると推測される。
「連結」についても構成要素は変わらないが、「全体」と比較すると「物件費」が主な増加要因となっている。なお、「補助金等」が「全体」と比較すると
減少(約50百万)しているが、これは連結団体に対する補助金を相殺した結果である。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

「一般会計等」においては資産が期首より約102百万増加している一方、負債は約197百万減少している。
「全体」としては資産が期首より約67百万増加している一方、負債は約236百万減少している。
「連結」については各連結団体の期首が不明となっていないため増減についての確認は出来ないが、資産と負債の割合が「全体」とほぼ変わらない
ので連結団体の財務状況による影響は見られないと推測される。資産増は住宅建設によるもので負債減は地方債発行額が償還金を下回った事によ
る事が主な要因である。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,465,114 14,651 6,481

976 2,042 9,828
1,501.1 7.2 65.9

743.3 5.4 56.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

12,956 1,417 114,762
14,651 12,313 976

88.4 11.5 117.6
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
169,453 426 102

976 △ 103 1,250
173.6 323 8.2
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

当村では施設使用料等一部免除するなどの住民サービスを
行っている。受益者負担率が類似団体平均値より高い数値に
なっているが、住民にとって何が有益か、またそれが村全体
にとって有益かの判断は出来ないが他の団体の状況を加味
しつつ受益者負担のあり方を検討する。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人あたりの負債額は類似団体の平均値より高くなって
いる。平成28年度において借入額が減少しているので今後も
地方債発行を精査し、負債額軽減に努める。
基礎的財政収支においては類似団体平均値を上回り、323百
万と良好な状況である。但し、投資活動収支においては投資
活動収入の[国県等補助金収入]97百万に対し投資活動支出
[公共施設等整備費支出]200百万である為△103百万となっ
ている。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

当村の約9割が山林であり、固定資産における立木竹の占め
る割合が約52％であるため住民一人あたりの資産額が約
1,500万となっていることから類似団体の平均値より高くなって
いる。
減価償却率は高いほど資産取得からの経年が高いことを意
味しており当村における減価償却累計額が65.9%となっている
の各資産の老朽化が懸念される時期に入っていると思われ
る。類似団体の平均値より高いが、各資産の利用状況と老朽
化の状況を総合的に判断し、今後の資産のあり方を検討す
る。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産の割合が多く、平成28年度においては借入額減少して
おり、将来世代負担が減少傾向にあると推測される。類似団
体の平均値より値は良いが、将来世代に不要な負担を強いる
ことの無いよう更なる負債の軽減に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

行政コストは「人件費」「物件費」「減価償却費」「補助金等」主
要因となっており、一人あたりの行政コストが類似団体平均値
より上回っている。類似団体と比較ではコストがかかりすぎて
いるとは言えないが、当村の状況にあったコスト軽減に尽力し
ていく。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 3,856 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 36 人

団体名 長野県下條村 面積 38.12 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,705,363 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204111 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 △ 6.1 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 16,949 純経常行政コスト 2,023
負債 1,523 純行政コスト 2,023
資産 18,294 純経常行政コスト 2,740
負債 1,656 純行政コスト 2,740
資産 19,177 純経常行政コスト 3,195
負債 1,975 純行政コスト 3,196

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
107 業務活動収支 466
116 投資活動収支 △ 384

15,426 財務活動収支 △ 184
128 業務活動収支 570
137 投資活動収支 △ 426

16,638 財務活動収支 △ 241
183 業務活動収支 612
97 投資活動収支 △ 553

17,202 財務活動収支 △ 180

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が１６，９４９百万円、資産総額のうち有形固定資産の割合が５５％となっており、これらの資産は将来の（維持管
理・更新等の）支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努
める。また、簡易水道事業会計等を加えた全体の資産総額は、上水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて１，３４５
百万円多くなるが、負債総額も上水道管の地方債（固定負債）を充当したこと等から、１３３百万円多くなっている。連結では、第三セクターの(株)そば
の城、(株)飯田カントリー倶楽部等を加えた資産総額は、(株)そばの城の施設に係る資産を計上していること等により、一般会計等に比べて２，２２８
万円多くなるが、負債総額も第三セクターの借入金等があること等から、４５２百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源１，７７８百万円が純行政コスト２，０２３百万円を下回っており、国県等の補助金３５４百万円を含めた全体で
の本年度差額は１０９百万円となり、純資産残高は１１８百万円の増加となった。地方税の徴収業務の維持（徴収率１００％）、適正な事業申請により、
財源の増加に努める。全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一
般会計等と比べて税収等が４４７百万円多くなっており、本年度差額は１２８百万円となり、純資産残高は１３７百万円の増加となった。連結では、長野
県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が１，２４７百万円多くなっており、本年度差
額は１８４百万円となり、純資産残高は９７百万円の増加となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は４６５百万円となり、投資活動収支は、大規模な公共事業へ特目基金からの取り崩しや基金積立などか
ら、▲３８４百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、▲１８４百万円となっており、
本年度末資金残高は前年度から１０２百万円減少し、２６７百万円となった。　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれる
こと、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は一般会計等より１０５百万円多い５７０百万円となっている。投資
活動収支では、将来に向けた基金積立を実施したため、▲４２６百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上
回ったことから、▲４２６百万円となり、本年度末資金残高は前年度から９６百万円減少し、２９７百万円となった。連結では、第三セクターの(株)そ
ばの城、(株)飯田カントリー倶楽部等の収入が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より１４７百万円多い６１２百万円と
なっている。投資活動収支では、基金積立の増加により、▲５５３百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上
回ったことから、▲１８０百万円となり、本年度末資金残高は前年度から１２１百万円減少し、４４５百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は２，０２３百万円となり、業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大きいのは減価償却費や維持補修
費を含む物件費等１，１０４百万円であり、純行政コストの５５％を占めている。全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料
に計上しているた
め、経常収益が６５百万円多くなっている一方、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が６２２百万円多く
なり、純行政コストは７１７百万円多くなっている。連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が５６０百万円
多くなっている一方、人件費が２９５百万円多くなっているなど、経常費用が１，７３３百万円多くなり、純行政コストは１，１７３百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,694,931 16,949 11,060

3,856 2,775 19,318
439.6 6.1 57.3
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

15,426 469 202,318
16,949 9,309 3,856

91.0 5.0 52.5
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
152,338 474 176

3,856 △ 59 2,199
39.5 415 8.0

144.2 50.9 5.6
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を示す将来
世代負担比率は、類似団体平均を大幅に下回っている。今後
もインフラ事業の適正な事業計画・執行を図るとともに、新規
に発行する地方債の抑制を行うことで、地方債残高を圧縮し
将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　平成１０年頃から行財政改革に取り組み歳出の削減に努め
たことにより、類似団体平均値より低い水準での運営が行え
ている。引き続き適正なコストによる行政サービスの充実に努
める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、当団体では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不
明であるため、備忘価額１円で評価しているものが大半を占
めているためである。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均を上回っている。経常費用
のうち維持補修費の増加が今後も見込まれることから、公共
施設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設の集約化・複
合化や長寿命化を行うことにより、経常費用の削減に努め
る。また、受益者負担の水準について、公共サービスの費用
に対する受益者負担の考え方を今後明確にし、税負担の公
平性・公正性や透明性の確保に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均の３５％と、各種事
業の適正な実施と行財政改革による歳出削減にいち早く取り
組んだことによって大幅に下回っている。地方債の大半を占
める臨時財政対策債については、平成１３年度から発行し続
けており、残高が５４６百万円（地方債残高の５３％）となって
いる。なお、臨時財政対策債以外の負債については、前年度
より１３２百万円減少している。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 584 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 15 人

団体名 長野県売木村 面積 43.43 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 675,565 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204129 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 9.9 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 7,089 純経常行政コスト 996
負債 1,026 純行政コスト 989
資産 9,143 純経常行政コスト 1,185
負債 1,647 純行政コスト 1,180
資産 9,369 純経常行政コスト 1,252
負債 1,735 純行政コスト 1,248

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 86 業務活動収支 102
△ 86 投資活動収支 △ 105
6,063 財務活動収支 9

△ 112 業務活動収支 165
△ 112 投資活動収支 △ 117
7,497 財務活動収支 △ 48
△ 91 業務活動収支 187

△ 120 投資活動収支 △ 156
7,634 財務活動収支 △ 30

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

 
  一般会計等においては、資産総額が7,088百万円であるが、そのうち有形固定資産の割合が81.6％となっており、これらの資産は将来の（維持管
理・更新等の）支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努
める。
全体会計においては、資産総額が9,143百万円となっており、一般会計から2,054百万円の増額となっている。これは、主に特別会計の基金が合算さ
れていることが要因である。また、負債は621百万円増加しているが、これは公営企業会計に移行されていない特別会計である水道及び下水道会計
の地方債607百万円が加算されたことによるものである。
連結会計については、連結対象団体の資産負債が合算され、資産総額は9,369百万円であり、負債総額は1,735百万円、差引の純資産は7,634百万
円となっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源（787百万円）が純行政コスト（989百万円）を下回ったことから、本年度差額は▲86百万円となり、同額の純資
産が前年度末から減少し、純資産残高は6,063百万円となった。
全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等が104百万円多くなっており、本年度差額は▲112百万円となり、純資産残高は1,434百万円の増加となった。
また、連結会計においては、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、全体会計と比べて財源が89百万円
多くなってるものの、人件費の50百万円の増加を含め経常費用が88百万円増加していることにより、本年度差額は▲91百万円となり、純資産残高は
7,634百万円となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は102百万円であったが、投資活動収支については、定住促進住宅の整備事業等を行ったことから、▲
105百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、9百万円となっており、本年度末資金
残高は前年度から5百万円増加し、61百万円となっている。
全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より63百万円多い165百万円となっている。投資活動収支は、一般会計等より12百万円減少し、▲117百万円となった。財務活動
収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲48百万円となり、本年度末資金残高は前年度から96百万円増加し、177百万
円となった。
連結会計においては、連結対象団体の資金収支を加算し、業務活動収支は187百万円、投資活動収支は▲156百万円、財務活動収支は▲30j百
万円となり、前年度末資金残高から97百万円増加し、当年度末資金残高は190百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は1,115百万円であるが、人件費が経常費用の16％（179百万円）を占めており、物件費等に比べて割合が高く
なっている。直営で行っている施設について、民間でも実施可能な部分については、指定管理者制度を導入するなどにより、コストの削減に努め
る。
全体会計の純行政コストは1.180百万円となっており、191百万円増加しているが、主な要因は、特別会計である国民健康保険や後期高齢者医療
保険、介護保険の負担金である補助金が増加しているものである。
連結会計では、全体会計に連結対象団体の資産負債、損益を加算して算定しているものの、全体会計に比べて、純行政コストは68百万円の微増
となっており、各連結対象団体への負担割合が小さいことが要因と考えられる。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
708,900 7,089 5,337

584 1,226 7,793
1,213.9 5.8 68.5

743.3 5.4 56.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

6,063 452 98,900
7,089 5,789 584
85.5 7.8 169.3
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
102,600 108 119

584 △ 110 1,115
175.7 △ 2 10.7
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回ったことから純資産が減少してい
る。純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及
び現世代が費消して便益を享受したことを意味するため、「売
木村まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく行政コストの削
減に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均を上回っており、
また、昨年度に比べても増加している。特に、純行政コストの
うち18％を占める人件費が、類似団体と比べて住民一人当た
り行政コストが高くなる要因となっていると考えられる。直営で
運営している施設について、指定管理者制度を導入するとと
もに、新規採用の抑制による職員数の減など、行財政改革へ
の取組を通じて人件費の削減に努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく上回ってい
るが、これは、統一的な基準では、昭和59 年度以前に取得し
た道路、河川等の敷地については、取得価額不明なものとし
て取扱い、備忘価額１円で評価することとされているが、既に
固定資産台帳が整備済又は整備中であった場合において
は、引き続き当該評価額によることが許容されているため、当
団体は既に整備済みであった基準モデルによる固定資産台
帳の評価額を用いていることから、その分資産額が大きくなっ
ているものである。
有形固定資産償却率が類似団体と比較し大きく上回っている
が、これは、既存の施設等の固定資産が老朽化している一方
で、近年、新規施設、設備への投資が進んでいなかったこと
が主な要因と考える。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均を上回っている状況にあ
る。その要因としては、類似団体と比較して多くの公営住宅を
有しており、総額として公営住宅の使用料が多いことが挙げら
れる。
今後は、公共施設等長寿命化計画に基づき、老朽化した施
設の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、経常費用
の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っているが、
平成10年から発行した義務教育施設整備事業債について
は、前年度に償還終了している。今後も計画的に、過疎対策
事業に係る地方債の繰上償還を行うなど、地方債残高の縮
小に努める。
基礎的財政収支が類似団体より大きく下回っている要因とし
ては、人口が少なく、税収や国県等からの補助金で行政コス
トが賄えていないこと、また、平成28年度においては、公共施
設等整備支出が117百万円あることが要因となっている。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 1,392 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 40 人

団体名 長野県天龍村 面積 109.44 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,375,948 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204137 類似団体区分 町村Ⅰ－１ 実質公債費率 △ 3.2 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 19,689 純経常行政コスト 2,035
負債 2,630 純行政コスト 2,036
資産 21,539 純経常行政コスト 2,436
負債 3,131 純行政コスト 2,438
資産 22,256 純経常行政コスト 2,663
負債 3,444 純行政コスト 2,665

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 353 業務活動収支 419
△ 354 投資活動収支 △ 450
17,060 財務活動収支 29
△ 380 業務活動収支 471
△ 378 投資活動収支 △ 477
18,407 財務活動収支 4
△ 338 業務活動収支 506
△ 337 投資活動収支 △ 559
18,811 財務活動収支 32

　一般会計等においては、税収等の財源（1,683百万円）が純行政コスト（-2,036百万円）を下回っており、本年度差額は▲353百万円となり、純資産残
高は17,060百万円となった。今後は地方税の更なる徴収業務強化に加え、国県補助金等の獲得に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が207百万円多くなっており、本年度差額は▲380百万円となり、純資産残高は1,347百万円の増加となった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて国県等補助金が311百万円多く
なっており、本年度差額は▲338百万円となり、純資産残高は1,751百万円の増加となった。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は419百万円であったが、投資活動収支については、村道の拡幅改良事業や社会福祉施設の改修事業等
を行ったことから、▲450百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出額を上回ったことから、29百万円と
なっており、本年度末資金残高は52百万円となった。来年度以降は、平成26年度借入の辺地対策事業債の償還が始まることから、財務活動収支
はマイナスに転じることが考えられる。　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数
料収入があることなどから、業務活動収支は一般会計等より52百万円多い471百万円となっている。投資活動収支では、水道管の布設替え事業を
実施したため、▲477百万円となっている。しかし、財務活動収支が地方債の発行額が地方債償還支出額を上回ったことから、4百万円となり、本
年度末資金残高は60百万円となった。　連結では、(有)天龍農林業公社や(有)龍泉閣における営業収入等が業務収入に含まれることなどから、業
務活動収支は一般会計等より87百万円多い506百万円となっている。投資活動収支では、下伊那土木技術センターにおいて無形固定資産が増
加、(社）天龍村社会福祉協議会において特別養護老人ホーム等で施設整備等をしているため、▲109百万円となっている。財務活動収支は、地方
債の発行額が地方債償還支出額を上回ったことから、32百万円となり、本年度末資金残高は142百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は2,120百万円となり、前年度比302百万円の増加（＋16.6％）となった。そのうち、人件費等の業務費用は306
百万円（前年度比△20百万円）、物件費は1,241百万円（前年度比＋240百万円）、補助金や社会保障給付等の移転費用は556百万円(前年度比76
百万円）である。最も金額が大きいのは物件費、次いで補助金等であり、純行政コストの88.3％を占めている。
　今後も高齢化の進展などにより、この傾向が続くことが見込まれるため、事業の見直しや介護予防の推進等により、経費の抑制に努める。
　全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が50百万円多くなっている一方、国民健康保
険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が258百万円多くなり、純行政コストは402百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が506百万円多くなっている一方、人件費が416百万円と２倍
近く多くなっているなど、経常費用が1,134百万円多くなり、純行政コストは629百万円多くなっている。
　なお、前年度は総務省改訂モデルにより作成し、そのモデルで作成したものと比較している。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、負債総額が期首から48百万円増加（＋1.9％）しているが、負債の増加額のうち最も金額が大きいものは、流動負債の内、
１年内償還予定地方債の増加（70百万円）であり、次いで退職手当引当金の増加（19百万円）である。平成26年度に実施した温泉改修整備のための
辺地対策事業債の償還が１年内に始まることから、流動負債が増加した。
　水道事業会計、下水道事業会計等を加えた全体では資産総額は、水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に
比べて1,850百万円多くなるが、負債総額も水道管の布設替え事業に地方債（固定負債）を充当したこと等から、501百万円多くなっている。
　さらに(有)天龍農林業公社、南信州広域連合等を加えた連結では、資産額は主に(有)天龍農林業公社や(有)龍泉閣の固定資産(建物、物品）及び
流動資産（現金預金、未収金）を計上している事により、一般会計等に比べて2,567百万円多くなっている。負債総額も未払金や未払費用が皆増（29
百万円）となっており、各種引当金（退職・賞与）も計上している事から、一般会計に比べて814百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,968,944 19,689 23,477

1,392 2,132 39,642
1,414.5 9.2 59.2

565.3 5.0 58.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

17,060 1,907 203,575
19,689 17,634 1,392

86.6 10.8 146.2
79.8 13.8 85.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
262,984 429 85

1,392 △ 227 2,120
188.9 202 4.0
114.5 89.9 5.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。
類似団体平均まで受益者負担比率を引き上げるためには、
公共施設等の使用料の見直しを行うとともに、公共施設等の
利用回数を上げるための取組を行うなどにより、受益者負担
の適正化に努める必要がある。
また、経常費用のうち維持補修費が増加傾向にあることか
ら、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設の集
約化・複合化や長寿命化を行うことにより、経常費用の削減
に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

基礎的財政収支は、投資活動収支の赤字分が業務活動収支
の黒字分を上回ったため、２０２百万円となっている。類似団
体平均を上回っているが、投資活動収支が赤字となっている
のは、地方債を発行して、村道の拡幅改良事業や社会福祉
施設の改修など公共施設等の必要な整備を行ったためであ
る。
また、負債額に対し人口が少ないため、一人当たり負債額が
高くなる傾向が今後も続いていくと思われる。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく上回っている
が、これは、統一的な基準では、昭和59 年度以前に取得した
道路、河川等の敷地については、取得価額不明なものとして
取扱い、備忘価額１円で評価することとされているが、既に固
定資産台帳が整備済又は整備中であった場合においては、
引き続き当該評価額によることが許容されているため、当団
体は既に整備済みであった基準モデルによる固定資産台帳
の評価額を用いていることから、その分資産額が大きくなって
いるものである。
　また、人口数が少ないため、類似団体と比較しても一人当た
りの資産額が大きくなってしまう。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

将来世代負担比率は、類似団体平均を若干上回っており、主
な要因としては、平成26年度に実施した温泉改修事業の辺地
債元金償還が始まったためである。今後も新規に発行する地
方債の抑制を行うとともに、交付税措置のある有利な起債を
活用するなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の減少
に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を上回っている
が、人件費は若年層の採用により若干減少している。しかし、
高齢化率が高い当村において、福祉サービスに係る補助金
が増加しているため、類似団体と比べて住民一人当たり行政
コストが高くなる要因となっていると考えられる。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 1,696 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 29 人

団体名 長野県泰阜村 面積 64.59 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,297,122 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ×

団体コード 204145 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 8.0 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 8,861 純経常行政コスト 1,801
負債 2,938 純行政コスト 1,811
資産 13,961 純経常行政コスト 2,260
負債 3,329 純行政コスト 2,278
資産 14,424 純経常行政コスト 2,529
負債 3,501 純行政コスト 2,547

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 108 業務活動収支 223
△ 110 投資活動収支 △ 143
5,923 財務活動収支 △ 28

△ 185 業務活動収支 365
△ 187 投資活動収支 △ 194
10,633 財務活動収支 △ 126
△ 148 業務活動収支 403
△ 149 投資活動収支 △ 267
10,924 財務活動収支 △ 90

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末から１１８百万円の減額（▲１．３％）となった。うち、有形固定資産が８５百万円減で要因は、村道等
の増加資産（３０８百万円）を減価償却が上回ったため減少となった。また、簡易水道会計の高利率の地方債を繰り上げ償還のため、財源を一般会計
の基金から取り崩し、簡易水道会計に繰り出したので、基金（固定資産）が６２百万円減少した。地方債（固定負債）においても、借入額の多い地方債
を３年間のうちに償還し終えたたために前年度末より３８百万円減少した。
　全体会計では、国民健康保険会計で福祉支援センター、国民健康保険会計施設勘定で診療所、簡易水道会計で簡易水道施設を諸っ有しているた
め、一般会計等より有形固定資産が４，９６４百万円多い。特に簡易水道会計で有形固定資産が水道施設改良事業の増加資産（６４百万円）を減価
償却が上回ったため１５２百万円減少となった。また、地方債においては、繰り上げ償還を行ったため前年度末より▲２０．４％減の３７５百万円となっ
た。一般会計等、全体会計ともに今後、老朽化対策によるコスト増が想定され、公共施設等総合管理計画に基づき公共施設等の適正管理に努める
必要がある。　第三セクター、広域連合等を加えた連結では、第三セクター、広域連合等が保有している施設に係る資産を計上していること等により、
一般会計等に比べて２６７百万円多くなるが、負債総額も第三セクター、広域連合等借入金等があること等から、１４８百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（１，７０３百万円）が純行政コスト（１，８１１百万円）を下回っており、本年度差額は▲１０８百万円となり、純
資産残高は１６６百万円の減少となった。PLの業務費用の物件費が純行政コストの構成比を半分近く占めているため無駄な経費の削減に努めるなど
適正な業務管理が必要である。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に簡易水道会計、国民健康保険特別会計に
国県補助金に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が３９０百万円多くなっているが、純行政コストが２，２７７百万円と一般会計等より４６７
百万円多いため本年度差額は▲１８７百万円となり、純資産残高は３３３百万円の減少となった。
　連結では、後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が６９６百万円多くなっているが、
純行政コストが一般会計等より、７３６百万円多いため本年度差額は１４９百万円となり、純資産残高は▲２６０百万円の減少となった。

分析：
　一般会計等の業務活動収支は２２３百万円だが、投資活動収支は簡易水道会計の地方債繰上償還に基金取崩のため▲１４３百万円となった。
財務活動収支は地方債償還が発行収入を上回り▲２８百万円で、本年度末資金残高は５２百万円増の２７４百万円となった。地方債の償還は進
み、経常活動に係る経費は税収等の収入で賄える状況である。　全体会計では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に、水道料金等の
使用料収入が含まれるため、業務活動収支は一般会計等より１４２百万円多い３６５百万円となり、投資活動収支は、水道施設改良事業実施のた
め、一般会計等より▲５１百万円の▲１９４百万円となり、財務活動収支は簡易水道会計の地方債を繰上償還により地方債収入を償還支出が上
回ったため一般会計等より▲９８百万の▲１２６百万円の本年度末資金残高は前年度か４５百万円増の３０９百万円となった。　第三セクター等を
加えた連結では、第三セクターの事業収入、広域連合等の業務、補助金収入が含まれるため業務活動収支は一般会計等より１８０百万円多い４０
３百万円となった。投資活動収支では、南信州広域連合にて大規模な施設整備実施のため一般会計等より▲１２４百万円の▲２６７百万円となり、
財務活動収支は南信州広域連合で施設整備の借入のため地方債発行収入が償還額を上回り、一般会計等より５３百万円の▲９０百万円となっ
た。本年度末資金残高は前年度から４６百万円増の３３５百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は１，８０１百万円であった。ただし、業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大きいのは減価償却費
や維
持補修費を含む物件費等（９３０百万円）であり、純行政コストの４８．４８％を占めている。公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減
に努める。
　全体では、一般会計等に比べて、主に簡易水道会計の減価償却費２１５百万円計上されているため業務費用が３７６百万円、国民健康保険や介
護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が１５３百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が３９百万円多くなっている一方、人件費が８１百万円多くなっ
ているなど、経常費用が１４７百万円多くなり、純行政コストは３０８百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
886,100 8,861 8,547

1,696 2,468 14,938
522.5 3.6 57.2
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

5,923 1,754 181,072
8,861 7,064 1,696
66.8 24.8 106.8
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
293,827 243 118

1,696 △ 237 1,919
173.2 6 6.1
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は類似団体平均を大幅に下回っているが、地方
交付税の不足を補うために特例的に発行している臨時財政
対策債の影響が大きい。　なお、仮に臨時財政対策債の残高
を負債額から除いた場合、純資産比率は７４．３％となる。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均と同程度である
が、維持補修費や減価償却費を含む物件費の構成比率が
48.8％と高い。経費削減と公共施設の適正管理に努めていく
必要がある。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、当団体では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不
明であるため、備忘価額１円で評価しているものが大半を占
めているためである。
　歳入額対資産比率については、類似団体平均を下回る結
果となった。今後３年は、大型事業の実施を予定しているた
め、歳入額対資産比率は、このまま推移していくと思われる。
　有形固定資産減価償却率については、類似団体と同水準
にある。今後、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化し
た施設について、点検・診断や計画的な予防保全による長寿
命化を進めていくなど、公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度である。経常費
用のうち、維持補修費や減価償却費を含む物件費の構成比
率が48.8％と高い。公共施設等総合管理計画に基づき、老朽
化した施設の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、経
常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っているが、
平成２１年から平成２４年にハード系の大型事業を実施したた
め償還支出が増加している。今後は、地方債の繰上償還を行
うなど、地方債残高の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 6,556 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 60 人

団体名 長野県喬木村 面積 66.61 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,449,733 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 204153 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 7.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 16,037 純経常行政コスト 2,886
負債 3,093 純行政コスト 2,886
資産 16,132 純経常行政コスト 4,203
負債 3,130 純行政コスト 4,203
資産 17,200 純経常行政コスト 4,648
負債 3,500 純行政コスト 4,648

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
753 業務活動収支 846
765 投資活動収支 △ 964

12,944 財務活動収支 △ 171
793 業務活動収支 886
807 投資活動収支 △ 1,009

13,002 財務活動収支 △ 170
881 業務活動収支 967
895 投資活動収支 △ 1,175

13,700 財務活動収支 △ 78

　一般会計等においては、税収等の財源（３，６４０百万円）が純行政コスト（２，８８６百万円）を上回ったことから、本年度差額は７５３百万円となり、純
資産残高は７６５百万円の増加となった。本年度は、補助金を受けて公営住宅の建設を行ったため、財源に当該補助金の額が計上される一方、公営
住宅取得による行政コストの計上は減価償却により徐々になされる。このことが純資産が増加した要因のひとつとして考えられる。
　全体の純資産残高における、一般会計等の純資産残高の占める割合は99.6％であり、連結の純資産残高における一般会計等の純資産残高の占
める割合は、94.5％である。したがって、上述した一般会計等における増加要因が、全体、連結においても主要な増加要因となっている。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は８４６百万円であったが、投資活動収支については、大規模な基金積立を行ったことから▲９６４百万円
となっている。財務活動収支については、地方債償還支出が地方債発行額を上回ったことから、▲１７１百万円となったが、地方債の償還が進んで
いるものと考えている。
　全体、連結で連結される金額は、一般会計等の規模に比べて小さい。したがって、上述した一般会計等の資金収支の状況が、全体、連結の資金
収支の状況とほぼ同様となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は３，００５百万円となった。そのうち、人件費等の業務費用は１，７４３百万円、補助金や社会保障給付等の移
転費用は１，２６２百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは物件費（８４３百万円）、次いで補助金等（５２９百万
円）であり、純行政コストの４７．６％を占めている。今後は、高齢化の進展等により、社会保障給付が増加することが見込まれるため、介護予防の
推進等により、経費の抑制に努める必要がある。
　保険料を経常収益としないため、国民健康保険特別会計で６５０百万円、介護保険特別会計で７４５百万円の純行政コストとなっている。これらの
特別会計を含めたことにより、全体の純行政コストも一般会計等に比べて、大きく増加している。
　連結団体の行政コストが８４０百万円であるため、連結の純行政コストも全体に比べて、増加している。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末から５９３百万円の増加（＋３．８％）となった。金額の変動が大きいものは事業用資産と基金であり、
事業用資産は、公営住宅の建設等による資産の取得額（４５５百万円）が、減価償却による資産の減少を上回ったこと等から３２８百万円増加し、基金
は、リニア中央新幹線、三遠南信自動車道の開通を見据えた公共事業に備えるために、基金積立てを行ったこと等により、基金（固定資産）が５５１百
万円増加した。
　全体の資産における、一般会計等の資産の占める割合は99.4％であり、連結の資産における一般会計等の資産の占める割合は、93.2％である。し
たがって、上述した一般会計等における増加要因が、全体、連結においても主要な増加要因となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,603,690 16,037 9,835

6,556 4,665 14,117
244.6 3.4 69.7
344.8 4.6 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

12,944 1,084 288,635
16,037 11,884 6,556

80.7 9.1 44.0
76.9 14.0 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
309,316 866 119

6,556 △ 557 3,005
47.2 309 4.0
79.6 △ 35.2 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均値とほぼ同程度である。引
き続き適正な受益者負担を求めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は、この資料の数値とＨＰで公表して
いる数値と差が生じている。要因は、この資料ではH29年１月
１日の人口を用いて算出しているのに対し、ＨＰで公表してい
る資料はH29年３月31日の人口を用いて算出していることに
よるものである。
　地方債の発行にあたっては、交付税措置等を考慮して慎重
に発行しているため、類似団体平均値を大幅に下回ってい
る。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は、この資料の数値とＨＰで公表して
いる数値と差が生じている。要因は、この資料ではH29年１月
１日の人口を用いて算出しているのに対し、ＨＰで公表してい
る資料はH29年３月31日の人口を用いて算出していることに
よるものである。
　指標数値について、類似団体平均値より低くなっているが、
当村は類似団体と比較して、所有する公共施設が少ないこと
によるものである。
　有形固定資産減価償却率については、類似団体平均値より
１０％以上高く、今後施設老朽化対策の費用が増加すること
が予想されるため、公共施設等総合管理計画に基づき計画
的に集約化等を進める必要がある。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は類似団体平均値を上回り、将来世代負担比
率は類似団体平均値を下回っているものの、今後施設老朽
化対策の費用が増加することが予想されるため、公共施設等
総合管理計画に基づき計画的に集約化等を進める必要があ
る。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、この資料の数値とＨＰで公表
している数値と差が生じている。要因は、この資料ではH29年
１月１日の人口を用いて算出しているのに対し、ＨＰで公表し
ている資料はH29年３月31日の人口を用いて算出しているこ
とによるものである。
　住民一人当たり行政コストは類似団体平均値を大幅に下
回っている。要因としては、保有する公共施設が少ないことに
より減価償却費が少ないことが考えられる。今後も指定管理
者制度活用の促進等により、経費の抑制に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 6,820 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 65 人

団体名 長野県豊丘村 面積 76.79 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,558,308 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 204161 類似団体区分 町村Ⅱ－０ 実質公債費率 4.9 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 23,766 純経常行政コスト 3,792
負債 4,197 純行政コスト 3,802
資産 23,884 純経常行政コスト 5,063
負債 4,199 純行政コスト 5,073
資産 24,991 純経常行政コスト 5,593
負債 4,585 純行政コスト 5,603

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 54 業務活動収支 639
△ 71 投資活動収支 △ 401

19,569 財務活動収支 △ 234
△ 18 業務活動収支 675
△ 36 投資活動収支 △ 385

19,684 財務活動収支 △ 236
74 業務活動収支 755
56 投資活動収支 △ 551

20,405 財務活動収支 △ 141

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が前年度末から270百万円の減少（▲1.1％）となった。うち、流動資産は47百万円の増加、固定資産は318百万円
の減少である。新規に取得した大型の固定資産等がなかったため、減価償却累計額が大きく反映された結果となった。
資産総額のうち有形固定資産の割合が85.1％となっており、これらの資産は将来の（維持管理・更新等の）支出を伴うものであることから、公共施設
等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努める。
国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険の3つの特別会計を加えた全体では、資産の額で一般会計等と比較し118百万円多くなっているが、特別
会計では固定資産をほぼ有していないため、現金資産の保有分が反映されている。一方で負債の増加はほぼ見られないため、特別会計は健全な運
営が行われていると言える。
南信州広域連合、長野県市町村自治振興組合等を加えた連結では、全体と比較し資産総額は1,107百万円多く、負債総額は386百万円多くなってい
る。大きなものでは、南信州広域連合で保有している広域消防施設や、近隣町村5村で構成する北部総合事務組合が保有する火葬場施設に係る資
産が含まれている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源（3,749百万円）が純行政コスト（3,802百万円）を下回っており、本年度差額は▲54百万円となり、純資産残高
は71百万円の減少となった。企業誘致や人口増対策等で税収の増加に努めるとともに、行政コストの縮減に努める。
全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等が1,471百万円多くなっており、本年度差額は▲18百万円となり、純資産残高は115百万円の増加となった。
連結では、後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が1,928百万円多くなっており、本年
度差額は74百万円となり、純資産残高は836百万円の増加となった。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は639百万円であったが、投資活動収支については、道の駅　南信州とよおかマルシェの建設事業が始
まったことから、▲401百万円となった。ただし、道の駅建設事業については平成28年度から29年度に跨って実施されるため、資産として計上される
のは次年度となる。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、▲234百万円となっており、本年度末資金
残高は前年度から4百万円増加し、964百万円となった。しかし、地方債の償還は進んでおり、経常的な活動に係る経費は税収等の収入で賄えて
いる状況である。全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれることから、業務活動収支は一般会計等より36百万円多い675
百万円となっている。投資活動収支では、国民健康保険特別会計で基金の取崩(16百万円)を行ったため▲385百万円となっている。財務活動収支
は、介護保険特別会計で地方債の償還(▲2百万円)があったことから▲236百万円となった。連結では、下伊那郡土木技術センターの事業収入(比
例按分後18百万円)等があることから、業務活動収支は一般会計等より116百万円多い755百万円となっている。投資活動収支では、南信州広域
連合で新たにごみ焼却施設を建設したため、一般会計等より150百万円多い▲551百万円となった。財務活動収支は、南信州広域連合の地方債
発行収入が償還額を上回った(比例按分後95百万円)ことから▲141百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は3,986百万円となり、同級他団体と比較し僅かに大きい数字となっている。これは、ふるさと納税のお礼品、発
送費、事務経費など物件費(1,755百万円)が大きく、純行政コストの46.2%を占めている。
また、減価償却費も７８４百万円となっており、今後は施設の統廃合を検討するなど公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努め
る。
全体では、国民健康保険や介護保険等補助金等の移転費用の支出が非常に大きく、純行政コストは1,271百万円多くなっている。
連結では、大きな割合を占めるのが、広域消防事業を行っている南信州広域連合であり、人件費(比例按分後105百万円)や物件費(同84百万円)な
ど経常費用も大きいため、全体と比較しても純行政コストは530百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,376,587 23,766 17,218

6,820 5,073 32,779
348.5 4.7 52.5
510.5 5.3 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

19,569 1,516 380,249
23,766 20,222 6,820

82.3 7.5 55.8
78.4 14.1 80.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
419,734 668 194

6,820 △ 391 3,986
61.5 277 4.9

110.5 156.0 5.3
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、将来世代
負担比率は類似団体平均より僅かばかり少なくなっている。し
かし、今後道の駅建設事業で大きな起債を予定していること
から、次年度以降は将来負担比率の上昇が見込まれてい
る。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っている
が、行政経費は年々増加傾向にある。特に、純行政コストのう
ち5割を占める物件費の増加が著しく、ふるさと納税での寄付
額が大きくなるのに比例して拡大している。また、人件費も行
政コストの中で大きな割合を占めており(19.9%)、行財政改革
への取組を通じて人件費の削減にも努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回っている
が、当団体では、道路や河川の敷地のうち、取得価額が不明
であるため、備忘価額１円で評価しているものが大半を占め
ているためである。平成28度では減価償却費が大きく影響
し、資産の総額は減少している。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均と同程度であるが、経常費
用のうち維持補修費(67百万円、25.3%増加)の増加が顕著で
あることから、公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化し
た施設の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、経常
費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を除
いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を下
回ったため、277百万円となっている。類似団体平均を上回っ
ているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方債を
発行して、社会資本整備総合交付金事業(道路改良工事)など
公共施設等の必要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 1,064 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 33 人

団体名 長野県大鹿村 面積 248.28 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,383,117 千円 連結実質赤字比率 － ％ × △ ×

団体コード 204170 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 3.4 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 22,865 純経常行政コスト 1,902
負債 2,099 純行政コスト 1,968
資産 23,853 純経常行政コスト 2,179
負債 2,377 純行政コスト 2,245
資産 24,342 純経常行政コスト 2,264
負債 2,551 純行政コスト 2,330

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 233 業務活動収支 468
△ 232 投資活動収支 △ 735
20,767 財務活動収支 218
△ 182 業務活動収支 566
△ 181 投資活動収支 △ 773
21,477 財務活動収支 185
△ 146 業務活動収支 596
△ 145 投資活動収支 △ 844
21,792 財務活動収支 226

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計において、資産総額のうち有形固定資産の割合が８６．７％となっており、これは福祉施設の増改築、団地建設工事等によるもので、これ
らの資産は将来の維持管理・更新等の支出を伴うため、公共施設等総合管理計画等に基づき、公共施設の適正管理に努める。
　全体会計、連結会計においても、有形固定資産の割合が９１．６％、９１．３％となっておりそれぞれの会計も維持管理・更新等適切な管理に努め
る。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計、全体会計、連結会計それぞれにおいて、税収等の財源が純財政コストを下回っており、本年度差額は一般会計で△233百万円、全体会
計で△１８２百万、連結会計で△１４６百万円となり、純資産残高はそれぞれ減少となった。増加するために税収等の徴収業務の強化に努め増加に努
める。

分析：
　一般会計、全体会計、連結会計それぞれに、業務活動収支は468百万円、５６６百万円、５９６百万円であったが、投資活動収支については全て
が△収支となった。財務活動収支については、それぞれの会計とも、地方債等発行収入が地方債の返還額を上回ったことから218百万円、１８５百
万円、２２６百万円となった。しかし、活動収支がマイナスのため本年度未資金残高はそれぞれ減少し、本年度末現金預金残高は93百万円、１２５
百万円、１４５百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計・全体会計、連結会それぞれ、業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大きいのは物件費等であり、純行政コストの５５％以上
をそれぞれ占めている。施設の集約化・複合化事業等に着手するなど、公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,286,517 22,865 17,490

1,064 2,497 30,807
2,149.0 9.2 56.8

743.3 5.4 56.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

20,767 1,558 196,800
22,865 19,832 1,064

90.8 7.9 185.0
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
209,865 477 105

1,064 △ 715 2,007
197.2 △ 238 5.2
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　将来世代負担比率は、類似団体を上回っている。新規に発
行する地方債の抑制を行うとともに、高利率の地方債の借換
えを行うなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担減少に
努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行財政コストは類似団体を上回っている。社
会保障給付等増加傾向のものに対し、資格審査等適正化に
努め、補償給付の増加傾向に歯止めをかけるよう努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は、類似団体平均を上回っている。
しかし、老朽化した施設が多く将来の公共施設等の修繕や更
新に係る財政負担を軽減するため、公共施設等総合管理計
画に基づき公共施設等の集約化・複合化に取り組み、施設保
有量の適正化に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体を下回っており、行政サービス
提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなっている。
公共施設等の利用回数を上げる取り組みを行うなど、受益者
負担の適正化に努め、経費の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　基礎的財政収支は、投資活動収支が赤字であったため、△
238百万円となっている。投資活動収支が赤字となっているの
は、地方債を発行して公共施設等の整備を行ったためであ
る。新規事業については優先度の高いものに限定するなど赤
字分の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,750 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 76 人

団体名 長野県上松町 面積 168.42 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,530,182 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204226 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 5.5 ％

将来負担比率 17.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 20,395 純経常行政コスト 3,423
負債 4,921 純行政コスト 3,423
資産 25,586 純経常行政コスト 4,032
負債 8,966 純行政コスト 4,032
資産 26,884 純経常行政コスト 5,951
負債 9,473 純行政コスト 5,951

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 384 業務活動収支 366
△ 355 投資活動収支 △ 352
15,475 財務活動収支 6
△ 186 業務活動収支 652
△ 122 投資活動収支 △ 428
16,620 財務活動収支 △ 284
△ 191 業務活動収支 675

111 投資活動収支 △ 447
17,411 財務活動収支 △ 277

　一般会計等においては、税収等の財源（3,038百万円）が純行政コスト（3,423百万円）を下回ったことから、本年度差額は△384百万円となり、純資
産残高は355百万円の減少となった。徴収業務の強化による税収の増加、補助・交付金制度を最大限に活用した事業実施に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計等の国民健康保険税等が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が580百万円多くなっており、
本年度差額は△186百万円となり、純資産残高は122百万円の減少となった。
　連結では、連結対象団体の財源がそれぞれ含まれており、一般会計等と比べて税収等が1,894百万円多く、国県等補助金が828百万円多くなってお
り、本年度差額は、△191百万円となり、純資産残高は111百万円の増加となった。

分析：
　一般会計等では、業務活動収支は366百万円であったが、投資活動収支については上松中学校体育館改修事業等の公共施設等整備、また、庁
舎建設事業に向けた基金積立を行ったため△352百万円となった。財務活動収支は、地方債発行収入が償還支出を上回ったため6百万円となり、
本年度末資金残高は前年度から19百万円増加し102百万円となった。しかし、行政活動に必要な資金を基金取崩しと地方債発行収入によって確
保している状況であり、行財政改革を更に推進する必要がある。全体では、国民健康保険税等が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用
料等収入があることなどから、業務活動収支は一般会計等より286百万円多い652百万円となっており、投資活動収支では、下水道特別会計にお
けるマンホールポンプ場装置更新事業等の実施、国民健康保険特別会計における基金積立金支出により、△76百万円多い△428百万円となっ
た。財務活動収支は、地方債の発行収入を償還額が上回ったことから、△284百万円となり、本年度末資金残高は前年度から61百万円減少し131
百万円となった。連結では、連結対象団体における事業収益が含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より309百万円多い675百万円
となっており、投資活動収支では、木曽広域連合による新ごみ処理施設建設等により△95百万円多い△447百万円となった。財務活動収支は、地
方債償還額が地方債発行収入を上回ったため△277百万円となり、本年度末資金残高は前年度から48百万円減少し247百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は3,566百万円であった。そのうち、人件費等の業務費用は2,116百万円、補助金や社会保障給付等の移転費
用は1,450百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。最も金額が大きいのは物件費等（1,470百万円）であり中でも物件費が777百万円と
最も大きく、純行政コストの22.7％を占めている。今後もシステムによる業務の電算化や、物件費等のうち施設老朽化による維持補修費の増などに
より、この傾向が続くと見込まれるため、業務の見直しや公共施設等総合管理計画による適切な事業の実施により、経費の抑制に努める。
　全体では一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上していいるため、経常収益が153百万円多くなっている一方、国民健康
保険等の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が394百万円多くなり、純行政コストは609百万円多くなっている。
　連結では一般会計等に比べて、連結対象団体の事業収益を計上し、経常収益が460百万円多くなっている一方、補助金等が1,205百万円多く
なっているなど、移転費用が1,794百万円多くなっており、純行政コストは2,528百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等では、資産総額が当年度期首から333百万円減少（△1.6%）となった。金額変動が大きいものはインフラ資産と基金であり、インフラ資産は
工作物の減価償却による資産の減少（△470百万円）が取得額（＋49百万円）を大きく上回ったため398百万円減少した。基金は、庁舎建替事業実施
に向けた積立等により、基金（固定資産）が75百万円増加。資産総額のうち有形固定資産割合が88.4％であり、これら資産は将来的に維持管理・更
新等の支出を伴うものであるため、公共施設等総合管理計画等に基づき、施設の集約化や適切な維持補修・更新を行うなど公共施設等の適正管理
に努める。また、負債総額が当年度期首から23百万円増加（+0.5%）した。主として退職手当引当金が9百万円増加しており、地方債（固定及び流動）
は、公共施設等整備により地方債発行額が償還額を上回ったため6百万円増加した。水道事業会計・下水道事業会計等を加えた全体では、当年度
期首から比較し資産総額は390百万円減少（△1.5%）、負債総額は268百万円減少（△2.9%）した。水道事業・下水道事業会計ともに償還のピークを過
ぎたため、地方債（固定負債）が大きく減少（△228百万円）した。連結では、資産総額は当年度期首から250百万円程増加し、木曽広域連合等保有施
設等に係る資産を計上しているため一般会計等に比べ6,489百万円多く、全体と比べ1,298百万円多い。負債総額は当年度期首から145百万円程増
加し、木曽広域連合等の借入金・退職手当引当金等があることから一般会計等に比べ4,552百万円多く、全体と比べ507百万円多い。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,039,545 20,395 15,443

4,750 3,761 31,866
429.4 5.4 48.5
758.0 5.0 58.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

15,475 2,297 342,261
20,395 18,032 4,750

75.9 12.7 72.1
77.5 15.8 116.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
492,067 400 143

4,750 △ 285 3,566
103.6 115 4.0
170.4 2.3 6.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

○受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政
サービスに対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。なお、類似団体平均まで受益者負担比率を引き上げるた
めには、仮に経常収益を一定とする場合は、1,463百万円経
常費用を削減する必要があり、経常費用を一定とする場合
は、100百万円経常収益を増加させる必要がある。このため、
各行政サービス、公共施設等利用に対する使用料等の見直
し及び利用回数を上げるための取組を行うとともに、適正な
人員管理、公共施設等総合管理計画等に基づいた適切な維
持補修等により経費の削減を図り、受益者負担の適正化に
努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

○住民一人当たり負債額は類似団体平均を大きく下回ってい
るが、これは近年投資的事業を抑制してきていたからである。
今後、庁舎建替え等の大型事業の実施や公共施設の老朽化
に伴う修繕・更新事業が集中すると見込まれるため、適切な
地方債発行に努める。
○基礎的財政収支は、業務活動収支の黒字分が、基金の取
崩収入及び基金積立支出を除いた投資活動収支の赤字分を
上回ったため115百万円となっている。投資活動収支が赤字
になっているのは、地方債を発行して総合文化センターエレ
ベーター設置事業等の公共施設等の整備を行ったためであ
る。一方、業務活動収支は黒字ではあるものの、今後人口減
による税収等の減少が予想されるため、業務支出の見直しを
図っていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

○住民一人当たり資産額は類似団体平均値を大きく下回っている
が、統一的な基準では昭和59年以前に取得した道路・河川等の敷
地については、取得価額不明なものとして取扱い備忘価額1円で評
価することとされており、資産の多くを備忘価額で評価しているため
である。減価償却により、開始時点からは7万円減少している。ま
た、老朽化した施設も多く、今後庁舎の建替えなど大型事業が予定
されていることから、将来の公共施設等の修繕・更新等に係る財政
負担を軽減するため、公共施設総合管理計画等を活用し、計画的
な維持管理及び施設保有量の適正化を図る。○歳入額対資産比率
については、類似団体平均を少し上回る結果となった。しかし、歳入
においては地方債発行や基金取崩しにより大きく影響を受けるた
め、今後の大型事業実施に伴う地方債発行、基金取崩しにより減少
傾向が続く見込みである。○有形固定資産減価償却率については、
類似団体平均より低い水準にあるが、これは新しい施設が比較的
多いわけではなく、道路等の資産について、統一的な基準以前から
取替法を採用しているためである。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

○純資産比率は、類似団体と同程度であるが、期首より0.5％
減少しており、純行政コストが税収等の財源を上回ったことか
ら純資産が減少したためである。純資産の減少は、将来世代
が利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受
したことを意味するため、業務の見直しや施設老朽化による
維持補修を適切に実施する等、行政コストの抑制・削減に努
める。
○将来世代負担比率は、類似団体平均を下回っているが、今
後予定されている大型事業の実施に伴い増加の見込である
ため、適切な地方債発行、有利な利率への借換を行うなど、
地方債残高を圧縮しながら将来世代の負担の抑制に努め
る。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

○住民一人当たり行政コストは類似団体平均を大きく下回っ
ているが、今後人口減少が見込まれる中にあっては、適正な
人員管理、公共施設等総合管理計画等に基づいた計画的な
維持補修等により、適切な規模の行政コストとなるよう行財政
運営を行う必要がある。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,344 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 76 人

団体名 長野県南木曽町 面積 215.93 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,481,547 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ △

団体コード 204234 類似団体区分 町村Ⅰ－１ 実質公債費率 6.9 ％

将来負担比率 12.5 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 69,204 純経常行政コスト 3,777
負債 4,738 純行政コスト 3,927
資産 70,104 純経常行政コスト 4,380
負債 5,055 純行政コスト 4,531
資産 71,242 純経常行政コスト 6,082
負債 5,496 純行政コスト 6,232

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 755 業務活動収支 311
△ 755 投資活動収支 △ 374
64,466 財務活動収支 50
△ 764 業務活動収支 322
△ 764 投資活動収支 △ 403
65,049 財務活動収支 50
△ 769 業務活動収支 341
△ 770 投資活動収支 △ 421
65,576 財務活動収支 57

一般会計等において、純資産残高は755百万円の減少となった。大規模災害による事業が完了したことから臨時損失については今後改善されると考
えられるが、地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
全体会計並びに連結会計ともに大きな変動は起きていないが、木曽広域連合では当該年度に有形資産増加１６０百万ほど発生している。この金額が
連結での純資産増加の大きな要因である。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は311百万円であったが、投資活動収支については、各種施設整備事業等が減額になったことからを行っ
たことから、▲374百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、50百万円となってお
り、本年度末資金残高は前年度から13百万円減少し、156百万円となった。来年度以降も償還額は同額程度で推移することとしているが、、広域
ケーブルテレビ光化事業、街並交流施設妻籠分館等の大型事業の計画があり、事業を計画的に進めていくことが求められる。
全体会計では、国保会計が業務活動収支がマイナスであり本年度資金収支額もマイナスとなりその分を前期繰越金をで賄った。
連結会計では、後期広域連合と木曽広域連合の本年度資金収支額が１００百万ほどの黒字が他の組合分の赤字を解消できている。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等において、行政コスト（3,989百万円）のうち経常行政コストが95％を占めている。その内人件費が69％（2,753百万円）を占めており、物
件費等に比べて割合が高くなっている。指定管理者制度を導入、事務システムの更新などにより業務の効率化をすすめ、コストの削減を進めてい
く必要がある。
全体会計では、国保特別会計が大きな割合を占めている。その内、補助金等支出が５００百万ほどでコストの９７％を占めており保険医療費の削
減のための健康増進を図る必要がある。
連結会計では、後期広域連合と木曽広域連合の２団体で連結団体全コストの９１％を占めている。後期広域連合は保険給付等に係る社会保障給
付費である。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が69,204百万円であり、金額の大きいものは事業用資産とインフラ資産である。事業用資産は30,699百万円（全体
の44.4％）、インフラ資産は36,234百万円（全体の52.4％）であり2つの資産が96％以上を占めている。事業資産は、減価償却による資産の減少を上
回ったこと等から208百万円増加している。インフラ資産も同様の理由により67百万円増加している。負債総額4,738百万円を合わせた純資産合計は
64,466百万円である。
全体会計の固定資産はほぼ「浄化槽市町村整備推進事業特別会計」が占めている。Ｈ２８年度は社会資本整備と減価償却費が同程度増加なので簿
価額は大幅な増減は発生していない。
連結会計は２組合が固定資産を保有しているが、負担割合が低いので持ち分としての資産額は低い。同様に負債ついても同様なことである。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
6,920,392 69,204 18,313

4,344 4,126 59,003
1,593.1 16.8 31.0

565.3 5.0 58.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

64,466 2,968 392,731
69,204 66,969 4,344

93.2 4.4 90.4
79.8 13.8 85.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
473,835 346 212

4,344 △ 278 3,989
109.1 68 5.3
114.5 89.9 5.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均と同程度である。今後、大き
く増加することの無いように、公共施設等総合管理計画、個
別施設計画を策定して計画定期な事業の実施と、老朽化した
施設の集約化・複合化や長寿命化を行うことにより、費用の
削減に努める。
また、人口減少傾向による使用料・手数量の減少も予想され
るので使用料の見直し等受益者負担の適正化を図るとことも
視野に入れる必要がある。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

総額は約47.4億円であり、ほとんどが償還する地方債で年度
末残高は約38億円である。
住民一人当たり負債額は類似団体平均を下回ってている。
臨時財政対策債はしばらく発行はなく、それ以外の負債につ
いても、年間の返済額が大きな増減は無い。ただし、今後、広
域ケーブルテレビ光化事業等の大型事業が実施されることも
あり、返済額が大きくならないように事業の調整を行っていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

歳入額対資産比率については、類似団体平均を大きく上回っ
ており、社会資本の整備が進んでいると考えられる。今後、資
産の維持管理の負担が増加することも考えられるため、公共
施設等総合管理計画、個別施設計画を策定することにより計
画的な維持を進めていく必要があります。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率は、類似団体平均を上回っており、純行政コスト
が税収等の財源を下回ったことから純資産が増加している。
ただし、人口の減少、少子高齢化等により税収等の財源が減
少することが見込まれるため、今後も行政コストの削減に努
める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

経常費用は、人件費、物件費、減価償却費が大きな割合を占
めており、移転費用は他会計への繰り出し金や町民組織等
への補助金・扶助費で約12.4億円となっている。このため、経
常行政コストは約39.9億円となっている。
経常収益は、使用料・手数料等による約1億円で、純経常行
政コストは約37.8億円でとなっている。
純経常行政コストから資産売却損、資産売却損益等の臨時
の損失や利益等により純行政コストは約39.3億円である。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 3,009 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 50 人

団体名 長野県木祖村 面積 140.50 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,948,259 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204251 類似団体区分 町村Ⅰ－１ 実質公債費率 5.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 17,991 純経常行政コスト 2,525
負債 3,035 純行政コスト 2,533
資産 18,071 純経常行政コスト 2,856
負債 3,035 純行政コスト 2,864
資産 18,865 純経常行政コスト 3,718
負債 3,370 純行政コスト 3,726

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 218 業務活動収支 373
△ 218 投資活動収支 △ 229
14,957 財務活動収支 43
△ 237 業務活動収支 354
△ 237 投資活動収支 △ 240
15,035 財務活動収支 43
△ 242 業務活動収支 368
△ 115 投資活動収支 △ 254
15,494 財務活動収支 49

　一般会計等においては、税収等の財源（2,040百万円）が純行政コスト（2,534百万円）を下回っており、本年度差額は△218百万円となり、純資産残
高は218百万円の減少となった。地方税の徴収について全庁的に取り組み、税収等の増加に努める。
　全体については、税収等の財源（2,627百万円）が純行政コスト（2,864百万円）を下回っており、本年度差額は△237百万円となり、純資産残高は237
百万円の減少となった。
　連結においても、税収等の財源（3,485百万円）が純行政コスト（3,726百万円）を下回っており、本年度差額は△115百万円となり、純資産残高は115
百万円の減少となった。
　全体、連結においても、税収等や国県等補助金が純行政コストを下回っていることから一般会計等と同様に財源の確保に努めなければならない。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は373百万円であったが、投資活動収支については、空き家対策総合整備事業や観光施設整備事業を行
なったことから△229百万円となった。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、43百万円となっており、
本年度末資金残高は238百万円となった。来年度は定住促進住宅建設事業や多目的施設建設事業の償還が始まることから、財務活動収支はマ
イナスに転じることが予想される。
　全体においては、業務活動収支は354百万円であったが、投資活動収支は△240百万円となった。財務活動収支は一般会計等分と同様で43百
万となり、本年度末資金残高は256百万円となった。全体においては、一般会計等分の影響が多く来年度は財務活動収支はマイナスに転じること
が予想される。
　連結については、業務活動収支は367百万円であったが、投資活動収支は△254百万円となった。財務活動収支は一般会計等や全体と同様に
49百万円とプラスになり、本年度末資金残高は307百万円となった。連結についても、一般会計等の影響が大きいため、来年度は財務活動収支は
マイナスに転じることが予想される。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は2,621百万円となり、前年度の総務省改訂モデルにより作成したものと比較し、346百万円の増加となった。そ
のうち、業務費用のうち物件費等が1,174百万円、人件費の485百万円、移転費用は933百万円となっている。人件費等は特別職の影響（副村長の
選任）により増減している。物件費等や移転費用については、増加傾向にあるため、全庁的に事業の見直しを進め経費の抑制に努める。
　全体については、経常費用は2,951百万円となっており、業務費用の物件費等が1,179百万円、人件費が485百万円、移転費用が1,253百万円と
なっている。一般会計等と同様に、物件費等や移転費用については経常費用の82％を占めており、事業の見直しをすすめ経費の抑制に努める必
要がある。
　連結については、経常費用は4,028百万円となっており、業務費用の物件費等が1,404百万円、人件費が839百万円、移転費用が1,735百万円と
なっている。一般会計等や全体と同様に、物件費等や移転費用は経常費用の78％と高い割合となっているため、事業や業務の見直しを図りコスト
削減に努める必要がある。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が期首から193百万円の減少（1.1％減）となった。金額の変動が大きいものは基金で、資産の取得のために取り
崩したことにより288百万円の減少（22.2％減）となった。
　全体については、資産総額が期首から210百万円の減少（1.1％減）となった。金額の変動が大きなものは一般会計等と同様に基金で、279百万円の
減少（17.6%減）となった。
　連結においては、資産総額が期首から536百万円の増加（2.9％増）となった。一般会計等と全体と同様に基金では252百万円の減少（15.9％）となっ
たものの、事業用資産の建物や（651百万円、5.5%増）インフラ資産の物品で変動が大きく増加となった。（175百万円、1.3％増）

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,799,142 17,991 20,536

3,009 3,239 30,811
597.9 5.6 66.7
565.3 5.0 58.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

14,957 2,027 253,343
17,991 15,459 3,009

83.1 13.1 84.2
79.8 13.8 85.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
303,464 392 95

3,009 △ 541 2,620
100.9 △ 149 3.6
114.5 89.9 5.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っている状況であ
る。しかしながら、今後、公共施設個別施設計画に沿った統
廃合や施設の維持補修等が増加する見込みであることから、
公共施設等の使用料の見直しを図るなど、受益者負担の適
正化に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体平均を上回っている結果
となっている。これは地方交付税の不足や木曽広域連合事業
への負担金分を補うために臨時財政対策債を92百万円発行
したことにより、地方債の発行額が償還額を上回ったためで
ある。
　基礎的財政収支は投資活動収支で赤字となっているが、地
方債を発行してこだまの森施設整備事業等の整備を行ったた
めである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は類似団体平均を少し上回る結果と
なった。しかし、前年度に不動産（土地）の所得により基金の
減少が大きく、住民一人当たり資産額は減少している。
　歳入額対資産額についても類似団体を少し上回る結果と
なったが、前年度と比較すると資産の減少に伴い0.7％減少し
ている。
　有形固定資産減価償却率は公共施設等の老朽化に伴い、
今後上昇する見込みとなっている。今後作成する公共施設個
別施設計画に沿って、施設の統廃合を含め適正な維持管理
を図っていく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体平均を少し上回る結果となった
が、純行政コストが税収等の財源を上回ったことから純資産
が減少し、昨年度から1.5％減少している。今後も地方税の収
納率増加に取り組むとともに、事業の見直し等を行い、歳出
抑制を図っていく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均と同程度である
が、前年度から約10万円増加している。木曽広域連合の大型
事業への負担金や、物件費の増加が住民一人当たり行政コ
ストが高くなる要因となっていると考えられる。今後も、木曽広
域連合の大型事業が続くため、経常的な費用について全庁
的に見直しを行い、歳出抑制を図ってい行く。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 806 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 41 人

団体名 長野県王滝村 面積 310.82 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,224,807 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ×

団体コード 204293 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 5.4 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 13,087 18,551 純経常行政コスト 1,928 1,848
負債 2,449 2,539 純行政コスト 1,929 1,849
資産 14,387 22,456 純経常行政コスト 2,105 2,190
負債 2,672 2,745 純行政コスト 2,106 2,191
資産 22,953 純経常行政コスト 2,849
負債 2,937 純行政コスト 2,851

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 323 △ 333 業務活動収支 385 204
△ 97 5,374 投資活動収支 △ 347 △ 330

10,638 16,012 財務活動収支 △ 47 99
△ 337 △ 511 業務活動収支 419 238
△ 108 5,197 投資活動収支 △ 347 △ 341
11,715 19,711 財務活動収支 △ 64 80

△ 512 業務活動収支 248
5,257 投資活動収支 △ 350

20,015 財務活動収支 83

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額が前年度末から5,464百万円の増加（＋41.7％）となった。これは、事業用資産の立木竹を本年度に新規計上した
こと（5,696百万円）が大きな要因である。資産総額のうち有形固定資産の割合が88％となっており将来の維持管理や更新費用等が発生することか
ら、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の適正管理に努める必要がある。基金は、御嶽山噴火対策に御嶽山噴火災害対策復興基金
を、住宅建設や学校修繕に公共建築物等整備保全基金を取り崩したことにより79百万円減少した。
・一般会計等においては、負債総額が前年度末から90百万円の増加（+3.7％）となった。増加額が最も大きいのは地方債であり、住宅建設・道路改
良・木曽広域新ごみ処理施設建設等の過疎債の借入が増えたことによる。
・上下水道事業等の特別会計を加えた全体では、資産総額は8,069百万円の増加（+56.1％）となっている。これは公営企業観光施設事業の事業用資
産を本度に新規計上したことによる。負債総額は、農業集落排水事業の資本費平準化債借入により73百万円の増加となっている。
・木曽広域連合等を加えた連結では、資産総額は22,953百万円となった。木曽広域連合や松塩筑木曽老人福祉施設組合が保有している建物に係る
資産が計上されていることにより、一般会計等に比べて4,402百万円多くなるが、負債総額も地方債や引当金等により398百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

・一般会計等においては、税収等の財源（1,516百万円）が純行政コスト（1,849百万円）を下回ったため、本年度差額は△333百万円となった。ただ、事
業用資産の立木竹を本年度計上したことによる資産評価差額があったため、純資産残高は5,374百万円の増加となった。前年度と本年度ともに税収
等の財源が純行政コストを下回っており、税収等の財源確保や経費抑制に努める必要がある。
・全体では、国民健康保険税等が税収等に含まれることから、一般会計等に比べて税収等が113百万円多くなっており、純資産残高は5,197百万円の
増加となった。
・連結では、木曽広域連合や長野県後期高齢者医療広域連合の町村負担金が税収等に含まれることから一般会計等と比べて税収等が489百万円
多くなっている。本年度差額は△512百万円となり、純資産残高は5,257百万円の増加となった。

分析：
・一般会計等においては、業務活動収支は204百万円であったが、投資活動収支については、村営住宅建設や道路改良・橋梁修繕事業等を行っ
たことから、△330百万円となった。財務活動収支は、前年度までは地方債発行額を償還額以下に抑制していたが、地方債等発行収入が地方債等
償還額を上回ったため、99百万円となった。
・全体では、国民健康保険税や上下水道の使用料収入があることから業務収入が218百万円多くなり、業務活動収支は一般会計等より34百万円
多い238百万円となっている。投資活動収支、財務活動収支は地方債償還額が地方債発行収入を上回ったことから一般会計等より10百万円少な
くなっている。
・連結では、木曽広域連合の町村分担金や長野県後期高齢者医療広域連合の市町村事務負担金が業務収入に含まれること、長野県後期高齢者
医療広域連合の社会保障給付支出が業務支出に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より44百万円多い248百万円となっている。
投資活動収支では、財務活動収支では、地方債発行収入が地方債の償還額を上回ったため83百万円となり、本年度末資金残高は158百万円と
なった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用は1,967百万円となり、前年度比51百万円の減（△2.5％）となった。このうち人件費等の業務費用は132百万円
の減、移転費用は81百万円の増であった。補助金の増加は木曽広域連合ごみ処理施設建設による負担金が要因で、平成30年度まで負担金の増
が続くため、その他の経費の抑制に努める必要がある。
・全体では、一般会計等に比べて上下水道の使用料等を計上しているため、経常収益が60百万円多くなっている。経常費用は国民健康保険や後
期高齢者医療の負担金等により移転費用が25百万円多くなり、上下水道や観光施設の減価償却費等により業務費用が378百万円多くなってい
る。
・連結では、一般会計等に比べて、経常収益が166百万円多くなっている。一方、人件費が249百万円、長野県後期高齢者医療広域連合の社会保
障給付費により移転費用が457百万円多くなり、経常費用は1,169百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,308,681 1,855,132 13,087 18,551 24,635 25,143

841 806 2,196 2,303 33,774 33,807
1,556.1 2,301.7 6.0 8.1 72.9 74.4

722.6 758.0 4.9 5.0 61.4 58.2
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

10,638 16,012 921 1,045 192,942 184,902
13,087 18,551 10,946 16,381 841 806

81.3 86.3 8.4 6.4 229.4 229.4
73.6 77.5 17.4 15.8 124.6 116.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
244,900 253,946 402 218 90 120

841 806 △ 71 △ 273 2,018 1,967
291.2 315.1 331 △ 55 4.5 6.1
190.5 170.4 173.2 2.3 7.1 6.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

・純資産比率は、類似団体平均を上回っている。資産合計は
立木竹の新規計上により資産合計は5,464百万円増加し、純
資産比率は5.0ポイント上昇した。

・将来世代負担比率は、類似団体平均を下回っている。本年
度の数値が減少したのは、地方債残高は増加したものの有
形・無形固定資産合計が大きく増加（立木竹の計上）したこと
による。次年度以降は木曽広域連合の大型事業や村単独の
大型事業が予定されているので、数値は上昇する見込であ
る。財政状況を考慮しつつ地方債の発行を抑制し、将来世代
の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり行政コストは、前年度と変動がなかったもの
の、類似団体平均を上回っている。純行政コストのうち、木曽
広域連合大型事業により補助金等が増加したものの、人件費
や物件費等の業務費用の減少が大きく、コストは前年度より
減少した。ただ、人口が約800人と少ないため、住民一人当た
り行政コストが高くなっていると考えられる。今後木曽広域連
合の大型事業により補助金等が増加する見込のため、定員
管理による人件費の削減、物件費の削減等に取り組む必要
がある。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たり資産額は2,301.7万円と前年度比745.6万円
の増となっている。これは事業用資産の立木竹を計上したこと
によるもので、これを除くと、資産額は1,594.9万円となり、前年
度比微増となる。老朽化した施設が多く、将来の公共施設等
の修繕や更新費用を軽減するため、平成28年度に策定した
公共施設等総合管理計画に基づき、施設保有量の適正化に
努める。

・歳入額対資産比率は、類似団体平均を少し上回っている。
歳入総額の増よりも立木竹の新規計上による資産合計の増
が大きかったため、前年度より数値は2.1ポイント増加した。

・有形固定資産減価償却率は、類似団体平均を上回ってい
る。役場庁舎、村公民館、観光施設等、昭和30～50年代に整
備された施設があり、公共施設等総合管理計画に基づき、老
朽化した公共施設の適正管理や施設保有量の適正化に努め
る。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・受益者負担比率は、類似団体平均を少し下回っているが、
前年度からは増加している。経常収益が30百万円増加し、経
常費用が51百万円減少したことによる。次年度以降、木曽広
域連合大型事業による補助金等の増加が見込まれるため、
人件費や物件費等の経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たり負債額は、類似団体平均を大きく上回り、
315.1万円と前年度比23.9万円の増となっている。これは、道
路改良や村営住宅建設、木曽広域新ごみ処理施設建設等に
よる過疎債の借入が156百万円増加したためである。人口減
少が続くなか、次年度以降は木曽広域連合の大型事業や村
単独の大型事業による地方債発行のため、数値は上昇する
見込である。財政状況に注視しつつ、公共施設等の必要な整
備に努める。

・基礎的財政収支は、投資的活動収支の赤字分が業務的活
動収支の黒字分を上回ったため、△55百万円となっている。
投資的活動収支が赤字となっているのは、村営住宅建設や
道路改良等の公共施設等の整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 3,896 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 66 人

団体名 長野県大桑村 面積 234.47 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,391,310 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204307 類似団体区分 町村Ⅰ－１ 実質公債費率 9.3 ％

将来負担比率 39.4 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 17,601 純経常行政コスト 2,964
負債 5,116 純行政コスト 2,962
資産 22,773 純経常行政コスト 3,602
負債 7,335 純行政コスト 3,600
資産 23,817 純経常行政コスト 5,312
負債 7,731 純行政コスト 5,310

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 115 業務活動収支 489
△ 228 投資活動収支 △ 581
12,485 財務活動収支 113
△ 142 業務活動収支 695

△ 4,162 投資活動収支 △ 598
15,438 財務活動収支 △ 62
△ 146 業務活動収支 713
△ 104 投資活動収支 △ 615
16,086 財務活動収支 △ 56

一般会計等においては、税収等の財源（2,847百万円）が純行政コスト（2,962百万円）を下回っており、本年度差額は△115百万円となり、純資産残高
は228百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化等により増収等の増加に努める。

全体では、水道事業特別会計の料金収入や国民健康保険特別会計の国民健康保険税が税収等に含まれることから、一般会計と比べて税収等が
469百万円多くなっているものの純行政コストが△3,600百万円と大きいため本年度差額は△142百万円となる。

連結では、木曽広域連合への施設利用料や介護保険料等が税収等に含まれることから、一般会計と比べて1,635百万円多くなっているものの、純行
政コストが△5,309百万円と大きいため本年度差額は△146百万円となる。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は489百万円であったが、投資活動収支については新ごみ処理施設建設事業（広域連合負担金）を行った
ことから△581百万円となった。財務活動収支については地方債の償還額が地方債発行収入を下回っており113百万円となった。地方債の償還は
進んでいるものの大型事業の実施により地方債発行もH33年度までは増加傾向となる。事業の峻別を行い経費の縮減を図る。

全体では国民健康保険税等が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があるため、業務活動収支については206百万
円多い。投資活動収支については水道事業で耐震化事業を実施したため△17百万円少ない。

連結では介護保険事業等が税収等に含まれることから業務活動収支については一般に比べ224百万円多い。投資活動収支については一般より
△34百万円少なく、財務活動収支については一般より△169百万円少ない

分析：

全体

連結

一般会計等

経常費用の63.3％を業務費用が占めており、さらに減価償却費や維持補修費を含む物件費が業務費用の61.4％を占めている。公共施設等の適
正管理に努めることで、経費の縮減を図る。

全体では一般に比べ水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため経常収益が165百万円多くなっている一方、国民健康保険の負担金を
補助金等に計上しているため移転費用が530百万円多くなり純行政コストは638百万円多くなっている。

連結では一般会計に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が427百万円多くなっている一方、人件費が439百万円多くなってい
るなど、経常費用が2,775百万円多くなっている

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計においては資産が（17,601百万円）負債を（5,116百万円）12,485百万円上回っているが、総資産額の88.4％が有形固定資産であり、これらの
資産は将来の（維持管理・更新等の）支出を伴うものであるから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設
等の適正管理に努める。

水道事業会計、農集会計、公共下水道会計等を加えた全体ではインフラ資産を計上していることにより総資産額が一般より5,172百万円多くなるが、
負債総額もインフラ資産の整備に地方債を充当していることにより2,219百万円多くなっている。

木曽広域連合等を加えた連結では、総資産額が全体より1,044百万円多くなるが、これは広域連合で所有する、福祉施設や文化ホール等に係る資産
を計上していることによる、負債総額についても　施設の建設に起債を充当しているため396百万円増加する

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,760,069 17,601 15,354

3,896 3,722 29,609
451.8 4.7 51.9
565.3 5.0 58.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

12,485 2,803 296,216
17,601 15,575 3,896

70.9 18.0 76.0
79.8 13.8 85.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
511,597 520 130

3,896 △ 428 3,094
131.3 92 4.2
114.5 89.9 5.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率については類似団体より0.4％低いため、燃
料の高騰や、消費税率の変動など、経費の増減に合わせ、使
用料等を適宜更新が必要。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たりの負債額は類似団体より16.8万円おおきい
が、負債の87％を占める地方債については交付税措置率の
高い過疎債が約50％を占めている。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

資産のうち、有形固定資産（立木）の精緻化を行い、Ｈ29年度
決算の財務書類にて反映するものであり、住民一人当たりの
資産額は上昇すると見込まれる。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率について類似団体より8.9％低いが、資産につい
て１と同様に精緻化されていないのが原因と考えられる。
将来世代負担比率については4.2％高いが、H29～H33にか
けては大型事業（大桑橋架け替え、新庁舎建設、ケーブルテ
レビの光化事業）が計画されており今後改善が予想される。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

行政コストについては、類似団体より9.5％低いが、H29以降
大型事業を控えているため、増加が見込まれる。実施事業の
緊急性・必要性を峻別する必要がある。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 11,681 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 168 人

団体名 長野県木曽町 面積 476.03 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 7,049,799 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204323 類似団体区分 町村Ⅲ－２ 実質公債費率 4.7 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 38,491 純経常行政コスト 8,283
負債 14,509 純行政コスト 8,285
資産 57,708 純経常行政コスト 9,309
負債 23,119 純行政コスト 9,311
資産 60,377 純経常行政コスト 11,881
負債 24,134 純行政コスト 11,884

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
480 業務活動収支 1,413
483 投資活動収支 △ 1,755

23,981 財務活動収支 494
1,054 業務活動収支 1,955

17,638 投資活動収支 △ 1,888
34,589 財務活動収支 81
1,052 業務活動収支 1,999

18,036 投資活動収支 △ 1,928
36,243 財務活動収支 98

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末（開始貸借対照表）から647百万円の増加（＋1.7％）となった。金額の変動の大きいものは財政調整
基金で剰余金の積立てにより404百万円の増加した。負債総額は前年度末から111百万円の増加（0.8％）となった。負債の増加額のうち地方債が521
百万円と最も大きく、複合施設建設等大型事業による起債額の増加による。
　水道事業会計、公共下水道特別会計等を加えた全体では、資産総額が前年度末（開始貸借対照表）から856百万円減少（-1.4％）し、負債総額も前
年度末から930百万円減少（-3.9％）した。資産総額は、水道管や下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて19,217
百万円多くなるが、負債総額も水道管や下水道管の長寿命化対策事業に地方債を充当したこと等から、8,610百万円多くなっている。
　木曽広域連合、長野県後期高齢者医療広域連合等を加えた連結では、木曽広域連合が保有している公有用地等や木曽文化公園、クリーンセン
ター等の建物に係る資産を計上していることにより、全体よりも2,669百万円多くなっているが、負債総額も施設の建設等に地方債を充当したこと等か
ら、1,015百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（7,439百万円）が純行政コスト（8,285百万円）を下回っており、本年度の差額は▲846百万円となった。今後、
地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
　全体では、国民健康保険税や後期高齢者医療保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が1,117百万円多くなっており、本
年度差額は1,054百万円となり、純資産残高は一般会計等と比べて10,608百万円多くなっている。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれるため、全体と比べて財源が2,571百万円多くなっており、純資産
残高は全体と比べて1,654百万円多くなっている。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は1,413百万円であったが、投資活動収支については、複合施設建設や温水プール建設に着手したことか
ら、▲1,755百万円となった。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、494百万円となり本年度末資金残
高は391百万円となった。
　全体では、国民健康保険税や後期高齢者医療保険料が税収等収入に含まれること、水道料金や下水道料金等が使用料及び手数料収入に含ま
れることなどから、業務活動収支は一般会計より542百万円多い1,955百万円となっている。投資活動収支では水道管や下水道管等の長寿命化対
策事業を行ったため、▲1,888百万円となっている。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、一般会計等との差
額が▲413百万となった。
　連結では、木曽広域連合の介護保険料が税収等収入に含まれることなどから、業務活動収支は全体より44百万円多い1,999百万円となってい
る。投資活動収支では、木曽広域連合のクリーンセンター建設により▲1,928百万円となっている。財務活動収支は、地方債発行収入が地方債の
償還額を上回ったことから、全体との差額が17百万円多くなっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は8,891百万円となり、そのうち業務費用が5,530百万円、移転費用が3,361百万円で業務費用の方が移転費用
よりも多い。最も金額が大きいのは物件費等で4,295百万円であり、今後、施設の集約化や複合化を進めることにより、コスト削減に努める。
　全体では、一般会計等に比べ水道料金や下水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が581百万円多くなっている一方、
国民健康保険や後期高齢者医療の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が869百万円多くなり、純行政コストは1,026百万円多くなっ
ている。
　連結では、一般会計等に比べて、連結対象団体等の事業収益等を計上し、経常収益が1,481百万円多くなっている一方、人件費が1,018百万円
など経常経費が5,079百万円多くなり、純行政コストは3,599百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,849,100 38,491 31,987

11,681 11,982 54,162
329.5 3.2 59.1
298.0 5.2 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

23,981 8,353 828,500
38,491 28,942 11,681

62.3 28.9 70.9
81.1 10.8 46.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,450,900 1,519 608

11,681 △ 1,455 8,891
124.2 64 6.8
56.4 192.5 6.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

地方債による投資的事業の実施と合併に伴う行政エリアの拡
大による行政コストの増によって、純資産比率は、類似団体よ
り低くなっている。将来世代負担比率は、職員数が類似団体
より多いため退職手当引当金が比率を上げている。
行政改革を推進し、現在の分庁態勢などを見直す中で、職員
数の適正化を図っていく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

支所・学校の維持管理費が類似団体より多いため、住民一人
当たりの行政コストが類似団体平均値より高くなっている。
公共施設の統廃合を進め、行政コストの縮減を図っていく。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

類似団体に近い数値であるが、歳入額対資産比率は、標準
財政規模に比して、歳入額が大きくなっているため、類似団体
より比率が低くなっている。
普通交付税の減額に伴い、合併算定替が終了する平成33年
度以降は、歳入・歳出予算規模を縮小する方向で取り組んで
いく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

類似団体と大きな差はない。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

合併に伴う行政エリアの拡大に伴い住民一人当たりの負債
額は、類似団体を上回っているが、今後も債務削減計画に
沿って、繰上償還を実施していく。
また、今後も事業を選別し実施していく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 2,864 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 42 人

団体名 長野県麻績村 面積 34.38 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,671,228 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204463 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 6.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 21,185 純経常行政コスト 1,992
負債 3,054 純行政コスト 1,994
資産 21,631 純経常行政コスト 2,768
負債 3,067 純行政コスト 2,770
資産 22,783 純経常行政コスト 3,149
負債 3,209 純行政コスト 3,151

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
89 業務活動収支 332

102 投資活動収支 △ 483
18,132 財務活動収支 129

64 業務活動収支 346
77 投資活動収支 △ 505

18,564 財務活動収支 124
50 業務活動収支 376
63 投資活動収支 △ 523

19,579 財務活動収支 118

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

 資産合計に対して固定資産の割合がすべての会計に共通して90％を超えており、今後、公共施設の維持管理・更新に費用を要することが予想され
ることから、公共施設総合管理計画に基づき、公共施設の適正管理に努める。
 特別会計も含めた全体では、一般会計等に比べると、負債はほぼ同じであるが、資産が約4.5億円増加している。その増加の主な内容は分譲事業や
観光事業を行ってる特別会計で保有している建物である。これらの資産にかかる将来の維持費用と事業効果とを勘案して今後の活用方法を検討して
いく必要がある。
　一部事務組合や広域連合も含めた連結では、全体に比べ資産が11億円程度増加し、負債は1.4億円増加している。一部事務組合の保健衛生施設
組合で保有しているごみ処理施設等を比例連結したことにより事業用資産とその財源の地方債が増加したことが大きい。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等、全体会計共に税収等の財源が行政コストを上回っている。今後も地方税の徴収業務の強化により税収の増加に努める。
　全体と一般会計等とを比べると、本年度差額も本年度純資産変動額にも大きな違いはない。特別会計全体では行政コストは7.8億円であったのに対
して、その財源も保険料等の税収等で5億円、国県等補助金で2.5億円を確保しているため純資産はほぼ増減しなかったためである。
連結と全体を比べても、大きな増減はなく、全体と同様に連結対象団体全体では、行政コストを税収や補助金等で賄えていたことになる。

分析：
　一般会計においては、業務活動収支は332百万円であったが、投資活動収支については各種公共施設の整備及び基金積立を行ったことから▲
483百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから129百万円となっている。
　業務活動収支だけでは不足する投資活動収支を、財務活動収支で補った形になっているが、投資活動収支のうち、1.5億円は基金への積立額を
増やしたことによる支出であり、結局、地方債で調達した資金で積み立てを増やしたということになる。
　全体、連結ともに、一般会計と大きな増減はなく、特別会計全体でも連結対象団体全体でも、各段階収支は均衡していたということになる。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計においては、経常費用は2,108百万円となり、そのうち、人件費等の業務費用は1,245百万円、補助金や社会保障給付等の移転費は863
百万円である。
　全体では、一般会計等に比べて、行政コストが7.8億円増加している。国保や介護で支出している社会保障給付費が6.6億円あり、これが大きな要
因である。その結果、移転費用のほうが業務費用より多くなっている。事業の見直しや介護予防の推進により、経費の抑制に努める。
　連結では、全体に比べて行政コストが3.8億円増加している。保健衛生施設組合の業務費用や後期高齢者医療広域連合の社会保障給付費が大
きな要因である。社会保障給付費の増加に対する財源の確保は今後大きな課題になると考えられる。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,118,539 21,185 6,820

2,864 2,891 11,131
739.7 7.3 61.3
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

18,132 1,441 199,352
21,185 18,505 2,864

85.6 7.8 69.6
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
305,386 346 116

2,864 △ 330 2,108
106.6 16 5.5
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は類似団体平均を上回っており、現世代の負担
で、保有資産の約86％が形成されている。
　将来世代負担比率は類似団体平均を下回っており、今後も
新規に発行する地方債の抑制を行うとともに高利率の地方債
の繰上償還を行うなど、将来世代の負担減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは類似団体平均値を下回ってい
る。
　観光施設の指定管理者制度導入で経費削減が進んだもの
の、光熱水費や委託料など、物件費が増加傾向にある。
　今後も行政コストを抑え、効率的な行政運営に努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は、類似団体平均値を下回ってい
る。これは、資産の取得価格が不明であるため、備忘価格1
円で評価しているものが多いからである。
　歳入額対資産比率は、類似団体平均値を上回っている。今
後、資産の維持管理に多額の費用が必要となる可能性があ
るため、、公共施設総合管理計画に基づき、公共施設等の適
正管理に努める。
　有形固定資産減価償却率は類似団体平均値と概ね同程度
である。ただし、50％以上がすでに減価償却されており、老朽
化が進んでいるため、公共施設総合管理計画に基づき、公共
施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　類似団体平均値と同程度であるが、近年、維持補修費など
の経常経費の増加が顕著であることから、公共施設総合管
理計画に基づき、公共施設等の適正管理に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は類似団体を下回っているが、今
後、大型事業等（公共施設の改修・撤去、一部事務組合の負
担金）が控えているため、負債額は増加する見込み。今後も
地方債の繰上償還を行うなど、地方債残高の縮小に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 8,764 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 76 人

団体名 長野県山形村 面積 24.98 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,541,388 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ○

団体コード 204501 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 3.3 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 12,759 純経常行政コスト 3,098
負債 3,574 純行政コスト 3,105
資産 21,164 純経常行政コスト 4,864
負債 9,941 純行政コスト 4,871
資産 23,172 純経常行政コスト 4,498
負債 10,302 純行政コスト 4,514

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 21 業務活動収支 329
△ 19 投資活動収支 △ 452
9,185 財務活動収支 99

44 業務活動収支 675
59 投資活動収支 △ 448

11,223 財務活動収支 △ 161
53 業務活動収支 745
72 投資活動収支 △ 526

12,869 財務活動収支 △ 150

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年度末から9千8百万の増加となった。金額の変動が大きいものは前年度の繰越金の積立を行った財政調
整金(+83百万円）である。また固定資産のうち有形固定資産は防災行政無線に伴う整備で増えてはいるものの、減価償却による資産の減少が上
回っているため、全体的には減となった。負債総額は前年度末から1億１千２百万円ほど増加となった。増えた要因としては防災行政無線整備で起債
した緊急防災・減災事業債による地方債の増加と保育園建設工事で起債した施設整備事業債の償還が新たにはじまったことによる１年内償還予定
地方債の増加によるものである。
　国保等の特別会計や上下水道事業会計の地方公営企業会計を加えた全体では、資産総額は、上下水道のインフラ資産を計上していること等によ
り、一般会計等に比べて84億5百万円多くなるが、負債総額も上下水道施設の長寿命化を図ったこと等から63億6千7百万円多くなっている。
　一部事務組合や広域連合を加えた連結では、老人福祉施設やごみ焼却施設等に係る資産を計上していること等により資産総額は全体と比べて20
億8百万円多くなるが、負債総額も施設の長寿命化を図ったこと等から3億6千1百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等や国県等補助金の財源（30億８千4百万円）が純行政コスト（31億5百万円）が下回ったことにより、本年度純資産変
動額は１千9百万円の減少となった。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等や国県等補助金の財源が18億3千2百万円多くなっており、本年度差額は4千4百万円となり、純資産残高は112億2千3百万円となった。
　連結では税収等が一組との相殺により減少はしているものの長野県後期高齢者医療広連合などへの国県等補助金が増えていることもあり、本年
度差額は5千3百万円となり、純資産残高は128億6千9百万円となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は3億2千9百万円であったが、投資活動収支については公共下水道推進基金の残額すべての取り崩しを
行なったり、防災行政無線整備工事を行なったりしたことから△4億5千2百万円となった。財務活動収支については地方債発行額が償還額を上
回ったことから、9千9百万円となっており、投資活動収支の割合が高かったこともあり本年度末資金残高は前年度末資金残高より2億5千万円少な
い1億7千6百万円となった。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、上水道料金等の使用料及び手数料収入があることから、業務活動収支
は一般会計等より3億4千6百万円多い6億7千5百万円となった。投資活動収支では上水道の消火栓負担金収入などのその他収入があるため、一
般会計等の投資活動収支よりマイナスが少ない4億4千8百万円となった。財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことか
ら、△1億6千百万円となり、本年度末資金残高は前年度より6千5百万円多い、6億6千百万円となった。　連結では、業務活動収支が全体より7千
万円多い7億4千5百万円となった。投資活動収支は国県等からの補助金収入もあり5憶2千6百万円となった。財務活動収支は、地方債の償還額
が地方債発行収入を上回ったことから、△1億5千万円となり、本年度末資金残高は前年度より6千9百万円多い、7億2千2百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は32億2百万円となった。そのうち人件費等の業務費用は17億5千8百万円、補助費等の移転費用は14億4千4
百万円であり、業務費用の方が移転費用よりも多い。業務費用においては施設の老朽化による修繕が多数発生していることもあり、財政を圧迫し
ないよう計画的に修繕を進めていく必要がある。移転費用においては、今後も高齢化の進展による社会保障給付の伸びが見込まれるため、事業
の見直しや介護予防の推進等により経費の抑制に努めなければいけない。純行政コストは31億5百万円となった。
　全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が3億1千3百万円多くなっている一方、国民健
康保険や介護保険の給付費を計上していることもあり、移転費用が14億1千7百万円多く、純行政コストは17億6千6百万円多い、48億7千百万円と
なった。
　連結では、全体に比べて連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が6千4百万円多くなっているが、移転費用の補助金等において相殺を
行なったため、純行政コストは3億5千7百万円少ない、45億1千4百万円となった。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,275,877 12,759 8,867

8,764 3,814 15,967
145.6 3.3 55.5
344.8 4.6 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

9,185 1,120 310,535
12,759 10,257 8,764

72.0 10.9 35.4
76.9 14.0 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
357,385 349 104

8,764 △ 363 3,202
40.8 △ 14 3.2
79.6 △ 35.2 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

純資産比率は、類似団体平均と同程度ですが、純行政コスト
が税収などの財源を上回ったことから純資産が昨年から
0.7％減少しています。純資産の減少は、将来世代が利用可
能な資源を過去及び現世代が消費して便益したことを意味す
るため、物件費などを見直し、行政コストの削減に努める必要
があります。
また、将来世代負担比率は類似団体よりやや下回っておりま
すが、世代間の負担の公平を担保するためにも新規に発行
する地方債を計画的に行い、将来世代の負担の軽減を考え
なければいけません。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均を下回っておりま
す。財政規模は他の類似団体と比較して小さいのに対し、人
口は他の類似団体より多いのが理由と考えられ、類似団体の
中では効率的に行政運営できていると考えられますが、引き
続き限られた財源の中で効率的に行財政運営を行っていくよ
う努めます。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民１人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回ってい
るが、本村は県内で一番小さな村であり、公共施設が村の中
心部に集中しているため効率的に管理できることに加え、道
路や河川は取得価格が不明なものとして取り扱い、備忘価格
１円で評価していることが大きな要因です。ただし、村内の公
共施設も老朽化が進んでおり、将来の公共施設の修繕や更
新に係る財政負担を軽減するため、平成28年度に作成した公
共施設総合管理計画に基づき公共施設の集約化・複合化を
進めるなどにより、保有量の適正化に取り組み、計画的な施
設の維持修繕に努めます。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　
受益者負担比率は類似団体と同程度ですが、経常費用が昨
年と比較して約5,200万円増えております。経常費用の中でも
特に物件費、維持修繕費、扶助費の増が顕著であり、老朽化
した施設の計画的な修繕や委託料の見直しなど、経常経費
の削減に努める必要があります。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人あたりの負債額は類似団体平均を下回っておりま
す。平均を下回っている要因は平成25～27年までの3年間で
約2億3千万円繰り上げ償還したためと考えられます。
また、業務活動収支が黒字、投資活動収支が赤字であったた
め、基礎的財政収支は△１千4百万となっております。投資的
活動収支が赤字となっているのは、防災行政無線整備事業、
道路舗装補修事業など必要な整備を行ったためです。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,653 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 48 人

団体名 長野県朝日村 面積 70.62 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,172,968 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 204510 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 6.9 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 12,519 純経常行政コスト 2,368
負債 2,888 純行政コスト 2,372
資産 12,946 純経常行政コスト 3,314
負債 3,026 純行政コスト 3,318
資産 14,321 純経常行政コスト 3,825
負債 3,477 純行政コスト 3,833

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
271 業務活動収支 624
284 投資活動収支 △ 671

9,631 財務活動収支 △ 38
292 業務活動収支 669
305 投資活動収支 △ 736

9,921 財務活動収支 △ 65
306 業務活動収支 430
321 投資活動収支 △ 818

10,844 財務活動収支 165

本年度は財務書類作成初年度であり前年度との比較はできない。一般会計等において、本年度は財源が純行政コストを上回り本年度差額が271百
万円となった。また無償取得により本年度純資産変動額は284百万円あり純資産残高が前年度末に比べ増加した。全体会計では一般会計等に比べ
21百万円増額の292百万円の差額で本年度純資産変動額は21百万円増額の305百万円となった。連結会計では全体会計と比べ14百万円増額の
306百万円の差額で本年度純資産変動額は比例連結割合変更に伴う差額2百万円の増額があり306百万円、純資産変動額は16百万円増額の321百
万円となった。

分析：
本年度は財務書類作成初年度であり前年度との比較はできない。一般会計等において業務活動収支は624百万円であったが、投資活動収支につ
いては、△671百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから△38百万円となっており、本年
度末資金残高は前年度から85百万円減少し、167百万円となった。経常的な活動に係る経費は税収等の収入で賄えている状況である。全体会計
では業務活動収支は669百万円であり、投資活動収支については△736百万円となった。財務活動収支については地方債等発行収入は一般会計
等とかわらず地方債等償還支出が27百万円増額し△65百万円となった。連結会計では業務活動収支は430百万円で業務収入は増額であるもの
の物件費等支出が全体会計より増額しており、全体会計より△239百万円の430百万円となった。投資活動収支は全体会計と比べ△82百万円の
△818百万円であり、これは土地開発公社が連結団体に加わり貸付金支出及び貸付金回収収入が相殺されたためである。財務活動収支について
は地方債等償還支出が相殺され減額となり全体会計と比べ230百万円増額の165百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

本年度は財務書類作成初年度であり前年度との比較はできない。当村の一般会計等における純経常行政コストの状況は2,368百万円となり、経常
費用に占める割合の高いものは物件費等であった。全体会計は946百万円増額され3,314百万円となり、連結会計では511百万円増額され3,825百
万円となった。純行政コストには一般会計等は資産除売却損と臨時利益が発生して2,372百万円となっている。全体会計は946百万円増額の3,318
百万円、連結会計は515百万円増額の3,833百万円となった。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

本年度は財務書類作成初年度であり前年度との比較はできない。当村の一般会計等における資産状況は総額12,519百万円であり、有形固定資産
の割合が82％である。その中でもインフラ資産の占める割合が60％である。本年度は役場庁舎の新築移転に伴う土地の購入や向陽台住宅団地造
成事業があり開始時に比べインフラ資産の土地の取得が増加した。また全体会計ではあさひプライムスキー場に伴う土地、建物や人工降雪機等の
資産が加わり12,946百万円である。連結会計では一部事務組合・広域連合が加わり14,321百万円となった。負債状況は、一般会計等は総額2,888百
万円であり、固定負債のうち地方債の占める割合が81％と高く起債別で負債額の高いものは臨時財政対策債で1,065百万円となっている。開始時に
比べ向陽台住宅団地造成事業に伴う辺地対策事業債が増加した。全体会計では138百万円増額され3,026百万円、連結会計では451百万円増額さ
れ3,477百万円となった。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,251,906 12,519 10,318

4,653 3,626 17,698
269.1 3.5 58.3
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

9,631 1,228 237,150
12,519 9,155 4,653

76.9 13.4 51.0
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
288,772 638 71

4,653 △ 567 2,440
62.1 71 2.9

144.2 50.9 5.6
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率については類似団体を下回っている。観光レ
クリエーション施設については無料施設もあり住民の負担を
減らし税収入等で賄っている状況である。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

一人あたりの負債額については類似団体の半分以下となって
いる。人件費にかかる退職手当引当金の抑制や、本年度は
臨時財政対策債の発行を行わなかったことによる。また、基
礎的財政収支については投資活動収支において基金積立金
支出及び基金取崩収入を除くと71百万円のプラスとなってい
る。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

本年度は財務書類作成初年度であり前年度との比較はでき
ない。住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回っ
ている。しかし開始時と比べ本年度実施した役場庁舎新築移
転にかかる土地の取得や向陽台住宅団地造成事業により一
人当たり資産額が5万円増加している。また、歳入額対資産
比率についても類似団体平均を下回る結果となった。有形固
定資産減価償却率は類似団体とほぼ同水準となっているが
58.3％であり施設の半分以上が耐用年数を超えて使用してい
る状況であるため老朽化した施設については順位付けを行い
予防保全による長寿命化を進めていくなど公共施設等の適
正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率が類似団体より下回っており、将来世代負担率が
類似団体と同水準とのことから人口減少時代を迎えている
今、類似団体に比べ将来負担比率が高くなる可能性がある。
今後将来世代の負担が大きくならないように施設整備をして
いく必要がある。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

当村は住民一人当たりの行政コストが類似団体と比べ半分と
なっている。これについては新規採用職員の抑制をおこなっ
てきたことによる。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,790 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 86 人

団体名 長野県筑北村 面積 99.47 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,034,996 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ △

団体コード 204528 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 5.7 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 25,756 純経常行政コスト 4,225
負債 5,115 純行政コスト 4,227
資産 33,945 純経常行政コスト 5,861
負債 7,490 純行政コスト 5,863
資産 35,404 純経常行政コスト 6,785
負債 7,724 純行政コスト 6,787

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 417 業務活動収支 676
△ 415 投資活動収支 △ 590
20,641 財務活動収支 △ 97
△ 531 業務活動収支 879
△ 526 投資活動収支 △ 672
26,455 財務活動収支 △ 208
△ 531 業務活動収支 915
△ 527 投資活動収支 △ 699
27,680 財務活動収支 △ 216

　一般会計等においては、税収等の財源（3,810百万円）に対し、純行政コスト（4,227百万円）の方が417百万円上回っている。税収の大幅な増加が見
込めない状況で、この状態が続けば今後5、6年のうちに債務超過に陥る恐れもある。しかも資産のうち6割強をインフラ資産が占めていることを考慮
すれば、人口規模、財政規模にあった公共施設総量の適正化による減価償却費の抑制や、人件費、物件費等の費用の抑制を図り、早急に純行政コ
ストを削減する必要がある。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税
収等が1,523百万円多くなっているが、純行政コストも1,637百万円多くなっており、本年度の差額は531百万円で、純資産残高も526百万円減少してい
る。
　連結においても、財源よりも純行政コストの方が531百万円上回っており、期末の純資産残高も527百万円減少している。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は676百万円であったが、投資活動収支については、特定地区公園の整備、道路改良、公共施設等整備
基金の新設等を行ったことから、▲590百万円となっている。財務活動収支については、臨時財政対策債の繰上償還（230百万円）を行ったことによ
り、地方債償還額が地方債発行収入を上回り▲97百万円となった。その結果、本年度末資金残高は11百万円減少した。全体的には、行政活動に
必要な資金のうち約2割を地方債の発行と基金の取崩しで賄っており、行財政改革を推し進めていく必要がある。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は879百万円となっている。投資活動収支では、水道管の布設替え等を実施したことにより▲672となっている。財務活動収支は、地方債の償還
額が地方債発行収入を上回ったことから▲208百万円となった。その結果、本年度末資金残高は前年度末とほぼ同額となった。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合の保険料等負担金が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は、915百万円となっている。
投資活動収支は全体よりもやや多い▲699で、財務活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから▲216百万円となった。そ
の結果、本年度末資金残高は前年度末とほぼ同額となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等において、経常費用は4,400百万円で、そのうちの70.9％を業務費用が占めるが、業務費用の中でも減価償却費や維持補修費を含
む物件費等が2,301百万円と73.7％を大きな割合を占めている。特に多いのが減価償却費（1,295百万円）で、経常費用全体で見ても29.4％を占め
る状況にある。これは、同規模の3村が合併してできた本村の特徴ともいえるが、旧村で整備した公共施設や、インフラ資産や、合併後に整備した
高速情報通信網や防災行政無線などの施設、設備が多いことが要因となっている。これらは、今後も行政コストの大きな部分を占めることが予想さ
れることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努めることにより抑制していく必
要がある。
　全体では、水道料金等を使用料及び手数料に計上しており、一般会計等に比べ経常収益が169百万円多くなっている一方、国民健康保険や介
護保険の負担金を補助費等に計上しているため、移転費用が1,120百万円多くなり、純行政コストは1,636百万円多くなっている。
　連結では、長野県後期高齢者医療広域連合の社会保障給付費支出が多いことなどにより、純行政コストも6,787百万円となっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、期首時点の資産総額に比べ、406百万円減少（1.6％）減少している。これは、特定地区公園の整備（386百万円）や村道整
備等のほか、将来の公共施設等の更新、改修費用に備えるべく新設した「公共施設等整備基金」への積立（140百万円）や地域振興基金の積み増し
（201百万円）等の資産の増加があったものの、全体として減価償却による資産の減少（1,295百万円）が、増加を上回り、全体として減少した。
　負債の合計は、8百万円と微増であった。これは、大型事業である特定地区公園の整備等の財源のため地方債を608百万円発行したが、一方で臨
時財政対策債を繰上償還（230百万円）を行うなど、負債の抑制に努めた成果である。
　簡易水道事業、集落排水事業等を加えた全体の資産総額は、浄水施設や上下水道管などの資産を計上していることにより、一般会計等に比べイ
ンフラ資産を中心に8,189百万円多くなっている。合わせて、負債総額もこれまでの施設整備等に充当した地方債（固定負債）を中心に2,375百万円多
くなっている。
　松本広域連合、麻績村筑北村中学校組合、筑北村開発公社等13の関連する団体を加えた連結では、資産で9,648百万円、負債で2,609百万円、一
般会計等よりも多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,575,608 25,756 40,849

4,790 5,050 60,101
537.7 5.1 68.0
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

20,641 2,777 422,717
25,756 21,670 4,790

80.1 12.8 88.2
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
511,514 705 175

4,790 △ 361 4,400
106.8 344 4.0
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均を下回っている。統一的
な基準による財務書類等の作成初年度であることから、具体
的な数値での比較ができないが、使用料及び手数料の収入
が減少傾向にある一方で、公共施設の老朽化が進み、維持
補修費が増加傾向にある。
　使用料の見直し等受益者負担の適正化を図るとともに、合
併後も旧村で整備した施設をそのまま維持していることから、
公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化した施設の集約
化・複合化や長寿命化を行うことにより経常費用の削減に努
めていく必要もある。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たりの負債額は、類似団体平均を下回ってい
る。負債の大半を占める地方債残高は、当期も定期償還に加
え繰上償還を行い（臨時財政対策債、230百万円）を行った結
果4,111百万円となり、前期末よりも82百万円減少した。来年
度以降、大型事業が予定されており、この指標も増えることが
予想されるが、地方債発行額を必要最小限に抑えるととも
に、可能な範囲で繰上償還の実施に努める。
　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出を
除いた投資活動収支の赤字分を業務活動収支の黒字分が
上回ったため、344百万円となっている。ただし、公共施設の
老朽化対策や合併後の施設の統廃合等が進んでいないこと
から、それら施設の対策経費が今後見込まれ、それに備える
ためにも業務費用をいかに抑えていくかが課題である。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たり資産額は、類似団体平均を下回っている
が、当団体では、道路や河川の敷地のうち取得価額が不明な
ものを備忘価額1円で評価し、それが大部分を占めていること
が主要因である。
　歳入額対資産比率は、類似団体平均をやや下回っているも
のの、5.1年となっている。
　有形固定資産減価償却率は、合併前に旧村ごとに整備した
公共施設の多くが昭和50年代から平成10年頃までに整備さ
れたもので、20年から40年経過して更新時期を迎えているも
のが多く、類似団体の平均よりも高い水準にある。公共施設
等総合管理計画に基づき、老朽化した施設について、点検・
診断を行いとともに、利用状況や維持管理コスト等を総合的
に判断し、個別施設計画に反映させて今後の公共施設等の
適正管理に努める

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政コ
ストが税収等の財源を上回っていることから純資産が減少し
た。資産の6割をインフラ資産が占めることも踏まえると、純資
産の減少はできるだけ抑えていきたい。そのために純行政コ
ストの削減を進めていかなければならない。純行政コストの削
減のためには、その大部分を減価償却費が占めており、その
点からも公共施設等の適正化を早急に実施していく必要があ
る。
　社会資本等形成に係る将来世代の負担程度を示す将来世
代負担比率は類似団体を下回っているものの、有形固定資
産減価償却率が高いことと併せて考えると、合併後も旧村か
らそのまま維持している公共施設等の老朽化対策が進んで
いないことと関係しており、今後の対策に要する経費を考慮す
ると、楽観視できる状況ではない。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均を下回っている
ものの、社会保障給付費や村内に3施設ある温泉施設会計
等の他会計への繰出金は増加傾向にある。いずれも住民生
活に直接関係してくるものであるが、社会保障給付費につい
ては、資格審査等の適正化や各種手当への独自加算等の見
直しを進めて増加傾向に歯止めをかけるように努める一方、
繰出金については、料金体系の見直しや施設の在り方自体
の見直し等により増加の抑制に努める。

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり資産額（万円）

当該値 類似団体平均値

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

平成26年度 平成27年度 平成28年度

歳入額対資産比率（年）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

有形固定資産減価償却率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

純資産比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

将来世代負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

120

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり行政コスト（万円）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

120

140

160

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり負債額（万円）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

平成26年度 平成27年度 平成28年度

受益者負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

800

平成26年度 平成27年度 平成28年度

基礎的財政収支（百万円）

業務活動収支 投資活動収支 当該値 類似団体平均値

121



平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 10,152 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 85 人

団体名 長野県池田町 面積 40.16 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,131,543 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ △ ×

団体コード 204811 類似団体区分 町村Ⅱ－２ 実質公債費率 6.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 15,940 純経常行政コスト 3,957
負債 5,552 純行政コスト 3,983
資産 19,119 純経常行政コスト 5,146
負債 6,501 純行政コスト 5,172
資産 21,316 純経常行政コスト 7,258
負債 7,911 純行政コスト 7,284

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
107 業務活動収支 386
107 投資活動収支 △ 423

10,388 財務活動収支 34
413 業務活動収支 749
413 投資活動収支 △ 465

12,618 財務活動収支 △ 292
456 業務活動収支 809

1,409 投資活動収支 △ 535
13,748 財務活動収支 △ 308

前年度に比べ、純資産において一般会計等では約1.1億円、全体会計では約4.1億円、連結会計では約14億円とそれぞれ増加となっている。純資産
変動計算書の本年度純資産変動額は、企業会計の利益剰余金の増減にあたることでもあり、今後の推移をみる必要がある。

分析：
一般会計等において業務活動収支は385百万円であり、投資活動収支について、社会資本整備事業、総合体育館の耐震改修事業をおこなったこ
とから、期首と比べ△97,936千円となった。また地方債の発行も増え、経常的な活動に係る経費は税収等の収入で賄えているが今後苦しい状況に
なっていくことが予想される。全体では、国民保健税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があること
から、業務活動収支は、363百万円多くなっている。財務活動収支は地方債の償還額が地方債発行収入を上回っていることから、△291百万円と
なっている。連結では、業務活動収支において、土地開発公社などの事業収益により、一般会計等と比べ、455百万円多くなっている。また、財務
活動収支においては、地方債償還額が、地方債発行額を上回っているため、△314百万円となている。
いずれの会計も、投資的活動経費（学校、公園、道路などの資産形成や投資、基金などの収支）において不足となっており、全体会計、連結会計
は財務活動収支（公債、借入金などの収支）においても不足となっている。地方公共団体の資金利用状況及び資金獲得能力を評価する上での有
用な財務情報となっているため、資金残高を少しでも減らさないよう計画的な運用が必要とされる。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等の場合、経常費用の構成が業務費が56.5％、移転費用が43.5％となっており、業務費の中では、人件費と物件費が6割近くを占めてい
る。また、移転費用として、補助金や社会保障給付等の占める割合が多く、純行政コストの約45％を占めている。今後も高齢化の進展などによりこ
の傾向が続くことが見込まれるため、事業の見直しや介護予防の推進等により経費の抑制に努める。全体では、一般会計等に比べて、水道料金
等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が404百万円多くなっている一方、国民健康保険や介護保険の負担金を補助金等に計上し
ているため、移転費用が1,242百万円多くなり、純行政コストは1,192百万円多くなっている。連結では、一般会計等に比べ、人件費が約300百万円
多くなるなど、経常費用が4,065百万円多くなり、純行政コストは3,371百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

純資産比率について、一般会計等では65.2％、全体会計では66.0％、連結会計では64.5％となっている。類似団体（人口1～3万人平均値）と比べ純
資産の比率が低い傾向にあり、資産の老朽化が進めば純資産比率が低くなることが予想されることから、今後世代間のバランスを見ながら資産の更
新や形成をしていく必要がある。一般会計等の資産総額は、地域介護福祉空間整備事業（+195,275千円）、社会資本整備交付金事業、総合体育館
耐震改修事業（+97,936千円）の実施による資産の取得額が、減価償却による資産の減少を上回ったこと等から増加した。下水道事業、水道事業会
計を加えた全体会計の資産総額はインフラ資産を計上していることから、一般会計等と比べ3,000百万多くなっている。負債総額は、インフラ整備時に
借りた地方債の償還が進み減少しているが、その分減価償却に資産の減少も進んでいる。北アルプス広域連合、穂高広域連合、土地開発公社等を
含む連結では、各団体等の保有する資産等により、一般会計等に比べ約5,000百万円多くなっており、負債総額についても約2,000百万円多くなって
いる。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,594,043 15,940 16,502

10,152 4,871 27,258
157.0 3.3 60.5
310.5 3.9 60.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

10,388 2,544 398,300
15,940 13,449 10,152

65.2 18.9 39.2
72.1 16.9 61.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
555,200 412 194
10,152 △ 420 4,148

54.7 △ 8 4.7
85.3 143.3 6.9

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

当該団体の数値は類似団体に比べ低い推移となっており、類
似団体より経常費用に対する経常収益が少ないことがわか
る。当該団体としては、今後受益者負担に係る費用について
は、使用料などの見直し等の検討が必要と推測される。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

当該団体の住民一人当たりの負債額については、類似団体
と比べ低い傾向にあり、財政運営は健全であることが分析で
きる。ただし、当該年度以降に大型事業を行ったことから、住
民一人あたりの負債額が増加することが想定される。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

当該団体における住民一人あたりの資産額は157万円で、類
似団体の平均値310..5万円と比べ低い推移となっているが、
資産が多い分住民福祉の増進や町民サービスに寄与してい
る。ただしその一方で資産の大きさに応じて維持補修費など
のコストも多く必要となっているため、計画的な財産の整理が
必要となる。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

当該団体の純資産比率は65.2％、類似団体は72.1％であり、
純資産の比率が低い傾向にある。更に資産の老朽化が進め
ば純資産比率が低くなることが予想されることから、今後世代
間のバランスを見ながら資産の更新や形成をしていく必要が
ある。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

当該団体の住民一人あたりの行政コストは39.2万円であり、
類似団体の61.1万円と比べ低コストとなっている。ただし、今
後経常経費の増加が見込まれ、住民一人あたりの行政コスト
が増えることが想定されるため、不要なコストの削減にも努め
ていく必要がある。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 9,943 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 73 人

団体名 長野県松川村 面積 47.07 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,822,733 千円 連結実質赤字比率 － ％ × ○ ×

団体コード 204820 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 3.8 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 34,435 純経常行政コスト 3,464
負債 3,769 純行政コスト 3,539
資産 38,565 純経常行政コスト 5,547
負債 6,266 純行政コスト 5,622
資産 39,961 純経常行政コスト 6,467
負債 6,565 純行政コスト 6,541

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
6 業務活動収支 290
6 投資活動収支 △ 329

30,665 財務活動収支 35
97 業務活動収支 488

652 投資活動収支 △ 433
32,299 財務活動収支 △ 35

335 業務活動収支 678
1,586 投資活動収支 △ 461

33,395 財務活動収支 36

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計等においては、資産総額のうち有形固定資産の割合が90.3％となっており、これらの資産は将来、維持管理や更新等の支出を伴うもので
あることから、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の適正管理を推進する。
　国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業会計を加えた全体では、資産総額は上水道管などのインフラ資産を計上しているこ
となどから、一般会計等に比べて4,130百万円多くなっている。
　松川村土地開発公社、北アルプス広域連合、穂高広域施設組合等を加えた連結では、資産総額は一部事務組合等が保有している資産を計上して
いることなどから、一般会計等に比べて5,526百万円多くなっているが、負債も一部事務組合等での借入金等があることなどから、2,796百万円多く
なっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計等においては、税収等の財源（3,545百万円）が純行政コスト（3,539百万円）を上回ったことから、本年度差額は6百万円となり、純資産残高
は6百万円の増加となった。
　全体では、国民健康保険特別会計と後期高齢者医療特別会計の国民健康保険税や後期高齢者医療保険料が税収等に含まれることから、一般会
計等と比べて税収等の財源が2,174百万円多くなっており、本年度差額は97百万円となり、純資産残高は652百万円の増加となった。
　連結では、北アルプス広域連合において実施した大北福祉会館大規模改修事業や松川村土地開発公社において実施した宅地造成事業などによ
り、本年度差額は335百万円となり、純資産残高は1,586百万円の増加となった。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は290百万円であったが、投資活動収支については、中央公園整備事業や安曇野ちひろ公園整備事業、
子ども未来センター整備事業などを行ったことから、△329百万円となった。財務活動収支については、地方債発行収入が地方債償還額を上回っ
たことから35百万円となっており、本年度末資金残高は26百万円となった。
　全体では、国民健康保険税や後期高齢者医療保険料、水道料金などの業務収入があるこなどから、業務活動収支は一般会計等より198百万円
多い488百万円となっている。
　連結では、北アルプス広域連合において実施した大北福祉会館大規模改修事業や松川村土地開発公社において実施した宅地造成事業などに
より、投資活動収支が△461百万円となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は3,675百万円となり、そのうち業務費用が52.7％、移転費用が47.3％を占めている。業務費用のうち、人件費
が25.5％を占め、類似団体平均と比べて割合が高くなっていることから、主体的に適正な定員管理に取り組み、人件費の抑制に努める。
　全体では、一般会計等に比べて水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が410百万円多くなっている一方、国民健康保
険や後期高齢者医療保険などの負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が1,993百万円多くなり、純行政コストは2,083百万円多くなって
いる。
　連結では、一般会計等に比べて経常収益が441百万円多くなっている一方、人件費が276百万円多くなっているなど経常費用が3,444百万円多く
なり、純行政コストは3,002百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,443,549 34,435 8,056

9,943 4,326 13,112
346.3 8.0 61.4
344.8 4.6 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

30,665 912 353,922
34,435 31,147 9,943

89.1 2.9 35.6
76.9 14.0 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
376,935 318 211

9,943 △ 260 3,675
37.9 58 5.7
79.6 △ 35.2 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は、類似団体平均と比較すると高い水準となっ
ていることから、今後、世代間のバランスを考慮した資産の形
成や更新に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均を下回っている
が、今後は少子高齢化の進展による税収減と社会保障関係
経費の増が見込まれることから、行財政改革による歳出削減
に継続的に取り組む。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　歳入額対資産比率は、類似団体より高い水準となっている
ことから、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の
適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均と同程度となっている
が、受益者負担の適正水準については今後庁内での検討を
進め、持続可能で堅実な行財政運営に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たり負債額は、類似団体平均を下回っている
が、今後、元利償還金の増加が見込まれることから、将来的
財政負担に留意した地方債の活用に努め、健全な財政水準
の維持に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 9,229 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 82 人

団体名 長野県白馬村 面積 189.36 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,483,264 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204854 類似団体区分 町村Ⅱ－２ 実質公債費率 10.0 ％

将来負担比率 28.3 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 35,616 純経常行政コスト 4,962
負債 6,113 純行政コスト 5,678
資産 38,614 純経常行政コスト 6,203
負債 7,284 純行政コスト 6,920
資産 41,433 純経常行政コスト 7,389
負債 8,811 純行政コスト 8,106

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 221 業務活動収支 474

△ 7 投資活動収支 △ 1,066
29,503 財務活動収支 362
△ 193 業務活動収支 593
△ 81 投資活動収支 △ 1,068

31,330 財務活動収支 304
△ 206 業務活動収支 710
△ 94 投資活動収支 △ 1,154

32,622 財務活動収支 271

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額が期首から10,578百万円の増加（＋42.2％）となった。金額の変動が大きいものは徴収不能引当金であり、徴収不
能の可能性が極めて高い債券が減ったことにより7,917百万円増加した。また、負債の中でも地方債が366百万円増加しており、今後、新規に発行す
る地方債の抑制を行う必要がある。全体では水道事業会計のインフラ資産など有形固定資産の計上等により一般会計に比べて2,998百万円多くなっ
ているが、企業債などの負債も増加している。連結は北アルプス広域連合の有形固定資産の計上等により全体に比べて2,819百万円多くなっている
が、地方債や退職手当引当金などの固定負債も増加している。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等においては、税収等の財源（5,456百万円）が純行政コスト（5,678百万円）を下回っており、本年度差額は▲221百万円となり、純資産残高
は7百万円の減少となった。地方税の債権確保策の強化等により税収等の増加に努める。全体では、国民健康保険特別会計の国民健康保険税など
が税収に含まれることから、一般会計等と比べて財源が1,270百万円多くなっており、純資産残高も1,827百万円多くなっている。連結では、長野県後
期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれていることから、全体と比べて1,174百万円多くなっており、純資産残高も1,292百万円多
くなっている。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は474百万円であったが、投資活動収支については、村営住宅の建設や庁舎耐震改修工事等を行ったこと
から、▲1,066百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出を上回ったことから、362百万円となっており、本
年度末資金残高は前年度から230百万円減少し、596百万円となった。行政活動に必要な資金を地方債の発行収入によって確保している状況であ
り、行財政改革を更に推進する必要がある。全体では、国民健康保険税が税収入等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入が
あることなどから、業務活動収支は一般会計等より119百万円多くなっており、本年度資金残高も478百万円多くなっている。連結では、介護保険料
や後期高齢者医療保険料が税収入等収入に含まれることなどから、業務活動収支は全体より117百万円多くなっており、本年度末資金残高も200
百万円多くなっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、経常費用は5,850百万円となった。ただし、業務費用の方が移転費用よりも多く、最も金額が大きいのは物件費や減価償
却費を含む物件費等（2,966百万円）であり、純行政コストの52.2％を占めている。施設の集約化・複合化、解体に着手するなど、公共施設等の適
正管理に努めることにより、経費の削減に努める。全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収
益が279百万円多くなっている一方、国民健康保険特別会計や後期高齢者医療特別会計の給付金などの影響で経常費用の中の移転費用が
1,216百万円多くなっている。連結では、全体等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が728百万円多くなっている一方、人件
費が565百万円多くなっているなど、経常費用が1,913百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,561,577 35,616 25,019

9,229 7,961 42,536
385.9 4.5 58.8
310.5 3.9 60.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

29,503 3,608 567,755
35,616 32,987 9,229

82.8 10.9 61.5
72.1 16.9 61.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
611,308 526 887

9,229 △ 787 5,850
66.2 △ 261 15.2
85.3 143.3 6.9

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

将来世代負担比率は、類似団体を下回っているが、これは、
数年前から新規に発行する地方債の抑制を行うとともに、高
利率の地方債の繰上償還を行うなど、地方債残高を圧縮し、
将来世代の負担の減少に努めたためである。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは類似団体平均と同程度である
が、公共施設等の老朽化に伴い、特に減価償却費が高い割
合を占めている。公共施設等総合管理計画に基づき、老朽化
した施設について、点検・診断や計画的な予防保全による長
寿命化を進めていくなど、公共施設等の適正管理に努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民一人当たり資産額は、類似団体平均を上回っている。し
かし、老朽化した施設が多く、将来の公共施設等の修繕や更
新等に係る財政負担を軽減するため、平成28年度に策定した
公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の集約化・
複合化、解体、改修等を進め、公共施設等の適正管理に努
める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

受益者負担比率は、類似団体を大きく上回っている状況にあ
る。その要因としては、類似団体と比較してオリンピック施設
のような特殊な施設を有しており、総額として公共施設の使用
料が多いことが挙げられる。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たりの負債額は類似団体を大きく下回っている
が、これは、数年前から新規に発行する地方債の抑制を行う
とともに、高利率の地方債の繰上償還を行うなど、地方債残
高の縮小に努めたためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
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純行政コスト
人口

当該値
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地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 3,042 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 57 人

団体名 長野県小谷村 面積 267.91 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,527,666 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 204862 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 12.2 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 30,440 純経常行政コスト 5,007
負債 6,340 純行政コスト 5,450
資産 30,645 純経常行政コスト 5,444
負債 6,342 純行政コスト 5,886
資産 31,693 純経常行政コスト 6,848
負債 7,081 純行政コスト 7,290

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,087 業務活動収支 2,117
1,087 投資活動収支 △ 2,065

24,100 財務活動収支 △ 84
1,075 業務活動収支 2,117
1,075 投資活動収支 △ 2,066

24,304 財務活動収支 △ 84
184 業務活動収支 2,147

1,300 投資活動収支 △ 2,106
24,612 財務活動収支 △ 82

　一般会計等においては、税収等の財源（6,537百万円）が純行政コスト（5,450百万円）を上回ったことから、本年度差額は1,087百万円となり、純資産
残高は24,100百万円となった。資産老朽化比率は55.9%となっており、耐用年数に近づく資産が多くなってくることから、施設及び道路・橋梁の計画的
な更新等が必要となる。
　全体においては、純計上行政コストは437百万円の増加となっているが、税収等財源が横ばいであったため、一般会計等と比較して純資産変動額
は▲12百万円となっている。連結においては、純計上行政コストは1,048百万円の増加となっており、市町村負担金等による財源が確保されているた
め安定的な運営が見込めることから純資産変動額は全体と比較して225百万円の増加となっている。なお、連結の本年度差額と本年度純資産変動
額の差は比例連結割合変更に伴う差額分である。

分析：
　一般会計等においては、業務活動収支は2,117百万円となったが、投資活動において税収等の不足分を補うため財政調整基金を取り崩したこと
などから、投資活動収支は▲2,066百万円となった。　財務活動収支については、地方債償還支出が地方債の発行額を上回ったことから、▲85百
万円となっており、本年度末資金残高は前年度から33百万円減少増加し、123百万円となった。しかし、行政活動に必要な資金を基金の取崩しと地
方債の発行収入によって確保している状況であり、行財政改革を更に推進する必要がある。
　全体においては、繰出金等移転費用支出が401百万円と増加したものの、業務収入も同様に増加したため横ばいとなっている。投資活動及び財
務活動について大きな動きはない。連結においては、北アルプス広域連合による広域ごみ処理施設建設事業に係る仮勘定等により業務支出が増
加しているものの、対応するための業務収入があるため、2,147百万円となっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、経常費用は5,192百万円となった。そのうち、人件費等の業務費用は4,171百万円、補助金や社会保障給付等の移転費
用は1,020百万円である。業務費用の物件費は2,198百万円となっているが、ふるさと応援寄付事業の返礼品等による増加が主である。ふるさと応
援寄附事業については、一時的な増加と見込んでいる。
　全体においては、特別会計事務を行う人件費40百万円、施設運営のための繰出金等で447百万円の増加があり、一般会計等と比較して純計上
行政コストは437百万円の増加となっている。連結においては、北アルプス広域連合による介護保険事業等による社会保証料給付1,227百万円、
人件費332百万円の増加により、全体と比較して純計上行政コストは1,048百万円の増加となっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　これまでに一般会計等においては、30,440百万円の資産を形成してきた。そのうち、純資産である24,100百万円（79.2%）については、過去の世代や
国・県の負担で既に支払が済んでおり、負債である6,340百万円（20.8%）については、将来の世代が負担していくことになる。一般会計等における資産
の構成は、事業資産が24.5%、インフラ資産が57.7%となっている。また、資産老朽化比率は55.9%となっており、今後の資産更新等への備えや計画的
な更新等が必要となる。
　全体においては、国民健康保険診療施設特別会計による診療所施設の建物資産154百万円、物品資産34百万円等の増加があり、一般会計等と比
較して205百万円の増加となっている。連結においては、北アルプス広域連合による広域ごみ処理施設建設による建設仮勘定資産464百万円等の増
加があり、全体と比較して1,048百万円の増加となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,043,995 30,440 30,386

3,042 7,690 54,473
1,000.7 4.0 55.8

758.0 5.0 58.2
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

24,100 3,856 544,957
30,440 25,252 3,042

79.2 15.3 179.1
77.5 15.8 116.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
633,974 2,159 185

3,042 △ 481 5,192
208.4 1,678 3.6
170.4 2.3 6.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。
　公共施設等の利用回数を上げるための取組を行うなどによ
り、受益者負担の適正化に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　基礎的財政収支は、投資活動収支が赤字であったため、
1,678百万円となっている。投資活動収支が赤字となっている
のは、地方債を発行して、道路の補修改良事業など公共施設
等の整備を行ったためであり、地方債（過疎対策事業）に依存
しているためである。施設の改修等に関しては、計画的に行う
ことで赤字部分の縮小に努めていく。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　有形固定資産減価償却率については、類似団体平均を少し
下回る結果となった。
　公共施設等の老朽化に伴い、55.9％となっており、公共施設
等総合管理計画に基づき、老朽化した施設について、点検・
診断や計画的な予防保全による長寿命化を進めていくなど、
公共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、広域的な
ごみ処理施設の建設等に地方債を充当しているため、今後
負債額が増加することを見込んでいる。適正な起債管理を行
い、負債比率の維持・低減に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　行政コストは類似団体より高い水準となっている。償却資産
合計に対する減価償却費の割合は4.7%となっているため、新
たな資産を形成しないかぎり、今後資産老朽化比率が4.7%増
加することとなる。
　現有資産の活用を基本とし、長寿命化や施設の改修を行
い、住民サービスの維持に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 15,241 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 128 人

団体名 長野県坂城町 面積 53.64 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,334,206 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 205214 類似団体区分 町村Ⅲ－１ 実質公債費率 8.6 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 43,065 純経常行政コスト 4,649
負債 8,635 純行政コスト 4,650
資産 49,622 純経常行政コスト 7,638
負債 13,925 純行政コスト 7,639
資産 53,335 純経常行政コスト 9,304
負債 15,408 純行政コスト 9,303

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
291 業務活動収支 401

△ 5,438 投資活動収支 △ 42
34,430 財務活動収支 △ 339

554 業務活動収支 831
570 投資活動収支 △ 411

35,697 財務活動収支 △ 351
637 業務活動収支 901
654 投資活動収支 △ 374

37,111 財務活動収支 △ 460

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等における資産額は、期首残高と比較して6,108百万円の減少（△12.4％）となったが、うち5,746百万円（減少額の94.1％）については、資
産の所属会計変更によるものである。資産の所属会計変更分を除く362百万円の減少については、減価償却が主な要因である。一般会計等におけ
る負債額については、期首残高と比較して670百万円の減少（△7.2％）となった。地方債残高が339百万円、損失補償等引当金が334百万円減少して
おり、地方債残高は新規発行額に対して元金償還額が上回ったためであり、損失補償等引当金は土地開発公社に対する債務保証額が減少したた
めである。今後も、地方債発行額の抑制と、土地開発公社に対する債務保証額の圧縮に努めていく。
・全体の資産額は、期首残高と比較して111百万円の減少（△0.2％）となった。一般会計等と比較して減少額が少ない要因は、下水道事業特別会計
において公共下水道の整備を進めているためである。このため、インフラ資産は307百万円の増（+2.6％）となった。全体の負債額は、期首残高と比較
して681百万円の減少（△4.7％）となった。主な要因は、一般会計等における地方債残高及び損失補償等引当金の減少によるものである。
・連結における資産額については、土地開発公社の所有する土地1,069百万円等を計上しているため、一般会計等より10,270百万円多くなっている
が、負債についても、土地開発公社の借入金853百万円等を計上しているため、一般会計等より6,773百万円多くなっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

・一般会計等においては、税収等の財源（4,942百万円）が純行政コスト（4,650百万円）を上回ったものの、所有資産の所属会計の変更（5,746百万円）
を要因に、純資産は5,438百万円の減少となった。
・全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の保険料等が税収等に含まれるため、一般会計等と比べて財源が3,252千円多くなってお
り、純資産残高は570百万円の増加となった。
・連結では、後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれるため、一般会計等と比べて財源が4,999百万円多くなっており、純資産
残高は654百万円の増加となった。

分析：
・一般会計等においては、業務活動収支は401百万円であったが、投資活動収支は道路改良事業、橋梁修繕事業等を行ったことから△42百万円
となった。財務活動収支については、地方債等発行収入（293百万円）を地方債等償還支出（632百万円）が上回ったことにより、△339百万円となっ
た。
・全体では、国民健康保険や介護保険の保険料や下水道使用料等が税収等収入に含まれることから、業務活動収支は一般会計等より430百万円
多い831百万円となっている。投資活動収支では、公共下水道の整備を行ったことから、△411百万円となっている。財務活動収支は、地方債等発
行収入（539百万円）を地方債等償還支出（890百万円）が上回ったことにより、△351百万円となった。
・連結では、後期高齢者医療広域連合の国県等補助金収入が業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より500百万円多い
901百万円となっている。財務活動収支は、地方債等発行収入（627百万円）を地方債等償還支出（1,951百万円）が上回ったことにより、△460百万
円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用5,257百万円であり、最も割合が高いものは物件費（1,104百万円、21.0％）であり、次いで補助金等（1,053百万
円、20.0％）、職員給与費（917百万円、17.4％）となっている。公共施設等の適正管理に努めるとともに、事務事業の見直し等を進めることで経費の
縮減に努める。
・全体では、一般会計等と比べて、下水道事業における減価償却費を計上しているため物件費等が253百万円、国民健康保険等の負担金を補助
金等に計上しているため移転費用が2,766百万円多くなり、純行政コストは2,989百万円多くなっている。
・連結では、一般会計等と比べて物件費等が692百万円、補助金等が2,455百万円、社会保障給付が2,017百万円多くなっていること等により、経常
費用が5,200百万円多くなり、純行政コストは4,653百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
4,306,506 43,065 20,981

15,241 6,516 31,168
282.6 6.6 67.3
260.8 4.3 59.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

34,430 2,533 465,034
43,065 37,472 15,241

79.9 6.8 30.5
75.2 13.7 49.8

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
863,490 464 608
15,241 △ 95 5,257

56.7 369 11.6
64.7 200.0 4.2

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

・純資産比率は79.9％であり、類似団体平均を4.7％上回って
いる。資産の状況と同様に、町の基幹道路の改良工事や橋
梁の長寿命化を計画的に実施してきたことが要因の１つと考
えられる。今後も、公共施設等について計画的な整備、更新
を行い、世代間負担が公平となるよう努めていく。
・将来世代負担比率は6.8％であり、類似団体平均のおよそ半
分程度である。平成28年度においては、地方債残高（特例地
方債を除く）が312百万円減少したことが数値が低い要因の１
つと考えられる。地方債については、金利情勢等を考慮しな
がら発行額の抑制に努めるなど、将来世代の負担が過大とな
らないよう努めていく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・住民一人当たり行政コストは30.5万円であり、類似団体平均
を19.3万円下回っている。今後は、高齢化等により社会保障
給付の増加が見込まれることから、経常費用の53.8％を占め
る人件費及び物件費等の削減を図るため、効率的な行政運
営と事務事業の見直しに努めていく。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・住民一人当たり資産額は282.6万円で、類似団体平均を21.8
万円上回っているが、平成27年度に町内小学校1校を建替え
たことが要因の１つと考えられる。
・歳入額対資産比率は6.6年であり、類似団体平均を2.3年上
回っている。これは、近年町の基幹道路の改良工事や橋梁の
長寿命化を計画的に実施してきたこと等が要因と考えられ
る。
・有形固定資産減価償却率は67.3％であり、公共施設（建物）
について、昭和52年から昭和58年にかけて整備されたものが
多い（床面積ベース）ことから、類似団体平均をやや上回って
いる状況である。
・平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、
将来の財政負担を軽減するため計画的な資産の更新等に努
めていく。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・受益者負担比率は11.6％で、類似団体平均を7.4％上回って
いる。今後は公共施設の老朽化等による維持補修費の増加
や、高齢化による社会保障給付の増加が予想されることか
ら、現状の受益者負担比率を維持するためにも、人件費及び
物件費等の経常費用を削減するために、効率的な行政運営
と事務事業の見直しに努めていく。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・住民一人当たり負債額は56.7万円で、類似団体平均を8万円下
回っており、期首と比較すると3.3万円の減少となった。これは、平成
28年度において地方債残高が339百万円減少したこと及び損失補
償等引当金が334百万円減少したことが要因と考えられる。今後も
地方債残高の減少と、土地開発公社に対する債務保証額を圧縮す
ることで損失補償等引当金の減少に努めていく。
・基礎的財政収支については369百万円で、類似団体平均を169万
円上回っている。平成28年度においては、税収等収入が4,107百万
円あったことから、業務活動収支は401百万円の黒字となったが、
当町の税収等収入については、景気動向の影響を受けやすい法人
町民税の割合が大きいことから、年度毎の基礎的財政収支の変動
幅も大きくなることが予想される。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 11,111 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 85 人

団体名 長野県小布施町 面積 19.12 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,000,441 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ ×

団体コード 205419 類似団体区分 町村Ⅲ－０ 実質公債費率 7.7 ％

将来負担比率 29.2 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 13,940 純経常行政コスト 4,066
負債 3,826 純行政コスト 4,066
資産 16,204 純経常行政コスト 6,153
負債 4,496 純行政コスト 6,154
資産 17,599 純経常行政コスト 7,306
負債 5,114 純行政コスト 7,307

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 181 業務活動収支 280
△ 180 投資活動収支 △ 193
10,114 財務活動収支 △ 154

17 業務活動収支 507
18 投資活動収支 △ 282

11,709 財務活動収支 △ 227
107 業務活動収支 627
231 投資活動収支 △ 476

12,485 財務活動収支 △ 145

一般会計では、純行政コスト△41億円に対して、税収等が32億円、国県等補助金が6.4億円となっており、差引で△1.8億円（純資産の減）となってい
る。
全体では、水道事業が0.7億円のプラス、その他の特別会計もすべてプラスとなっている。純資産変動額は一般会計等から２億円加算されて、0.2億
円のプラス（純資産の増）となっている。
連結では、北信保健衛生施設組合が1.0億円のプラス、長野県後期高齢者医療広域連合の0.5億円のプラスが大きく、全体から2.1億円加算されて、
2.3億円のプラス（純資産の増）となっている。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支が2.8億円で業務活動収支はその範囲内の1.9億円となっているが、公共施設等整備支出は3.7億円、地方
債等償還支出は4.4億円であり、で業務活動収支では財源が不足するため基金の取り崩しや地方債の発行による資金調達をしている。さらに不足
する額は手持資金を充てたということになる。長期的な観点では、業務活動収支の範囲内に投資活動収支を抑えられていることが望ましく、本年度
は、業務活動収支の2.8億円に対して投資活動収支は1.9億円となっている。但し、基金の取り崩しによる収入があり、公共施設等整備のための支
出は業務活動収支の額以上の投資となっている。基金の取り崩しには限度があるため、今後の投資規模が財政規模に比して過大にならないよう
に注意が必要である。
全体では、水道事業及びその他の特別会計ともに業務活動収支はプラスで、投資活動収支はマイナス、財務活動収支もマイナスである。投資活
動収支は水道事業会計の設備投資の他には、その他の特別会計で基金へ積み立てをしたことによる。財務活動収支は、新規の地方債の発行は
なく、償還による支出だけである。
連結では、北信保健衛生施設組合の影響が大きく、処理場等の建設による投資活動支出が大きく増加している。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、行政コストの内訳は、人件費8.1億円、物件費18億円、その他業務費用0.3億円、補助金等5.6億円、社会保障給付4.6億
円、特別会計繰入金5.6億円となっている。補助金の主な内容は、高齢者の福祉事業への拠出や共同で運営しているごみ処理場への負担金など
である。
全体では、一般会計からの増加額の大部分を国民健康保険事業会計と介護保険事業会計の給付金21億円が占めている。水道事業はコストより
使用料収入が大きく、行政コストはマイナス(利益）である。
連結では、全体からの増加額の大部分を後期高齢者医療広域連合の社会保障給付13億円が占めている。３セク等の小布施町振興公社はコスト
より収益の方が大きく行政コストはマイナス（利益）であり、小布施町土地開発公社の行政コストはほぼゼロである。但し、小布施町からの拠出金が
あるため連結寒書類の作成にあたっては相殺している。
連結行政コスト計算書の経常費用80億円のうち、社会保障給付費が40億円を占めており、今後も増加が見込まれるため厳しい財政運営が予想さ
れる。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額139億円の主な内訳は、建物や工作物等の事業用資産が70億円、道路や公園などのインフラ資産が48億円、物品
が5.6億円、将来の事業の財源として積み立てている基金が約10億円、現金が3億円となっている。
負債総額38億円の主な内訳は、地方債が30億円、将来の退職金の支払いに備えて見積計上している退職手当引当金が7.6億円となってる。
事業用資産、インフラ資産、物品を合わせた有形固定資産の計上額は123億円であるが、その減価償却前の取得価額の合計は200億円となってお
り、これが今までに公共資産等の整備のために投資をしてきた金額であり、仮に将来にわたって同じ資産規模を維持しようとした場合に、更新財源の
目安になる。
水道事業会計、その他特別会計を加えた全体では、一般会計等から加算された主な内容は、資産では水道事業会計の有形固定資産11億円と現金
預金6.9億円が大きく、負債では、水道事業会計の地方債3.6億円と長期前受金2.4億円が大きな金額となっている。
広域連合、一部事務組合、３セク等を加えた連結では、全体に加算された主な内容は、北信保健衛生施設組合の資産5.3億円、負債1.9億円、長野広
域連合の資産1.4億円、須高行政組合の資産約1.4億円、小布施町土地開発公社の資産3.1億円、負債2.5億円となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,393,989 13,940 11,883

11,111 5,140 19,121
125.5 2.7 62.1
296.5 3.9 60.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

10,114 1,123 406,578
13,940 12,325 11,111

72.6 9.1 36.6
70.8 19.0 62.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
382,615 308 185
11,111 △ 331 4,251

34.4 △ 23 4.4
86.5 235.1 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は、類似団体とほぼ同水準である。
但し、社会保障給付費の増加と、今後老朽化した施設の更新
により減価償却費が増加することで当該比率は下がることに
なる。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額は、類似団体の４０％程度であり、地
方債残高は比較的少ないと言える。
但し、老朽化した施設の更新の財源として地方債を発行し、
残高が増えることも予想される。
基礎的財政収支は、マイナスとなっているが、公共施設等整
備支出が大きいためである。業務活動収支の範囲内で公共
施設の整備ができるよう、投資額の抑制が必要である。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

一人当たり資産額が類似団体平均に比べて２/５程度となっ
ている。また、歳入額対資産比率も類似団体の２／３程度と
なっている。公会計開始時における団体間での資産評価方法
の違いがあるため、一概に比較できないが、小布施町は大き
な橋やトンネルがなく、道路延長も比較的短いなど、インフラ
資産が少ないことが一因になっていると考えられる。
有形固定資産減価償却率は６２％となっており、全資産を平
均すると耐用年数の６割を超えていることになる。
すでに耐用年数を経過している資産の取得価額は約２８億円
であり、今後10年以内に耐用年数を経過する資産を含めると
約７３億円である。既存施設の長寿命化を図りつつ、更新の
ための財源確保に努めていく。なお、過去の大型投資の主な
ものは、インフラ資産では76年の橋梁建設、99年の総合公園
の建設である。事業用資産では78年の庁舎及び公民館、03
年の幼稚園の建設である。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率は類似団体とほぼ同じ水準である。
将来世代負担比率は、他の団体の1/2程度である。
１．の通り、資産規模は比較的小さく、またその財源として発
行された地方債残高も少なく、類似規模団体に比べてコンパ
クトな貸借対照表になっていると言える。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは、類似団体に比べて６０％程度
の水準にあり、比較的低コストで行政運営ができているといえ
る。
但し、今後、社会保障給付費の増加が見込まれており、また
老朽化した施設の更新が増えると、減価償却費の増加を通し
て行政コストが増加することになる。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 7,240 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 73 人

団体名 長野県高山村 面積 98.56 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,723,244 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 205435 類似団体区分 町村Ⅱ－０ 実質公債費率 9.1 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 33,188 純経常行政コスト 3,708
負債 4,213 純行政コスト 3,675
資産 38,042 純経常行政コスト 5,449
負債 6,172 純行政コスト 5,417
資産 38,503 純経常行政コスト 6,207
負債 6,296 純行政コスト 6,175

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 121 業務活動収支 511
△ 119 投資活動収支 △ 1,012
28,975 財務活動収支 319
△ 352 業務活動収支 532
△ 350 投資活動収支 △ 1,031
31,870 財務活動収支 337
△ 352 業務活動収支 540
△ 351 投資活動収支 △ 1,039
32,207 財務活動収支 341

一般会計等では、税収等の財源（3,554百万円）が純行政コスト（3,676百万円）を下回っており、純資産残高が119百万円減少していることから、関係
機関と連携した税収確保策や公共施設等適正管理推進事業債の活用等などにより財源確保とコストの減に努める。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支は510百万円であったが、投資活動収支については橋梁施設整備事業等を行ったことから△1,011百万円と
なっている。財務活動収支については、地方債の発行額が償還支出を上回ったことから、318百万円となったが、投資活動収支のマイナスにより本
年度資金残高は前年度から△182百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等の経常費用（3,888百万円）のうち、業務費用（2,643百万円）が移転費用（1,245百万円）より多く、最も金額が多いのが公共施設の維持
補修費や減価償却費を含む物件費等（1,979百万円）であることから、今後は公共施設総合管理計画等に基づき適正な配置・管理に努める。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等の資産総額（33,188百万円）のうち、建物が占める割合が約40％（12,813百万円）と多くを占めていることから、今後老朽化等による支出
の増額が想定されるため、公共施設総合管理計画等に基づき適正な配置・管理に努める。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,318,785 33,188 24,914

7,240 4,991 34,474
458.4 6.6 72.3
510.5 5.3 58.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

28,975 2,434 367,525
33,188 29,781 7,240

87.3 8.2 50.8
78.4 14.1 80.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
421,261 534 180

7,240 △ 843 3,887
58.2 △ 309 4.6

110.5 156.0 5.3
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

受益者負担比率は類似団体平均を若干下回っており、行政
サービス提供に対する受益者の負担は低くなっている。しかし
ながら、物件費等の経常費用が今後増加していくことが見込
まれることから、公共施設等の使用料や管理方法の見直しを
行うなど、経常費用の抑制に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民１人当たり負債額は地総債の償還終了などにより類似団
体平均を下回っているが、学校教育施設等整備事業債（学校
給食センター整備事業）や辺地対策事業債（七味温泉橋橋梁
整備事業）など今後償還の大部分を占める地方債もあること
から、新規事業の実施にあたっては慎重に検討を行うことと
する。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

住民１人当たり資産額が類似団体平均と比較して10％程度
下回っているが、これは道路等の敷地のうち取得価格が不明
なものを備忘価格１円で評価しているためである。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

純資産比率は、類似団体平均より若干上回っているが、今後
も利用可能な資産の恩恵を将来世代が享受できるよう、行政
コストの削減により現役世代と将来世代の負担の均衡を図っ
ていく。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民１人当たりの行政コストは、類似団体平均を大きく下回っ
ているが、今後は公共施設の老朽化等による物件費等（維持
補修費、減価償却費）の増加が見込まれることから、引き続き
事務事業の見直しなど経費節減に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 13,064 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 146 人

団体名 長野県山ノ内町 面積 265.90 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,317,427 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 205613 類似団体区分 町村Ⅲ－０ 実質公債費率 10.8 ％

将来負担比率 80.8 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 20,845 純経常行政コスト 5,884
負債 9,669 純行政コスト 5,883
資産 25,420 純経常行政コスト 9,020
負債 12,544 純行政コスト 9,030
資産 28,625 純経常行政コスト 10,124
負債 13,390 純行政コスト 10,137

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 420 業務活動収支 189
△ 420 投資活動収支 △ 671
11,176 財務活動収支 340
△ 237 業務活動収支 456
△ 237 投資活動収支 △ 920
12,877 財務活動収支 299

6 業務活動収支 779
6 投資活動収支 △ 1,371

15,235 財務活動収支 439

　・　一般会計等ではふるさと寄付金（30百万円）の増加（＋14.1％）であったが、大雪の影響による除雪経費の増加により203百万円の増加（＋
119％）となり、純行政コストの不足分の増加によって本年度の差額がマイナスとなった。地方税が昨年度と比べ大きな変動がないことから、更なる徴
収強化により徴収率２％向上に努めたい。
　・　全体では、国民健康保険税（20百万円）の増加（＋4.5）及び、水道事業会計で新たに出資金（139百万円）の増加があったものの、後期高齢者医
療保険料（6百万円）の減少、介護保険料（7百万円）、介護保険一般会計繰入金（11百万円）の減少に加えて一般会計等の除雪経費の増加により、
本年度の差額が一般会計等に比べ改善されマイナスとなったが純資産残高では1,701百万円増加となった。
　・　連結では、後期高齢者医療広域連合への国県等補助金が含まれることから、一般会計等と比べ国県等補助金が1,972百万円多くなっており、本
年度差額は6百万円となり、純資産残高は2,358百万円の増加となった。

分析：
　・　一般会計等においては、業務活動収支は189百万円であったが、投資活動収支では学校施設改修や給食センター改修などを行ってきたこと
から、▲671百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債償還支出額を上回り340百万円となったが投資活動支出が
多かったために本年度資金収支額は▲141百万円となり、本年度末資金残高は264百万円となった。　・　全体では、国民健康保険税や介護保険
料などが業務収入に含まれることから業務活動収支は一般会計等より267百万円多い456百万円となっている。投資活動収支では、浄水場改修事
業を実施したため、▲920百万円となっている。財務活動収支は、地方債の発行額が地方債償還支出額を上回り299百万円となったが投資活動支
出が多かったために本年度資金収支額は▲164百万円となり、本年度末資金残高は557百万円となった。　・　連結では広域連合等の使用料や国
県補助金等が業務収入に含まれることから、業務活動収支は一般会計等より590百万円多い779百万円となっている。投資活動収支では東山ク
リーンセンターの改修事業等を実施したため、▲1,371百万円となっている。財務活動収支は、地方債の発行額が地方債償還支出額を上回り439
百万円となったが投資活動支出が多かったために本年度資金収支額は▲153百万円となり、本年度末資金残高は836百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

　・　統一的な基準による財務書類の作成の初年度であり、経年比較が難しいが一般会計等では物に係るコストが大雪の影響による除雪経費の
増加により203百万円の増加（＋119％）となり、移転費用では他会計繰出金が31百万円の減少（－3.9％）となったが冬の天候により物に係るコスト
が大きく変化するためけ、経費削減の工夫に努める。
　・　全体では移転費用における社会保障給付が保険給付費のみで国保会計で44百万円の減少（－3.9％）、介護保険会計で23百万円の減少（－
1.6％）となったが今後も介護予防事業及び健康増進事業を更に進め、医療費等の抑制に努める。
　・　連結では広域連合で老人ホームの運営もしていることから社会保障給付費が全体の50％近くを占めることから介護予防事業の推進による健
康増進に努めたい。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　・　一般会計等の資産総額は当該年度期首総額から1,070百万円の増加（＋6.6％）となった。特に変動が大きいものは事業用資産であり、学校関係
における施設整備及び給食センター改修事業等による資産の取得（180百万円）や、水道事業に対する出資金の増加（139百万円）、道路改良事業等
によるインフラ資産の増加（146百万円）などであり、負債総額では569百万の増加（＋6.3％）となり金額の変動が大きいものは地方債（固定負債）であ
り、過疎対策事業の実施における過疎対策事業債（320百万円）や臨時財政対策債（243百万円）の借入が要因であり今後、地方債償還額が増加す
ることが予想されるため地方債の抑制に努める。
　・　全体については資産関係で一般会計等及び水道事業会計で占めている。インフラ資産では浄水場改修工事などにより３５８百万円増加してお
り、負債では地方債（固定負債）が水道事業分上乗せされているが償還額が発行額より41百万円上回っているため影響は最小限にとどまっている。
　・　連結については下水道事業の法適化作業中であること及び町以外（広域連合や一部事務組合など）の会計については財務書類の作成の初年
度ではあるが資産合計が負債合計より15,235百万円上回り、全体では2,359百万円増加しており、流動資産の現金預金などの増加で資産形成されて
いる。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,084,504 20,845 18,105

13,064 6,978 32,369
159.6 3.0 55.9
296.5 3.9 60.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

11,176 3,162 588,348
20,845 17,270 13,064

53.6 18.3 45.0
70.8 19.0 62.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
966,875 234 221
13,064 △ 568 6,104

74.0 △ 334 3.6
86.5 235.1 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　・　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政
サービス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなっ
ている。また、使用料の低下も見られるため、公共施設等の
利用回数を上げるための取組を行うとともに、公共施設等の
使用料の見直しを行なう一方で、施設の老朽化による維持補
修費の増加が今後見込まれるため、老朽化した施設の集約
化・長寿命化や取壊しを行うことにより、経常費用の削減に努
める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　・　住民一人当たり負債額は類似団体平均より下回っている
が、大型事業等により地方債の発行額が償還額を大きく上
回っている状況であり今後、住民一人当たり負債額が増加す
ることから、国県補助金等の活用を積極的に行い、地方債残
高の縮小に努める。
　・　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立支出
を除いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を
上回ったため、▲334百万円となっている。類似団体平均を下
回っているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方
債を発行して、学校施設改修事業や給食センター改修事業等
の必要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　・　住民一人当たり資産額が類似団体平均を大きく下回って
いるが、道路や河川の敷地のうち、取得価格が不明であるた
め、備忘価格1円で評価しているものが大半である。平成29年
以降大型事業が控えているため増加に転じる予定である。
　・　歳入額対資産比率については、類似団体平均を下回る
結果となったが、平成29年度以降大型事業があるため増加
に転じる予定ではあるが、過度な社会資本整備は維持負担
の観点から将来の財政運営が圧迫する恐れがあることから
平均値といわれる3～7年の間で推移するよう努める。
　・　有形固定資産減価償却率については、昭和50年代に整
備された資産が多く、整備から30年以上経過して更新時期を
迎えており償却率も50％を超えていることから公共施設等総
合管理計画に基づき、老朽化した施設について、点検・診断
や計画的な予防保全による長寿命化を進めていきながら公
共施設等の適正管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　・　純資産比率は類似団体平均を大きく下回っているが、負
債の大半を占めているのは、地方交付税の不足を補うために
特例的に発行している臨時財政対策債である。仮に臨時財政
対策債の残高を負債額から除いた場合、純資産比率は70％
となり、類似団体平均と同等になる。
　・　将来世代負担比率は、類似団体平均ほぼ同等である。
新規に発行する地方債の抑制を行うとともに、国県補助金等
を活用した事業の推進を行うなど、地方債残高を圧縮し、将
来世代の負担減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　・　住民一人当たり行政コストは類似団体平均よりも大きく下
回っているが、物に係るコスト及び移転費用の割合が多くなっ
ておりその中でも物件費並びに補助金等の割合が併せて
50％近くになることから、行財政改革への取組を通じて物件
費の削減、補助金の見直しを積極的に努める。

0

50

100

150

200

250

300

350

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり資産額（万円）

当該値 類似団体平均値

0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
3.00
3.50
4.00
4.50

平成26年度 平成27年度 平成28年度

歳入額対資産比率（年）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

有形固定資産減価償却率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

純資産比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

将来世代負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

60

70

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり行政コスト（万円）

当該値 類似団体平均値

0

20

40

60

80

100

平成26年度 平成27年度 平成28年度

住民一人当たり負債額（万円）

当該値 類似団体平均値

0

10

20

30

40

50

平成26年度 平成27年度 平成28年度

受益者負担比率（％）

当該値 類似団体平均値

△ 700
△ 600
△ 500
△ 400
△ 300
△ 200
△ 100

0
100
200
300

平成26年度 平成27年度 平成28年度

基礎的財政収支（百万円）

業務活動収支 投資活動収支 当該値 類似団体平均値

137



平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 4,897 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 69 人

団体名 長野県木島平村 面積 99.32 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,367,536 千円 連結実質赤字比率 － ％ △ ○ ×

団体コード 205621 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 12.3 ％

将来負担比率 1.1 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 13,823 純経常行政コスト 3,157
負債 4,296 純行政コスト 3,154
資産 15,442 純経常行政コスト 4,278
負債 4,688 純行政コスト 4,275
資産 17,508 純経常行政コスト 4,646
負債 5,258 純行政コスト 4,662

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 186 業務活動収支 379
△ 186 投資活動収支 △ 328
9,528 財務活動収支 △ 53

△ 147 業務活動収支 492
△ 147 投資活動収支 △ 390
10,754 財務活動収支 △ 64
△ 142 業務活動収支 617
△ 142 投資活動収支 △ 405
12,249 財務活動収支 △ 136

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等においては、資産総額138億円の主な内訳は、建物や工作物等の事業用資産が50億円、道路や公園などのインフラ資産が50億円、物品
が8.9億円、将来の事業の財源として積み立てている基金が約29億円、３セク等への出資金等が1.3億円、現金が1.4億円となっている。
負債総額43億円の主な内訳は、地方債が29億円、将来の退職金の支払いに備えて見積計上している退職手当引当金が13億円となってる。
事業用資産、インフラ資産、物品を合わせた有形固定資産の計上額は123億円であるが、その減価償却前の取得価額の合計は254億円となってお
り、これが今までに投資をしてきた金額であり、仮に将来にわたって同じ資産規模を維持しようとした場合に、今後更新のために必要になる財源の目
安になる。
水道事業会計、その他特別会計を加えた全体では、一般会計等に加算された主な内容は、資産では水道事業会計の有形固定資産6.3億円と観光施
設特別会計の有形固定資産6.1億円が大きく、負債では、水道事業会計の地方債1.9億円と長期前受金1.8億円が大きな金額となっている。
広域連合、一部事務組合、３セク等を加えた連結では、全体に加算された主な内容は、資産では北信広域連合の5.0億円、木島平村社会福祉協議会
の6.3億円、負債では岳北広域行政組合の3.3億円となっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計では、純行政コスト△43億円に対して、税収等33億円、国県等補助金8.2億円となっており、純資産変動額は1.9億円のマイナス（純資産の
減）となっている。
全体では、観光施設特別会計が0.2億円のマイナスのほかは、水道事業会計、その他の特別会計ともにプラスとなっており、純資産変動額は一般会
計等からは0.4億円のプラスで、1.5億円のマイナス（純資産の減）となっている。
連結では、広域連合・一部事務組合、３セク等の総額ではマイナスであり、純資産変動額は全体からは0.1億円のマイナスで、1.4億円のマイナス（純
資産の減）となっている。

分析：
一般会計等においては、業務活動収支の3.8億円に対して、投資活動収支は△3.3億円、財務活動収支は△0.5億円となっており、本年度の収支は
均衡している。長期的な傾向として望ましいのは、業務活動収支の範囲内に投資活動収支が抑えられていることであるが、本年度は業務活動収
支の範囲内で投資を行い、さらに地方債も償還できているため、収支構造としては望ましい年度であった。
全体では、水道事業及びその他の特別会計ともに業務活動収支はプラスで、投資活動収支も概ね業務活動収支の範囲内に収まっている。
連結では、単独で金額的な影響が大きい団体はなく、また、ほとんどの団体が一般会計等、全体と同様に、業務活動収支の範囲内で投資活動収
支が収まっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

一般会計等においては、行政コストの内訳は、人件費7.2億円、物件費12億円、その他業務費用0.3億円、補助金等5.9億円、社会保障給付2.0億
円、他会計繰入金4.9億円となっている。補助金の主な内容は、共同で運営しているごみ処理場への負担金や高齢者の福祉事業への拠出などで
ある。
全体では、一般会計からの増加額の大部分を国民健康保険事業会計と介護保険事業会計の給付金11億円が占めている。水道事業はコストより
使用料収入が大きく、行政コストはマイナス(利益）である。
連結では、全体からの増加額の大部分を後期高齢者医療広域連合の社会保障給付4.6億円が占めている。連結対象の３セク等である（一財）木島
平村農業振興公社は、村からの補助金で運営されており、その行政コストは0.8億円である。
連結ベースの行政コストで最も多い費目は社会保障給付18億円であり、経常費用の約３割を占めている。少子高齢化により今後も増加が見込ま
れるため、今後の財政運営は厳しい状況になることが予想される。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,382,300 13,823 15,359

4,897 3,698 24,462
282.3 3.7 62.8
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

9,528 1,280 315,400
13,823 10,488 4,897

68.9 12.2 64.4
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
429,600 401 133

4,897 △ 289 3,290
87.7 112 4.0

144.2 50.9 5.6
※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

純資産比率は類似団体より10ポイント程度低く、将来世代負
担比率は、類似団体と同水準である。
償還金に対して交付税措置のある臨時財政対策債等の特例
地方債を除くと、純資産比率は７８％である。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

住民一人当たり行政コストは、類似団体に比べて６０％程度
の水準にあり、比較的低コストで行政運営が行われている。
但し、今後、社会保障給付の増加が見込まれており、また老
朽化した施設の更新が増えると、減価償却費の増加を通して
行政コストが増加することになる。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

一人当たり資産額が類似団体平均に比べて1/3程度となって
いる。また、歳入額対資産比率も類似団体の２／３程度となっ
ている。公会計開始時における団体間での資産評価方法の
違いがあるため、一概に比較できないが、村には大きな橋や
トンネルがなく、道路延長も比較的短いなど、インフラ資産が
少ないことが要因になっていると考えられる。
有形固定資産減価償却率は６３％となっており、全資産を平
均すると耐用年数の６割を超えていることになる。
すでに耐用年数を経過している資産の取得価額は約４４億円
であり、近い将来にこれら資産の更新が必要になるため、そ
のための財源確保が急務である。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

受益者負担比率は、類似団体とほぼ同水準である。
但し、高齢化が進んでいる地域のため、今後、社会保障給付
費の増加により、当該比率は下がることが予想され、受益者
負担の在り方の検討が必要になる。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

住民一人当たり負債額は、類似団体の６０％程度であり、地
方債残高は比較的少ないと言える。
また、基礎的財政収支は、プラスとなっており、類似団体と比
較しても２倍程度の金額となっている。
但し、今後は社会保障給付や老朽化した施設の更新のため
の公共施設等整備支出が大きくなることが予想されるため、
基礎的財政収支の悪化が懸念される。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 3,736 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 53 人

団体名 長野県野沢温泉村 面積 57.96 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 2,103,748 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 205630 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 7.0 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 18,042 純経常行政コスト 3,002
負債 5,092 純行政コスト 3,020
資産 30,262 純経常行政コスト 3,824
負債 7,130 純行政コスト 3,870
資産 31,471 純経常行政コスト 4,098
負債 7,572 純行政コスト 4,144

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 383 業務活動収支 333
△ 381 投資活動収支 △ 1,021
12,949 財務活動収支 714
△ 318 業務活動収支 1,039
△ 266 投資活動収支 △ 1,284
23,132 財務活動収支 573
△ 326 業務活動収支 1,093
△ 274 投資活動収支 △ 1,305
23,899 財務活動収支 550

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　当村の一般会計等の資産は18,042百万円であり、主な内訳は公共施設等の建物が7,827百万円、村道等のインフラ資産が3,620百万円、基金の総
額が2,454百万円となっている。また負債は5,092百万であり、過疎対策事業債等の地方債が4,028百万円となっている。今後の予定として過疎対策事
業債が終了する平成32年度までに若者住宅や児童館、物産センター等の施設整備を行うこととしており、資産では建物の増額と財源に充てる基金の
減額が、負債では地方債の増額が見込まれる。
　４つの特別会計と２つの公営企業会計を含めた全体会計の資産は30,262百万円であり、増額の主な要因は観光施設事業会計の所有する事業用
資産（土地・建物・工作物）が5,345百万円、下水道特別会計の所有するインフラ資産（土地・建物・工作物）が2,571百万円となっている。また負債は
7,130百万円であり、増額の主な要因は下水道特別会計の地方債が1,044百万円、観光施設事業会計の地方債が700百万円となっている。今後の予
定として観光施設事業会計ではゴンドラリフトの建替えを行うこととしており建物と工作物（資産）、地方債（負債）の増額が見込まれる。
　連結対象である15団体を含めた連結会計の資産は31,471百万円、負債は7,572百万円となっており、岳北広域行政組合（消防施設・ごみ処理施設・
火葬場）の所有する建物等の資産や地方債（負債）が主な内容となっている。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　当村の一般会計等の内容は、純行政コスト△3,020百万円に対し、税収等が2,346百万円、国県等補助金が292百万円となっており、純資産変動額
は381百万円のマイナスとなっている。税収等の主な内訳は村税が405百万円、地方交付税が1,673百万円となっており、地方交付税が主たる財源と
なっている。
　全体会計では、特別会計と公営企業会計の総額で純行政コスト△850百万円に対し、税収等が544百万円、国県等補助金が370百万円となってお
り、純資産変動額は74百万円のプラスとなっている。一般会計等と比較し115百万円のプラスとなっているが、主な要因として観光施設事業会計の純
資産変動額が103百万円のプラスが考えられる。
　連結会計では、一部事務組合等の各団体の総額で、純行政コスト△274百万円に対し、税収等が116百万円、国県等補助金が150百万円となってお
り、純資産変動額は8百万円のマイナスとなっている。

分析：
　当村の一般会計等の内容は、業務活動収支の333百万円に対して、投資活動収支が△1,021百万円、財務活動収支が714百万円となっており、
投資活動支出のマイナスを地方債発行等収入で補填している。今後の予定として過疎対策事業債の終了する平成32年度まで施設整備等の投資
的事業が計画されており、同じ状況が続くことが見込まれる。
　全体会計の特別会計と公営企業会計については、業務活動収支の706百万円に対して、投資活動収支が△263百万円、財務活動収支が△141
百万円となっており、業務活動収支の範囲内に納まっている。
　連結会計の一部事務組合等団体については、業務活動収支の54百万円に対して、投資活動収支が△21百万円、財務活動収支が△23百万円と
なっており、ほとんどの団体が業務活動収支の範囲内に収まっている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　当村の一般会計等の内訳は、経常費用の人件費が533百万円、物件費等が1,684百万円、補助金等が426百万円、他会計への繰出金が321百
万円となり、経常収益の使用料及び手数料が78百万円、その他が68百万円となっている。補助金の主な相手先は岳北広域行政組合で148百万
円、長野県後期高齢者医療広域連合で51百万円となっている。
　全体会計の純行政コストは3,870百万円となり一般会計等から850百万円の増となっている。主な要因は社会保障給付で介護保険特別会計の保
険給付費が384百万円、国民健康保険特別会計の保険給付費が257百万円となっている。また使用料及び手数料で観光施設事業会計のスキー
場施設貸付料が463百万円、下水道特別会計の使用料が146百万円となっている。
　連結会計の純行政コストは4,144百万円となり、各団体の人件費や物件費等の増により全体会計から274百万円の増となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,804,180 18,042 18,679

3,736 4,390 31,313
482.9 4.1 59.7
758.0 5.0 58.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

12,949 3,197 302,007
18,042 15,061 3,736

71.8 21.2 80.8
77.5 15.8 116.7

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
509,241 351 146

3,736 △ 1,063 3,148
136.3 △ 712 4.6
170.4 2.3 6.8

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

④純資産比率について、当村の数値は71.8％であり、類似団
体平均値77.5％と比較し、5.7％下回る結果となった。

⑤将来世代負担比率について、当村の数値は21.2％であり、
類似団体平均値15.8％と比較し、5.4％上回る結果となった。
これは、地方債を発行し公共施設等の整備を行っているため
である。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

⑥住民一人当たり行政コストについて、当村の数値は80.8万
円であり、類似団体平均値116.7万円と比較し、35.9万円下回
る結果となった。
　今後も適正な職員配置の見直しや指定管理者制度による
施設運営等の行財政改革に取り組み、行政コストの抑制に努
める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

①住民一人当たり資産額について、当村の数値は482.9万円
であり、類似団体平均値758.0万円と比較し、275.1万円下回
る結果となった。これは、道路や河川、水路の敷地のうち取得
価額が不明であるため、備忘価額１円で評価しているものが
多いことによるものである。

②歳入額対資産比率について、当村の数値は4.1年であり、
類似団体平均値5.0年と比較し、0.9年下回る結果となった。

③有形固定資産減価償却率について、当村の数値は59.7％
であり、類似団体平均値58.2％と比較し、1.5％上回っている
が、ほぼ同数値となっている。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

⑨受益者負担比率について、当村の数値は4.6％であり、類
似団体平均値6.8％と比較し2.2％下回る結果となった。
　経常収益を変えずに類似団体平均値まで受益者負担率を
引き上げるためには、経常費用を1,000百万円程度削減する
必要があり、また経常費用を変えない場合は、経常収益を
214百万円増額させる必要がある。
　受益者負担については、引き続き施設使用料等の適正化を
図るとともに、施設利用回数等の増に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

⑦住民一人当たり負債額について、当村の数値は136.3万円
であり、類似団体平均値170.4万円と比較し、34.1万円下回る
結果となった。

⑧基礎的財政収支について、当村は投資活動収支の赤字分
が業務活動収支の黒字分を上回ったため、△712百万円と
なっており、類似団体平均値（2.3百万円）を下回る結果となっ
た。
　当村の投資活動収支が赤字となっているのは、地方債を発
行して若者住宅建設工事やスポーツ公園整備工事、村公民
館・体育館耐震工事等の必要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 8,804 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 108 人

団体名 長野県信濃町 面積 149.30 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 3,641,980 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 205834 類似団体区分 町村Ⅱ－１ 実質公債費率 7.9 ％

将来負担比率 26.1 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 14,859 純経常行政コスト 5,125
負債 6,180 純行政コスト 5,123
資産 18,256 純経常行政コスト 7,256
負債 7,666 純行政コスト 7,254
資産 19,438 純経常行政コスト 8,150
負債 7,960 純行政コスト 8,149

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 389 業務活動収支 205
△ 387 投資活動収支 △ 691
8,679 財務活動収支 385

△ 466 業務活動収支 214
△ 471 投資活動収支 △ 886
10,589 財務活動収支 356
△ 424 業務活動収支 256
△ 431 投資活動収支 △ 952
11,478 財務活動収支 364

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

分析： 分析：

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高
本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高
本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

　一般会計等においては、資産総額が前年度末から21百万円の増加（0.14％）となった。金額の変動が大きいものは基金と現金預金であり、基金は
減債基金の取崩し額が減少したことにより174百円増加し現金預金は99百円減少した。負債総額が前年度から408百万円増加（7.1％）となった。負債
の増加額のうち最も金額が大きいものは、緊急防災減災事業債の増加（422百万円）である。
　全体では資産総額は前年度末から47百万円減少（△0.3％）し、負債総額は前年度末から381百万円増加（＋5.2％）した。資産総額は、下水道等の
インフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて3,397百万円多くなるが、負債総額も下水道事業の長寿命化対策事業に地方債（固定
負債）を充当したこと等から、1,486百万円多くなっている。
　長野広域連合等を加えた連結では、一般会計等と比べ資産総額は4,579百万円増加しているが、負債総額も1,780百万円増加となっている。

　一般会計等においては、経常費用は5,363百万円となり、前年度比404百万円の増加（8.1％）となった。業務費用の方が移転費用よりも多く、最も
金額が大きいのは維持補修費を含む物件費等（1,995百万円、前年度比＋223百万円）である。今後も道路橋りょうの老朽化が進むことにより道路
橋りょう維持修繕費が見込まれるため、公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。
　全体では、一般会計等に比べて、経常収益が1,239百万円多くなっている一方、人件費が923百万円多くなっているなど経常費用が3,370百万円
多くなり、純行政コストは2,131百万円多くなっている。また、連結では、一般会計等に比べ、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が
1,664百万円多くなっている一方、人件費が1,187百万円多くなっているなど、経常費用が4,689百万円多くなり、純行政コストは3,026百万円多くなっ
ている。

　一般会計等においては、税収等の財源（4,054百万円）が純行政コスト（5,123百万円）を下回っており、本年度差額は△389百万円となり、純資産残
高は387百万円の減少となった。地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の保険税や保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が1,056百
万円多くなっており、本年度差額は△466百万円となり、純資産残高は10,589百万円となった。連結では、一般会計等と比べて税収等が1,546百万円
多くなっており、本年度差額は△424百万円となった。

　一般会計等においては、業務活動収支は205百万円であったが、投資活動収支については、次世代情報通信システム整備事業を行ったことか
ら、△691百万円となった。財務活動収支については、地方債の償還額が地方債発行収入を下回ったことから、385百万円となった。
　全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は
一般会計等より9百万円多い214百万円となっている。
　連結では、長野広域連合等の業務収入が含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より51百万円多い256百万となっている。財務活動
収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、364百万円となった。
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,485,928 14,859 54,857

8,804 6,166 62,739
168.8 2.4 87.4
344.8 4.6 59.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

8,679 2,284 512,292
14,859 10,426 8,804

58.4 21.9 58.2
76.9 14.0 60.9

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
618,035 205 238

8,804 △ 575 5,363
70.2 △ 370 4.4
79.6 △ 35.2 4.4

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

分析欄：

１．資産の状況

資産合計 資産合計 減価償却累計額
人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値
類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト
資産合計 有形・無形固定資産合計 人口
当該値 当該値 当該値

負債合計 業務活動収支　※１

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

３．行政コストの状況

４．負債の状況

経常収益
人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

　受益者負担比率は類似団体平均と同軽度であるが、昨年
度からは減少している。経常費用が昨年度から404百万円増
加しており、中でも経常費用のうち物件費の増加が多いことか
ら、公共施設等の長寿命化等行うなど経常費用の削減に努
める。

５．受益者負担の状況

　有形固定資産減価償却率が類似団体平均を上回っている
が、整備から長年経過して更新時期を迎えていることなどか
ら、類似団体より高い水準にある。公共施設等総合管理計画
に基づき、老朽化した施設について、計画的な保全による長
寿命化を進めていくなど公共施設等の適正管理に努める。

　将来世代負担比率は、類似団体を下回っているが、昨年度
に比べ増加している。新規に発行する地方債の抑制を行うこ
とにより地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の減少に努め
る。

　住民一人あたり行政コストは類似団体平均と同等程度であ
るが、昨年度より増加している。経常費用が昨年度から404百
万円増加しており、中でも経常費用のうち物件費の増加が多
いことから、公共施設等の長寿命化等行うなど経常費用の削
減に努める。

　住民一人あたり負債額は、昨年度より増加している。これは
地方交付税の不足を補うために臨時財政対策債を183百万
円発行したことや緊急防災減災事業債を422百万円発行した
ことにより、地方債の発行額が償還額を上回ったためである。
今後、地方債の新規発行の抑制に努めるなど、地方債残高
の縮小に努める。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 2,643 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 42 人

団体名 長野県小川村 面積 58.11 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,946,967 千円 連結実質赤字比率 － ％ × × ×

団体コード 205885 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 8.4 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 14,986 純経常行政コスト 2,639
負債 2,830 純行政コスト 2,645
資産 19,853 純経常行政コスト 3,518
負債 4,807 純行政コスト 3,525
資産 20,099 純経常行政コスト 3,804
負債 4,903 純行政コスト 3,812

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 122 業務活動収支 479

56 投資活動収支 △ 724
12,156 財務活動収支 192
△ 206 業務活動収支 635
△ 210 投資活動収支 △ 699
15,046 財務活動収支 21
△ 201 業務活動収支 667
△ 206 投資活動収支 △ 707
15,196 財務活動収支 25

・一般会計等においては、税収等の財源（2,082百万円）が純行政コスト（2,645百万円）を下回っており、本年度差額は△122百万円となり、純資産残
高は56百万円の増加となった。地方税の徴収業務の強化等により税収等の増加に努める。
・全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収
等が481百万円多くなっており、本年度差額は△206百万円となり、純資産残高は15,046百万円となった。
・連結では、一般会計等と比べて税収等が629百万円多くなっており、本年度差額は△201百万円となった。

分析：
・一般会計等においては、業務活動収支は479百万円であったが、投資活動収支については、中央拠点施設建設事業を行ったことから、△724百
万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行額が地方債発行収入を下回ったことから、192百万円となった。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収
支は一般会計等より155百万円多い635百万円となっている。
・連結では、長野広域連合等の業務収入に含まれることなどから、業務活動収支は一般会計等より187百万円多い667百万円となっている。財務
活動収支は、地方債の償還額が地方債発行収入を上回ったことから、25百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

 ・一般会計等においては、経常費用は2,803百万円となった。本年度に実施した中央拠点施設建設事業の支出があり、普通建設事業費等が296百
万円増加しているためである。これらの事業は平成29年度で終了することから、平成30年度以降は純行政コストも減少する見込みである。
・全体では、一般会計等に比べて、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、経常収支が181百万円多くなっている一方、国民健康保
険や介護保険の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が540百万円多くなり、純行政コストは880百万円多くなっている。
・連結では、一般会計等に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、298百万円多くなっている一方、人件費が130百万円多くなっているな
ど、経常費用が1,463百万円多くなり、純行政コストは1,167百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額が前年度末から243百万円の増加（1.02%）となった。ただし、資産総額のうち有形固定資産の割合が82％となって
おり、これらの資産は将来の（維持管理・更新等の）支出を伴うものであることから、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の集約化・複合化を進
めるなど公共施設等の適正管理に努める。
・全体では、資産総額は前年度末から193百万円減少（△0.9％）し、負債総額は前年度末から17百万円増加（1.0％）した。資産総額は、水道管、下水
道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて4,867百万円多くなるが、負債総額も上下水道事業に地方債（固定負債）を充
当したこと等から、1,977百万円多くなっている。
・長野広域連合を加えた連結では、一般会計等と比べ資産総額は5,113百万円増加しているが、負債総額も2,073百万円増加となっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
1,498,604 14,986 15,755

2,643 3,718 26,107
567.0 4.0 60.3
743.3 5.4 56.9

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

12,156 1,634 264,478
14,986 11,453 2,643

81.1 14.3 100.1
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
282,961 479 164

2,643 △ 657 2,803
107.1 △ 178 5.9
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

　受益者負担比率は、類似団体平均と同程度である。経常費
用のうち維持補修費の増加が顕著であることから、公共施設
等総合管理計画に基づき、老朽化した施設の集約化・複合化
や長寿命化を行うことにより、経常費用の削減に努める。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　基礎的財政収支は、基金の取崩収入及び基金積立金支出
を除いた投資活動収支の赤字分が業務活動収支の黒字分を
上回ったため、△178百万円となっている。類似団体平均を下
回っているが、投資活動収支が赤字となっているのは、地方
債を発行して、中央拠点施設建設事業など公共施設等の必
要な整備を行ったためである。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　有形固定資産減価償却率が類似団体平均を上回っている
が、整備から長年経過して更新時期を迎えているなどから、
類似団体より高い水準にある。公共施設等総合管理計画に
基づき、老朽化した施設について、点検・診断や計画的な予
防保全による長寿命化を進めていくなど、公共施設等の適正
管理に努める。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　将来世代負担比率は、類似団体平均を上回っている。新規
に発行する地方債の抑制を行うとともに、高利率の地方債の
借換えを行うなど、地方債残高を圧縮し、将来世代の負担の
減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは、平成28年度に中央拠点施
設建設事業を開始したが、類似団体平均は下回ることとなっ
た。ただし、平成30年度から簡易水道事業会計において、基
幹改良事業を開始することから、同会計への繰出金が大幅に
増える見込みである。当該事業が終了するまでの5年間の一
過性のものであり、事業の終了後は類似団体平均並みの水
準となる見込みである。
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 11,551 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 125 人

団体名 長野県飯綱町 面積 75.00 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 4,804,569 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 205907 類似団体区分 町村Ⅲ－０ 実質公債費率 9.4 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 29,810 純経常行政コスト 5,919
負債 7,918 純行政コスト 6,201
資産 38,107 純経常行政コスト 8,434
負債 12,378 純行政コスト 8,717
資産 39,683 純経常行政コスト 9,707
負債 13,075 純行政コスト 9,991

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 315 業務活動収支 748

372 投資活動収支 △ 996
21,892 財務活動収支 275
△ 315 業務活動収支 926

374 投資活動収支 △ 763
25,729 財務活動収支 △ 3
△ 256 業務活動収支 1,004

432 投資活動収支 △ 864
26,608 財務活動収支 16

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

　一般会計においては、資産合計が期首時点から176百万円増加した。金額変動の大きいものは有形固定資産と基金である。有形固定資産は、事
業用資産が統合保育園整備等の実施により346百万円増加し、インフラ資産が工作物の減価償却額が△510百円と減少したこと等から132百円減少
した。基金は、学校建設基金、庁舎建設基金、子育て応援基金などの特定目的基金や合併特例債の本格的な償還に備えるための減債基金の増加
により、318百万円増加した。
　資産合計のうち有形固定資産の割合が約80％となっており、これらの資産は将来の支出（維持管理・更新等）を伴うものであることから、公共施設
等総合管理計画を適切に見直し、施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努める。
　公営企業会計等を加えた全体においては、一般会計等に比べ、資産が1.28倍なのに対して、負債が1.56倍となっている。この差の大きな要因は、公
営企業の地方債によるものである。
　一部事務組合等を加えた連結においては、一般会計等に比べ、全体とほぼ同様に資産と負債に差がある。

分析：

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

　一般会計においては、税収等の財源（5,886百万円）が純行政コスト（6,201百万円）を下回っており、本年度差額は△315百万円となった。その他
（452百万円）は、開始時の錯誤調整である。個人所得は横ばい状態であり、今後も大幅な税収の増加は見込めない。事業量の適正化を図り、行政コ
ストの縮減に努める。
　公営企業会計等を加えた全体においては、国民健康保険特別会計や介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料等が税収等に含まれ
ることから、一般会計等と比べて税収等が1,762百万円多くなっているが、純行政コストも相応に増加しているため、本年度差額は一般会計等と同様
の△315百万円となり、純資産残高は374百万円の増加となった。
　一部事務組合等を加えた連結においては、後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が財源に含まれることから、一般会計等と比べて財源が
3,849百万円多くなっており、本年度差額は△256百万円となり、純資産残高は432百万円の増加となった。

分析：
　一般会計等においては、投資活動収支は、統合保育園整備や統合小学校整備に伴う公共施設等整備費支出が886百万円、今後予定されてい
る庁舎建設事業に対応するため等の基金積立金が520百万円と支出が大幅に上回り、△996百万円となった。財務活動収支は、合併特例債を積
極的に活用しているため、地方債償還支出を地方債発行収入が上回り、275百万円となった。今後も庁舎建設事業や地方創生交付金を活用した
公共施設の整備など、公共施設等整備費支出の大幅な減少は見込めず、また合併特例債の償還による地方債償還支出の増加が見込まれてお
り、財務活動収支は減少が見込まれる。　公営企業会計等を加えた全体においては、国民健康保険税等が税収等収入に含まれることや病院事業
の影響から、業務活動収支は一般会計等より178百万円多い。投資活動収支では、主に病院事業会計のその他の収入を計上したことにより、一般
会計等より233百万円多い。財務活動収支では、公営企業会計での地方債償還額が影響し、一般会計等に比べ312百万円多い。　一部事務組合
等を加えた連結においては、北信保健衛生施設組合等の業務収支の影響から、業務活動収支は一般会計等より256百万円多い。投資活動収支
では、長野広域連合等の公共施設等整備支出の影響により支出が増えているものの、基金取崩収入を計上しており、一般会計等より132百万円
多い。財務活動収支は、長野広域連合と北信保健衛生施設組合で地方債償還支出を地方債発行収入が上回っている。

分析：

全体

連結

一般会計等

　一般会計等においては、物件費（1,343百万円）、減価償却費（1,067百万円）、補助金等（1,432百万円）が1,000百万円を超えており、それらの合
計が3,842百万円と経常費用（6,245百万円）の約62％を占めている。物件費は、地方創生交付金を活用した総合戦略事業に積極的に取り組んで
いる最中であり数値が高いが、交付金事業終了後には、事業評価等を行い、事業の適正化を図ることにより経費の縮減に努める。減価償却費は、
施設の集約化・複合化を進めるなど公共施設等の適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。補助金等は、町立病院への補助金と広域
消防の負担金で費用の半分を占めており、今後も大幅な減少は見込めない。
　公営企業会計等を加えた全体においては、一般会計に比べ、経常費用が4,644百万円多くなっている一方、経常収益が2,129百万円多くなってい
る。主な要因は、病院事業会計の人件費と使用料及び手数料である。
　一部事務組合等を加えた連結においては、一般会計等に比べ、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が6,252百万円多くなっている一
方、人件費が1,631百万円多くなっているなど、経常費用が2,464百万円多くなり、純行政コストは3,790百万円多くなっている。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
2,981,000 29,810 26,965

11,551 7,707 45,067
258.1 3.9 59.8
296.5 3.9 60.2

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

21,892 3,928 620,100
29,810 23,745 11,551

73.4 16.5 53.7
70.8 19.0 62.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
791,800 793 326
11,551 △ 698 6,245

68.5 95 5.2
86.5 235.1 4.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　純資産比率は類似団体平均値を若干上回っているが、負債
の約90％は地方債であり増加が見込まれるため、引き続き比
率の低下には注意する。
　将来世代負担比率は類似団体平均値を若干下回っている
が、今後も地方債の新規発行が見込まれているため、高利率
の地方債の借換えを行うなど、将来世代の負担の減少に努
める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは類似団体平均値を下回って
いるが、地方創生交付金を活用した総合戦略事業が完了した
際は、事業評価等を行い、事業の適正化を図ることにより経
費の縮減に努める。また、施設の集約化・複合化を進めるな
ど公共施設等の適正管理に努めることにより、減価償却費の
縮減に努める。

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

　住民一人当たりの資産額は類似団体平均値を下回っている
が、地方創生交付金を活用した新たな公共施設の整備を今
後も予定しており、増加が見込まれる。将来の公共施設等の
修繕や更新等に係る財政負担を軽減するため、公共施設等
総合管理計画を適切に見直し、施設の集約化・複合化を進め
るなど施設保有量の適正化に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

　受益者負担比率は類似団体平均と同程度である。地方創
生交付金を活用した総合戦略事業に積極的に取り組んでい
ることにより、物件費が高額となっている。交付金事業の終了
後は、経費の縮減に努める。また、今後予定している地方公
会計のセグメント分析を活用し、受益者負担の適正化に努め
る。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

　住民一人当たりの負債額は、類似団体平均値を下回ってい
る。しかし、負債のうち約90％は地方債であり、今後も地方債
の新規発行が見込まれているため、住民一人当たりの負債
額も増加する見込み。
　基礎的財政収支は類似団体平均値を大きく下回っている。
投資活動収支が、統合保育園整備や統合小学校整備といっ
た大型事業に伴う公共施設等整備支出の影響でマイナスと
なっていることが要因である。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値
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平成28年度　財務書類に関する情報①
人口 2,010 人(H29.1.1現在） 職員数（一般職員等） 55 人

団体名 長野県栄村 面積 271.66 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳
標準財政規模 1,968,311 千円 連結実質赤字比率 － ％ × ○ ×

団体コード 206024 類似団体区分 町村Ⅰ－０ 実質公債費率 5.4 ％

将来負担比率 － ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
資産 33,455 純経常行政コスト 3,556
負債 3,675 純行政コスト 3,580
資産 36,364 純経常行政コスト 4,151
負債 4,477 純行政コスト 4,176
資産 37,075 純経常行政コスト 4,368
負債 4,724 純行政コスト 4,392

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
△ 789 業務活動収支 559
△ 789 投資活動収支 △ 590
29,780 財務活動収支 215
△ 817 業務活動収支 627
△ 817 投資活動収支 △ 622
31,884 財務活動収支 190
△ 853 業務活動収支 614
△ 853 投資活動収支 △ 584
32,451 財務活動収支 176

・一般会計等においては、税収等の財源（2,792百万円）が純行政コストを下回っており、本年度差額は△789百万円となり純資産残高は789百万円の
減少となった。地域産業の振興と雇用の拡大を推進し税収等の増加に努める。
・全体でも、税収等の財源（3,359百万円）が純行政コスト（4,176百万円）を下回っており、本年度差額は△817百万円となり純資産残高は817百万円の
減少となった。農業集落排水特別会計、国民健康保険（施設勘定）特別会計、スキー場特別会計で△51百万円となっていることから使用料等の増収
に努める。
・連結では、税収等の財源が一般会計等に比べて747百万円多くなっている。純行政コストについても812百万円多くなり、純資産残高は853百万円の
減少となった。

分析：
・一般会計においては、業務活動収支559百万円であったが、投資活動収支については就労施設整備事業等の建設改良事業を行ったことから△
590百万円となった。財務活動収支については、地方債の発行収入が償還額を上回ったことから216百万円となっており、本年度末資金残は前年
度から184百万円増加し449百万円となった。しかし、行政活動に必要な資金を地方債の発行収入によって確保している状況であり、行財政改革を
更に推進する必要がある。
・全体では、国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれること、水道料等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は一
般会計等により69百万円多い627百万円となっている。投資活動収支では浄化槽設置工事等を実施したため△622百万円となっている。財務活動
収支は、地方債の発行収入が償還額を上回ったことから、190百万円となり本年度末資金残は前年度から195百万円増加し、512百万円となった。
・連結の業務活動収支は613百万円であったが、投資活動収支については584百万円となった。財務活動収支については、地方債の発行収入が償
還金を上回ったことから176百万円となり、本年度末資金残は前年度から206百万円増加し、637百万円となった。

分析：

全体

連結

一般会計等

・一般会計等においては、経常費用は3,670百万円となった。そのうち人件費等の業務費用は2,797百万円（76.2％）、補助金や社会保障給付等の
移転費用は874百万円（23.8％）で、業務費用の方が移転費用より多い。最も金額が大きいのは減価償却費1,400百万円で計上費用の38.1％を占
めている。物件費等は2,351百万円で行政コストの64.1％を占めている。施設の機能集約・複合化の検討に着手するなど公共施設等の適正管理に
努めることにより経費縮減に努める。
・全体では、一般会計等に比べて水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため経常収益が210百万円多くなっている。一方、国民健康保険
や介護保険の負担金を補助金計上しているため移転費用が340百万円多くなり、純行政コストは595百万円多くなっている。
・連結では、一般会計等に比べて連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が594百万円多くなっている。また、人件費が418百万円多くなっ
ているなど、経常費用が1,407百万円多くなり純行政コストは812百万円多くなっている。

分析：

一般会計等

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

純資産残高
本年度差額

本年度差額
本年度純資産変動額

連結

全体

純資産残高
本年度純資産変動額

一般会計等

全体

一般会計等

全体

連結

連結

本年度差額
本年度純資産変動額
純資産残高

・一般会計等においては、資産総額が期首から634千円の減少（△2％）となった。金額の変動が大きいものはインフラ資産であり、減価償却による資
産の減少が資産の取得額（654百万円）を上回ったことなどから885百万円減少した。投資その他の資産では出資金が50百円増加し、基金は57百万
円減少した。
・一般会計等においては、負債総額が期首から155百万円増加（+4％）しているが負債の増加額が最も大きいものは地方債であり、平成28年度に実
施した就労施設整備事業等に係る過疎対策債348百万円の発行である。
・簡易水道会計、スキー場特別会計等を加えた全体では、資産総額は期首から688百万円減少（△2％）し、負債総額は128百万円増加（+3％）した。
資産総額は水道施設、生活排水処理施設等のインフラ資産を計上していることにより、一般会計等に比べて2,909百万円多くなるが、負債総額も浄化
槽設置工事に地方債を充当したことなどから802百万円多くなっている。
・北信広域連合、岳北広域行政組合等を加えた連結では、全体会計に比べ資産総額で10,958千円、負債総額で246,921千円（うち地方債148,723千
円）、純資産で464,037千円多くなっています。

分析：
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平成28年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
3,345,517 33,455 37,305

2,010 4,065 65,305
1,664.4 8.2 57.1

743.3 5.4 56.9
※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

29,780 1,862 358,049
33,455 30,729 2,010

89.0 6.1 178.1
80.6 13.4 110.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況
⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
367,479 577 115

2,010 △ 645 3,670
182.8 △ 68 3.1
144.2 50.9 5.6

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

類似団体平均値

負債合計
人口

当該値

純資産
資産合計
当該値

類似団体平均値

純行政コスト
人口

当該値
類似団体平均値

地方債残高　※１
有形・無形固定資産合計

当該値
類似団体平均値

資産合計
人口

当該値
類似団体平均値

・　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政
サービス提供に対する直接的な負担割合の比率は比較的低
くなっている。公共施設等の使用料の検討に取り組むなど受
益者負担の適正化に努める。また、公共施設等総合管理計
画に基づき、公共施設等の統廃合や廃止を適宜進めるととも
に、施設更新の際は機能集約・複合化の検討、計画的な予防
保全による長寿命化などにより、施設保有量の適正化・適正
管理に取り組む。

５．受益者負担の状況

業務活動収支　※１
投資活動収支　※２

当該値
類似団体平均値

経常収益
経常費用

・　住民一人あたり負債額は類似団体平均を上回っている。
引き続き、新規に発行する地方債の抑制を行い地方債残高
を圧縮し将来世代の負担の減少に努める。
・　基礎的財政収支は、業務活動収支は黒字（＋577百万円）
であったが、投資活動収支が赤字（△645百万円）であったた
め、赤字（△69百万円）となっている。投資活動収支が赤字と
なっているのは、地方債を発行して就労施設整備事業等を
行ったためであり、地方債に依存する形になっている。業務の
民間委託等の導入により削減に努める。

４．負債の状況

当該値
類似団体平均値

分析欄：

減価償却累計額
有形固定資産　※１

当該値
類似団体平均値

・　住民一人あたりの資産額は、1,664.4万円である。これは、
村土が217.66㎢と広く、標高200ｍ台から900m台の山間に集
落が点在するためインフラ資産が多いこと。また、長野県北部
地震（平成23年3月）により住宅を失った住民の住宅確保のた
めの復興住宅の建設等によるものが主な要因で、類似団体
平均値の2.2倍となっている。
・　歳入額対資産比率については、類似団体平均を上回る結
果となった。また、有形固定資産減価償却率については、類
似団体と同水準である。
・　将来の公共施設の修繕や更新等に係る財政負担を軽減
するため、平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画
に基づき、30年間の取組みとして公共施設等の統廃合や廃
止を適宜進めるとともに、施設更新の際は機能集約・複合化
の検討、計画的な予防保全による長寿命化などにより、施設
保有量の適正化・適正管理に取り組む。

資産合計
歳入総額
当該値

類似団体平均値

・　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政
コストが税収等の財源を上回ったことから純資産が期首から
減少している。純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源
を過去及び現世代が費用して便益を享受したことを意味する
ため、人件費の削減などにより、行政コストの削減に努める。
・　社会資本等形成に係る将来世代の負担程度を示す将来
世代負担比率は、類似団体平均を下回っている。この要因と
して、住民一人あたり資産が多いことも影響しているが、引き
続き、新規に発行する地方債の抑制を行い地方債残高を圧
縮し将来世代の負担の減少に努める。

２．資産と負債の比率

１．資産の状況

３．行政コストの状況

・　住民一人あたり行政コストは、類似団体平均を上回ってい
る。これは、資産が多いことによる減価償却費の多さが大きな
要因（減価償却費　1,400百万円、経常費用の38.1％）と考え
られる。前項の記載同様、平成28年度に策定した公共施設等
総合管理計画に基づき、公共施設等の統廃合や廃止を適宜
進めるとともに、施設更新の際は機能集約・複合化の検討を
進め、施設保有量の適正化・適正管理に取り組む。
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